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本書における主な用語の意義等は次のとおりである。

　

１｢決算額｣とは、特にことわりのない限り、普通会計に係る地方財政純計における

　

額である。

　

２｢地方財政純計額｣、｢純計決算額｣又は｢純計｣とは、都道府県決算額と市町村決算

　

額の単純合計額から地方公共団体相互間における重複額を控除した額である。した

　

がって、都道府県決算額と市町村決算額の合計額は地方財政純計額に一致しないこ

　

とがある。

　

３｢普通会計｣とは、地方公共団体における公営事業会計以外の会計をいう。

　

４｢地方公営事業会計｣とは、地方公共団体の経営する公営企業、国民健康保険事

　

業、収益事業、公益質屋事業、農業共済事業、交通災害共済事業及び公立大学附属

　

病院事業に係る会計の総称である。

　

５｢市町村決算額｣とは、大都市、都市、町村、特別区及び一部事務組合における決

　

算額の単純合計額から、一部事務組合と一部事務組合を組織する市町村との間の相

　

互重複額を控除したものである。

　

６｢大都市｣とは、大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸市、北九州市、札幌

　

市、川崎市及び福岡市をいう。

　

７｢都市｣とは、大都市以外の市をいい、｢中都市｣とは、都市のうち昭和48年３月

　

31日現在の行政区域における昭和45年国勢調査人口10万人以上の市をいい、｢小

　

都市Jとは、人口10万人未満の市をいう。

８｢一部事務組合｣とは、特にことわりのない限り普通会計に係るものである。

９｢財政力指数｣とは、普通交付税の算定に用いた基準財政収入額を基準財政需要額

　

で除して得た数値で、昭和45年度、46年度、47年度に係る数値の単純平均値であ

　

る。

10｢一般財源｣とは、地方税、地方譲与税及び地方交付税の合計額をいう(昭和41年

　

度にあっては臨時地方特例交付金、42年度にあっては臨時地方財政交付金が含ま

　

れる｡)。

　　

なお、市町村においては、これらのほか、都道府県から市町村が交付を受ける軽

　

油引取税交付金(大都市のみ)、娯楽施設利用税交付金、自動車取得税交付金を更に

　

加えた額をいうが、これらの交付金は、地方財政の純計額においては、都道府県と

　

市町村との間の重複額として控除される。

11｢一般財源等｣とは、前記10に掲げる一般財源のほかに、その使途が制約されて

　

いない一般財源以外の収入を合算したものをいう。

12

　

各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものである。したがっ

　

て、その内訳は合計と一致しない場合がある。

　　

なお、各項目の詳細な計数は｢資料編｣に集録してある。

- ５－
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最近における社会経済の急激な変ぼうに伴い、豊かな国民生活と活力ある

福祉社会の実現を期待して、国及び地方公共団体の行政サービスの充実に対

する国民の要望は著しく増大している。昭和40年代前半までの我が国経済

の高度成長は、所得水準の向上、消費生活の多様化等国民生活の向上をもた

らしたが、他方、成長の過程において環境破壊、過疎過密、物価の高騰等の

諸問題を生じ、社会資本の立ち遅れと相まって、数多くの矛盾と不均衡が現

れてぎている。このような情勢の下において、国及び地方公共団体に課せら

れている課題は、国民経済の安定的成長、物価の安定等に努めつつ生活環境

施設整備に重点をおいた各種社会資本の整備、社会保障の充実、公害の防

止、過疎過密対策等きめの細かい諸施策を推進することによって福祉社会

の実現を図ることにある。この課題を達成する上で、地域社会における総合

的行政主体である地方公共団体の果たすべき役割と責務は、一段と重要性を

加えつつあるが、このためには、地方公共団体は、裏付けとなる財源の確保

に留意しつつ自主的な努力による行財政の計画的かつ効率的運営によって住

民の要望にこたえていくことが必要である。

　

以下、昭和47年度決算を中心として地方財政の状況を述べるとともに、

地方公共団体が住民の要請にこたえてどのような役割を果たしているか、ま

た、与えられた課題を達成するためにどのような問題を抱えているかなど、

地方財政の在り方を展望する。

- １－



第１

　

昭和47年度の地方財政

１

　

昭和47年度の地方財政を取り巻く環境

　

昭和45年８月以来長期にわたって停滞していた我が国の景気は、47年1

月以降ようやくこ回復への道を歩みはじめたが、同年秋以降には需給関係の好

転を背景として、急速･な拡大へと歩調を速め､48年１月以降はむ七ろ過熱の

様相を呈するに至った。

　

このため、昭和47年度の経済成長率は、当初見通

しの名目12.9%、､実質7.7％を大きく上回り、名目n.3%、実質11.0％と･なっ

た。

　　　　　　　　　

¨

　　　　　

レ

　

以下、順を追って年度当初における経済見通しと国の財政運営方針、地方

財政計画、経済情勢の推移及び財政運営の経過等についてその概要をみるこ

ととする←

（１）当初の経済見通しと国の財政運営方針

　

:｢昭和47年度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣(47年１月閣議決定)

によれば、47年度の我が国経済は、海外においては、高まりつつある保護主

義的傾向、通貨調整に伴･う過渡的な摩擦等国際経済交流の発展を図る上でな

お多くの問題を抱え、また、国内経済においては、景気後退下の通貨調整とい

う試練の中で、経済の動向にはなお楽観を許さないものがあり、総需要を換

起し、速やかに景気の浮揚を図ることが当面する最も緊急な課題とされた。

　

以上のような内外情勢にかんがみ、昭和47年度の経済運営に当たって

は、公債政策を活用した積極的かつ機動的な財政金融政策により、我が国経

済を安定成長軌道に乗せ、生活関連施設を中心とする公共投資の拡充等社会

開発の強力な展開、対外政策の積極的推進、物価の安定、低生産性部門の

近代化等の諸施策を重点的に講ずることにより、成長と福祉の調和に立つ新

しい経済発展へ踏み出す第１歩の年とするものとされた。

　

昭和47年度の国の財政運営に当たっては、この経済見通しと経済運営の

　　　　　　　　　　　　　　　

－21－



基本的態度にのっとり、当面する国内経済の停滞を速やかに克服し、国民福

祉の向上を志向する我が国経済社会の新しい進展を期することをもって基本

とし、このため、公債政策を積極的に活用し、社会資本の整備を一段と推進

することとし、一般会計予算及び財政投融資計画の規模の積極的｡拡大を図る

とともに経済情勢の推移に応じて弾力的に運用することとされた。このよう

な方針に基づいて編成された国の一般会計予算は･11兆4,676億円で、前年度

当初予算(９兆4,143億円)と比べて２兆533億円、21.8%の増加となってお

り、財政投融資計画の規模は５兆6,350億円で、前年度当初計画(４兆2,804

億円)と比べて１兆3,546億円、31.6%の増加となっている。

　

また、公債発

行額は、１兆9,500億円とされた。

　

なお、社会経済情勢の進展に即応して、公害対策等のために税制上の諸施

策を講じ、また、｡空港施設等の整備充実に資するため、航空機燃料税を創設

することとされた。

(２)地方財政計画

　

昭和47年度の地方財政は、景気の停滞による地方税及び地方交付税の伸

びの鈍化、地方税負担の軽減についての強い要請、生活関連施設等各種社会

資本の整備、社会福祉の充実等のための財政需要め増大等極めて厳しい財

政環境に直面するものと予想され、このような事態に対処するため、47年

度においては、次のような総合的な地方財政対策が講じられることどなっ

た。

　

第１に、住民負担の軽減合理化を図るため、個人の住民税、個人の事業税

を中心として、総額1,053億円の減税を行うことどする。

　

また、空港関係市

町村における空港対策の財源に充てるため航空機燃料譲与税を創設すること

とする。

　

第２に、地方一般財源の伸悩み、地方税の大幅減税、社会資本り整備及

び社会福祉の充実並びに沖繩復帰のための財政需要の増こう等を勘案して地

方財源の確保を図るため、ぐア)国の一般会計から臨時地方特例交付金1,050億

円を、交付税及び譲与税配付金特別会計へ繰り入れる、(ｲ)交付税及び譲与税
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配付金特別会計において、資金運用部資金から1,600億円を借り入れる、吻

沖繩の地方公共団体に対し交付する必要があると見込まれる地方交付税の財

源に資するため、臨時沖繩特別交付金365億円を、国の一般会計から交付税

及び譲与税配付金特別会計に繰り入れる、岡公共事業の拡大に伴り地方費の

増加に対処するとともに、地域の特性に応じて生活関連公共施設等の整備を

図るため、地方債資金を積極的に活用することとし、前年度(当初)に比し、

4,908億円の地方債を増額する等の措置を講ずることとする。

　

第８に、人口急増対策、過疎対策、公害対策、広域市町村圏振興対策等を

積極的に推進し、住みよい生活環境の整備を進めることができるよう、財源

措置を拡充することとし、このため小学校校舎の建設費に係る国庫負担率を

従来め３分の１から２分の１に引き上げることとするほか、人口急増地域に

おける小中学校用地取得に対する国庫補助制度の充実、辺地及び過疎対策事

業債の大幅増額等の措置を講ずることとする。

　

第４に、老人福祉対策の一環として、国庫負担率３分の２による老人医療

費特別措置制度を確立する等、社会福祉充実のための措置を講ずることとす

る。

　

第５に、地方公営企業の経営基盤を強化し、その健全化を図るため、公営

企業金融公庫に係る政府保証債の枠の拡大等により、地方公営企業に対する

貸付金を増額し、貸付条件を改善するとともに公営企業会計に対する一般会

計の負担の合理化を進める。

　

これらの財源措置を講じて策定された昭和47年度jの地方財政計画の規模

は11兆7,498億円で、46年度の計画(９兆7,172億円)に対し、２兆326億

円、20.9%の増加となっている。

　

なお、昭和47年度当初の地方債計画は、廃棄物処理施設、下水道、公園

等の生活環境施設整備の推進、都市再開発事業、公営住宅建設事業等を中心

と'する都市対策の推進、辺地及び過疎対策等の地域整備の推進を重点とし

て、総額１兆7,278億円の規模で策定された。この額は、46年度当初の計画

(１兆860億円)と比べて、6,418億円、59ふ1％と大幅な伸びを示している。
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（３）経済情勢の推移と財政運営の経過

　

ア

　

経済情勢の推移

　

当初の経済見通しにおいて、その動向になお楽観を許さないものがあると

見込まれていた我が国経済は、財政金融面からの積極的な景気対策の効果も

あって、昭和47年初以来、着実な上昇過程をたどった。

　

すなわち、公共投

資関連需要の増大に加え、金融緩和基調を背景として、個人消費支出の上昇、

民間住宅投資の回復等がみられ、景気は夏頃までゆるやかに上昇した。その

後、需給関係の好転を背景に、景気は秋以降急速な拡大過程に入り、特に、

木材、鉄鋼、紙、パルプ、セメント等建設資材の広範囲な値上りを主因とす

る卸売物価の上昇傾向が現れた。このような景気の急上昇と物価の高騰にか

んがみ、景気過熱の抑制と物価騰貴の鎮静を目指して、昭和48年１月以降

金融機関貸出に対する窓口規制の強化、預金準備率の引上げ等の引締め政策

がとられることとなった。

　

イ

　

国の財政の補正措置

　

国の財政においては、人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定（改善率

10.68％、4月１日実施）を実施するとともに社会資本の整備及び国際収支の

均衡を図る等のため公共投資の追加を行うこととし、昭和47年10月に一般会

計で総額6,513億円の補正予算が編成されたが、歳入面においては、租税及

び印紙収入2,820億円、税外収入93億円が追加されるとともに、国債3,600

億円が増額された。また、財政投融資計画については、47年８月及び10月

の２回にわたって改定が行われ、総額7,698億円の増額措置がとられた。

　

ウ

　

地方財政の補正措置

　

地方財政においては、国の補正予算において法人税が追加計上されたこと

に伴い、地方交付税が656億円増額された。その使途については、普通交付税

に465億円（給与改定財源370億円、調整減額分の復活95億円）を充て、更

に、当年度における災害の多発の状況にかんがみ、特別交付税の増額に126億

円を充てることとし、差引き65億円については、当年度分の地方交付税の

借入見込額（交付税及び譲与税配付金特別会計における借入金1,600億円）の
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減額に充てることとされた。

　

なお、地方公務員の給与改定に伴う一般財源所要額は、国家公務員に準じ

て給与改定を行う場合、2,800億円と見込まれ、既措置額1,980億円を除く

820億円(交付団体分620億円、不交付団体分200億円)の財源不足が生ずる

ものと見込まれたが、これについては、法人関係税の増収(330億円)、既定

経費の節減(165億円)及び地方交付税の補正増(656億円のうぢ870億円)に

よって賄りこととされた。

　

また、地方債については、昭和47年８月に生活関連社会資本の整備促進

を重点として2,120億円(りち政府資金1,200億円)の地方債計画の増額改定

が行われ、更に10月には、補正予算において公共投資が5,365億円追加さ

れたことに伴う地方負担の増加に対処するため、2,954億円(うち政府資金

2,100億円)の地方債計画の増額改定か行われた。

２

　

地方財政の概況

　

地方公共団体は、人口、産業構造、財政規模等においてそれぞれ異なって

いるが、等しく住民福祉の向上のため行財政活動を営んでいる。これら地方

公共団体の数並びに個々の地方公共団体の財政の集合である地方財政の規

模、決算収支及び財政構造の状況は、次のとおりである。

（１）地方公共団体の数

　

昭和48年３月31日現在における地方公共団体（財産区、地方開発事業団

を除く。）の数は、47都道府県、643市、2,637町村、23特別区、2,470一部事務組

合、合計5,820団体である。これらについて、昭和47年５月15日に復帰し

た沖繩県の市町村を除い七、前年同期と比べると、35町村が滅少し、19市、

118一部事務組合が増加している。

　

市の増加は、主に、人口要件の特例措置によるいわゆる３万市が47年度に

新たに15市誕生したことによる。また、一部事務組合の増加が顕著である

が、これは交通通信手段の発達等による地域社会の広域化に対応して、広域
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市町村圏の設定が進められ、特に消防行政及び廃棄物処理等環境衛生行政の

分野において:事務の広域処理が活発化し、とれに伴って事務の広域処理機構

が整備されつつあることによるものである。

　

なお'、昭和47年４月１日に、大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸

市及び北九州市に加え、札幌市、川崎市及び福岡市が指定都市となった。

　

次に、昭和48年３月31日現在における都道府県及び市町村3,327団体(前

年同期3,288団体)を財政力指数段階ごとに分けてみると、全体の83.6%

(82.9%)に当たる2,783団体(2,726団体)が財政力指数0.50未満の団体であ

り、財政力指数1.00以上の団体は、全体の2.0% (2.1%)に当たる65団体(68

団体)に過ぎない。

　

これを団体種類別にみると、都道府県では、財政力指数0.50未満の団体は

全体の61.7% (前年同期56.5 %)に当たる29団体(26団体)であり、財政力指数

1.00以上の団体は全体の8.5％(8.7％)に当たる４団体(４団体)となってい

る。また、市町村では、財政力指数0.50未満の団体は全休の84.0% (83.3%)

に当たる2,754団体(2,700団体)であり、財政力指数1.00以上の団体は全体

の1.9％(2.0％)に当たる61団体(64団体)となっている。

(２)決

　

算

　

規

　

模

　

昭和47年度の地方公共団体の普通会計決算額の単純合計額は。

　　　　

歳

　　　

入

　　

15兆8,585億円(前年度12兆7,672億円)

　　　　

歳

　　　

出

　　

15兆3,861億円(前年度12兆4,973億円)

であり、前年度と比べると、歳入３兆913億円、24.2%、歳出２兆8,888億

円、23.1%それぞれ増加している。

　

この単純合計額から地方公共団体相互間の重複額7,678億円を控除した純

計決算額は。

　　　　

歳

　　　

入

　　

15兆

　

907億円(前年度

　

12兆1,794億円)

　　　　

歳

　　　

出

　　

14兆6,183億円(前年度

　

11兆9,095億円)

であり、前年度と比べると、歳入２兆9,113億円、23.9%、歳出２兆7,088

億円ヽ22.7%増加している。

　

この増加率は、昭和46年度決算における対前
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年度増加率歳入20.5％、歳出21.3%を上回っており、また、地方財政計画の

対前年度増加率20.9%及び名目経済成長率17.3%のいずれをも上回っている。

　

なお、決算規模は、第１図にみられるとJおり、地方公共団体が年々増大す

る行政需要に積極的に対処していることを反映して、年々増大を示している。

（３）決

　

算

　

収

　

支

ア

　

実

　

質

　

収

　

支

　　　　　　

第１図

　

決算規模の推移
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の黒字となっている。

　

形式収支から明許繰

越等のために翌年度に

繰り越すべき財源

2,806億円(都道府県

1,745億円，市町村

1,061億円)を控除した

実質収支は1,918億円

(都道府県287億円，

市町村1,631億円)の黒字で、前年度の黒字額855億円(都道府県155億円の

赤字、市町村1,010億円の黒字)と比べ1,063億円(都道府県442億円、市町

村620億円)増加してVヽる。似かし、紹和47度において給与改定が４月１日

実施となったことに伴い昭和48年８月31日退職予定者の相当数が４月１日

以降の退職とならだため、これらの者に係る翌年度において支払うべき退職

手当額があることを勘案すれば、これが形式的に黒字を増加させる一つの

要因になっていることに留意する必要がある。

　

ノ

　　

ダ

　

▽

　

実質収支を団体種類別にみると、都道府県における黒字団体は45団体で、
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第２図

　

実質収支の推移
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その黒字額は529億円

であり、赤字団体は東

京都及び大阪府の２団

体で、その赤字額は

242億円となっている。

市町村における黒字団

体は5,603団体(3,172

市町村、23特別区、

2,408一部事務組合)で。

その黒字額は1,808億

円であり、赤字団体は170団体心竺Hffff?HJ 62一部事務組合)で、その赤字

額は177億円となっている。

　

実質収支が赤字の団体についてみると、前年度赤字であった215団体

(２都府、141市町村、1.騎別区、71一部事務組合)のうち、９団体(６町村、

３一部事務組合)が合併等により消滅し、103団体(64市町村、１特別区、38

一部事務組合)が赤字を解消して黒字団体となった。

　

また、前年度黒字で

あった5,445団体(44道府県、3,101市町村、22特別区、2,278一部事務組合)

のうち、69団体(37市町村、32一部事務組合)が赤字団体となった。

　

前年度に引き続いて赤字である団体は103団体(２都府、71市町村、30一

部事務組合)で、このうち赤字額が滅少した団体は67団体(２都府、45市町

村、20一部事務組合)であり、赤字額が増加した団体は36団体(26市町村、

10一部事務組合)である。

　

なお、最近における実質収支及び赤

字団体の赤字額の推移は第２図にみら

れるとおりであり、決算規模(歳出)に

対する実質収支の比率の推移は第３図

にみられるとおりである。

　

イ

　

単年度収支

　

昭和47年度の実質収支から前年度

－９－

第３図

　

決算規模(歳出)に対する

　　　　

実質収支の比率の推移
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の実質収支を差し引いた単年度収支は、1,063億円の黒字(前年度498億円

の赤字)となっている。これを団体種類別にみると、都道府県は442億円の

黒字(前年度578億円の赤字)で、市町村は621億円の黒字(80億円の黒字)

である。

　

単年度収支に昭和47年度における基金への積立額(733億円)及び地方債繰

上償還額(57億円)を黒字とみなし、基金とりくずし額(242億円)を赤字とみ

なして調整した実質単年度収支は1,612億円の黒字(前年度510億円の赤字)

となっている。これを団体種類別にみると、都道府県は654億円の黒字(前

年度699億円の赤字)で、市町村は959億円の黒字(189億円の黒字)である。

　

ウ

　

財

　

政

　

再

　

建

　

昭和47年度の実質収支が赤字である110団体(一部事務組合を除く。)の万

ち、17市町村が地方財政再建促進特別措置法に基づいて計画的な財政運営

により赤字解消を図っている。

　

財政再建団体数の推移は、第４図にみられるとおり、昭和29年度の赤字

　　　　　　　　　　　

第４図

　

財政再建団体数の推移
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団体のう=ち、(財政再建団体となうた４のは588団体(18府県、570市町村)で

あらだがヽその後、財政再建は順調に進み、45年度末をもってすべての団

体が財政再建を･完了している。一方、昭和30年度以降の赤字団体で、地方

財政再建促進特別措置法の規定に基づき財政再建を行う団体は、34年度、

35年度において大幅に増加したが、その後漸減し、47年度末においては17

団体となっている。

　　　　

し

　

に

(4)財政構造

　

ア歳

　　

入

　　　　　　　　　　

六大

　

昭和47年度の歳入純計決算額は15兆907億円で、前年度(!2兆1,794億

円)と比べると、２兆9,113億円、23.9?/o増加している。歳入決算額の構成比

は、地方税が33.2%で最も高く、国庫支出金(22.4 %-)、地方交付税(16.9%)、

地方債(10.8％)がこれに次いでいる。

　　　　　

犬

　

昭和42年度以降における歳入決算額構成比り推移をみると、次の表のと

おりである。

　　　　　　　　　

歳入決算額の構成比の推移

区 分 昭和42年度

　　

.4a
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45
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34.8･33.2
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16.0
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100.0

　

1.1

16.2
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-
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100.0

　

1.1

17.8

　

56.0

　

20.7

　

・6.4

　

16.9

100.0
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15.6

100.０DO.O

　

100.0
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100.0

　

100.0
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億円

　　

億円

59,263 69,589 83,052 101,040 121,794 150,907

（注）国庫支出金k=は、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成

交付金を含伝

　

犬

　　　　　　　　　

犬

　　　

っ

地方税は√昭和皿=年度以降経済の好況等による地方税収入の伸びを反映

し二lその構成比を高､めてきたが√昭和45年後半以来の景気の後退の影響
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を受けてヽ46年度においてはヽ地方税収入が伸び悩みヽその構成比は、前

年度を2°3％下回る34.8%となった。昭和47年度においてはヽ景気は回復

を示しヽ地方税収入の増加率は前年度を上回ったがヽ国庫支出金及び地方債

の増加が著しかったためヽ構成比はヽ前年度を1.6%下回る33,2%となって

いる。

　

地方交付税は、昭和42年度においては、その構成比は16.0%であったが、

44年度から46年度までは17％台で推移している。 47年度においては、当

初、大幅な地方財源不足が生ずるものと見込まれていたので、地方財政措置

の一環として地方交付税の確保が図られたこともあって、増加率では前年度

を上回ったが、構成比では国庫支出金及び地方債の増加が著しかったため、

前年度を0.4%下回る16.9%となっている。

　

国庫支出金は、昭和42年度から45年度までは、毎年度低下の傾向で推移

しているが、46年度以降その構成比を高めている。昭和47年度においては、

福祉行政及び公共事業の推進を反映して前年度を1.3%上回る22.4%となっ

ている。

　

地方債は、昭和42年度から45年度までは５％～６％台で推移している

が、46年度では9.2%とその比率を高め、47年度においては、生活関連社会

資本の整備に必要な財源を地方債に求めたこと等もあって、前年度を1.6%

上回る10.8％となっている。

　

以上のような結果、一般財源の構成比は、昭和42年度53.6%、43年度

54.4%、44年度55.9%、45年度56.0％と逐年その比率を高めていたが、46

年度では、前年度を2.9%下回る53.1％となり、47年度においては、更に

前年度を1.9%下回る51.2%となっている。

　

イ

　

歳

　　　

出

　

昭和47年度の歳出純計決算額は、14兆6,183億円で、前年度(11兆9,095

億円)と比べると２兆7,088億円、22.7%増加している。

　

地方公共団体の経費は、その行政目的によって、議会・総務費、民生費、衛

生費、労働費、農林水産・商工費、土木費、警察・消防費、教育費に大別する

ことができる。地方経費の目的別構成比の推移は、次の表のとおりである。
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目的別歳出構成比の状況
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地方公共団体の経費のうち、大きい比率を占めているのは、土木費及び教

育費で、両者で全体の約２分の１となっており、農林水産・商工費、議会・

総務費、民生費、衛生費がこれに次いでいる。

　

土木費は、昭和42年度においては、その構成比は21.4%であったが、地

方公共団体が道路、橋りょう、住宅、街路等の整備充実を図ったことを反映

して46年度まで毎年度その比率を高めてきており、47年度においては、前

年度を0.4%下回るものの25.2%と最も高い比率を占めている。

　

教育費は、昭和42年度における構成比は25.7%であったが、その後土木

費、民生費等の伸びが大きかったとともあって、47年度は前年度を1.0%下

回る23.6%となっている。

民生費は、昭和42年度から逐年徐々にその構成比を高めてきており、特に

47年度においては、前年度を0.9％上回る8.7％となっている。

　

これは、老

人医療の無料化、生活保護基準等の改定、児童手当制度の平年度化等社会福

祉め充実がj図られたことによるものである。

j衛生費降、し尿・ごみ処理対策及び公害防止対策経費の増こう屯あって、

昭和43年度以降その構成比を高めている。反面、議会・総務費、労働費、

警察゛消防費はそり比率が低下している。

　　　　　　　　　　

し

　

地方公共団体の経費を性質別に分類すると、義務的経費、投資的経費及び
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その他の経費に大別されるが、その構成比の状況は、次の表及び第５図のと

第５図

　

歳出決算額に占める義務的

　　　　

経費と投資的経費の比率の

　　　　

推移
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おり｡である。

　

義務的経費は、人件費のほか、

生活保護等の扶助費及び地方債の

元利償還のための公債費からなっ

ている。投資的経費は、直接資本

形成に向けられる経費であり、道

路、橋りょう、小・中学校、公営

住宅等の建設に要する普通建設事

業費、災害復旧事業費及び失業対

策事業費からなっている。
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義務的経費の歳出総額に占める比率は、昭和42年度(45.0％)以降46年度

(40.5ろ)まで年々低下する傾向にあったが、47年度においては、前年度を

0.3％上回る40.8%となっｔいる。義務的経費のうち、最も大きい比率を占

める人件費は、昭和42年度(3M％)以降その比率が据下しでおり、47年度

においては、前年度を0.8%下回る3U･％となっているぷ

　

なお、人件費の
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比率がこのように低下したにもかかわらず昭和47年度において義務的経費

の比率が前年度より上回っているのは、老人医療の無料化、生活保護基準等

の改正、児童手当制度の平年度化等社会福祉政策が推進されたこと及び地方

債現在高の増加によりその元利償還金が増加したことに伴い、扶助費及び公

債費の比率が高くなったことによるものである。

　

投資的経費の比率は、昭和42年度においては35.4%であったが、その後

公共事業の拡充がなされたこともあって年々その比率は高くなっており、47

年度においても前年度を0.6％上回る39.4%となっている。そのり

建設事業費は、昭和42年度以降毎年度その比率を高めており、46年度にお

いては前年度を1.8%上回る36.4%となっている。昭和47年度においては、

前年度に引き続き公共事業が大幅に拡大されたこともあって、前年度とほぼ

同水準の比率となっている。

　

また、災害復旧事業費は、昭和46年度では

1.5％であったが、47年発生の災害の規模が大きかったこともあって、47年

度においては2.5％となっている。

　

ウ

　

一般財源の充当状況

　

昭和47年度の一般財源は７兆7,214億円で、前年度(６兆4,629億円)に比

べると１兆2,585億円、19.5%増加している。

　

一般財源の各経費に対する充当状況についてみると、総額の51.5 % (前年

度49.9%)に当たる３兆9,782億円(３兆2,268億円)が義務的経費に充当さ

れており、その内訳は、人件費３兆3,213億円(一般財源総額に占める比率

43.0%)、扶助費2,226億円(2.9 %■)、公債費4,344億円(5.6％)となっている。

一方、投資的経費には22.6%(前年度25.5 %)に当たる１兆7,444億円(１兆

6･460億円)が充当されているが、その内訳は、普通建設事業費１兆6,766億

円(一般財源総額に占める比率21.7 %)、災害復旧事業費225億円(0.3％)、

失業対策事業費453億円(0.6％)となっている。

　

‾般財源の充当額構成比の推移をみると第６図にみられるとおり、人件費

等義務的経費＾ヽの充当の比率は昭和42年度以降45年度までは低下してきた

がヽ46年度において再びその比率を高め49.9%となり、47年度においては
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第６図

　

一般財源充当額構成比(性質別)の推移
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51.5%となってい

る。また、普通建設

事業費等投資的経費

への充当の比率は、

毎年度高まってき

たが、昭和46年度

は25.5 %と45年度

(26.7％)に比べその

比率を低め、47年度

においては22.6%

と低下している。

　

次に、一般財源増加額の各経費に対する充当状況をみると、人件費に充当

された一般財源増加額の構成比は45.0 %と前年度(54.3%)を大きく下回って

いるが、45年度(39.3 %)と比べると依然として高い比率を占めている。ま

た、社会資本の充実のために地方債の拡充が図られてきたこと及び昭和47

年度の地方財政措置として地方債が大幅に発行されたこともあって地方債等

の特定財源の充当が増加した結果、普通建設事業費に充当された一般財源増

加額の構成比は7.6％と前年度(16.6 %)を大幅に下回っている。

(５)人口急増市町村及び過疎市町村の財政状況

　

地方財政の一般的な状況は、以上にみたとおりであるが、人口９加速度的

な都市集中による過密・過疎現象の進展に伴い、市町村財政がいかなる影響

を受けているかという観点から、更に、人口急増市町村及び過疎市町村の財

政状況をみると、次のとおりである。

　

(注)１

　

人口急増市町村とは、当該団体の昭和45年の国勢調査人口が、40年の国

　　　

勢調査人口と比べて10％以上増加している374市町村(３特別区を含む｡)を、

　　　

過疎市町村とは、過疎地域対策緊急措置法に基づき過疎地域の市町村として公

　　　

示されている1,047市町村を、一般市町村とは、全国市町村(特別区、一部事

　　　

務組合を含む｡)から、人口急増市町村及び過疎市町村を除いた市町村をいうも
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のである。

　

２

　

文中及び図中の数値は、（注）１の要件に該当する市町村ごとに昭和47年

度の決算額及び公共施設の状況を集計したものによってtヽるっなお、人口１人

当たり額は、48年３月31日現在の住民基本台帳登載人口を用いて計算したも

のである。

　

ア

　

歳

　　　

入

　

人口急増市町村、一般市町村及び過疎市町村における歳入決算額の状況を

みると、人口急増市町村は２兆2,342億円(市町村の歳入総額に占める比

率31.7 %)、一般市町村は４兆231億円(57.2%)、過疎市町村は7,802億円

(11.1％)となっている。

　

これを人口１人当たり額でみると、第７図にみられるとおり、人口急増市

第７図

　

人口急増市町村等の歳入決算額の状況

　　　　

(人口１人当たり額及び構成比)

川急柚細川
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（､100.0％）

瀧市町付
64,200円

(100､0%'

過疎巾'町村
89,200円
口00.0‰・

町村は、60,800円、一

般市町村は64,200円、

過疎市町村は89,200

円となっている。この

ように、過疎市町村が

最も大きな額となって

いるのは、一般的に、

行政執行に要する経費

は、人口が少ない市町

村ほど割高となる実情

を勘案して、これに対

応した財源措置が講じ

られているためである。

　

次に、歳入決算額の構成比をみると、地方税の歳入総額に占める比率は、

人口急増市町村が38.8%と最も大きく、次いで一般市町村が29.5%で、過

疎市町村は所得水準の差を反映して、10.2％にとどまっている。一方、地方

税とともに一般財源の大きな柱である地方交付税については、人口急増市町

村8.9%、一般市町村18.2%、過疎市町村37.5%で、地方税とは逆に過疎市

町村における比率が最も大きくなっている。これは、地方交付税が地方公共
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団体間の税収入の不均衡を是正する財政調整の機能を有するものであるから

であり、この結果、地方税と地方交付税を合わせた比率は、三者同率となっ

ている。

　

国庫支出金については、人口急増市町村12.3%、一般市町村13.6%、過疎

市町村12.7らと、大きな差異はみられないが、地方債については、入口急増

市町村13.7ら、一般市町村11.3%、過疎市町村13.0％と、人口急増市町村

及び過疎市町村の比率が一般市町村の比率を上回っている。これは、人口急

増市町村においては、大規模な宅地開発又は集団的な住宅建設に伴い必要と

なる義務教育施設をはじめとする各種公共施設整備のための財源として、多

額の地方債を起こしていることによるものであり、過疎市町村においては、

過疎対策事業の財源として、過疎対策事業債が大きな割合を占めていること

によるものである。

　

イ

　

歳

　　　

出

　

人口急増市町村、一般市町村及び過疎市町村における歳出決算額の状況を

みると、人口急増市町村は２兆1,445億円(市町村の歳出総額に占める比率

31.7％)、一般市町村は３兆8,660億円(57.1%)、過疎市町村は7,578億円

(11.2 %-)となっている。これを人口１人当たり額でみると、人口急増市町村

は58,300円、一般市町村は61,700円、過疎市町村は86,600円となっている。

　

次に、歳出の目的別内訳をみると、第８図にみられるとおり、過密地域､過

第８図

　

人口急増市町村等の目的別歳出決算

　　　　

額の構成比
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疎地域の特殊事情を

反映して、入口急増

市町村、過疎市町村

ともに、それぞれ大

きな特色がみられ

る。すなわち、人口

急増市町村において

は、短期間にかつ急

激に増加する人口に

対応して緊急に必要



となる義務教育施設、廃棄物処理施設の整備、良好な市街地の形成のために

必要となる都市計画街路、公共下水道の整備等に対して多額の投資がなされ

ているために、教育費、土木費、衛生費の比率が高く、特に、教育費は22.6%

と、一般市町村の17.5%、過疎市町村の16.3％を大幅に上回っている。一

方、過疎市町村においては、当該地域が主として農山漁村であり、産業振興

の重点が農林水産業に置かれているため、農林水産業費の比率が17.3%と高

く、人口急増市町村の2.5％、一般市町村の6.9％を大幅に上回っている。

　

歳川の性質別内訳をみると、第９図にみられるとおり、三者とも普通建設

　　　　　　

第９図

　

人口急増市町村等の性質別歳出決算額の構成比
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事業費の比率が最も高く、とりわけ、人口急増市町村が40,1％と高い比率を

示しているのが注目される。

　

ウ

　

建設投資と公共施設の状況

　

人口急増市町村、一般市町村及び過疎市町村における普通建設事業費の決

算額の状況をみると、人口急増市町村は8,591億円(市町村の普通建設事業

費総額に占める比率33.4%)、一般市町村は１兆4,198億円(55.3％)、過疎市

村町村は2,904億円(11.3％)となっている。

　

これを人口１人当たり額でみると、人口急増市町村は23,400円、一般市町

村は22,600円、過疎市町村は33,200円となっている。その目的別内訳をみる
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と第10図にみられるとおり、過密地域、過疎地域の特殊事情を反映した特

第10図

　

人口急増市町村等の目的別普通建設事業費の状況

　

色が明確に現れてい

人｜】急増

　

般巾

過疎山

(人口１人当たり額の対比)

10,6001'!

　　　

(31.9%)

(ii;) (　j内の数値は、それぞれの､lj町村の許通

　　　

姓設事叉叫総和にlりめる構成比である。

る。すなわち、人口

急増市町村では、

小・中学校の6,800円

(普通建設事業費総

額に占める比率

28.8 %)が最も大

きい額となってお

り、一般市町村の

3,600円(16.0％)、過

疎市町村の4,600円

(13.8％)を大きく上

回っているが、これ

は、児童・生徒の急激な増加に対処するため、小・中学校の新増築が優先的

かつ集中的に行われていることによるものである。次に大きいものは、都市

計画費の4,600円(19.8%)であり、これについても、一般市町村の3,700円

(16.3％)、過疎市町村の700円(2.3％)を大幅に上回っているが、これは、良

好な市街地の形成を推進するために、宅地開発等と一体となって整備すべき

街路、公共下水道、都市公園等の根幹公共施設の整備に多額の投資が行われ

ていることによるものである。

　

一方、過疎市町村においては、農林水産業費が10,600円(31.9%)と最も大

きい額となっており、その額は、人口急増市町村の800円(3.4％)、一般市町

村の2,800円(12.7%)を大きく上回っているが、これは、農山漁村の産業を

振興するために、農道、林道、水産業施設等の整備が重点的に行われている

ことによるものである。また、道路橋りょう費の8,400円(25.2%)も、人口

急増市町村の3,000円(12.8%)、一般市町村の4,100円(18.0％)に比べると、

２倍を超える大きな額となっているが、これは、他の地域に比べて著しく立

ち遅れている道路橋りょうの整備に大きなウェイトが置かれていることによ
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るものである。

　

以上のよ引こ、人口急増市町村及び過疎市町村においては、当面の問題解

決のために先行的かつ優先的に整備を迫られている特定の事業に、重点的な

投資が行われているが、それにもかかわらず、これらの施設に係る施設水準

は概して低い状況にある。すなわち、人口急増市町村における小・中学校の

整備状況をみると、校舎面積が必要面積に達していない小・中学校の数は、

全体の48.1%にも達しており、一般市町村の33.1%、過疎市町村の36.5 %

に比べて劣悪な状況にある。一方、過疎市町村における市町村道の整備状況

をみると、改良率が11.5 %、舗装率が6.1%と極めて低く、人口急増市町村

(改良率25.3%、舗装率24.6 %)及び一般市町村(18.9 %、15.1 %)と比べて、

大幅に下回っている。

　

次に、普通建設事業費における財源の構成比をみると、第11図にみられる

第11図

　

人口急増市町村等の普通建設事業費
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とおり、人口急増市町村

においては、一般財源等

の比率が36.3 %と最も

高く、地方債の比率が

33.8%と一般市町村の

29.1%に比べてかなり高

くなっていることが注目

される。国庫支出金につ

いては、15.2%と一般市

町村の比率(15.7%)を若

干下回っているが、最近、人口急増対策の一環として国庫補助負担の拡充が図

られていることを反映して、その比率は、年々増加の傾向を示している。一

方、過疎市町村においては、地方債が31.6%､巴最も高い比率となっており、

また、都道府県支出金が17.4%と人口急増市町村の5.4%、一般市町村の

7.9％に比べて相当高くなっているが、これは、過疎対策事業の財源として、

多額の地方債及び都道府県支出金が充当されていることによるものである。
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(６)一部事務組合による事務の広域的処理の状況

　

近年における交通通信手段の発達、特にモータリセージ。ｙの進展によっ

て、住民の日常生活上の行動範囲が拡大し、市町村の区域を越えて住民の日

常社会生活圏が形成されつつある。このような地域社会の変化に対処し、住

民の要請にこたえ魅力ある豊かな地域社会を建設するために、市町村は日常

社会生活圏を一体とした広域的な事務処理を行う必要がある。

　

市町村の広域的事務処理は、一部事務組合、協議会等の活用などによっ

て、従来から行われてきたところであるが、昭和44年度から広域市町村圏

が設定され、47年度にその設定が完了し、広域的事務処理の体制が一段と

整備されることとなった。

　

一部事務組合は、広域市町村圏が設定されたこととも相まって、最近にお

いてますますその重要性が高まっている。最近における一部事務組合による

市町村事務の広域的処理の状況を、一部事務組合数、市町村の一部事務組合

への加入状況、一部事務組合の歳出決算状況等によってみると次のとおりと

なっている。

　

(注)１

　

設置目的別組合数は、組合の取り扱う主たる事務によって区分している。

　　　　

２

　

市町村決算額は、市町村純計決算額から、大都市及び特別区の決算額を控

　　　　

除したものをいう。

　

ア

　

一部事務組合数

　

一部事務組合の設置目的別組合数の最近における推移は、第12図にみられ

るとおり、毎年増加してきており、昭和47年度末現在における一部事務組

合の総数は、2,470組合に達している。これは42年度末(1,939組合)と比べ

ると531組合の増加となっている。

　

これを設置目的別に分けてみると、し尿・ごみ処理組合、伝染病組合等衛

生関係組合が1,192組合で、全組合の48.3%を占めて最も多く、広域消防、

水害予防等消防関係組合308組合(全組合の12.5%)、退職手当組合等総務

関係組合251組合(10.2％)、農林水産関係組合247組合(10.0％)、小・中学

校等教育関係組合225組合(9.1％)がこれに次いでいる。
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２

第12図

　

一部事務組合の設置目的別団体数の

　　　　

推移
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昭和42年度末以降５年

間における一部事務組合数

の増加状況をみると、組合

総数では531組合増加して

いるが、この増加数のう

ち、し尿・ごみ処理組合の

増加数は256組合で、その

構成比は48.2%と最も高

く、消防関係組合(41.8 %)

がこれに次いでいる。

また、昭和42年度と比べ

ると、消防関係組合は3.58

倍と大きな伸びを示してお

り、このほかに、組合総数

の伸び(1.27倍)を上回る伸

びをみせているのは、商工

関係組合(1.80倍)、民生関

係組合(1.62倍)、し尿・ごみ処理組合(1.54倍)、総務関係組合(1.51倍)と

なっている。

　

イ

　

市町村の一部事務組合への加入状況

　

一部事務組合へ加入して事務を共同処理している地方公共団体の数は、昭

和47年度末現在において、延べ22,475団体となっており、前年度末におけ

る加入市町村(21,539団体)と比べると936団体、4.3%増加している。

　

加入団体数を加入先組合別に分けてみると、総務関係組合は8,196団体で、

全加入団体の36.5%を占めており、衛生関係組合6,462団体(28.7%)、消防

関係組合3,137団体(13.9%)がこれに次いでいる。

　

市町村は、各種の組合に加入してその事務の一部を処理しているが、１市

町村当たりの組合による処理事務数は、47年度末現在で6.9事務となって

おり、前年度同期(6.6事務)より増加しており、市町村が一部事務組合を通
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して処理する事務が増加していることを示している。

　

ウ

　

一部事務組合の歳出決算の状況

　

一部事務組合の歳出決算額は1,741億円で、市町村決算額(5兆2,173億円)

の3.3％を占めている。

　

歳出決算額を前年度(1,260億円)と比べると481億円、38.1%と、前年度

(367億円、41.1％)に引き続き大幅に増加している。これは、市町村決算額の

増加率(47年度20.5%、46年度24.4%)をしのぐ大きな伸びとなっており、

最近における一部事務組合の処理による事務量の増大を示している。

　

歳出決算額の目的別構成比をみると、衛生費(32.6%)、総務費(24.7%)及

び消防費(23.4％)が多く、これらで全体の80.7% (前年度79.4%)を占め、教

育費(5.1％)、民生費(5.0％)、農林水産業費(1.5%)がこれに次いでいる。ま

た、これらの最近における推移は次のとおりになっており、消防費の比重の

増加が目立っている。
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目的別歳出決算額の最近における推移と、これらが市町村決算額中の各目

的別歳出決算額に占める比率(以下この項において｢組合施行比率｣という。)

の推移は第13図にみられるとおりである。

　

この組合施行比率を歳出決算の

総額についてみると、昭和44年度まで13,%で推移していたが、45年度以
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降は2.6％、2.9%、そして47年

度は3.3%とその比率を高めて

きている。

　

その中でも、特に

消防費の組合施行比率の上昇が

著しく、47年度において、前年

度まで最も高かった清掃費のそ

れを上回った。清掃費の組合

施行比率は、年々増加してきた

が、47年度においても引き続き

その比率を高め、その他のもの

はほぼ横ばいとなっている。

第13図
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状況を昭和42年度と比較する

と、消防費が18.37倍と著しく

伸びている。この他に、商工費

(8.75倍)、民生費(5.06倍)、清

掃費(4.83倍)は総額の伸び(3.93
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農林水産業費等はこれを下回っ
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500

０

一部事務組合の歳出決算額及ひ

組合施行比率の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ぎ.2（|ﾆ111:･俘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｊ．１皿丿ぺ?

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

.¢iりりy

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j5 1 4／1･.卜

12.4

ｙ７

）･－－－

　　

■=z ―“ｓ“-●－゛゛“ｄ
５．呪卵

jｲ，　３．３こ，j-

り７

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０．９Ｆバ･「･狸

42

　

43

　

44

　

45

　

46

　

47 11j!-Iい

I II‘’／ｙ.≒ぐ卜.■I2'i 1し･］ou ■..’.4,1に‘,’よこ，

　

なお、これらの事務の処理に要した経費の財源についてみると、歳入総額

は1,905億円となっており、前年度に比べ545億円、40.0％増加している。

歳入決算額の内訳をみると、組合加入市町村からの分担金・負担金が1,203

億円、63.2%と大半を占めており、地方債289億円(15.2%)、国庫支出金71

億円(3.7％)、都道府県支出金67億円(3.5％)がこれに次いでいる。

３

　

住民負担の動向

昭和47年度における地方歳入の状況、国民の租税負担の状況、租税の配
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分状況により、住民は経費をどのように負担しているかをみると、次のとお

りである。

(１)住民負担の概況

　

ア

　

地方歳入の概況

　

昭和47年度の歳入決算額(15兆907億円)の構成比をみると、地方税は、

33.2%と前年度(34.8%)より1.6%低下し、42年度以降最も低い比率となっ

ており、地方交付税は、16.9%と前年度に比べると0.4％低下している。こ
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助成交付金を含まない。

のよ卵こ、地方税及び地方交付税が前年度よりその比率を低めた反面、国庫

支出金は、社会保障関係経費の充実、社会資本の整備及び国際収支の均衡を

図る等のための公共事業を中心とする公共投資の拡大、災害復旧事業費の増

加等もあって、22.2%と前年度(20.9%)に比べると1.3%その比率を高めてい

る。また、地方債の比率は10.8％で前年度(9.2％)より1.6%高くなってい

る。これは、当初の地方財政措置の一環として多額の地方債が発行されたこ

と及び義務教育施設や生活関連施設等の整備充実に必要な財源を地方債に求

めたことなどによるものである。

　

この結果、一般財源の比率は51.2%となり前年度(53,1％)より、1.9%下

回っている。
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歳入総額の増加率は23.9%で、前年度(20.5％)を大幅に上回っている。

また、この増加率は、地方財政計画の増加率(20.9%)及び名目経済成長率

(17.3％)のいずれをもかなり上回っている。

　

歳入の主な項目について増加の状況をみると、国庫支出金は31.4%の伸び

となり、前年度(22.5%)を大幅に上回っている。

　

また、地方債も45.6%の

伸びとなり、前年度(74.8%)より下回るものの、歳入総額の伸びを大幅に上

回っている。一方、地方税は18.1%、地方交付税は21.5％とそれぞれ前年度

(12.9%、16.9%)の伸びを上回ったものの歳入総額の伸びを下回っている。

　

イ

　

租税負担の状況

　

国及び地方公共団体の行政活動に要する経費は、その大部分が国民から徴

収する租税によって賄われている。昭和47年度において租税として徴収さ

れた額は、15兆4,051億円で、前年度(12兆6,796億円)と比べると、２兆7,255

億円、21.5%増加している。

　

これを国税と地方税に分けてみると、国税10兆4,006億円、地方税５兆45

億円で、前年度と比べると国税１兆9,567億円、23.2%、地方税7,688億円、

18.1%それぞれ増加している。

　

国民所得に対する租税総額の割合である租税負担率の推移をみると、昭和

41年度以降45年度までは毎年度漸増しており、46年度に若干前年度を下

回ったものの、47年度においては20.2%と前年度(19.3 %)を上回っている。

このうち地方税の租税負担率は6.6%で、前年度(6.5 %)を0.1％上回ってい

る。

　

国民の租税負担の軽重は、国によって、行政活動の内容、国民所得水準、

個人保有資産の水準等に差異があるため、形式的な租税負担率のみによって

判断はできないが、昭和47年度における、我が国及び主要な諸外国の租税

負担率をみると、イギリス37.6%、西ドイツ31.1％、アメリカ29.7%、フ

ラｙス28･O％となっているのに対し、我が国は20.2%とかなり低くなって

いる。

　

ウ

　

租税の配分状況

　

昭和47年度における国と地方公共団体の租税の配分状況は、第14図にみ
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第14図

　

国税と地方税の状況

られるとおりである。

　

我が国の租税体系の特色は、所得税、法人税、住民税、事業税、固定資産

税等の直接税を基幹とし、酒税、物品税、たばこ消費税等の間接税等でこれ

を補完していることにある。

　

租税総額に占める直接税と間接税等の比率の推移をみると、直接税は所

得税、住民税を中心として減税が行われているものの、年々その比率が高

まっており、昭和47年度では直接税71.5%、間接税等28.5 %(前年度直接

税70.9％、間接税等29.1 %)となっている。

　

直接税と間接税等の比率について、諸外国と比較すると、アメリカは圧倒

的に直接税の比率が高く、イギリスは我が国にほぼ近い姿を示しているが、

イタリア、フランス、西ドイツ等のヨーロ｡､パ諸国は、租税体系の中で取引

高税又は付加価値税のような一般売上税が大きいため、いずれも間接税等の

比率が高い。
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また、昭和47年度における地方税について、直接税と間接税等の比率を

みると、道府県民税、市町村民税、事業税、固定資産税等の直接税の比率は

79.5%となっており、たばこ消費税、軽油引取税等の間接税等は20.5%と

なっている。

　

租税総額に占める国税と地方税の比率は、国税67.5 %、地方税32.5%で

あり、40年代においては、その比率にほとんど変化がみられない。この租税

総額の帰属をみると、国では、国税として徴収した額の２分の１以上を地方

交付税、地方譲与税、国庫支出金等として地方公共団体に交付しており、一

方、地方公共団体は、国の直轄事業に対する負担金等を国に納付している。

このような関係を調整した昭和47年度の国と地方との間における租税の実

質的配分状況をみると、その比率は、租税総額に占める国税と地方税の比率

とは逆に、国29.4 %、地方公共団体70.6％(前年度国30.1％、地方公共団

体69.9 %)となっている。

（２）地

　　

方

　　

税

　

ア

　

収入の状況

　

地方税の収入額は５兆45億円で前年度(４兆2,357億円)と比べると7,688

億円、18.1%増加し、前年度の増加率(12.9 %)を上回っている。　なお、徴

収率については96.9％と前年度( 96.7%)を若干上回っている。

　

地方税総額に占める道府県税と市町村税の比率の推移をみると、昭和30年

代においては、38年度までは市町村税の占める比率が高かったが、39年度

以降は道府県税の比率が市町村税のそれを上回っている。これは、道府県税

においては、事業税と道府県民税が、経済の高度成長を反映して大きく伸び

ているほか、自動車の普及を反映して自動車税、軽油引取税が大きく伸び'だ

こと等の事情があるのに対し、市町村税においては、市町村民税が順調な伸

びを示しているものの、固定資産税の伸びが低かったこともあって、道府県

税ほど著しい伸びがみられなかったためである。なお、昭和47年度におい
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ては、道府県税53.1%、市町村税46.9%となっており、地方税総額に占め

る比率は依然として道府県税の方が高いが、前年度(道府県税53.9 %、‘市町

村税46.1 %)に比べると道府県税の比率が若干低下している。

　

地方税収入額のうち、大きな比率を占める住民税及び事業税の増加状況を

みると、法人住民税及び法人事業税は、景気停滞の影響を受けた前年度に比

べ、それぞれ17.9%、16.1 %と前年度の増加率(それぞれ0.4%増、1,0％滅)

を大幅に上回っているが、地方税総額の伸び(18.1 %)に及んでいないため、

地方税総額に占める比率は30.8%と前年度(31.2 °/o)を若干下回っている、

　

また、個人住民税及び個人事業税はそれぞれ26.9 %増、1μ)％滅と前年

度の増加率(それぞれ30.9％、Q1 C O/＼を下回っているが、両者を合わせる

と24.0%の伸びとなり、地方税総額の伸びを上回っているため、地方税総額

に占める比率は24.4 %と前年度(23.2 %)に比べ上昇している。

　

なお、昭和47年度の個人住民税の課税最低限(夫婦、子供２人の給与所得

者の場合)は、46年度の728,091円と比べて、76,780円(10.5 %)引き上げら

れて804,871円とされるなど、住民負担の軽減が図られている。

　　

(ア)道府県税の収入状況

　

道府県税の収入額は２兆6,571億円で、前年度(２兆2,832億円)と比べる

と3,740億円、16.4%増加している。

　

道府県税の税目別内訳は第15図にみられるとおり、事業税が１兆1,086億

円で41.7%と最も高い比率を占め、道府県民税5,915億円(22.3%)、自動車

税2,437億円(9.2％)、軽油引取税1,766億円(6.6 %)、料理飲食等消費税1,662

億円(6.3 %)がこれに次いでいる。

　

主な税目の増加率をみると、普通税では道府県民税及び事業税のり

分が景気の回復を反映して、その増加率はそれぞれ17.1％、16.1%と前年

度(それぞれ0.8％減、1.0％滅)を上回っている。

　

これに対して個人分は、

道府県民税については、課税最低限の引上げ等により、25.2%と前年度の

増加率(29.6%)を下回っており、事業税については前年度の増加率が21.6%
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であったのに対し、事業主控除の

引上げもあって、前年度に比べて

14.0%m少している。このほか、

料理飲食等消費税18.6 % (前年度

13.7%)、自動車税20.3％(18.2％)、

道府県たばこ消費税10.9％(9.3％)

は前年度の伸びを上回っている

が、不動産取得税5.5 % (12.2%)、

娯楽施設利用税23.7% (46.3%)等

は前年度を下回っている。この結

果、普通税全体では16.5％の伸び

で前年度(8.4 %)を上回ってい

る。

　

また、目的税では、自動車取得税及び軽油引取税が景気の回復を反映し、

それぞれ20.4%、13.5％と前年度の増加率(それぞれ2.1%、7.9％)を大幅

に上回っている。

　

これらの結果、道府県税全体では前年度の増加率(8.1 %)を上回る16.4%の

伸びとなっている。

　　

(ｲ)市町村税の収入状況

　

市町村税の収入額は２兆3,473億円で、前年度(１兆9,526億円)と比べる

と3,948億円、20.2%増加している。

　

市町村税の税目別内訳は第16図にみられるとおり、市町村民税が１兆622

億円で45.2%と最も高い比率を占め、固定資産税8,275億円(35.3％)がこれ

に次いでおり、両税で市町村税総額の80.5％(前年度79.1%)を占めている。

　

主な税目の増加率をみると、個人の市町村民税については、道府県民税と

同様、課税最低限の引上げがあったこともあって、その増加率は27.9%と
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第16図

　

市町村税収入額の状況
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前年度(31.7 %)を下回っ淀いる。△また、

法人の市町村民税は景気回復を反映し

て18.4 %と前年度(1.0％)を大幅に上

回る伸びとなっている。この結果、市町

村民税全体では24.9 %の伸びで前年度

(20.3 %)を上回っている。一方、固定

資産税は負担調整措置が講じられている

こともあって、その増加率は19.!％と、

前年度の増加率(20.5 %)を若干下回って

いる。

　

これらの結果、市町村税全休では前年

度の増加率(19.1%)を上回る20.2%の伸

びとなっている。

　

イ

　

法定外普通税

　

法定外普通税の収入額は30億円で、前

年度(22億円)と比べると８億円、38.1％

増加している。

　

沖繩の復帰に伴って、沖繩県が徴収した石油価格調整税のほかはいずれ４

市町村における法定外普通税であり、犬税は19団体が、商品切手発行税は

14団体が、林産物移輸出税は７団体が、広告税は７団体が、砂利採取税は

６団体が、文化観光施設税は２団体がそれぞれ課税している。

　

ウ

　

超

　

過

　

課

　

税

　

超過課税に係る収入額は234億円で、‘前年度(216億円)と比べると18億

円、8.5%増加している。超過課税を実施しているめは市町村のみであり、

これを税目別にみると、市町村民税所得割では全市町村h 0.8%に当たる25

団体(前年度2.2％に当た･る73団体)、法人税割では43.5 %に当たる･1,408団

体(43.8 %に当たる1,426団体)、固定資産税では18,7%に当たる606団体

(19.9%に当たる647団体)であり、年々滅少している。特に、市町村民税所
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得割については昭和44年度から３か年計画として、超過課税の解消が進め

られたこともあって、超過課税を実施している団体は43年度においては

1,016団体であったが、47年度においては25団体となり、この４年度間で

大部分の団体が超過課税を解消している。

(３)地方譲与税、地方交付税

　

国税として徴収された上、地方公共団体に国から譲与又は交付される地方

譲与税及び地方交付税の状況は次のとおりである。

　

ア地方譲与税

　

地方譲与税には、道路経費の財源として都道府県及び大都市に譲与される

地方道路譲与税及び石油ガス譲与税、開港所在市町村に譲与される特別とん

譲与税、道路経費の財源として市町村に譲与される自動車重量譲与税、航空

機の騒音により生ずる障害の防止等に要する費用に充てるため空港所在市町

村等に譲与される航空機燃料譲与税がある。

　

地方譲与税の決算額は1,639億円(地方道路譲与税1,087億円、石油ガス

譲与税130億円、特別とん譲与税73億円、自動車重量譲与税340億円、航

空機燃料譲与税９億円)となっており、自動車重量譲与税の平年度化及び航空

機燃料譲与税の創設もあって381億円、30.3％増加し、前年度(15.7 %-)を大

幅に上回る伸びとなっている。

　

イ

　

地方交付税

　

地方交付税は、すべての地方公共団体が自主的にその財産を管理し、事務

を処理し、及び行政を執行する権能を損なわずに、その財源の均衡化を図

り、地方行政の計画的な運営を保障することによって、地方自治の本旨の実

現に資するため、国税三税(所得税、法人税及び酒税)の一定割合(昭和41

年度以来32.0 %)の額を国が地方公共団体に交付する税である。

　

地方交付税の決算額は２兆5,530億円で、前年度(２兆1,014億円)と比

べると4,516億円増加している。また、増加率は21.5 %で前年度の増加率

(16.9%)を上回っているが、これは国税三税の伸悩みに伴う地方交付税の

伸びの停滞に対処して、当初に地方交付税総額を確保するための地方財政措
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置が講じられたこと及び年度中途において国の補正予算に伴い地方交付税の

補正増があったためである。

　

地方交付税の収入状況を団体種類別にみると、道府県は１兆3,296億円で

21.2%の増(前年度１兆968億円、13.9 ?/oの増)、市町村は１兆2,234億円で

21.8%の増(１兆47億円、20.3 %の増)となっており、その配分割合は道

府県52.1%、市町村47.9 %(前年度52.2%、47.8 %)となっている。更に市町

村を団体種類別にみると、大都市は、札幌市、川崎市及び福岡市が指定都市に

なったこともあって970億円と前年度(595億円)を大幅に上回っており、都

市は4,718億円(3,896億円)、町村は6,546億円(5,556億円)となっている。

　

地方交付税の交付状況をみると、普通交付税の不交付団体は、都道府県で

は東京都、神奈川県、愛知県及び大阪府の４団体で前年度と変わらないが、

市町村では前年度の54団体から46団体に減少している。

　

地方交付税による地方公共団体間の財政調整の状況を、昭和47年度にお

ける歳入総額に占める地方税、地方交付税等の一般財源の比率でみると、第

17図にみられるとおり。財政力、団体の規模にかかわらず、歳入総額に占

める一般財源の比率には大きい差異はみられない。なお、都市及び町村につ

いては、規模の小さい団体ほど地方税の比率が低く、地方交付税の比率が高

くなる傾向を示している。

　　　　　　　

第17図

　

歳入総額に占める一般財源の比率の分布状況
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ア

　

国庫支出金

　　

(ア)収入状況

　

国庫支出金は、国と地方公共団体の経費の負担区分に基づき、国が地方公

共団体に対して支出する負担金、委託費、奨励的補助金等である。

　

国庫支出金の決算額は３兆3,473億円で、前年度(２兆5,484億円)と比べ

ると7,990億円、31.4%増加している。

　

国庫支出金の内訳は、普通建設事業に係るものが、46.2%と最も高い比率

を占め、義務教育(19.6%)、生活保護(9.3％)に係るものがこれに次いでおり、

これらで国庫支出金総額の75.1%を占めている。

　

国庫支出金の内訳を前年度と比べると、国庫支出金の中で最も比率の高い

普通建設事業支出金は、公共事業等の拡大に対応して31.3%と前年度

(30.3％)と同様大幅な伸びを示しており、老人保護費負担金は43.8% (前年度

26.8%)、生活保護費負担金は25.2^(13.4%)、精神衛生費負担金は27.3%

(5.4%)、結核医療費負担金は27.0% (0.4%)、児童保護費負担金は34.3%

(22.7%)と社会保障関係に係る負担金の伸びが著しい。更に災害復旧事業支
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出金については111.2%と前年度(25.2%)を大幅に上回っているが、これは

47年災害の規模が大きく、初年度に要した復旧額が大きかったことを示し

ている。

　

これらの結果、国庫支出金総額の伸びは前年度(22.5%)を上回る31.4%と

なうている。

　

国庫支出金の内訳を団体種類別にみると、都道府県では普通建設事業に係

るものが47.1%と最も高い比率を占め、義務教育に係るもの(26.5%)がこれ

に次いでいる。市町村では普通建設事業に係るものが43.8%と最も高い比

率を占め、生活保護に係るもの(24.1%)がこれに次いでいる。

　　

(イ)超過負担の解消

　

国庫補助負担事業に係る地方公共団体の超過負担については、既に昭和

42・43 年度に関係省庁が共同して調査を行い、この結果に基づき昭和43~

46年度間に計画的にその解消を図って来たが、47年度においては、その後

の物価の上昇、施設水準の向上等により更に超過負担が生じていると見込ま

れる公立文教施設、高等学校産業教育施設、保育所、公営住宅、改良住宅及

び警察施設の６事業について超過負担の調査を行った。その結果、これらの

事業に係る超過負担額については、昭和48 ・49 年度の２か年度で解消し、

地方公共団体の負担軽減を図ることとされている。

　

イ

　

都道府県支出金

　

都道府県支出金は、都道府県が市町村に対して交付する負担金、補助金、

交付金等であり、国庫補助を伴うものと都道府県費のみのものとに分けられ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■■

　　　　　　　　

■

　

都道府県支出金の決算額は4,239億円で、前年度(2,981億円)と比べると

1,258億円、42,2%増加し、前年度り増加率(21.6 %)を大幅に上回っている、

これは都道府県支出金の中で最も比率の高い国庫財源を伴う普通建設事業支

出金が、公共事業の拡大に伴って32.9%と前年度の伸び(21.1 %)を大幅に

上回ったほか、社会保障関係の経費が老人保護費負担金71.2 % (前年度33.4

％)、児童保護費負担金41.0 ?c,(16.1%)と大幅に上回っており、ご災害復旧事
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業支出金についても143.0 %と前年度(11.6 %)を大幅に上回っていることに

よるものである。

　

都道府県支出金の内訳をみると、国庫補助を伴うもので都道府県予算を通

じて市町村に支出される間接補助金が55.1%を占め、都道府県の単独施策に

よるものが44.9 ?/oとなっている。

　

また、対象事業別では、普通建設事業に対するものが都道府県支出金総額

の48.7 %と最も高い比率を占め、災害復旧事業に対するもの(11.1 %)がこ

れに次いでいる。

　

なお、都道府県の単独施策による支出金の決算額は1,903億円で、前年度

(1,415億円)と比べると487億円、34.4%増加しており、前年度の伸び(25.5

％)を上回っている。

（５）地

　　

方

　　

債

　

地方債は、地方公共団体が建設事業等の財源を調達するため、債券発行又

は証書借入れの方法によって資金を借り入れるものである。地方債の発行に

ついては、許可制度が採られており、赤字比率又は公債費比率が著しく高い

団体、地方税の徴収率の低い団体又は収益事業の収益金が著しく多額な団体

等については、地方債の発行を制限することによって財政の健全性を確保す

ることとしている。

　

地方債の決算額は１兆6,359億円で、前年度（１兆1,238億円）と比べると

5,122億円増加し、増加率では45.6%と前年度(74.8 %)に引き続き大幅な伸

びとなっている。これは、住宅、学校、保育所、廃棄物処理施設等生活関連

施設を中心として立ち遅れの著しい公共施設水準を引き上げるため地方債が

増額されたことによるものである。

（６）その他の収入

　

ア

　

分担金、負担金

　

分担金、負担金は、地方公共団体の行う事業により特に利益を受ける者か

ら、その受益の限度において法令等の根拠に基づいて地方公共団体が徴収す
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る4,の等であり、同級他団体からのもの、市町村からのもの(市町村から一

部事務組合への分賦金を含む。)及びその他からのものからなっている。

　

分担金、負担金の決算額は1,688億円で、前年度(1,392億円)と比べると

296億円、21.3%増加している。

　

イ

　

使用料、手数料

　

使用料は、地方公共団体の行政財産又は公の施設の利用者に対して、その

経費の全部又は一部を負担させるために徴収されるものであり、手数料は、

特定の者のためにする当該地方公共団体の事務に要する費用に充てるため

徴収されるものである。

　

使用料、手数料の決算額は2,743億円で、前年度(2,318億円)と比べると

424億円、18.3％増加している。

　

使用料は1,970億円で、前年度(1,687億円)と比べると283億円、16.8%

増加している。その内訳をみると、公営住宅使用料(628億円)と授業料(345

億円)で使用料総額の49.4%を占めている。

　

授業料のうちでも、高等学校授業料は生徒数の減少により昭和42年度以

降毎年度減少していたが、昭和47年度においては授業料の値上げもあり、

8.8％増(前年度1.6 %mとなっている。　保育所使用料は施設の増加等によ

り、その増加率は24.6%と前年度の増加率(23.2 %)を若干上回っている。

　

手数料は773億円で、前年度(631億円)と比べると142億円、22.4%増加し

ている。その内訳をみると、戸籍手数料、自動車運転免許手数料等徴収の根

拠、金額等が国の法令に定められているもの338億円(前年度273億円)、身

分証明書、印鑑証明書の交付手数料、入学試験手数料等地方公共団体の条例に

よるもの435億円(359億円)となっている。

　

ウ

　

繰

　　

入

　　

金

　

繰入金は、他会計から受け入れたもの及び年度間の財源を調整するために

積み立てている財政調整基金、地方債の元利償還費に充てるために積み立て

ている減債基金等の基金から受け入れたものなどである。
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繰入金の決算額は1,070億円で、前年度(1,222億円)と比べると151億円、

12.4%滅少している。

　

繰入金の内訳をみると、基金からの繰入金が779億円(前年度967億円)で

最も多く、次いで他会計からの繰入金248億円(211億円)、財産区からの繰

入金44億円(44億円)となっている。

　

エ

　

繰

　　

越

　　

金

　

繰越金の決算額は2,754億円で、前年度(2,911億円)と比べると157億円、

5.4%滅少している。

　

このうち、前年度からの事業の繰越しに係るものは1,351億円で、前年度

(1,445億円)と比べると94億円、6.5％滅少しており、純繰越金についても

1,403億円で、前年度(1,466億円)と比べると63億円、4.3％滅少している。

　

オ

　

その他の収入

　

その他の収入の決算額は１兆5,230億円で、前年度(１兆2,424億円)と比

べると2,806億円、22.6%増加している。

　

その他の収入の内訳をみると、財産の売却、貸付等の財産収入3,042億円

(前年度2,248億円)、競馬、自転車競技、小型自動車競走、モーターボート競走

及び宝くじの各事業からの収入である収益事業収入2,118億円(1,839億円)、

貸付金元利収入6,614億円(5,616億円)、その他の収入3,456億円(2,721億円)

となっている。

４

　

地方財政の役割

　

国の財政と地方の財政の関係及び地方公共団体における主な行政部門別の

経費支出の状況により、地方財政はどのような役割を果たしているかをみる

と、次のとおりである。

（り

　

国の財政と地方の財政

ア

　

財

　

政

　

規

　

模

昭和47年度における国(一般会計、交付税及び譲与税配付金特別会計、公
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共事業関係等の８特別会計の純計)と地方(普通会計)の純計歳出額は21兆

403億円で、前年度と比べると３兆9,285億円、23.0%増加している。

　

この純計歳出額を最終支出者としての国と地方に分けてみると、国は６兆

6,484億円(前年度５兆3,725億円)、地方は14兆3,919億円(11兆7,393億

円)で、前年度と比べると国は１兆2,759億円、23.7%、地方は２兆6,526億

円、22.6 %それぞれ増加している。この純計歳出額に占める比率は国31.6%

(前年度31.4 %)、地方68.4% (68.6%)で近年における両者の比率はほぼ1

対２となっている。

　

純計歳出額の国民総支出に対する比率をみると、第18図にみられるとお

第18図

　

純計歳出額等の国民総支出に対す

　　　

る比率及び政府・民間総固定資本形成

　　　

の対前年度増加率

り、47年度においては、近

年では比較的高い比率を示

した前年度(21.0%)を上回

る22.0%になっている。民

間住宅建設の対前年度増加

率が34.6 % (前年度8.0％)

と高い伸びを示し、不調を

予想された民間設備投資も

14.2 % (2.2 ?^)とかなりの

伸びを示しているにもか

かわらず、この比率が高く

なっているのは、公共投資

が前年度に引き続き積極的に拡大されたこと、老人福祉対策をはじめとした

社会保障の充実が図られたこと等によるものである。

　

昭和47年度における国と地方の純計歳出額の主な内訳をみると、国土保

全及び開発関係５兆4,310億円(純計歳出額の25.8 %)、教育関係３兆9,244

億円(18.7 %)、社会保障関係３兆8,940億円(18.5 %)、農林水産、商工関係

２兆2,849億円(10.9 %)等となっている。

　

このうち、第19図にみられるとおり、外交、防衛等のように当然国が行う

行政は別として、国民生活に関連する公営住宅建設等の住宅費、公衆衛生、清
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第19図

　

国・地方を通ずる純計歳出規模（目的別分類）
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掃等の衛生費、小・中学校、高等学校等の学校教育費、道路整備、都市計

画、土地改良等の国土開発費、河川海岸等の国土保全費、警察、消防等の司

法警察費については、その大部分が地方公共団体の手を通じて執行されてい

る。

　

イ

　

政府の財貨サービス購入

　

政府の財貨サービス購入は、人件費、事務費等のよ引こ一般政府が民間か

ら財貨及びサービスを経常的に購入するための支出(経常購入)と、一般政府

の公共事業関係費、政府企業の設備投資等の有形固定資本形成及び政府企業

の在庫品増加のための支出(資本形成)からなっている。

　

昭和47年度における中央、地方を通じての財貨サービス購入額は18兆

1,748億円(経常購入８兆5,316億円、資本形成９兆6,432億円)で、前年度と

比べると22.7% (経常購入19.7%、資本形成25.4%)増加しており、国民総支

出の増加串(17.3％)をかなり上回っている。

　

また、この購入額が国民総支出

に占める比率をみると19.0％で、前年度(18.2％)と比べるとやや高くなって

いる。

　

政府の資本形成から政府企業の在庫品増加を除いた政府総固定資本形成の
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対前年度増加率を民間総固定資本形成のそれと比較してみると、第18図に

みられるとおり、両者はほぼ逆の動きを示し、昭和44年度以降では、政府

総固定資本形成の伸びが顕著となっている。この結果、政府総固定資本形成

が国民総支出に占める比率は47年度においては10％を超えている。

　

政府の財貨サービス購入を中央と地方に分けてみると、中央政府(三公社、

公庫、公団等を含む。)分は８兆101億円(経常購入36.8％、資本形成63.2%)

で、前年度と比べると25.8% (経常購入15.3%、資本形成32.7%)増加してお

り、国民総支出に対する比率は8.4％(経常購入3.1％、資本形成5.3%)と

なっている。

　

地方政府(公営企業、住宅供給公社を含む。)分は10兆1,647億円(経常購

入55.0％、資本形成45.0%)で、前年度と比べると20.3％(経常購入22.1%、

資本形成18.2％)増加しており、国民総支出に対する比率は10.6％(経常購入

5.8％、資本形成4.8％)となっている。

(２)行政目的別歳出の状況

　

昭和47年度歳出決算額(14兆6,183億円)の目的別構成比をみると、土木

費(25.2 %)と教育費(23.6 %)の両者で歳出総額の48.8%を占め、農林水

産業費(9.0％)、総務費(8.9 %)、民生費(8.7％)、衛生費(6.2 %)、公債費

(3.9％)、商工費(3.9 %)、警察費(3.8 %)がこれに次いでいる。歳出決算

額の目的別構成比の中で、土木費は昭和45年度以降最も高い比率を占めて

いるが、これは、地方公共団体が、道路橋りょう、住宅、公共下水道等地

域住民の生活に直結した公共施設の整備に力を注いでいることを示してい

る。

　

これを団体種類別にみると、第20図にみられるとおり、都道府県、市町

村のいずれにおいても土木費、教育費の比率が高く、また、都道府県では農

林水産業費、市町村では民生費の比率が相対的に高い。市町村の歳出決算額

の構成比を団体種類別にみると、大都市では、住宅、街路、公共下水道等

生活環境施設の整備を図るための土木費の比率が極めて高く、教育費、民生

費、衛生費、総務費がこれに次いでいる。都市では、土木費の比率が最も
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第20図

　

目的別歳出決算額の構成比
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高く、教育費、民生費、総務費、衛生費がこれに次いでおり、町村では、教

育費の比率が最も高く、土木費、総務費、農林水産業費、民生費がこれに次

いでいる。

　

目的別歳出決算額を前年度と比べると、増加額では土木費6,365億円(歳

出増加額に占める比率23.5 %)、教育費5,230億円(19.3%)の両者で歳出増

加額の42.8%を占めているが、前年度における比率(51.1 %)を下回ってい

る。これに対し、民生費の増加額は3,451億円(12.7 %)で、前年度における比

率(8.1%)を上回っている。次いで、農林水産業費2,535億円(9.4 %)、総務

費2,105億円(7.8％)、衛生費1,894億円(7.0％)の順になっているが、労働費

は、失業対策事業就労者の減などにより、77億円滅少している。増加率では、

災害復旧費(95.3 %)、民生費(37.1 %)、公債費(31.1％)、衛生費(26.4 %)、

消防費(24.9%)、農林水産業費(240 %)が歳出総額の増加率(22.7 %)を上
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回っており、土木費(20.8 %)、総務費(19.4 %)、警察費(19.4 %)、教育費

(17.8%)等は歳出総額の増加率を下回っている。災害復旧費がこのように大

幅に伸びたのは、昭和47年発生災害の規模が大きかったこと、過年発生災

害について事業の促進を図ったことなどによるものである。

　

目的別歳出決算額のうち主なものについての昭和42年度以降の推移は、

第21図にみられるとおりで、民生費(3.01倍)が最も大きい伸びを示し、土

　　　　　　　　　

第21図

　

目的別歳出決算額の増加状況

25

木費(2.92倍)、衛生費(2.81倍)、消防費(2.63倍)等が歳出総額の伸び(2.55

倍)を上回っており、教育費(2.35倍)、警察費(2.33倍)、商工費(2.43倍)等は

歳出総額の伸びを下回っている。この５年度間に歳出総額の伸びを上回って

いる経費の主な細目をみると、昭和48年１月から実施された老人医療費の

無料化による経費の増加などにより、老人福祉費が7.38倍と最も大きく、

次いで土木管理費(3.78倍)、児童福祉費(3.64倍)、社会教育費(3.57倍)、清

掃費(3.34倍)等住民生活を豊かにするための直接関連経費が大きく伸びてい

る。

　

次に目的別構成比のうち主なものについて昭和42年度以降の推移をみる
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と、年々比率を高めていた土木費は、昭和47年度にはその比率を低めてい

る。民生費と衛生費は少しずつ比率を高めており、特に民生費は、昭和47年

度には約１％近く比率が高まっている。これに対し、教育費の比率は漸減の

傾向を示しており、昭和42年度の25.7%から47年度には23.6%に低下し

ている。

　

経費の支出状況を行政の目的にしたがって土木建設(土木費)、教育と文化

(教育費)、産業の振興(農林水産業費、商工費)、民生の安定(民生費、労働

費)、保健・衛生と公害防止(衛生費)、警察と消防(警察費、消防費)に分け

てみると次のとおりである。

　

ア

　

土

　

木

　

建

　

設

　

最近の都市化、過疎化の進行、日常生活圏の拡大等生活環境の急激な変化

に伴い、通勤、通学等地域住民の生活に密接な関係をもつ道路をはじめ、住

宅、公共下水道等の各種公共施設の整備に対する要望はますます強く、地方

公共団体において土木行政の重要性は高まっている。

　

昭和47年度の土木費の決算額は３兆6,906億円で、歳出総額の25.2 %(都

道府県25.5%、市町村23.5 %)を占め、前年度(３兆541億円)と比べると

6,365億円、20.8 %増加している。

　

土木費の目的別内訳は第22図にみられるとおりで、道路橋りょうの新設、

改良等の道路橋りょう費(37.5 o/o)と街路の整備、区画整理等の都市計画費

(24.6 %)の両者で、土木費総額の62.1%を占め、公営住宅の建設等の住宅

費(13.8％)、河川の改修、海岸の保全等の河川海岸費(13.2 %)がこれに次い

でいる。

　

これらを前年度と比べると、河川海岸費が1,285億円、35.7%と最も大き

い伸びを示し、港湾費410億円、27.6%、都市計画費1,940億円、27.2%、

道路橋りょう費2,593億円、23.1%がこれに次いでいる。河川海岸費が最も

高い伸びを示しているのは、昭和47年度において｢第４次治水事業５か年計

画｣が策定され、治水施設の整備等治水事業が積極的に推進されたことによる

ものである。

　

これに対して、住宅費は前年度と比べると232億円、4.8％の

増加にとどまり、前年度における増加率(22.0 %)を大幅に下回っている。こ
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土木費の目的別内訳

純

　　　

計

3,≒6,906･,……･i']

　

・100.レノ

配」冠≒･'v

2よ:1､957ジル］

　

11りり.0丿

円

I↑f

　

lｑ’11

1J5､り35ド円

　

!100.(トＵ

団体種類別にみると、都道府県では、道路橋りょう費の比率が39.8%と最も

高く、河川海岸費(20.2 %)、都市計画費(16.5 %)、住宅費(12.3%)がこれに

次いでいる。市町村では、都市計画費が36.1%と最も高く、道路橋りょう費

(34.1%)、住宅費(15.4 %)がこれに次いでいる。なお、河川改修、海岸保全

に係る事業が主として都道府県で行われることもあって、都道府県の河川海

岸費が市町村の8.7倍となっており、逆に、街路、公共下水道、区画整理等

の事業は市町村で実施されることが多いため、都市計画費は市町村が都道府

県の1.6倍となっている。

　

土木費の性質別内訳は、第23図にみられるとおり、普通建設事業費が２

兆8,844億円で、土木費総額の78.2%と最も高い比率を占め、この普通建設

事業費の66.2%が補助事業費と国直轄事業負担金で、単独事業費は33.8%

となっている。

　

これらを前年度と比べると、普通建設事業費は5,429億円、23.2%増加し

ているが、前年度の増加率( 27.4%)を下回っている。　このうち、補助事

業費は3,762億円、28.3%、国直轄事業負担金は539億円、35.6 %、単独

事業費は1,127億円、13.1%それぞれ増加している。補助事業費及び国直轄

事業負担金が前年度をやや下回る程度の増加率を示しているのに対し、単独

事業費が前年度の増加率(23.0％)を大幅に下回っているのは、昭和46、47

　　　　　　　　　　　　　　　

－47－

　

１心|□ｉ

　　

４

　

-'/(ll'vi

　

12'1

　

八公ｲﾄﾞ呻ｏ

ﾖ1 -l^,^|………゛""

　

4 U6.'･丿jじし

　

8,728ビ｣]

　

3<ni

　　

1,17L'-'｡|ぐ

　　

Ｑ

　　

Ｚ･1l.S''イjに４

　　　　　

。ト

　

・ふ747心卜二卜回

丿二E’ピモド

　　

ム

　

」1-i･･.I･: y･･:
|｡

　

。

　　　

’|
卜

　　　　　　　

1

12

「j

　

5,JJ3iじ.l.」41

　

2､170･丿Ji

　　　

い
ぞ雨．社費1D
7丿5,07卜坤ド’I゛
性………1………1.

　

硝に⊇･6I2,い

　

9,062;-⑤!

　

’

Ｔ、.……;■; u｡j
言言よべ,り「‘

丿」

　

･a乃町･に･バ(3;,;

　

兆3.822l(jr'

　

≒



丿

　　　

1
3兆6,906に

　

j00.0 ヽ丿

山

　

川

　

ｌ

ｎし5､935!0i

　

(100.0%)
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土木費の性質別内訳
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年度の両年度にわたり公共事業が積極的に拡大されたことなどによるもので

ある。

　

土木費の性質別内訳を団体種類別にみると、都道府県、市町村ともに普通

建設事業費が土木費総額の83.2%、71.7 %と高い比率を占めている。　この

うち、補助事業費と国直轄事業負担金を加えたものの普通建設事業費に占め

る割合は、都道府県では76.6 %、市町村では44.9%となっており、国の補

助事業が都道府県でより多く実施されていることを示している。

　

土木費の性質別内訳のうち、普通建設事業費と維持補修費について、目

的別に前年度の増加率と比べると、普通建設事業費では、都市下水路費

(39.2 %)、区画整理費等(37.6 %)、河川海岸費(36.7 %)、港湾費(26.8 %)が

前年度増加率を上回っており、維持補修費では、都市下水路費(92.6%)、河

川海岸費(22.3%)、住宅費( 22.0 %)等が前年度の増加率を上回っている。

　

土木費における各目的別普通建設事業費の推移は、第24図にみられると

おりで、昭和42年度と比べると、河川海岸費3.22倍、道路橋りょり費2.93倍、

住宅費2.88倍、都市計画費2.75倍となっており、いずれも歳出総額の伸び

(2.55倍)を上回っている。
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最近の自動車交通量の増加等

に伴って発生する交通事故の防

止を図るため、地方公共団体

第24図

　

土木費の普通建設事業費の推移
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の改良、交通安全思想の普及等

　　

24,000

幅広い施策を講じている。これ

　　

22､000

ら道路交通安全対策に要する経

費は、主として土木費、警察費

から支出され、その額は年々増

加している。

　

昭和47年度の道路交通安全
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億円、32.5%増加している。

　

道路交通安全対策費の内訳

は、第25図にみられるとおり、

歩道、歩道橋、防護さく、信号
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機等の交通安全施設の整備のための経費が1,079億円(道路交通安全対策費

総額に占める比率77.3 %)で最も高い比率を占め、踏切の立体交差等の改善

整備費179億円(12.8 %)、救急業務施設整備費、交通安全運動経費等137億

円(9.9%)がこれに次いでいる。

　

イ

　

教育と文化

　

地方公共団体は、教育の振興と文化の向上を図るため、学校教育、社会教

育等の教育行政を行っており、これは、地方公共団体の基本的な行政分野の

ひとつとなっている。最近においては、人口の社会的移動に伴い、児童・生

徒の急増している市町村の小・中学校の新増築が急務とされ、また、一般

的な余暇時間の増大等により、スポーツ・レクリエージ。ン施設の整備、社
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第25図

　

道路交通安全対策経費の状況
会教育の充実等に対する需

要はますます増大する傾向

を示しており、これら教育

条件を整備することは極め

て重要になってきている。

　

これら諸問題の解決を図

るための諸施策の実施に要

する経費である教育費の決

算額は３兆4,544億円で、

歳出総額の23.6 % (都道府

県25.5%、市町村19.0%)を

占め、前年度(２兆9,314億

円)と比べると5,230億円、17.8%増加している。

　

教育費の目的別内訳は、第26図にみられるとおりで、義務教育に係る経費

である小学校費(38.4 %)と中学校費(21.2 %)の両者で教育費総額の59.6%

を占め、高等学校費

(17.2 %)、学校給食

費、体育施設費等の

保健体育費(6.1％)、

青年・婦人教育費、

文化施設の維持運営

に係る経費等の社会

教育費(4.5 %)がこ

れに次いでいる。こ

れらを前年度と比べ

第26図

　

教育費の目的別内訳
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ると、幼稚園費136億円、37.1%が最も大きい増加率を示し、特殊学校費

147億円、29.9%、社会教育費314億円、25.3%、保健体育費354億円、

20.2%がこれに次いでいる。小学校費(18.3 %)と中学校費(17.4 %)は、いず

れも前年度の増加率(小学校費20.2%、中学校費20.1%)を下回っているが。
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幼稚園費は、幼児教育充実等のため公立幼稚園の整備が推進されたこと及び

幼稚園就園奨励費に対する国の補助制度が新設されたこともあって前年度の

増加率(23.8%)を上回っている。

　

教育費における各目的別経費のうち主なものの推移をみると、昭和42年

度と比べて、社会教育費が3.57倍で最も大きい伸びを示しており、次いで、

保健体育費が2.95倍、小学校費が2.37倍でそれぞれ教育費総額の伸び(2.35

倍)を上回っている。このよ引こ社会教育費及び保健体育費の伸びが大きい

のは、青少年教育、成人教育の積極的推進のため、公民館、図書館等の文化

施設の整備充実が重点的に行われたこと及び学校給食の普及に伴り給食施

設の整備及び国民総スポーツの施策を推進するための体育施設の整備が図ら

れたこと等によるものである。高等学校費(2.22倍)と中学校費(2.19倍)

は、生徒数が漸滅してきたこともあって、教育費総額の伸びを下回ってい

る。

　

教育費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では、小学校費の比

率(37.1%)が最も高く、高等学校費(25.1 %)、中学校費(21.4 %)がこれに

次いでいる。市町村では、小学校費の比率(40.2 %)が最も高く、中学校費

(20.6 %)、保健体育費(14.4 %)、社会教育費(9.8％)がこれに次いでいる。

　

教育費の性質別内訳は第27図にみられるとおり、人件費は２兆1,693億
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教育費の性質別内訳
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円で教育費総額の62.8%を占め、普通建設事業費は8,390億円で24.3%を

占め、両者で教育費総額の87.1 %を占めている。

　

人件費を前年度と比べると、3,430億円、18.8%増加し、前年度の増加率

(17.0 %)を上回っている。これは、昭和47年の人事院勧告に伴う給与改定

が初めて４月１日から実施されたこと、教育職員に対する教職調整額の支給

(昭和47年１月１日実施)が平年度化したこと、昭和44年の｢公立義務教育

諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律｣の＝部改正に基づき、

同年度以降計画的に教職員の定数改善がなされていること等によるものであ

る。普通建設事業費を前年度と比べると977億円、13.2%増加しているが、

前年度の増加率(29.2 o/o)を下回っている。

　

また、教育費の性質別内訳を団体種類別にみると、都道府県では、義務教

育諸学校教職員、都道府県立高等学校教職員の人件費を支弁しているため、

人件費の比率(84.0 %)が高く、市町村では、義務教育施設整備等の普通建設

事業費の比率(50.9 %)が高い。

　

公立学校の児童・生徒数の推移は、第28図にみられるとおりで、小学

校児童数は昭和34年度以降毎年度減少傾向を示していたが、44年度から

第28図

　

公立学校児童・生徒数の推移

ぺで７

W

32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47

ヘリ１す絞り丿丿卵｣1によろ

　　

２卜年川･ｙ･!=ｙ"ｙ？し

52

増加に転じ、48年度に

おいては再び減少に転じ

ている。中学校生徒数は

38年度以降減少傾向を示

してきたが、48年度はや
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て、東京都、大阪府、愛知県及びその近隣府県で増加の傾向を示し、その他

の道県では減少の傾向を示している。

　

ウ

　

産業の振興

　　

(ア)農林水産行政

　

地方公共団体は、農林漁業の効率的な経営と食糧の安定した供給を図るた

め、生産基盤の整備、消費流通対策の充実等の施策を実施している。更に最

近においては、総合農政対策、農薬及び工場汚水等による農用地及び漁場等

汚染対策、自然環境保全対策等の施策の推進も重要な課題となっている。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である農林水産業費の決算額は、１兆

3,095億円で、歳出総額の9.0％(都道府県12.1%、市町村6.6％)を占め、前

年度(１兆560億円)と比べると2,535億円、24.0%増加している。

　

農林水産業費の目的別内訳は、第29図にみられるとおり、土地改良事業、

農用地開発事業等農業基

　　　　　　　　　　　　　　　

第29図

　

農林水産業費の目的別内訳
盤整備の経費である農地

費(40.1%)と、農業改良

普及事業、農業経営近代

化施設整備事業等の経費

である農業費(26.5%)の

両者で農林水産業費総額

の66.6%を占め、林業

費(18.0％)、水産業費

(9.5%)ヽ畜産業費(6.0％)
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これらを前年度と比べると、農業生産性の向上のためのほ場整備、農道整

備等の土地改良事業が積極的に推進されたこと等により、農地費は1,123億

円、27.2%と大幅な伸びを示し、そのほか農業費567億円、19.6%、林業費

509億円、27.5%、水産業費236億円、23.5%、畜産業費99億円、14.5%の

伸びとなっている。

　

農林水産業費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では農地費
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第30図

　

農林水産業費の性質別内訳

第31図

　

農林水産業費の普通建設事業費の推移
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(40.7%)の比率が高く、農業

費(248%)がこれに次いでい

る。これに対し市町村では、

農業費(37.1%)の比率が高

く、農地費(33.5%)がこれに

次いでいる。

　

農林水産業費の性質別内訳

は、第30図にみられるとお

り、普通建設事業費は8,736

億円で、農林水産業費総額の

66.7% (うち補助事業費53.2

％)と最も高い比率を占め、

人件費1,998億円(15.3%)、

補助費等1,060億円(8.1%)が
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これに次いでいる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

これらを前年度と比べる

と、普通建設事業費が1,908億円、28.0%と農林水産業費総額の増加率
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(24.0%)を上回る伸びを示しており、補助費等183億円、20.9%、人件費

265億円、15.3％がこれに次いでいる。

　

農林水産業費における目的別普通建設事業費の推移は、第31図にみられ

るとおりで、昭和42年度と比べ、農地費3.17倍、水産業費2.92倍、林業費

2.68倍、畜産業費2.59倍、農業費2.27倍となっており、総額では2.90倍と

なっている。農業基盤整備事業の拡充強化により農地費の伸びが著しい。ま

た、普通建設事業費総額に占める農林水産業費の目的別の比率をみると、農

地費が55.7%と全体の２分の１を超え、林業費(20.9 %)、農業費(10.3 %)

及び水産業費(10.1％)がこれに次いでいる。

　　

(イ)商

　

工

　

行

　

政

　

地方公共団体は、地域における商工業経営の近代化・合理化を図るため、

中小企業の育成指導、工業団地の建設、消費流通対策、自然公園・観光施設

の整備及び余暇対策等各種の施策を行っている。

　

これらの施策の推進に要する経費である商工費の決算額は、5,650億円で

歳出総額の3.9％(都道府県4.7％、市町村2.5％)を占め、前年度(4,938億円)

と比べると712億円、14.4%増加している。

　

商工費の性質別内訳は、第32図にみられるとおり、経営の安定化等のため

の貸付金が3,851億円で商工費総額の68.2%と３分の２を超え、普通建設事

　　　　　　　　　　　

第32図

　

商工費の性質別内訳
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第33図

　

商工費の貸付金貸付額の推移

　

業費462億円(8.2％)、補助費等450
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億円(8.0％)、人件費434億円(閤％)

がこれに次いでいる。

　

このよ引こ資金の貸付事業が商工

行政の中心となっているのは、地場

産業としての中小企業に対する経営

運転資金、機械設備の近代化・高度

化資金、更に、通貨変動等経済環境

の変化に対応するための資金等を低

利で貸し付けることによって、中小

企業の健全な育成を図ろろとしてい

ることによるものである。

　

商工費の性質別内訳を前年度と比

べると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

備のための普通建設事業費が85億

円、22.7%(補助事業費11億円、17.0％、単独事業費74億円、23.8 %)と前年度

(5.6 %)を上回る伸びを示し、人件費74億円、20.5％、物件費24億円、15.5

％がこれに次いでいる。貸付金は景気回復に伴う資金繰りの好転もあって

443億円、13.0％と前年度の伸び(22.8%)を下回っている。

　

商工費の性質別内訳を団体種類別にみると、都道府県では貸付金が76.4%

と商工費の大部分を占め、市町村でも貸付金が45.7%と最も高く、普通建

設事業費(15.2 %)、補助費等(13,3％)がこれに次いでいる。

　

商工費のうち貸付金の推移は、第33図にみられるとおりで、経済の拡大

を反映して毎年度大きな伸びを示し、昭和42年度と比べると2.54倍となっ

ている。

　

エ民生の安定

　　

(ア)社会福祉行政

　

最近における急速な社会経済情勢の進展に伴い、社会福祉行政においては

老人の生活の安定と健康保持、児童の健全な育成、心身障害者のための援護。
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生活困窮者に対する社会

保障、医療費の公費負担

等各種の社会福祉施策の

拡充に迫られている。

　

地方公共団体において

も、これらの諸問題に対

処するため、保育所、老

人ホーム、心身障害者福

祉施設等の建設や老人医

療費の公費負担、生活保

護の実施等福祉社会実現

第34図

　

民生費の目的別内訳

計
円

　

揃

　

４

　

２
　

７

純
院

100.0･う

都道府県

4,341(S円

(.100.0°∠ ･,100.0｢」｡

のための努力が続けられている。

　

これらの社会福祉行政の推進に要する経費である民生費の決算額は、１兆

2,744億円で、歳出総額の8.7％(都道府県5.0％、市町村13.7 %)を占め、

前年度(9,293億円)と比べると3,451億円、37.1 ?/oと大幅に増加している。

　

民生費の目的別内訳は、第34図にみられるとおり、保育所の設置運営等

の児童福祉費が民生費総額の33.4％と最も高い比率を占め、生活困窮者に

必要な援護を行うための生活保護費(33.2％)、心身障害者対策等の社会福祉

費(18.6%)、老人ホームの設置運営等の老人福祉費(14.3 %)がこれに次いで

いる。

　

これらを前年度と比べると、災害救助費が26億円、115.8 %、老人福祉費

が903億円、97.7%とそれぞれ倍増の高い伸びを示し、児童福祉費1,150億

円、37.0％、社会福祉費536億円、29.1 %、生活保護費836億円、24.6%と

いずれも大きい伸びを示している。

　

民生費における各目的別経費のうち主なものの推移をみると、老人の健康

管理、生活安定等老人福祉の拡充、要保護児童の健全な育成、母子福祉の充

実、心身障害者の福祉増進等の経費が拡充されてきたことを反映して、老人

福祉費、児童福祉費、社会福祉費が42年度以来大きい伸びを示している。

これに対し、雇用情勢の好転、賃金水準の上昇等により被保護人員の減少傾
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民生費の性質別内訳

３

向が続いてきたことを反映して、生活保護費の民生費総額に占める比率は41

年度以降毎年低下している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

民生費の目的別内訳を団体
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民生費の普通建設事業費の推移
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種類別にみると、まず、民生

費総額においては、福祉行政

の窓口である市町村が、都道

府県の２倍を超える額となっ

ている。これは保育所等の

施設の設置及び運営、老人福

祉対策の推進が主として市町

村によって行われていること

及び都市区域における生活保

護の事務を市が行っているこ

とによるものである。次に。

目的別にその構成比について

みると、都道府県においては

生活保護費が29.7%と最も

高く、児童福祉費(27.9%)、
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社会福祉費(24.9 %)、老人福祉費(16.9 %)がこれに次いでいる。市町村にお

いては児童福祉費が35.6%と最も高く、生活保護費(32.1 %)、社会福祉費

(17.0%)、老人福祉費(15.0％)がこれに次いでいる。

　

民生費の性質別内訳は、第35図にみられるとおりで、被保護者に対する生

活扶助費、保育所及び老人ホーム等の入所措置者に対する措置費、医療費公

費負担に要する医療扶助費及び児童手当の支給に要する経費等である扶助費

が7,001億円で、民生費総額の54.9%と２分の１を超える比率を占め、施設

関係職員等の人件費2,625億円(20.6％)、普通建設事業費1,414億円(11.1%)

がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、扶助費が2,205億円、46.0%と最も大きい伸び

を示し、補助費等111億円、30.1％、人件費599億円、29.5%、物件費138億

円、27.9%、普通建設事業費

253億円、21.8%とそれぞれ

大きい伸びを示している。こ

れは老人医療費の公費負担の

実施、児童手当制度の平年度

化、老人・児童・心身障害者

等を対象とする民間社会福祉

団体への補助の拡充強化、公

立社会福祉施設の充実等によ

るものである。

　

民生費の性質別内訳を団体

種類別にみると、都道府県で

は扶助費が45.3%を占め、補

助費等(20.1％)、人件費(13.5

％)、普通建設事業費(11.2%)

がこれに次いでいる。市町

村では扶助費が54.2%と最

も高い比率を占め、人件費

６
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民生費の扶助費の内訳
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生活保護の被保護人員及び保護率の推移
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(22.0 %)、普通建設事業費

(11.3 %)がこれに次いでいる。

　

民生費のりち普通建設事業

費の各目的別の推移は、第36

図にみられるとおりで、昭和

42年度と比べると、老人福

祉費8.50倍、社会福祉費＆79

倍、児童福祉費3.75倍となっ

ており、総額では4.17倍と

なっている。

　

更に、民生費のうち扶助費

の各目的別の推移は、第37図

にみられるとおりで、昭和42

年度と比べると、老人福祉費9.55倍、社会福祉費6.15倍、児童福祉費4.07

倍と扶助費総額の伸び2.93倍を大きく上回っており、生活保護費は2.17倍

にとどまっている。

　

生活保護の被保護人員及び保護率は、第38図にみられるとおりで、雇用

情勢の好転、賃金水準の上昇等により昭和38年度以降減少傾向が続いてき

たが、昭和47年度においては新たに復帰した沖繩県分が加おったこともあっ

て５万６千人の増加となっている。

　

扶助の内訳についてみると、生活扶助、住宅扶助及び教育扶助の人員は

昭和46年度までは年々減少していたが、昭和47年度には増加に転じてい

る。また、医療扶助人員は一貫して増加を続け、近年ますます増加の度合が

著しくなっている。
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地方公共団体は、職業技能訓練の充実、労使関係の安定、労働者の福祉増

進のための施設整備及び失業対策等の諸施策を推進し、労働者の福祉向上に

努めている。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である労働費の決算額は、1,787億円
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で、歳出総額の1.2％

(都道府県1.1%、市町

村1.2％)を占め、前年

度(1,863億円)と比べ

ると76億円、4.1%滅

少している。

　

労働費の目的別内訳

は、第39図にみられ

るとおりで、失業対策

費が労働費総額の59.1

％を占め、その他の
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労働費の目的別内訳
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40.9%は職業訓練、労働者金融対策、労働者福祉対策等の労政費、労働委員

会費等の経費である。

　

これらを前年度と比べると、失業対策費は139億円、11.6%滅少し、その

他は62億円、9.3%増加している。このように失業対策費が波少したのは、

失業対策事業対象者が減少したことによるものである。

　

また、労働費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では職業訓練

費及び労政費が59.3％、失業対策費が38.0％となっているが、市町村では
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労働費の性質別内訳
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失業対策費が82.7 %と労働費総額の大部分を占めている。　　　　ス　ヶ

　

労働費の性質別内訳は、第40図にみられるとおり、土木関係、清掃関係等の

失業対策事業費が981億円で、労働費総額の54.9% (うち補助事業費42.3%)

を占め、労政及び職業訓練関係等の人件費284億円(15.9 %)がこれに次いで

いる。
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保健・衛生と公害防止
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地方公共団体は、住民の健康を確保増進し生活環境の向上を図るため、結核

対策、伝染病対策、成人病対策、精神衛生対策、食品衛生対策等の諸施策を

推進するとともに、ごみ及びし尿処理等住民に密着した行政を行っている。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である衛生費の決算額は9,056億円

で、歳出総額の6.2％(都道府県4,8％、市町村7.5％)を占め、前年度(7,162

億円)と比べると1,894億円、26.4%増加している。

　

衛生費の目的別内訳は、第41図にみられるとおり、公衆衛生費(42.9%)及

び清掃費(40.7 %)の両者で衛生費総額の83.6%とその大部分を占め､結核対

策費(8.5％)、保健所費(7.9％)がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、清掃費は936億円、34.0 %と大幅に増加してお

り、結核対策費155億円、25.2%、公衆衛生費704億円、22.2%、保健所費99億円、
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衛生費の性質別内訳

年度を計画期間とする「廃

棄物処理施設整備計画」が

第43図

　

衛生費の普通建設事業費の推移

策定されヽ積極的に事業の

　　

八訃

推進が図られたこと等によ

るものである。

　

衛生費の目的別内訳を団

体種類別にみると、都道府

県では精神衛生、食品衛生

対策等に係る公衆衛生費の
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衛生費の性質別内訳は、第42図にみられるとおり、保健所職員、清掃関係

職員等の人件費が2,711億円で衛生費総額の29.9%と最も高い比承を占め、

普通建設事業費1,949億円(21.5%)、物件費1,344億円(14.8%)、扶助費1,333

億円(14.7 %)がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、普通建設事業費が525億円、36.9 %増加して

いる。普通建設事業費のうち補助事業費が65.2%と大幅に増加しているほ

か、結核医療、精神障害者の医療、特定疾患の医療に係る措置費等の扶助費

が29.8%と衛生費総額の増加率(26.4 %)を上回っている。

　

また、これらを団体種類別にみると、都道府県では扶助費の比率が27.9%

と最も高く、人件費(25.9 %)がこれに次いでおり、市町村では人件費(32.2

％)の比率が最も高く、普通建設事業費(27.8 %)がこれに次いでいる。

　

衛生費における普通建設事業費の推移は、第43図にみられるとおりで、

昭和42年度と比べると4.33倍と大きな伸びを示している。普通建設事業費

の大半は、ごみ・し尿処理施設等廃棄物処理施設の建設のための経費であ

る。

　　

(イ)公

　

害

　

防

　

止

　

近年の経済社会の急激な発展に伴い。大気汚染、水質汚濁、騒音及び振

動、地盤沈下、悪臭等の公害問題が生じ、年々深刻の度を深め、これに対す

る諸施策の強化が緊要となってきている。

　

このため、地方公共団体は公害の監視、測定体制の強化、下水道等の社会

資本の整備等の積極的な公害防止対策を講じている。

　

昭和47年度において、公害対策基本法に基づく公害防止計画を策定して

いる地域は、第１次地域から第３次地域までの15地域となっている。

　

一方、昭和47年度においてこれら公害問題に対処するため、地方公共団体

が支出した経費(公営企業会計に係るものを含む。)は、8,113億円(都道府県

2,998億円、市町村5,115億円)となっている。これを前年度5,866億円(都道

府県2,190億円、市町村3,676億円)と比べると、2,247億円、38.3%と大幅

に増加しており、地方公共団体の公害対策に対する積極的な姿勢がうかがわ

れる。
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公害対策経費の状況
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公害対策経費の内訳は、第44図にみられるとおりで、建設事業費が7,393

億円で、公害対策経費の91.1％と大半を占めている。次いで、人件費、監

視、測定用の機械器具購入費等の経常経費424億円(公害対策経費に占める

比率5.2％)、民間の企業等に対する助成金、貸付金が234億円(2.9 %)と

なっている。

　

次に建設事業費の内訳をみると、下水道整備事業費が5,094億円で公害対

策経費の62.8%と最も高い比率を占めており、公害対策の中心をなしてい

る。また、前年度(3,843億円)と比べると、1,251億円、32.6 %と大幅に増加

している。次いで、廃棄物処理施設整備事業費が1,185億円(公害対策経費に

占める比率14.6 %)、教育施設等の公害防止事業費が412億円(5.1％)となっ

ている。

　

カ

　

警察と消防

　　

(ア)警

　

察

　

行

　

政

犯罪の予防、交通安全の確保等地域社会の秩序と安全を維持し、国民の生

命財産を保護すること等が、警察行政の任務である。

　

また、近年モータリ

セージ。ンの進展等により発生する交通事故の防止のための交通安全行政の

充実等が要請されている。

　

警察費の決算額は5,618億円で、歳出総額の3.8％を占め、前年度(4,704

億円)と比べると914億円、19.4%増加している。

　

警察費の性質別内訳は、第45図にみられるとおり、警察官等の人件費が
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警察費の性質別内訳

4､466億円で、警察費総額の79.5%と最も高い比率を占め、交通信号機の設

置等の普通建設事業費650億円(11.6％)、物件費414億円(7.4％)がこれに次

いでいる。

　

これらを前年度と比べると、普通建設事業費が178億円、37.6％と大きい

伸びを示し、補助費等11億円、22.2%、物件費72億円、21.1%がこれに次い

でいる。

　

昭和48年４月１日現在における警察職員についてみると、国家公務員で

ある警視正以上の階級にある地方警務官を除く都道府県警察職員は、21万４

千人(前年度20万７千人)であり、そのうち警察官は18万４千人で、前年度

(17万９千人)と比べると５千人、3.2％増加している。

　

また警察事務職員は

３万人で、前年度(２万９千人)と比べると１千人、3.2％増加している。

　

なお、年々増加を続けてきた交通事故の発生件数は、人身事故にあっては

昭和44年をピークとして昭和45年以降減少に転じ、47年には65万９千件

と前年(70万件)に比し４万１千件減少している。また、交通事故に係る業務

上等過失致死傷害罪の発生件数も昭和46年以降減少を続けており、47年に

は59万５千件と前年(63万１千件)に比し３万６千件減少している。

　　

(イ)消

　

防

　

行

　

政

　

近年、都市の過密化、危険物施設の増加、建築物の高層化及び地下街の建

設等に伴い火災等による災害は大型化する傾向にあるが、このような事態に

対処し地域住民の生命財産を守るため、地方公共団体は、消防力の近代化、

消防組織の常備化、広域化等消防力の充実強化を図るとともに救急体制の整

備を行ってきている。

　

これらに要する経費である消防費の決算額は2,306億円で、歳出総額の

1.6 %(都道府県0.4%、市町村2.9%)を占め、前年度(1,846億円)と比べる

と460億円、24.9 %増加している。
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消防費の性質別内訳

　

消防費の性質別内訳は、第46図にみられるとおり、消防関係職員の人件

費が1,517億円で、消防費総額の65.8%と約３分の２を占め、消防自動車、

救急自動車等の購入、消防庁舎の建設等の普通建設事業費442億円(19.2 %)、

物件費234億円(10.1 %)がこれに次いでいる。

　

火災発生件数は、昭和47年において５万８千件と前年(６万４千件)に比

べると６千件減少しているが、総損害額は841億円、死傷者数は１万1,400

人とそれぞれ前年(786億円、１万700人)に比べると逆に55億円、700人増

加している。

　

なお、消防行政の一環としての救急業務は、交通事故をはじめとする各種

の災害の増大等により、救急搬送等の業務量は依然として増加しており、昭

和47年度の救急出場件数は114万５千件(前年度99万２千件)で、そのうち

交通事故による出場件数は30万７千件に達している。また、救急業務を実施

している市町村の数も大幅に増加し、昭和48年４月１日現在2,126団体で、

前年度(1,632団体)と比べると494団体、30.0％増加している。

５

　

地方経費の構造

　

地方公共団体の経費を性質別に分類すると、投資的経費、義務的経費及び

その他の経費に大別されるが、これらの状況をみると、次のとおりである。

（１）概

　　　

況

　

昭和47年度歳出決算額(14兆6,183億円)の性質別構成比をみると、普通

建設事業費が36.3%を占め、近年最高の比率を示した前年度(36.4 %)と比べ

るとわずかに低くなっている。人件費は毎年度低下の傾向を示し、昭和47年
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性質別歳出決算額の構成比
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なお、前年度の比率を上回ったものは、扶助費、災害復旧事業

費、公債費及び積立金である。

　

団体種類別に義務的経費と投資的経費の構成比をみると、第47図にみら

れるとおりである。義務的経費の歳出総額に占める比率は、都道府県(40.8

％)が市町村(36,5％)に比べて高くなっている。

　

これは、都道府県が義務教

育諸学校職員及び警察職員の給与を支払っているためである。また、市町村

のうち町村における義務的経費の比率が29.9%と低いのは、都市と異なり、

生活保護等の実施が都道府県によって行われているからである。

　

性質別の歳出決算額の推移は、第48図にみられるとおりで、昭和42年度

と比べると、特に、繰出金が3.52倍と大きい伸びを示しており、積立金(3.18

倍)、普通建設事業費(2.97倍)、扶助費(2.65倍)も歳出総額の伸び(2.55倍)

を上回っている。一方、失業対策事業費は、1.22倍で、歳出総額の伸びを下

回っている。

（2）投資的経費

　

最近における経済発展と国民生活の現状からみて、社会資本の相対的な立

ち遅れがみられ、地方公共団体はそれに対処するため、計画的、重点的に建

設投資を行うことを要請されている。

　

投資的経費は、道路・橋りょう、学校、公営住宅の建設等行政施設水準の
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第48図

　

性質別歳出決算額の増加状況

向上に直接寄与する経費であり、普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業

対策事業費からなっている。

　

投資的経費の決算額は、５兆7,586億円で、歳出総額の39.4% (都道府県

38.4%、市町村41.0 %)を占め、前年度４兆6,259億円と比べると１兆

1,327億円、24.5%増加している。

　

投資的経費の構成比をみると、普通建設事業費92.1 %(前年度93.8 %)、災

害復旧事業費6.2％(4.0％)、失業対策事業費1.7% (2.2%)となっている。

　

投資的経費を普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費別にみ

ると、次のとおりである。

　

ア

　

普通建設事業費

　

昭和47年度の普通建設事業費は、前年度に引き続き国、地方を通じる公

共事業の拡大もあって、決算額は５兆3,012億円と、前年度(4兆3,388億円)

と比べると9,624億円、22.2%増加している。
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普通建設事業費の増

加状況は、第49図に

みられるとおりで、補

助事業費は29.5%と前

年度の増加率(31.6％)

をわずか下回ってい

るのに対し、単独事

業費は公共事業の施行

促進等の影響を受けて

12.0%と前年度の増加

率(22.2 %)を大幅に

下回っている。

　

第50図は、普通建

設事業費の増加状況

を、昭和42年度を100

第49図
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大する傾向にある生活環境施設整備等に対する住民の要求にこたえ、建設投

資を積極的に推進してきたことを示すものである。

　

普通建設事業費の決算額を団体種類別にみると、都道府県は３兆64億円、

市町村は２兆5,694億円であり、歳出総額に占める比率は市町村(38.0％)が

都道府県(34.9%)に比べて高い。

　

また、補助事業費及び国直轄事業負担金の普通建設事業費に占める比率を

みると、都道府県( 72.1 %)が市町村(45.3%)に比べて高く、公共事業が、

都道府県を通じてより多く実施されていることを示している。

　

次に、普通建設事業費の増加率を団体種類別にみると、都道府県では22.0

％(前年度26.5 %)、市町村では22.6% (28.4%)と、いずれも前年度の増加

率を下回っている。

　　

(ア)普通建設事業費の目的別内訳

　

普通建設事業費の目的別内訳をみると、道路橋りょう費が１兆2,011億円、

22.7%と最も高い比率を占めており、街路整備及び区画整理等の都市計画費

6,521億円(12.3 %)、農道及び農業基盤整備等の農地費4,862億円(9.2％)、

河川海岸費4,661億円(8.8 %)、住宅費3,761億円(7.1 %)、小学校費3,469億

円(6.5 %)がこれに次いでいる。また、目的別内訳の増加率をみると、清掃

費(49.0％)が最も高く、河川海岸費(36.7 %)、林業費(30,7 %)等の伸びが大

きいが、住宅費(6.9 %-)、小学校費(14.6 %)、中学校費(10.1％)等は前年度

の伸びを下回っている。

　

前年度の増加率を上回ったものは、河川海岸費36.7 %(前年度31.2 %)、都

市計画費25.6% (25.1%)、林業費30.7% (23.4%)等である。このうち、河川

海岸費は、昭和47年度において国土開発及び災害の防除等を目的として｢第

４次治水事業５か年計画｣が策定され、治水事業が推進されたことによるも

のであり、都市計画費は、昭和47年度において｢都市公園等整備５か年計

画｣が策定され、都市環境改善のため、都市公園の整備が推進されたほか、

市街地開発の一環としての土地区画整理事業の推進が図られたことによるも

のである。

　

また、林業費は、47年度において｢第４次治山事業５か年計画｣が策定さ

れ、防災林造成、保安林整備が行われたほか、林業生産の増進を図るため
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ふ嶮

が8.49倍、身体障害者更正援護施設の建設等社会福祉費が3.79倍となってい

る。また、教育費は3.07倍となっているが、このうち社会教育費(5.35倍)

及び小学校費(3.07倍)の伸びが大きい。なお、道路橋りょう費は2.93倍、

農林水産業費は2.90倍の伸びにとどまっている。

　

普通建設事業費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では、道路

橋りょう費(26.4%)、河川海岸費(14.3％)、農地費(13.4%)等の産業基盤整備

及び国土保全関係経費の比率が高い。市町村では、道路橋りょう費(17.1 %)、

都市計画費(15.9 %■)、小学校費(13.5%)等地域生活に密接な関係のある経費

の比率が高く、このほか、最近では中学校費(6.5 %)、清掃費(4.4％)、児童

福祉費(2.3％)等環境衛生、教育、福祉関係経費の比率が高くなっている。

　

地方公共団体が公共施設の整備を推進する上で、用地取得費は大きな財

政負担となっている。用地取得費の決算額は、都道府県4,986億円、市町村

5･426億円で、それぞれ普通建設事業費の16.6% (前年度15.9 %)、21.1％
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移は、第51図にみ
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(21.3 %)を占めている。また、団体種類別にその増加状況をみると、都道

府県は1,078億円、27.6%、市町村は955億円、21.4%の伸びとなっ尨、

る。

　

用地取得費１兆412億円の財源内訳をみると、地方公共団体が用地取得に

地方債を積極的に活用したことを反映して、地方債の比率は39.8%となっ

ている。

　　

(イ)補助事業費

　

国からの補助金又は負担金を受けて施行する補助事業費は、前年度に引き

続き公共事業が拡大されたこともあって、決算額は３兆44億円で、前年度

(２兆3,199億円)に比べて6,845億円、29.5%増加している。

　

この増加率

は、前年度の増加率(31.6 %)をわずかに下回っているが、歳出総額の増加率

(22.7 %)を大きく上回っている。これを団体種類別にみると、都道府県にお

ける増加率は29.1%と前年度(29.0 %)とほぼ同じ伸びであったのに比べて、

市町村における増加率は29.8%と、前年度の増加率(36.3％)を下回っている

が、歳出総額の増加率(22.7 %)を上回っている。

　

補助事業費の構成比を目的別にみると、道路橋りょう費(17.6%)、都市計

画費(14.4 %)、農地費(13.4%)等の産業基盤整備に係る経費の比率が高いが、

最近では、生活基盤施設整備に対しての住民の要望もあって、環境衛生、教

育・文化施設に対する投資が増大し、清掃費(1.7 %)、社会教育費(1.2％)、

保健体育費(0.8 %)の比率が高まっている。

　　

(ウ)単独事業費

　

地方公共団体が、国の補助を受けずに自主的に施行している単独事業費の

決算額は、２兆790億円で、前年度(１兆8,565億円)と比べると2,225億円、

12,0％の増加にとどまっている。この増加率は、前年度の増加率(22.2%)を

大きく下回るもので、歳出総額に占める構成比も前年度15.6%から14.2%

に低下している。従来、単独事業費は、生活環境施設の整備を積極的に推進

してきたこともあって高い伸び(43年度29.5%、44年度30.1％、45年度

38.4%)を示してきたが、公共事業の拡大の影響を受けて前年度から低下の

傾向を示している。
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団体種類別に増加率

をみると、都道府県で

は6.3 %(前年度20.0

％)、市町村では16.6

％(23.2％)と、いずれ

も前年度の増加率を大

きく下回っている。

　

単独事業費の構成比

を目的別にみると、

道路橋りょう費(26.8

％)、都市計画費(10.6

％)、小学校費(6.6%)

等の比率が高くなって

いる。
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普通建設事業費の目的別の状況
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補助事業費と単独事業費の構成比を目的別にその主なものについてみる

と、第52図にみられるとおり、補助事業費の占める比率が高いのは、農地

費及び河川海岸費であり、清掃費及び道路橋りょう費においては、単独事

業費の比率が比較的高くなっている。これは、地方公共団体が、し尿・ごみ

処理施設、生活関連市町村道等の整備を、地域住民の要請にこたえて、計画

的、重点的に推進していることによるものである。

　

単独事業費の増加率を目的別にみると、前年度に比べて総体的に低くなっ

ているが、都市計画費19.8 %(前年度11.8 %)、林業費19.1 % (14.9 %)及び

小学校費8.6 % (5.5%)は、前年度の伸びを上回っている。

　

また、住宅費、農業費、水産業費、保健体育費は前年度の決算額を下回っ

ている。

　　

(エ)国直轄事業負担金

　

国が、土木その他の建設事業を直轄で施行する場合において、法令により、

地方公共団体がその経費の一部を負担する国直轄事業負担金の決算額は。
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第53図

　

普通建設事業費の財源構成比の推移
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億円)と比べると554億円、

34.2%増加している。

　

国直轄事業負担金を目的別

にみると、道路橋りょう費

(52.5 %)、河川海岸費(25.7

％)、港湾費(15.3％)の三者で

全体の93.5%を占めている。

　

なお、国直轄事業負担金を

団体種類別にみると、都道府県が全体の92.2%とその大部分を占めており、

市町村はわずか7.8％にすぎない。

　　

(オ)普通建設事業費の充当財源

　

普通建設事業費に充当された財源の構成比の推移は、第53図にみられると

おりである。一般財源等の充当額は、前年度に比べて6.0％の増加にとどま

り、構成比も40.5％から35.1％へと大幅に低下している。一方、地方債は

前年度に比べて45.2%と大幅に増加し、構成比は22.8%から27.1%へと大

きく上昇している。

　

また、国庫支出金の構成比も26.6%から28.4%へと上昇し、国庫支出金

と地方債の合計額の普通建設事業費の財源総額に占める比率は55.5%で、

昭和42年度以降の推移をみると、最高の比率となっている。

　

なお、補助事業費及び単独事業費に充当された地方債の構成比は、それぞ

れ24.2%、26.6 % (前年度それぞれ18.6%、25.9 %)となっており、社会資

本の整備に地方債が積極的に活用されていることを示している。

　

イ

　

災害復旧事業費

　

災害復旧事業費は、昭和47年６月から９月にかけての豪雨及び台風によ

る災害規模が大きかったこともあって、決算額は3,593億円で、前年度(1,839

億円)と比べると1,754億円、95.4%と大幅に増加している。

　

これを性質別にみると、補助事業費は現年災害の規模が大きかったこと及

び過年災害の復旧を促進したこともあって決算額は3,285億円で、前年度
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(1,615億円)と比べると1,670億円、103.5 %と大幅に増加している。　また、

単独事業費(256億円)及び国直轄事業負担金(52億円)も前年度を大幅に上

回っている。

　

また、これを目的別にみると、道路、河川、海岸、港湾等の公共土木施設災

害復旧事業費は2,588億円、農地、農業用施設、漁港等の農林水産施設災害復

旧事業費は842億円となっており、この両者で総額の95.4%を占めている。

　

次に、災害復旧事業費に充当された財源についてみると、一般財源等の占

める比率は7.0％であり、国庫支出金69.3％及び地方債21.3%が大部分を

占めている。

　

昭和47年度末における年災別災害復旧事業の進捗状況を、補助事業及び国

直轄事業についてみると、昭和46年災害については復旧所要額2,286億円

に対し1,859億円、81.3%が実施されており、47年災害については復旧所要

額5,209億円に対し1,851億円、35.5%が実施されている。

　

なお、45年災

害については、47年度末までに復旧を完了している。

　

ウ

　

失業対策事業費

　

失業者に就職の機会を与えるために道路の補修や公園の清掃等の事業を行

う失業対策事業費の決算額は981億円で、前年度(1,032億円)に比べて51億

円、4.9％減少している。これは、昭和46年度において、従来の失業対策事

業対象者の常用雇用への転換を促進するため、就職支度金制度の大幅な拡充

が行われたことにより、対象者が滅少したこともあって、昭和47年度失業

対策事業年間就労延人員が3,112万４千人と前年度(3,521万２千人)に比べ

て滅少したことによるものである。

　

これを性質別にみると、補助事業費が756億円で77.1%、単独事業費が

225億円で22.9%を占めている。また、財源についてみると、国庫支出金が

439億円で44.8%、一般財源等が503億円で51.3%を占めている。

（３）義務的経費

　

義務的経費は、その支出が義務付けられている経費で、人件費、扶助費及

び公債費からなっている。
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義務的経費の決算額は５兆9,636億円で、前年度(４兆8,280億円)と比べ

ると１兆1,356億円、23.5％(前年度18.2 %)増加している。

　

義務的経費の増加状況の内訳をみると、特に、この経費の約80％を占め

る人件費は、人事院勧告による給与改定(改善率10.68 %、前年度11.74%)

の実施時期が前年度より１か月繰り上げられて４月１日実施とされたことも

あって４兆5,460億円となっており、増加率は19.7% (前年度18.5 %)と高

い伸びを示している。増加額では、前年度(5,937億円)を1,531億円上回る

7,468億円に達している。

　

また、扶助費は8,492億円で、その大半を占める生活保護費において遂年

減少傾向にあった被保護人員が沖繩復帰に伴い増加しているのに加えて、保

護基準の引上げがなされていること及び幼稚園就園奨励費補助制度の新設、

児童手当制度の平年度化、老人医療の無料化等児童、老人等に対する福祉関

係の措置が大幅に拡充されていることによって、前年度と比べると2,538億

円、42.6%と大幅に増加している。

　

公債費については5,683億円と、前年度(4,333億円)と比べると1,350億

円、31.2%増加している。これは、地方債現在高の累増に伴い元利償還金

が増加していること、特に、昭和45～46年度において発行された水田取得

債が元利償還期に入ったことなどによるところが大きい。

　

義務的経費の増加率(23.5 %)は、歳出総額の増加率(22.7 o/o)及び一般財源

の増加率(19.5％)を上回っており、また、歳出総額に占める構成割合(40.8%)

は前年度(40.5 %)に比べて増加するなど財政構造の弾力性が低下している。

　

ア

　

人

　　

件

　　

費

　

人件費は、一般職等の職員の給与、地方公務員共済組合負担金、退職金、

恩給、議員報酬等からなっている。

　

人件費の決算額は４兆5,460億円で、前年度(３兆7,992億円)と比べると

7,468億円、19.7%増加している。

　

人件費の歳出総額に占める比率(31.1％)は、近年減少傾向を続け、47年度

においても前年度(31.9 %)より低くなっているが、その増加率をみると人件

費の増加傾向は依然として高いものがあり、今後、財政運営の硬直化をもた
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らす要因ともなりかねない。

　

人件費の歳出総額に占める比率を団体種類別にみると、都道府県は34.1%

(前年度35.2 %)で、義務教育諸学校職員及び警察職員の給与を支弁してい

るため、市町村の23.8％(前年度24.1 %)と比べてかなり高い比率を示して

いる。人件費の増加額が歳出総額の増加額に占める比率を団体種類別にみる

と、都道府県29.0 %{,前年度30.6％)、市町村22.3％(23.0％)といずれも前

年度と比べて低くなっている。

　

昭和36年度以降における人件費の推移は、第54図にみられるとおりで、

毎年度増加している。その要因としては、地方公務員の給与改定が人事院勧

告に基づく国家公務員の給与改定に準じて毎年度実施されていること及び教

育関係の職員、社会福祉施設、清掃、消防等の住民サービス部門の職員、警

察官等が増加していることなどが挙げられる。

　　

(ア)人件費の内訳

　

人件費の内訳をみると、職員給が83.3 %と最も高い比率を占め、地方公

務員共済組合負担金(6.9 %)がこれに次いでいる。また、退職金は、昭和47

　　　　　　　　　　

第54図人件費の推移
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年度において給与改定の実施時期が４月１日となったこと等に伴い昭和48

年３月31日退職予定者の相当数が４月１日以降の退職となったこともあっ

て、その増加率は0.6％と前年度(14.1%)を下回り、その結果人件費総額に

占める比率は4.3％と前年度(5.2％)と比べて低下している。

　

人件費の内訳を団体種類別にみると、職員給の比率は都道府県84.8 % (前

年度83.7 %)、市町村80.6％(80.1％)であり、退職金の比率も都道府県4.6%

(前年度5.7％)、市町村3.8％(4.1％)と都道府県が市町村を上回っている。

　

議員、委員等報酬手当及び特別職の給与は、都道府県1.0％(前年度1.0%)

に比べて市町村は8.0％(8.1％)と比率が高い。

　

人件費の財源についてみると、一般財源等が81.2％(前年度80.6 %)と大

部分を占めており、国庫支出金が16.2 % (16.5 %)でこれに次いでいる。こ

れを更に団体種類別にみると、一般財源等の比率は、都道府県75.1 %(前

年度74.6 %)、市町村90.1％(90.1％)と市町村が都道府県より高いのに対

し、国庫支出金の比率は、都道府県が23.3％(前年度23,5 %)と市町村の2.5

％(2.4％)と比べて高くなっている。

　

これは都道府県が支出している義務教

育諸学校教職員の人件費について国庫負担制度が設けられていることによる

ものである。

　　

(イ)職

　

員

　

給

　

職員給総額は３兆7,878億円で、前年度(３兆1,345億円)と比べると6,533

億円、20.8%増加している。職員給総額の構成比をみると、教育関係が49.2

％(前年度49.3%)で、他の行政部門と比べて高い比率を占めているが、

年々その比率は低下し、反面、民生関係6.3％(前年度5.8％)、衛生関係6.5％

(6.3 %)、消防関係3.4％(8.3％)等の比率が高まっている。

　

職員給の部門別構成を団体種類別にみると、都道府県では、職員給総額2

兆4,915億円のうち、教育関係63.5% (前年度63.1 %)と警察関係15.2%

(15.4%)の両者で全体の78.7%を占めている。市町村では、職員給総額１

兆2,963億円のうち、総務企画関係(税務事務等を含む。)が28,9 %(前年度

29.9%)と最も高い比率を占め、次いで、教育関係21.9 %(前年度21.9 %)、

民生関係14.2% (13.4%)、衛生関係11.5 %(11.4 o/S)等となっている。
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また、昭和48年４月１日現在における地方公務員(全会計)の１人当たり平

均給料月額を主な職種別にみると第55図のとおりであり、高等学校教育職、

小・中学校教育職がそれぞれ103,440円(対前年度増加率12.3 %)、102,196

円(12.7%)と比較的高く、警察職87,627円(13.1 %)、一般行政職79,545円

(13.6%)、消防職78,546円(13.3 %)を上回っている。

　

なお、全職種のうち１人当たり平均給料月額が最も高いのは医師歯科医師

職で164.988円(対前年度増加率8.5％)となっている。

　　

(ウ)地方公務員の数

　

地方公共団体の普通会計で給与を支弁している職員数は、昭和48年４月

１日現在240万２千人で、前年同期(229万１千人)と比べると11万１千人、

4.8％増加している。

　

地方公務員の数については、各地方公共団体においては、行政機構の簡素

合理化、職員の適正配置、新陳代謝の促進等を図って、その増加をきたさな

いよりに努めているが、このよ引こ職員数が増加したのは、主として、最近

の社会情勢の変化に伴う行政需要の多様化と高度化に対処し、住民生活に密
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第56図

　

地方公務員数の構成
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着したサービスを提供す

るためであり、民生、衛

生関係職員(３万３千人

増)、教育関係職員(3万

８千人増)、消防関係職

員(１万人増)の三者で総

増加職員数の72.7%を

占めている。例えば、民

生、衛生関係職員の主な

ものについて前年度と比

べると、保育所関係１万

人、13.0％(昭和48年4

月１日現在８万５千人)、

社会福祉施設関係４千

人、12.9 %( 3万３千人)、し尿・ごみ処理等の清掃施設関係６千人、8.6%

(7万５千人)とそれぞれ増加しており、また、これらの職員数はここ数年増

加の傾向を示している。

　

職員数の構成は、第56図にみられるとおり、教育関係職員108万２千人

(45.0 %)、一般行政関係職員101万６千人(42.3%)、警察関係職員21万４千人

(8.9％)及び消防関係職員９万人(3.8％)で、教育関係職員の比率が最も高い。

　

地方公務員数の構成を団体種類別にみると、都道府県職員は義務教育諸学

校教職員が含められている関係もあって、全体の60.9 % (前年同期61.8%)

を占めている。

　

そのうち教育関係職員は59.4% (59.5%)と最も高く、以下、

一般行政関係職員24.9% (24.8%)、警察関係職員14.6% (14.6%)、消防関

係職員1.1％(1.0％)となっている。市町村職員は、全体の39.1 %(前年同期

38.2%)を占めており、そのうち一般行政関係職員69.3% (69.5%)、'｀教育関

係職員22.7% (23.0%)、消防関係職員8.0％(7.6％)となっている。

　

なお、一般行政関係職員を行政部門別にみると、企画・総務部門24万７

千人(総職員に占める比率10.3 %)、民生部門18万９千人(7.9％)、土木部
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地方公務員数の推移

　

昭和40年４月１日現在)(
の人員を100とする。
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門16万９千人(7.0％)、衛生部門15万２千人(6.3％)等となっている。

　

行政部門別職員の増加状況は、第57図にみられるとおり、民生、衛生、

消防等直接住民サービスを担当する職員が毎年増加している。

　

地方公務員のうち医師の不足については、例えば、地域住民の健康に極

めて重要な役割を果たしている保健所832か所(昭和48年４月現在)に勤務

する常勤医師は1,343人(前年同期1,384人)で、１保健所当たり1.6人という

充足状況であり、医療施設、重度身体障害者援護施設、老人福祉施設等の充

実を図ろうとする地方公共団体にとって医師の確保は切実な問題となってい

る。

　

イ

　

扶

　　

助

　　

費

　

扶助費は、社会保障制度の一環として生活困窮者、児童、老人、心身障害

者等を援助するための経費である。
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第58図

　

扶助費の目的別構成比の推移
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461生活保護費

児童福祉費

３

３

　

扶助費の決算額

は8,492億円で，

前年度(5,955億

円）と比べると

2,538億円> 42.6%

増加している。

　

扶助費の構成比

を目的別にみる

と，生活保護費

3,924億円が総額

老人福祉費

　　

の46.2%を占め

結核対策費

　　

て最も大きく、児

社会福祉費

　　

童福祉費1,701億

育

　

費

40

　

41

　

42

　

43

　

44

　

45

　

46

　

47(年度 円(20.0%)、老人

福祉費1,133億円

(13.3 %)がこれに次いでいる。その推移は、第58図にみられるとおり、生

活保護費はその増加率(25.5 %)が扶助費の増加率(42.6 %)を大きく下回った

こと、また、結核対策費は結核患者数が滅少したこと等により、ともにその

比率が引き続き低下している。一方、児童福祉費、老人福祉費及び社会福祉

費は、児童、老人、心身障害者等に対する福祉施策の充実に伴って、年々そ

の比率を高めており、扶助費の増大の要因となっている。特に、老人福祉費

は老人医療の無料化に伴い増加率が175.8 %と著しく伸びたこともあって、

その構成比は13.3%と前年度(6.9 %)に比べ大幅に高まっている。

　

なお、扶助費の財源内訳をみると、一般財源等の充当率が29.1%と前年

度(25.6 %)に比べ3.5%、45年度(23.9 %)に比べ5.2%高まっており、一方、

国庫支出金の充当率は低くなっている。これは地方公共団体が老人医療費の

公費負担など社会福祉について単独の施策を行ったことなどによるものであ

る。
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ウ

　

公

　　

債

　　

費

　

地方債の元利償還金及び一時借入金利子の支払いに要する経費である公債

費の決算額は5,683億円で、前年度(4,333億円)と比べると1,350億円、31.2%

(前年度637億円、17.2 %)と大幅に増加している。

　

公債費の内訳は、元金3,102億円(公債費総額に占める比率54.6%、前年度

54.2%)、利子2,457億円(43.2 %、43.2 %)、一時借入金利子124億円(2.2

％、2.6％)である。

　

公債費に充当された財源につい

てみると、一般財源等が4,827億

円で全体の84.9%を占めており、

前年度(3,725億円、86.0 %)と比

べて、この比率はやや滅少してい

る。

　

公債費に充当された一般財源等

の一般財源等総額に占める比率の

　　

（傅川）

推移をみると、第59図にみられ

　　

5､000

るように、公共災害復旧事業債の

うち250億円を繰上償還した昭和

　　

4,000

43年度を除いて、この比率は５％

台で推移している。

　

また、団体種類別にみると、市

　

3,000

町村の比率が都道府県の比率を常

に上回っている。これは、市町村

　　

2,000

においては、都道府県に比べて、

住民生活に直接関係する投資が多

　　

1,000

く、歳出総額に占める投資的経費

の比率が高くなっているが、その

充当財源に占める一般財源及び国

　　　

ｏ

庫支出金の割合が相対的に低いた

　　　　　　　　　　　　　　　

－85－

第59図

　

公債費の推移
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め、地方債依存度が高くなっていることによるものである。

　　　

万ｽﾞ………

　

地方債償還額を事業別にみると、一般単独事業債742億円が全休の23.9%

を占めて最も多く、公共用地先行取得事業債451億円(14.5 %)、-こ一般公共事

業債410億円(13.2 %)、災害復旧事業債300億円(9.7 %)、義務教育施設整備

事業債299億円(9.6 %)がこれに次いでいる。

(４)その他の経費

　

ア

　

物

　　

件

　　

費

　

行政の執行に伴い事務的に必要とされる消耗品購入費、備品購入費等の経

費である物件費の決算額は、8,727億円で、前年度(7,331億円)と比べると

1,396億円、19.0％(前年度18.1 %)増加している。

　

物件費の内訳は、消耗品購入費、光熱水費、印刷製本費等の需用費3,263

億円(物件費総額に占める比率37.4 %)、備品購入費1,176億円(13.5％)、旅

費1,000億円(11.5 %)、通信運搬費、筆耕料等の役務費759億円(8.7％)、賃

金415億円(4.8 %)、その他2,115億円(24.2 %)となっている。

　

イ

　

維持補修費

　

公用又は公共用施設の効用を維持するための経費である維持補修費の決算

額は1,995億円で、前年度(1,724億円)と比べると271億円、15.7 %(前年度

10.5％)増加している。これを目的別にみると、道路橋りょう関係1,033億

円(維持補修費総額に占める比率51.8 %)が最も多く、公営住宅関係145億

円(7.3％)、小学校関係133億円(6.6 %)がこれに次いでおり、これら土木施

設又は教育関係施設の維持管理に要した経費が全体の83.5 %を占めている。

　

ウ

　

補

　

助

　

費

　

等

　

公益上必要がある場合において農林漁業団体等公共的団体その他特定の者

に対し支出し、又は、地方公営企業(法適用)に対して支出するための経費等で

ある補助費等の決算額は5,833億円で、前年度(4,739億円)と比べると1,095

億円、23.1 %(前年度23.0 %)増加している。　　　　　　　　　　ノ

　

これを目的別にみると、農林水産業費1,060億円(補助費等総額に古める比

率18.2 %)が最も大きく、総務費894億円(15.3％)、衛生費832億円(14.3
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％)、教育費823億円(14.1 %)、土木費818億円(14.0%)、民生費482億円

(8.3％)がこれに次いでいる。このうち、補助費等総額の伸びを上回ったも

のは、教育費(36.0％)、土木費(31.1 %)及び民生費(30.0％)であり、総務

費(21.6%)、衛生費(12.7 % )及び農林水産業費(20.9 %)はこれを下回って

いる。

　

補助費等のうち、地方公営企業(法適用)に対する負担金及び補助金は1,386

億円で、前年度(1,200億円)と比べると、交通事業に対するものが大幅に増

加したこともあって186億円、15.5％の伸びを示している。負担金及び補助

金を事業別にみると、公共下水道事業に対するもの496億円(負担金及び補

助金総額に占める比率35.7 %)及び病院事業に対するもの463億円(33.4 %)

の両者で総額の69.1％を占めており、交通事業に対するもの214億円(15.5

％)、上水道事業に対するもの139億円(10.0％)がこれに次いでいる。

　

エ

　

繰

　　

出

　　

金

　

普通会計から地方公営企業法の適用を受けない公営企業会計、定額の資金

を運用するための基金及び財産区へ繰り出すための経費である繰出金の決算

額は2,030億円で、前年度(1,964億円)と比べると66億円、3.4％増加して

いる。

　

これを繰出先別にみると、地方公営企業(法非適用)に対するもの

1,078億円(繰出金総額に占める比率53.1 %)が最も大きく、基金に対するも

の590億円(29.1 %)、国民健康保険事業に対するもの258億円(12.7 %)がこ

れに次いでいる。

　

また、地方公営企業(法非適用)に対する繰出金の47.7%は建設費財源、

32.2%は公債費財源としてそれぞれ繰り出され、国民健康保険事業に対する

繰出金の大部分は、財源補てん的なものである。

　

オ

　

積

　　

立

　　

金

　

年度間の財源の調整を図り、又は、将来における公共施設の整備や災害に

対処する等特定目的のための資金等を積み立てるための経費である積立金の

決算額は1,694億円で、前年度(1,001億円)と比べると693億円、69.2%増

加している。

　

歳出決算による積立金に歳計剰余金処分による積立金(103億円)を加え。
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この額から積立金とりくずし額(597億円)を控除した昭和47年度の純積立

額は1,200億円で、前年度(339億円)と比べると861億円、254.0 %と最近にな

い大幅な伸びを示している。このうち、財政調整基金についてみると、積立

額は727億円で、前年度(384億円)を大幅に上回り、とりくずし額は238億円

で、前年度(441億円)を下回っており、この結果、47年度中の純積立額は

489億円と前年度(57億円のとりくずし)と比べると大幅に増加している。

　

なお、昭和47年度における積立金のとりくずし額(597億円)の内訳を目

的別にみると、小・中学校、道路橋りょう、都市計画事業等の建設事業に使

用されたもの409億円(積立金とりくずし額に占める比率68.5 %)、災害の

ために使用されたもの25億円(4.2 %)、財産取得のために使用されたもの

20億円(3.4 %)、公債費充当のために使用されたもの４億円(0.6％)等となっ

ている。

　

ヵ

　

投資及び出資金

　

地方公共団体が各種の債券等を所有し、財団法人に対して出えんし、又

は、地方公営企業の建設投資の財源として支出する等のための経費である投

資及び出資金の決算額は1,011億円で、前年度(841億円)と比べると170億

円、20.1%増加している。これを目的別にみると、公共下水道事業、住宅供

給公社等の土木関係に係るものが512億円(投資及び出資金総額に占める比

率50.7 %)で最も大きく、病院事業、上水道事業等の衛生関係に係るもの

199億円(19.7 %)、工業用水道事業、市場事業等の商工関係に係るもの69

億円(6.9％)がこれに次いでいる。また、投資及び出資金のうち、地方公営企

業(法適用)に対するものは636億円で、前年度(513億円)と比べると123億

円、23.8%増加しており、前年度(24.2%)の伸びを下回ったもののかなりの

伸びを示している。地方公営企業に対する投資及び出資金の内訳をみると、

公共下水道事業が46.4%と最も高い比率を占め、交通事業(19.5%)、病院

事業(19.4%)、上水道事業(9.4％)がこれに次いでいる。

　

昭和47年度末における投資及び出資金の現在高は4,918億円で、前年度末

(3,944億円)と比べると974億円、24.7%増加している。そのうち主なもの

は、観光・交通関係856億円(現在高総額に占める比率17.4%)、商工関係
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469億円(9.5 %)、開発関係372億円(7.6 %)等である。　これに基金の運用に

よる投資及び出資金32億円を加えると、その現在高は4,950億円で、前年度

末(3,974億円)と比べると975億円、24.5%増加している。

　

キ

　

貸

　　

付

　　

金

　

貸付金の決算額は7,564億円で、前年度(6,862億円)と比べると702億円、

10.2％増加している。

　

これを目的別にみると、中小企業に対する経営資金、設備近代化資金等の

商工関係に係るもの3,851億円(貸付金総額に占める比率50.9％)及び住宅供

給公社への融資等の土木関係に係るもの1,698億円(22.5 %)で貸付金総額の

73.4%を占めている。これらの目的別内訳を前年度と比べると、衛生費の増

加率は30.4％と前年度(41.5%)に引き続き大きい伸びを示し、民生費の増加

率も19.7％と前年度(14.1%)を上回っている。これに対し、金融緩和に伴う

中小企業等における資金繰りの好転もあって、商工費の増加率は13.0％と

前年度(22.8%)を下回っている。

　

地方公営企業(法適用)に対する貸付金は621億円で、前年度(620億円)と

ほぼ同じであるが、貸付金総額に占める比率は8.2％で、前年度(9.0％)を下

回っている。これを事業別にみると、交通事業に対するもの295億円(47.5 %)

及び病院事業に対するもの165億円(26.6％)で全体の74.1％を占めている。

　

昭和47年度末の貸付金の現在高は１兆230億円で、前年度(8,692億円)と

比べると1,538億円、17.7％増加している。現在高のうち主なものは、商工

関係4,150億円(現在高総額に占める比率40.6 %)、住宅関係1,662億円(16.2

％)、埋立等の開発関係668億円(6.5％)等である。これに基金の運用による

貸付金778億円を加えると、その現在高は１兆1,007億円で、前年度末

(9,338億円)と比べると1,669億円、17.9%増加している。

６

　

将来にわたる財政運営の状況

　

財政状況をみるには、単年度限りの歳入歳出決算ばかりでなく、地方債、

債務負担行為のように、将来にわたって財政負担となるものや、積立金のよ
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うに、年度間の財源調整を図り、将来における弾力的な財政運営に資するた

め財源を留保するものについても総合的には握する必要があるが、これらの

状況をみると、次のとおりである。

（１）将来にわたる財政負担

　

ア

　

地方債現在高

　

昭和47年度においては、社会資本の充実と国際収支の均衡を図る等のた

め、公共事業が積極的に拡大され、これに伴い地方債が大幅に発行されたこ

ともあって、同年度末における地方債現在高は５兆3,845億円となっており、

前年度末(３兆9,708億円)に比べると、増加額１兆4,136億円、増加率35.6%

と大きい伸びを示している。この地方債現在高を昭和42年度と比べると2.76

倍となっており、歳入総額2.55倍、一般財源2.43倍のいずれも上回る伸び

を示している。

　

地方債現在高の増加額を目的別にみると、一般公共事業債4,465億円(増

加額に占める割合31.6 %)、一般単独事業債2,699億円(19.1 %)、義務教育

施設整備事業債1,488億円(10.5％)、公営住宅建設事業債1,406億円(9.9％)

などが大きく、これらで増加額の71.1%を占めている。また、増加率では、過

疎対策事業債(89.8 %-)及び同和対策事業債(85.1 %)が前年度に引き続いて高

い伸びを示しているほか、昭和47年度の地方財政措置の一環として3,500億

円の地方債が発行されたこともあって、一般公共事業債の増加率が71.8%

と前年度(36.4%)を大きく上回っている。

　

次に、地方債現在高の目的別構成比をみると、文教施設、消防施設、漁港、

農林道、道路、庁舎等の整備に充当された一般単独事業債(20.0％)、港湾、河

川、海岸、都市計画、各種災害関連事業等の事業に充当された一般公共事業債

(19.8 %)、義務教育施設整備事業債(14.3%)及び公営住宅建設事業債(9.7％)

で全体の63,8 %(前年度61.2 %)を占めており、災害復旧事業債5.4％(6.3％)

がこれに次いでいる。

　

地方債現在高を借入先別にみると、政府資金が全体の50.4%、市中銀行資
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金が30.5%、その他の資金が19.1％

となっているが、その推移は、第60

　　　　　　　　　　

-〃･

　

/･-"J
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図にみられるとおり、政府資金の割

合が低下しており、政府資金以外り

資金、特に市中銀行資金の比率が増

大してきて:いる。

第60図

　

地方債現在高の推移

　

なお、政府資金以外の資金の利率

　　

5,000

別構成比をみると、7.3%以下の資
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金が80.3％(前年度69.7 %)、7.6％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4 000
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緩和を反映して、前年度に比べて。
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低利な資金の占める比率が高くなっ

ている。
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地方公共団体は、将来の支出を約

　　

】､000

束するものとして、債務負担行為を

行うことができる。この債務負担行

　　　

500

為には、数か年度にわたる建設工

事及び土地の購入等の場合のよう

に、翌年度以降の経費支出が本来予

りr) (

　　

十毘

　

）内の数値は．昭和421-i'i:を100リ．・

’あ１

定されているものと、債務保証及び損失補償のように、翌年度以降の経費支

出が必ずしも予定されていないものとに分けられ、特に、前者の場合には、

後年度の財政運営を拘束することとなるので、その運用には慎重を期さなけ

ればならない。

昭和47年度末における債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額

は、第61図にみられるとおり、２兆1,800億円に達し、前年度(１兆5,729億

円)に比べて6,071億円、38,6％の増加となっている。これは、42年度の4.04倍
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第61図

　

債務負担行為に基づく翌年

　　　　　

度以降の支出予定額の推移
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であり、同じく５か年間における地

方債現在高(2.76倍)、歳出総額(2.55

倍)及び一般財源(2.43倍)の伸びの

いずれをもかなり上回って増加して

いる。

　

翌年度以降支出予定額を目的別に

みると、物件の購入等に係るものが

１兆6,254億円で全体の74.6%と大

半を占めており、このうち、土地の

購入に係るものは5,918億円(支出予

定額に占める比率27.1%)、製造、工

事の請負に係るものは6,478億円

(29.7 %)、建造物の購入に係るもの

は3,738億円(17.0%)となってい

る。また、債務保証又は損失補償に

係るものは887億円(4.1 %)で、そ

の他は4,659億円(21.4%)である。

その他の内容をみると、農林漁業･商

工業団体、社会福祉団体等への利子

補給に係るものが中心となっいる。

　

翌年度以降支出予定額の目的別構

成比の推移は、第61図にみられる

とおり、物件の購入等に係るものが

漸増しているのに対し、債務保証又

は損失補償に係るものが漸減しているo

　　　

゛
■■

　

地方公共団体が過去に設定した債務負担行為に基づく昭和47年度の支出

額は4,684億円であり、前年度(2,934億円)に比べて1,750億円、59.6%と大

幅な増加を示しており、歳出総額の3.2 %(前年度2.5%)となっている。支

出額を目的別にみると、、物件の購入に係るものが81.8％(前年度82.1%)と
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大半を占め、このうち、土地の購入に係るものが32.1%、建造物の購入に

係るものが6.0%となっている。また、債務保証又は損失補償に係るものは

3.2%であり、前年度(2.9 %)に比べ、その比率を平平増している。なお、47

年度支出額の財源内訳をみると、一般財源等が43.6 %と最も大きく、国・県

支出金23.9%、地方債21.3 %、その他11.2%の順となっている。この一般

財源等の額は、47年度の一般財源等総額の2.4%に当たるものである。

(２)将来のための財政運営

　

将来の財政需要に備え、財源をあらかじめ確保すること等によって、財政の

健全な運営を図るため、地方公共

団体が積み立てる積立金の昭和47

年度末現在高は4,347億円で、前

　

りら円〕

年度末(3,063億円)に比べ1,285億

　

4,000

円、42.0%増加している。この増

加率は前年度の増加率(12.2 %)を

大幅に上回っているが、これは、前

　

3,000

年度においては、景気停滞の影響

を受け、税収の仲悩みが顕著で、

特に、都道府県においては地方税

　　　　　　　　　　　　　　　　　

2､000
等の減収に対処するため積立金の

取りくずしがなされ、積立金現在

高の減少をみたのに対し、昭和47

年度においては、当初及び年度中

　

1,000

途における地方財政措置に加え、

景気の回復が順調であったことに

よるものである・

　　　　　　　　　　　

０

　

積立金現在高の内訳は、年度間

の財源調整を行うために積み立て

ている財政調整基金2,020億円(構
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積立金現在高の推移
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成比46.5 %)、地方債の償還を計画的に行うために積み立てている減債基金

88億円(2.0％)並びに災害救助法に基づき災害により生じた経費の財源に充

てるための積立金及び学校建設等の資金として積み立てている基金等特定目

的のための基金2,239億円(51.5 %)となっている。

　

なお、積立金現在高の推移は、第62図にみられるとおり、昭和47年度末

現在高は4,347億円で、42年度末現在高(1,569億円)の2.77倍となっている。

７

　

公共施設の現況

　

地方公共団体は，補助事業費，単独事業費等の投資的経費の充実によっ

て，住民福祉の向上に直接つながる公共施設の整備に努めている。

　

第63図は，この投資的経費の目的別内訳を人口１人当たり額で示したも

のであるが，最も多額の投資がなされているのは道路橋りょう費で，人口１人

当たり11,100円(前年度9,100円)となっている。

　

次いで農林水産業費8,100

円(6,500円)，都市計画費6,000円(4,900円)，小・中学校費4,800円(4,300

円)，河川海岸費4,300円(3,200円)，住宅費3,500円(3,300円)の順となって

おり，土木関係への投資が多くなっている。

第63図

　

投資的経費の目的別の状況(人口１人当たり額j
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これらの経費に
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の整備、充実が図
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施設の水準がどのようなものになっているか、主要なものについてその現況

をみることとする。

（１）道 路

　

昭和48年３月31日現在における地方道の延長は101万9,692 km (前年同

期100万4,693 km)である。　このうち、改良済延長は22万9,040 km (20万

8,673km)、舗装済延長は20万5,031 km (17万3,556 km)である。　また、普

通貨物自動車が通行できない路線等(以下｢交通不能道｣という。)の延長は30

万669 km (31万3,400 km)である。

　

総延長に占める比率は、改良済延長22.5 %(前年同期20.8 ?/o)、舗装済延

長20.1% (17.3%)、交通不能道延長29.5% (31.2%)であり、前年同期に比

べると改良率1.7％、舗装率2.8%、交通不能道比率1.7％の改善がそれぞ

れなされている。次に、国道及び地方道の整備状況をみると、第64図にみら

れるとおりで、改良率は一般国道85.9%、都道府県道51.1%、市町村道18.4

％、また、舗装率は一般国道90.4 %、都道府県道57.6%、市町村道14.8 %

となっており、特に、市町村道の整備状況は低い水準にある。住民に密着した
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外国の道路舗装率の状況
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市町村道の整備の立ち遅れ

は、日常生活及び生産活動に

不便をきたしており、機能に

応じたその整備の促進は市町

村にとって重要な課題であ

る。

　

なお、諸外国の道路舗装

率は、第65図にみられると

おりであり、諸外国に比べ

て、我が国の道路整備の水準が低いことを示している。

　

ア都道府県道

　

都道府県道の延長は12万5,517 km (前年同期12万2,094 km)である。　こ

のうち、改良済延長は６万4,142 km (5万9,007 km)、舗装済延長は７万

2,314km ( 6万2,704 km)である。また、交通不能道延長は4,383 km (4,507

km)である。

　

総延長に占める比率は、第64図にみられるとおり、改良済延長51.1％(前

年同期48.3 %)、舗装済延長57.6% (51.4%)、交通不能道延長3.5％(3.7％)

であり、前年同期に比べると改良率2.8％、舗装率6.2%、交通不能道比率

0.2％の改善がそれぞれなされている。

　

イ

　

市

　

町

　

村

　

道

　

市町村道の延長は89万4,175 km (前年同期88万2,599 km)である。　この

うち、改良済延長は16万4,898 km (14万9,666 km)、舗装済延長は13万

2,717km (11万852 km)である。また、交通不能道延長は29万6,286 km

(30万8,893 km)である。

　

総延長に占める比率は、第64図にみられるとおり、改良済延長18.4%

(前年同期17.0 %)、舗装済延長14.8% (12.6%)、交通不能道延長33.1 %

(35.0％)であり、前年同期に比べると改良率1.4％、舗装率2.2%、交通不

能道比率1.9%の改善がそれぞれなされている。
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(２)橋りょう

　

昭和48年３月31日現在における地方道の橋りょう数は54万6,519橋(前

年同期54万6,557橋)である。これを構造別にみると、鋼橋、コンクリート

橋及び石橋(以下｢永久橋｣とい‰)の数は40万8,877橋(39万7,528橋)、木

橋の数は13万3,805橋(14万5,051橋)、混合橋の数は3,837橋(3,978橋)と

なっている。

　

総橋りょう数に占める比率は、永久橋74.8 %(前年同期72.7 %)、木橋24.5

%(26.6%)、混合橋0.7％(0.7％)であり、前年同期に比べると、永久橋は

2.1％増加したのに対して、木橋は2.1％滅少している。

　

次に、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょう数は

15万765橋(前年同期15万7,485橋)である。このうち、重量が制限されて

いる荷重制限橋は５万402橋(５万4,160橋)であり、残りの10万363橋

(10万3,325橋)が交通不能橋である。

　

制限橋の総橋りょう数に占める比率

は、荷重制限橋9.2％(9.9％)、交通不能橋18.4％(18.9％)となっている。

　

ア

　

都道府県道の橋りょう

　

都道府県道の橋りょう数は10万1,496橋(前年同期10万300橋)である。

これを構造別にみると、永久橋の数は９万5,928橋(９万3,674橋)、木橋の

数は5,302橋(6,330橋)、混合橋の数は266橋(296橋)となっている。

　

総橋りょう数に占める比率は、永久橋94.5 %(前年同期93.4 %)、木橋

5.2% (6.3%)、混合橋0.3 % (0.3 %)であり、前年同期に比べると、永久橋は

1.1%増加したのに対して、木橋は1.1％滅少し、混合橋は同率となっている。

　

次に、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょう数は

4,090橋(前年同期4,924橋)であり、このうち、荷重制限橋は2,957橋(3,741

橋)で、残りの1,133橋(1,183橋)が交通不能橋である。制限橋の総橋りょう

数に占める比率は、荷重制限橋2.9％(3.7％)、交通不能橋1.1 % (1.2 %)と

なっている。

　

イ

　

市町村道の橋りょう

　

市町村道の橋りょう数は44万5,023橋(前年同期44万6,257橋)である。
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第66図

　

橋りょう整備の状況
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これを構造別にみる

と，永久橋の数は31

万2,949橋(30万3,854

橋)，木橋の数は12

万8,503橋(13万8,721

橋)，混合橋の数は

3,571橋(3,682橋)と

なっている。

　

総橋りょう数に占

める比率は，永久橋

70.3％(前年同期68.1

％)，木橋28.9% (31.1

％)、混合橋0.8％(0.8％)であり、前年同期に比べると、永久橋は2.2%増

加したのに対して、木橋は2.2％滅少している。

　

次に、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょう数は

14万6,675橋(前年同期15万2,561橋)であり、このうち、荷重制限橋は４万

7,445橋(５万419橋)で、残りの９万9,230橋(10万2,142橋)が交通不能橋で

ある。制限橋の総橋りょう数に占める比率は、荷重制限橋10.7% (11.3%)、

交通不能橋22.3% (22.9%)となっている。

　

なお、都道府県道、市町村道別の橋りょうの整備状況は、第66図にみら

れるとおりである。

（3）公営住宅等

　

昭和48年３月31日現在における公営住宅等の総戸数は147万2,602戸

(前年同期136万4,054戸)であり，前年同期に比べると10万8,548戸増加し

ている。

　

これを住宅の種類別にみると，公営住宅法に基づいて建設される公営住宅

(以下｢公営住宅｣とい‰)は135万2,133戸(前年同期125万3,117戸)，住宅

地区改良法に基づいて建設される改良住宅(以下｢改良住宅｣という。)は６万
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9､024戸(５万9,574戸)、地方公共団体が独自に建設する単独住宅(以下｢単

独住宅｣という。)は５万1,445戸(５万1,363戸)となっており、総戸数に占

める比率は、公営住宅91.8 % (91.9 %)、改良住宅4.7％(4.4％)、単独住宅

3.5％(3.7％)となっている。

　

また、住宅の構造別にみると、非木造住宅は75.0％に当たる110万4,430

戸であり、残りの25.0 %に当たる36万8,172戸は木造住宅となっている。

これを前年同期の非木造対木造の比率72.1対27.9に比べると、非木造が2.9

％その比率を高めてい｡る。

　

次に、前年同期に対する増減率をみると、都道府県では公営住宅10.7%、

改良住宅5.5％、単独住宅2.5％の増加となっており、市町村では公営住宅

は6.1％、改良住宅は19.9%増加したが、単独住宅は木造住宅の老朽化等に

より1.5％の減少となっている。

　

なお、公営住宅等の設置者別比率の状況は、第67図にみられるとおりで

ある。

　

ア

　

都道府県営の住宅

　

都道府県営の公営住宅等は58万4,652戸(前年同期53万602戸)で、総戸

数の39.7% (38.9%)を占めており、前年同期に比べると５万4,050戸増加し、

設置者別比率で0.8%その比率を高めている。

　　　　　　　　　　

第67図

　

公営住宅等の設置者別比率
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これを住宅の種類別にみると，公営住宅は54万5,646戸(前年同期49万

3,038戸)，改良住宅は１万7,587戸(１万6,675戸)，単独住宅は２方1,419戸

(2万889戸)となっている。

　

イ

　

市町村営の住宅

　

市町村営の公営住宅等は88万7,950戸(前年同期83万3,452戸)で，総戸

数の60,3％(61,1％)を占めており，前年同期に比べると５万4,498戸増加し

ている。

　

これを住宅の種類別にみると，公営住宅は80万6,487戸(前年同期76万79

戸)，改良住宅は５万1,437戸(４万2,899戸)，単独住宅は３万26戸(３万474

戸)となっている。

　

ウ

　

入居競争率

　

昭和47年度中の公営住宅等の入居公

募戸数は13万9,521戸(前年度14万5,189

　

卜l)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

10
戸)で、これに対する応募件数は63万

7,967件(98万9,018件)であり、その入

居競争率は4.6倍(6.8倍)となっている。

　　　

５

　

入居競争率の状況を設置者別にみる

と、第68図にみられるとおり、都道府

県営は5.7倍、市町村営は3.8倍となっ

　　

０

でいるが、市町村営の中では、大都市に

第68図

　

入居競争率の状況
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おける入居競争率が8,4倍と著しで高いものとなっている。
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昭和48年５月１日現在における国公私立幼稚園の状況は、園数１万2,185

園(前年同期１万1,578園)、園児数212万９千人(184万２千人)である。こ

のうち、公立の幼稚園数は39.1 % (37.6 %)に当たる4,766園(4,354園)、園

児数は23.8% (22.4%)に当たる50万７千人(41万３千人)であり、前年同期

と比べると、園数では412園、園児数では９万４千人とそれぞれ増加してい

る。
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公立幼稚園を設置

者別にみると、都道

府県立は20園(前年

同期20園)、その園

児数は２千人(２千

人)であり、また、

市町村立は4,746園

(4,334園)、その園

児数は50万５千人

第69図

　

幼稚園数と園児数の設置者別比率
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(41万１千人)で、公立の幼稚園の大部分が市町村立となっている。

　

なお、幼稚園の設置者別比率は、第69図にみられるとおりである。

　

次に、国公私立における小学校第１学年児童数156万４千人(前年同期

166万６千人)中に占める幼稚園修了児童数94万８千人(97万２千人)の割合

(就園率)は60.6％(58.3％)であり、年々上昇の傾向を示している。

(５)小

　　

学

　　

校

　

昭和48年５月１日現在における公立小学校の数は２万4,358校(前年同期

２万4,092校)であり，その校舎面積は5,564万１千㎡(5,338万４千m2)で

ある。これを前年同期に比べると学校数は266校，校舎面積は225万７千ｍ2

第70図

　

小学校施設の状況 増加している。

　

次に、校舎を構造別にみると、非

木造校舎面積は3,123万７千㎡(前

年同期2,711万６千m2)、木造校舎

面積は2,440万４千m2(2,626万

８千㎡)であり、校舎面積に占

める比率は、第70図にみられる

とおり、非木造校舎56.1％(50.8％)、

木造校舎43.9% (49.2%)となってい

る。

　

この比率を前年同期に比べる
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と、非木造校舎比率が5.3%高ヽまっている。

　　　　　　　　　　

犬

　

なお、危険校舎面積は609万７千㎡(前年同期548万９千㎡)で、校舎面

積の11.0% (10.3%)を占めている。また、危険校舎面積のうち要改築校舎面

積は346万９千㎡(321万４千㎡)で、校舎面積の6.2％(6.0％)を占めている。

　

屋内運動場を設置している学校数は、全校の76.5 %(前年同期74.3%)に当

たる１万8,634校(１万7,909校)であり、前年同期に比べると725校増加し

ている。

（６）中

　　

学

　　

校

　

昭和48年５月１日現在における公立中学校の数は１万195校(前年同期１

万42校)であり、その校舎面積は、3,055万７千m2(2,949万４千球)であ

る。

　

これを前年同期と比べると学校数は153校、校舎面積は106万３千㎡

増加している。

　

次に、校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は1,773万２千㎡(前年同

期1,571万９千m2)、木造校舎面積は1,282万５千m2(1,377万５千㎡)で

あり、校舎面積に占める比率は、第71図にみられるとおり、非木造校舎

58.0％(53.3％)、木造校舎42.0% (46.7%)となっている。　この比率を前年

同期と比べると、非木造校舎比率が4.7%高まっている。

第71図

　

中学校施設の状況

　

なお、危険校舎面積は204万５千

が(前年同期163万１千㎡)で、校

舎面積の6.7 % (5.5%)を占めてい

る。また、危険校舎面積のうち要改

築校舎面積は126万９千㎡(101万

m2)で、校舎面積の4.2% (3.4%)を

占めている。

　

屋内運動場を設置している学校数

は、全校の85.1 %(前年同期83.6%)

に当たる8,671校(8,393校)であり、
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前年同期に比べると278校増加している。

(７)高

　

等

　

学

　

校

　

昭和48年５月１日現在における公立高等学校の数は、3,611校(前年同期

3,567校)であり、その校舎面積は2,100万５千m2(2,162万８千m2)であ

る。

　

校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は1,539万５千㎡(前年同期

1,554万６千㎡)、木造校舎面積は561万㎡(608万２千m2)であり、校

舎面積に占める比率は、第72図にみられるとおり、非木造校舎73.3 %

(71.9％)、木造校舎26.7 % (28.1 %)となっている。　この比率を前年同期と

比べると、非木造校舎比率が1.4%高まっている。

　

なお、危険校舎面積は81万２

千㎡(前年同期73万８千m2)で

校舎面積の3.9 % (3.4 %)を占め

ている。また、危険校舎面積のう

ち要改築校舎面積は74万４千m2

(68万８千㎡)で、校舎面積の3.5

％(3.2％)を占めている。

　

屋内運動場を設置している学校

数(昭和48年３月31日現在調査)

は、全校の83.6％(前年同期83.7

第72図

　

高等学校施設の状況

％)に当たる3,017校(2,986校)であり，前年同期と比べると31校増加してい

る。

（8）保

　　

育

　　

所

　

昭和47年10月１日現在における公私営保育所（へき地保育所を除く。）の

数は１万5,555箇所（昭和46年12月31日現在（以下「前回」という。）１万

4,806箇所）であり，前回に比べると749箇所増加している。公営保育所の
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第73図

　

保育所の公営と私営の状況

　　

数は9,667箇所(前回9,142箇所)で，

第73図にみられるとおり、総箇所数

の62.1% (61.7%)を占め、これら

を前回に比べると箇所数で525箇

所、公営の占める割合で0.4%増加

している。

　

次に、公私営保育所における専任

職員数と在所者数についてみると、

専任職員数は13万２千人（前回11

万９千人）に対し、在所者数は130

万３千人(120万１千人)で、前回に比べると専任職員数は１万３千人、

10.9％、在所者数は10万２千人、8.5%それぞれ増加している。

　

これらを公営の保育所についてみると、専任職員数は７万６千人(前回６

万７千人)に対し、在所者数は79万４千人(72万人)となっており、前回に

比べると専任職員数で９千人、13.4%、在所者数で、７万４千人、10.3％そ

れぞれ増加している。

（9）老

　

人

　

ホ

　

ー

　

ム

昭和47年10月１日現在における老人ホームについてみると、公私営老人

ホームの数は1,208箇所(前回1,096

箇所)であり、前回に比べると112

箇所増加している。第74図にみら

れるとおり、公営の老人ホームの数

は652箇所(前回624箇所)で、総箇

所数の54.0 % (56.9 %)を占めてお

り、これらを前回に比べると箇所数

で28箇所増加しているが、公営の

占める割合は2.9％滅少している。

　

次に、公私営老人ホームにおける

第74図

　

老人ホームの状況
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専任職員数と在所者数についてみると、専任職員数は１万９千人(前回１万

６千人)に対し、在所者数は８万８千人(８万２千人)で、前回に比べると専任

職員数は３千人、19.6%、在所者数は６千人、8.4%それぞれ増加している。

　

これらを公営の老人ホームについてみると、専任職員数は8,408人(前回

7,441人)に対し、在所者数は４万3,145人(４万1,762人)で、前回と比べる

と専任職員数は967人、13.0%、在所者数は1,383人、3.3％それぞれ増加

している。

　

老人ホームを種類別にみると、次のとおりである。

　

ア

　

養護老人ホーム

　

養護老人ホームは、居宅で養護を受けることの困難な65歳以上の老人を

収容する老人ホームである。

　

公私営養護老人ホームの数は870箇所(前回839箇所)で、老人ホーム総箇

所数の72.0 % (76.6 %)を占めており、前回と比べると31箇所増加してい

る。また、公営の養護老人ホームの数は583箇所(前回572箇所)で、このう

ち市町村の経営によるものが557箇所(547箇所)であり、その大部分を占め

ている。

　

これを前回に比べると11箇所、1.9％、うち市町村の経営による

ものは10箇所、1.8％それぞれ増加している。

　

イ

　

特別養護老人ホーム

　

特別養護老人ホームは、身体上又は精神上著しい欠陥があるため常時の介

護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることが困難な65歳以上の

老人を収容する老人ホームである。

　

公私営特別養護老人ホームの数は272箇所(前回197箇所)で、老人ホーム

総箇所数の22.5 % (18.0 %)を占めており、前回に比べると75箇所増加して

いる。また、公営の特別養護老人ホームの数は53箇所(前回36箇所)であ

り、前回に比べると17箇所、47.2%増加している。

　

その他は社会福祉法人

の経営によるものである。

　

ウ

　

軽費老人ホーム

　

軽費老人ホームは、身寄りのない老人等を無料又は低額な料金で収容し、

給食その他日常生活上の便宜を与えるための老人ホームである。
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公私営軽費老人ホームの数は66箇所(前回60箇所)で、老人ホー､4総箇所

数の5.5 % (5.4%)を占めており、前回に比べると６箇所増加している。ま

た、公営の軽費老人ホームの数は16箇所(前回16箇所)であり、その他は社

会福祉法人の経営によるものである。

(10)し尿及び･ごみ処理施設

　

市町村は、その区域内における一般廃棄物の処理について、一定の計画を

定め、その計画に従ってし尿及びごみ等の収集、処理業務を実施している。

　

ア

　

し

　

尿

　

処

　

理

　　

(ア)処理計画人口と処理人口

　

昭和48年３月31日現在の処理計画人口は１億709万人(前年同期9,896万

人)で、前年同期に比べると813万人、8.2％増加しており、総人口(住民基

本台帳人口)に対する比率は、第75図にみられるとおり、99.0% (93.5%)と

なっている。

第ｱ5図

　

し尿の処理計画人口等と衛生処理率の推移

比
ヒ

昌げ昌 ﾎﾟISi

　　

1111衛生処理率
りWtK'i卜心りりいい

　

この処理計画に

基づいて実際に収

集、処理業務が実

施された区域内の

処理人口は7,413

万人（前年同期

7,150万人）で、前

年同期と比べると

263万人、3.7%増

加しており、処理

計画人口に対する実施率は69.2% (72.3%)となっている。

　　

(イ)収集職員等

　

し尿の収集、処理業務に従事する職員数は３万565人(前年同期８万716

人)であり、前年同期と比べると公共下水道等の整備及び収集、処理業務の

合理化などにより151人、0.5％滅少している。収集職員等のうち75.9%
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(76.2%)に当たる２万3,189人(２万3,401人)は収集業務を行う職員である。

　

次に、し尿を収集し、運搬するための車両は１万795台(前年同期１万

756台)であり、前年同期に比べると39台、0.4%増加している。このうち、

バキ。－ム車は１万469台(１万423台)、運搬車は326台(333台)となって

いる。

　　

(ウ)収集処理量

　

昭和47年度中の処理計画人口に係るし尿の総排出量は4,900万k1(前年度

4,800万kl)である。このうち、市町村の収集処理によるものの比率は62.2%

(61.4%)で、その収集処理量は3,100万kl (2,900万kl)となっており、前年度

に比べると200万kl、4.5%増加している。

　

また、市町村の収集処理によるものの内訳は、第76図にみられるとおり

で、施設処理45.9 %(前年度45.1 %)、下水道マンホール投入3.1％(3.3％)、

その他13.2％(13.0％)であり、自

家処理の内訳は下水道放流12.5%

(12.5 %)、浄化そう10.8% (10.4

％)、その他14.5% (15.7%)である。

　

なお、施設処理、下水道放流及び

浄化そう処理による衛生処理率は

72.3 % (前年度71.2 %)となってお

り、残りの27.7 % (28.8 o/o)は海上投

棄、農村還元等の処理によってい

る。

　

イ

　

ご

　

み

　

処

　

理

　　

(ア)処理計画人口と処理人口

第76図

　

し尿処理の状況

一 一

ド水道マン
ト･け7と人

　

3.几

　

昭和48年３月31日現在における処理計画人口は１億719万人(前年同期

１億263万人)で、前年同期に比べると456万人、4.4%増加しており、総人

口(住民基本台帳人口)に対する比率は、第77図にみられるとおり、99.1%

(97.0％)となっている。

　

この処理計画に基づいて実際に収集、処理業務が実施された区域内の処理
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第77図

　

ごみの処理計画人口等と焼却処理等による

　　　　

処理率の推移

　

⊃有片ｓ忽

　

R黒雨丿二卜……li.j･4

（イ）収集職員等

人口は9,516万人

（前年同期8,843万

人）で、前年同期

に比べると673万

人、7.6%増加し

ており、処理計画

人口に対する実施

率は88.8% (86.2

％）となってい

る。

　

ごみの収集，処理業務に従事する職員数は６万2,429人(前年同期５万5,833

人)であり，前年同期に比べると排出量の増加などにより6,596人，11.8％増

加している。収集職員等のうち79.9% (80.6%)に当たる４万9,904人(４万

4,975人)は収集業務を行う職員である。

　

次に，ごみを収集し，運搬するための車両は１万9,172台(前年同期１万

6,759台)であり，前年同期と比べると2,413台，14.4％増加している。このう

ち，特殊運搬車は１万1,136台(9,531台)，運搬車は8,036台(7,228台)となっ

ている。

　　

（ウ）収集処理量

　

昭和47年度中の処理計画人口に

係るごみの総排出量は4,400万ｔ（前

年度4,000万ｔ）である。このうち、

市町村の収集処理によるものの比率

は、処理計画人口の増加もあって

72.2% (73.3%)と前年度を若干下

回っているものの、その収集処理量

は3,200万t (2,900万ｔ）となってお

り、前年度と比べると300万ｔ、
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第78図

　

ごみ処理の状況
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8｡9％増加している。

　

また、市町村の収集処理によるものの内訳は、第78図にみられるとおり

で、焼却処理36.8%、埋立処理32.8%、高速堆肥化処理0.3％、その他2.3％

となっている。

　

なお、焼却処理及び高速堆肥化処理による処理率は37.1％(前年度36.8％)

となっており、残りの62.9% (63.2%)は埋立等の処理によっている。

８

　

地方公営事業の状況

（1）地方公営企業

　

ア

　

概

　　　　　

況

　　

(ア)事業数及び経営規模

　

昭和47年度末において地方公営企業を経営している地方公共団体の数は、

3,314団体(都道府県47、市町村3,000、企業団等267)であり、地方公営企業

の数は、6,792事業(法適用企業3,006'事業、法非適用企業3,786事業)で前年

度末の6,608事業(法適用企業2,922事業、法非適用企業3,685事業)に比べ

ると184事業、2.8％増加している。

　　　

第79図丿地方公営企業の事業数

これを事業別にみると、第79図にみ文通

　　　　　　　　　　　　　　　　

142(2.1%

られるとおりヽ水道事業（簡易水道事混拙

業を含む。)が最も多く3,436事業で全

体の50.6％を占め、以下、病院事業

705事業(全体の10.4%)、観光施設事

業586事業(8.6％)、宅地造成事業475

事業(7.0％)、と畜場事業383事業(5.6

％)、公共下水道事業349事業(5.1 %)

の順となっている。

　

昭和47年度の決算規模は、３兆

4,341億円で前年度の２兆8,939億円

　　　　　　　　　　　　　　　

－109
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第80図

　

決算規模の状況 に比べると5,402億円、18.7%増加

しており、47年度の普通会計歳出決

算額の23.5%に相当する規模となっ

ている。これを事業別にみると、第

80図にみられるとおり、水道事業

が8,618億円で全体の25.1%を占

め、公共下水道事業6,395億円(全

体の18.6 %)、病院事業4,525億円

(13.2 %)、宅地造成事業3,889億円

(11.3 %)、交通事業3,669億円(10.7

％)、港湾整備事業3,630億円(10.6

％)がこれに次いでいる。

　

地方公営企業に従事する職員の数は、29万５千人(法適用企業で27万４千

人、法非適用企業２万１千人)で前年度28万５千人(法適用企業26万２千人、

法非適用企業２万３千人)に比べると１万人増加している。また、この職員

数は、普通会計職員数(昭和48年４月１日現在の給与実態調査附帯調査の概

数による。ただし、教育、警察及び消防職員を除く。)の29.0%に相当してい

る。なお、職員数を事業別にみると、

第81図にみられるとおり、病院事業

が11万９千人、水道事業が６万８千

人、交通事業が６万人とこの３事業で

全体の84.1%に当たる24万８千人を

占めている。

　

建設投資額は、第82図にみられると

おり、１兆7,359億円で前年度の１兆

4,851億円に比べると2,508億円、16.9

％増加しているが、前年度に比べると

その伸びは鈍化している。これを事業

別にみると、公共下水道事業5,033億
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職員数の状況
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円(全体の29.0%)、水道

事業4,351億円(25.1%)、

宅地造成事業2,558億円

(14.7%)となっている。

　　

(イ)公益事業中の

　　　　

地位

　

民営を含めた公益事業

全体において地方公営企

業の占める地位を主な事

業についてみると、

　　

ａ

　

水道事業では、

　　　

給水人口8,800万

　　　

人のうち8,300万

　　　

人(95.0 %)が公営

　　

ｂ

　

軌道地方鉄道事

　　　

業では、年間輸送

り臼引

20.

１５

５

第82図

　

建設投資額の推移

りTり］ljドj胞‘.i､叩利43 'T暖や］00とIンｊＵ々てを､る

　　　

人員98億3,600万人のうち15億200万人(15.3％)が公営

　　

ｃ

　

自動車運送事業(乗合)では、年間輸送人員95億3,700万人のうち

　　　

24億500万人(25.2 %)が公営

　　

ｄ

　

病院事業では、病床数110万５千床のうち18万８千床(17.0％)が

　　　

公営

　　

ｅ

　

工業用水道事業では、年間総配水量45億79百万m3のうち45億

　　　

50百万㎡(99.4 %)が公営

となっている(昭和46年度の資料による。ただし、病院事業及び工業用水道

事業は47年度の資料による。)。

　

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

昭和47年度の地方公営企業の経営状況は、企業を取り巻く外部環境の変

化、料金適正化の遅れ、給与改定に伴う職員給与費の増こう、建設改良費の

増大に伴う資本費の増加等により、極めて困難な状況にある。
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(ア)法適用企業の経営状況

　　　

ａ

　

損

　

益

　

収

　

支

　

昭和47年度の法適用企業の損益収支は、単年度収支では66.6%の事業

が黒字、33.4%の事業が赤字となっているが、黒字団体の純利益は459億円

(前年度326億円)、赤字団体の純損失は1,048億円(814億円)となってい

る。事業別に純損失の額をみると、交通事業は79.7%に当たる63事業が純

損失552億円(バス事業258億円、地下鉄事業251億円、路面電車事業40億

円)を生じ、次いで病院事業は5L1％に当たる360事業が199億円の純損

失、水道事業は23.9%に当たる387事業が181億円の純損失を生じており、

この３事業で地方公営企業純損失全体の88.9%を占めている。

　

累積欠損金は、3,758億円で前年度(2,960億円)に比べ798億円、27.0%増

加しているが、これを事業別にみると、交通事業が2,410億円で前年度(1,929

億円)に比べ481億円、24,9%の増、病院事業が694億円で前年度(536億

　　

第83図
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ス

院

水道事業が244億円で前年度(169億

円）に比べ75億円、44.4%の増と

なっている。

　

このよ引こ、交通、病院、水道の

３事業で地方公営企業の累積欠損金

全体(3,758億円）の89.1%を占めて

おり、また、累積欠損金の対前年度

増加額(798億円）でみても、この３

事業で714億円、89.5%を占めて

いる。

　

不良債務は、3,405億円で前

年度(2,521億円）に比べ884億円、

35.1％増加している。

　　　

ｂ

　

資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は、１兆5,124億円で
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前年度(１兆2,855億円)に比べ2,269億円、17.7%増加している。これに対す

る財源は、１兆4,260億円(前年度１兆2,274億円)となっており、この内訳

は、企業債等の外部資金が１兆2,382億円、損益勘定留保資金等の内部資金

が1,878億円で、財源不足額は864億円(581億円)となっている。

　

資本的支出のうち、建設改良費は、水道施設、地下鉄、医療施設等の整備

拡充により１兆2,073億円で前年度(１兆413億円)に比べると1,660億円、

15.9%増加している。

　　　

ｃ

　

企業債元利償還金

　

企業債元利償還金は、3,705億円で前年度(3,160億円)と比べ545億円、

112%増加している。企業債元利償還金の料金収入に対する比率は、第

83図にみられるとおり、全事業平均は、ol.o yo＼前年度37.7 %)となってお

り、これを事業別にみると、地下

　　　

第84図

　

職員給与費対料金収入比

鉄事業(126.7 %)、工業用水道事業

(81.5％)、電気事業(66.4%)、上水道　(％)

事業(40.9 %)が高い比率を示して　100

いる。

　　　

ｄ

　

職員給与費

　

職員給与費は、4,950億円で前年

　　

75

度(4,051億円)に比べ899億円、22.2

％増加している。増加の原因は、一

般の公務員に準じて毎年引き続き行
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われている給与改定が主なものであ

るが、更に病院事業における医師、看

護婦等医療従事者の充実の要請によ

る職員数の増加のほか、交通の再建

企業において遅れていた前年度の給

与改定等が47年度に併せて行われ

たこと等によるものである。また、

職員給与費の料金収入に対する比率
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は、第84図にみられるとおり、50.0％(前年度48.3 %)と高率になっており、

これを事業別にみると、交通事業が113.0 %で最も高く、病院事業が62.7%

とこれに次いでいる。

　　

(イ)法非適用企業の経営状況

　

法非適用企業の事業数は、3,786事業で前年度(3,686事業)に比べ100事業

増加している。この経営状況は、収入総額7,331億円(前年度5,993億円)、

支出総額7,239億円( 5,873億円)、差引92億円の黒字で、これを繰上充

用、繰越財源等により調整した実質収支をみると、136億円の黒字となって

いる゜収益的収支比率(総費用?tr5ｸk償還金×100)は, 129‘O％で前年度

(126.6%)に比べ2.4%上昇している。これを事業別にみると、収益的収支比

率が100％を下回っているのは、有料道路事業73,5％(前年度71.2%)、市

場事業85.6% (86.9%)、公共下水道事業85.8％(81.8％)、と畜場事業92.4%

(92.5%)であり、その他の事業は、収支均衡点を上回っている。

　

ウ

　

企業債の状況

　

企業債の発行額は、１兆1,365億円で前年度(9,443億円)に比べ1,922億

円、20.4％増加している。発行額の推移をみると、昭和42年度(3,915億円)

と比べると、2.90倍となっ七おり、事業別では、公共下水道事業(5.81倍)、

市場事業(3.83倍)、水道事業(2.62倍)の伸びが高くなっている。

　

昭和47年度末における企業債の現債高は、４兆9,233億円(前年度４兆

1,030億円)で前年度末に比べ8,203億円、16.7 %増加している。これを借入

先別にみると、政府資金が２兆2,913億円(全体の46,5%)、公営企業金融公

庫資金(13.6％)、その他資金１兆9,641億円(39.9％)となっている。

　

エ

　

他会計繰入金の状況

　

他会計からの繰入金は、3,288億円で前年度(2,826億円)に比べ462億円、

16.3 %増加し、繰入金総額の収益的収入に対する比率は、22.6% (前年度

23.2%)となっている。これを事業別にみると、公共下水道事業が1,341億円と

最も多く、病院事業(642億円)、交通事業(391億円)、水道事業(344億円)

がこれに次いでいる。また、対前年度増加率でみると、公共下水道事業が

31.0%と最も大きく、電気事業(24.5%)、水道事業(22.9%)、交通事業(15.1％)
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がこれに次いでいる。

　

オ

　

財政再建の状況

　

昭和41年の地方公営企業法の一部改正により財政再建を行うことになっ

た企業は、当初(昭和41、42年度)155事業(水道事業58、交通事業13、ガ

ス事業8、病院事業76)で、その不良債務516億円(水道事業24億円、交通

事業443億円、ガス事業２億円、病院事業47億円)を財政再建債の発行によ

りたな上げし、経営の健全化に努めてきた。財政再建企業の事業数は、48年

度当初では44事業(水道事業11、交通事業10、ガス事業1、病院事業22)と

滅少しているが、その不良債務は、交通事業の経営悪化を反映し、1,073億

円(財政再建債未償還元金を含む。)と当初を上回る額となっている。

　

ヵ事業別状況

　　

(ア)水道事業(上水道事業及び簡易水道事業)

　　　

ａ

　

団

　　

体

　　

数

　　　　

(ａ)上水道事業

　

昭和47年度末において地方公共団体が経営する上水道事業の数は1,648

事業で前年度末(1,578事業)と比べると70事業、4.4％増加している。

　

この

りち、末端給水事業は、1,615事業(うち建設中50事業)で、前年度(1,548

事業)と比べると67事業増加し、用水供給事業は33事業(うち建設中10事

業)で、前年度(30事業)と比べると３事業増加している。

　

経営主体別にみる

と末端給水事業は都道府県営７事業、指定都市営９事業、市営586事業、町

村営956事業、企業団営57事業であり、用水供給事業は都道府県営16事

業、町村営１事業、企業団営16事業となっている。

　

昭和47年度末における市町村の上水道の布設状況をみると、市では643

市のうち633市(98.4 %)、町村では2,637町村のりち1,122町村(42.6 %)に

布設されている。

　　　　

(b)簡易水道事業

　

昭和47年度末において、地方公共団体が経営する簡易水道事業の数は

1･788事業でヽ前年度(1,774事業)と比べると14事業、0.8％増加している。

　

これを経営主体別にみると、町村営が1,565事業で全体の87.5 %を占め。
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次いで市営206事業、一部事務組合営15事業、都道府県及び指定都市営各

１事業となっている。

　　　

ｂ

　

利

　

用

　

状

　

況

　

水道事業の給水人口は47年度末で8,689万人(上水道事業8,061万人、簡

易水道事業628万人)に達し、前年度(8,298万人)と比べると391万人、4.7

％増加している。

　

また、公営水道が布設されている地方公共団体の47年度

末の行政区域内人口に対する普及率は82.0%と前年度と比べると1.9%高く

なっている。

　

昭和47年度中の年間総給水量(有収水量)は95億73百万㎡で前年度(86

億69百万m3)と比べると９億４百万m3、10.4%増加している。また、給水

人口１人１日当たりの給水量は3021で前年度(285 0 と比べると171増加し

ている。

　　　

ｃ

　

建

　

設

　

投

　

資

　

給水人口及び給水量の伸張に対応して、水道施設の建設投資も引き続き活

発に進められていることもあって、昭和47年度の建設投資額は4,351億円

となっており前年度(3,388億円)と比べると963億円、28.4%と大幅に増加

している。中でも広域化の要請に伴う県営及び企業団営の用水供給事業の建

設投資額が増加している。

　　　

ｄ

　

経営の広域化

　

近年におる水資源の有効利用、施設利用の効率化等の要請を反映し、47

年度末における広域水道事業の数は、都道府県営23事業(末端給水事業７事

業、用水供給事業16事業)、企業団営74事業(末端給水事業58事業、用水

供給事業16事業)となっている。

　

配水能力は末端給水事業が745万６千m3/日で、前年度(704万５千

m3/日)と比べると41万１千m3/日、用水供給事業が423万㎡/日で、前年

度(394万３千㎡/日)と比べると28万７千㎡/日それぞれ増加して:いる。

　　　

ｅ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

水道事業(法適用の簡易水道事業を含む。)の経営状況は、純利益を生じた
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事業は全体の76.1%に当たる1,231事業、純損失を生じた事業は全体の

23.9%に当たる387事業であり、総収益対総費用比率は100.4 %でわずかな

がら100％を超えている。前年度と比べると純損失を生じた事業数は前年度

の409事業(全体の26.4 %)から若干滅少しているが、純損失額では前年度

の91億円から181億円へと約２倍に増加し、累積欠損金も前年度の169億

円から244億円へ、不良債務も前年度の297億円から386億円へと大幅に増

加している。これらの悪化傾向は、主として一部の団体における料金改定の

実施が遅れたことによるものであり、用水供給事業及び大都市において著し

い。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

昭和47年度の資本的支出は4,894億円であり、これに対する財源は企業

債等の外部調達資金3,978億円、損益勘定留保資金等の内部資金558億円

で、財源不足額は358億円となっている。

　

資本的支出のうち建設改良費が4,106億円で83.9%を占め前年度(3,202億

円)と比べると28.2%と大幅な増加を示している。財源のうち企業債も3,230

億円と前年度(2,343億円)と比べると887億円、37.8%増加している。

　　　　

(ｃ)給水原価と料金

　

昭和47年度における給水量1m3当たりの原価(用水供給事業を除き、法

適用の簡易水道事業を含む。)は40円51銭で前年度(37円87銭)と比べると

２円64銭(7.0％)増加している。給水原価の内訳は、資本費15円63銭、職

員給与費12円48銭、その他の経費12円40銭となっている。

　

規模別に給水原価の傾向をみると、原価は前年度と比べると全般的に上昇

しているが、給水人口1.5万人未満の事業ではその６割ほどの事業において

平均原価を上回っている。また、同一規模の事業であっても給水原価にかな

りの格差がみられる。なお、47年度中に料金改定を実施した事業数は215事

業となっている。

　　　　

(d)法非適用企業

　

法非適用の簡易水道事業1,758事業(うち建設中57事業)のうち、黒字の

事業は1･595事業(前年度1,589事業)で全体の93.8%を占めており、赤字の
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事業は106事業(117事業)で全体の6.2%となっている。

　

赤字の事業は減少

したが赤字比率(ｿﾞｽﾞ111ﾚ×100)は増加している。

　　

(イ)工業用水道事業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

地方公共団体が経営する工業用水道事業の数は81事業(うち建設中８事

業)で前年度(79事業)に比べると２事業増加している。

　

事業数を経営主体別

にみると都道府県営38事業、指定都市営７事業、市営27事業、町営４事

業、企業団営５事業となっている。

　

施設の箇所数は185箇所(前年度174箇所)、給水先事業所数は3,774箇所

(前年度3,640箇所)、年間総配水量は45億m3(前年度42億㎡)となってい

る。また、施設利用率(!1日ぷJWSかa X loo)は71°6％と前年度(69.7 %)

に比べると1.9％高くなっているが、施設利用率が30％に満たないものは

14箇所となっている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

昭和47年度における工業用水道事業の経営状況は、総体的にみれば、総

収益対総費用比率は100.4 % (前年度102.2 %)と100％を超えているが、単

年度欠損金を生じた事業数は32事業(建設中を除く全事業の43.8%)、累積

欠損金のある事業数は39事業(53.4 %)といずれも５割前後に及んでいる。

また、累積欠損金は124億円(前年度119億円)で営業収益に対する割合は

46.7% (49.9%)となっている。

　

純利益を生じた事業数は前年度の36事業から41事業へと５事業増加し、

純損失を生じた事業数は35事業から32事業へと３事業滅少しているが、純

損失は前年度の15億円から23億円へと８億円(54.9 %)増加している。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は655億円で、前年度(639億円)と比べると16億円、2.4%増

加している。これに対する財源は企業債、国庫補助金等外部調達資金568億

円、内部留保資金59億円、合わせて622億円で財源不足額は33億円となっ
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ている。

　　

(ウ)交

　

通

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

昭和47年度末において交通事業を経営する地方公共団体の数は122団体

で、事業数は142事業となっている。職員数は６万４百人、保有車両・船舶

の数はバス１万4,197両、地下鉄1,288両、路面電車713両、船舶156隻、

モノレール・簡易軌道等49両となっている。

　

年間輸送人員は40億人、１日平均約1,100万人に達しているが、このうち

786万人(全体の71.2 %)は、６大都市(東京都及び横浜、名古屋、京都、大

阪、神戸の５市)によって占められている。１日平均輸送人員を事業別にみ

ると、バス675万人(全体の61.1 %)、地下鉄341万人(30.9％)、路面電車

81万人(7.4 %)、その他７万人(0.6％)となっている。

　

バス事業は、地下鉄の整備が進んでいる大都市においては、これを補完す

る交通機関として、その他の地域においては中心的な交通機関としての役割

を果たしているが、昭和40年度頃から路面交通の幅そうを反映して仲悩み

の傾向にあり、年間輸送人員は、昭和41年度23億64百万人に対して47年

度24億62百万人とわずかな仲びにとどまっている。また、最近の自家用車

の激増、路面交通の渋滞により、パスの表定速度は急速に低下しているが、

このような企業環境の悪化に対して、その改善を図るため、バス専用・優先

レーンの設定、駐車規制等企業環境の整備改善が望まれている。

　

路面電車事業は、路面交通が混雑してきたことにより効率が著しく低下し

た上に、大都市では地下鉄の整備が進んだことによってその利用度は、

年々急速に低くなってきている。このため、路面電車の撤去や路線の縮少が

相次いで進められ、その結果、42年度には568 km であった営業キロは47

年度には170kmと約70％減少し、輸送人員は、42年度の12億19百万人か

ら47年度には２億96百万人と75.7%の減少となっている。

　

地下鉄事業は、大都市における基幹的な交通機関として急速な整備が図ら

れてきたがヽ現在、東京都、名古屋市、大阪市、札幌市及び横浜市の５都市

で営業中でありヽ京都市及び神戸市の２都市で建設が進められている。その
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営業キロは、152 kmで昭和35年度末の26 kmに比べ5.8倍となり、輸送

人員も、１日平均輸送人員341万人で35年度の71万人に比べ4.8倍と増大

してきている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

昭和47年度において営業中の法適用企業79事業のうち、黒字事業は16

事業で残りの63事業(全体の79.7 %)が赤字(単年度純損失)となっている。

また、累積欠損金のある事業数は、全体の87.3 %、69事業(前年度65事業)

に及んでおり、これを赤字の額でみると、純損失は552億円で前年度の420億

円を更に上回り、この結果、累積欠損金も前年度の1,929億円から2,410億円

(24.9 %増)へと、不良債務も1,292億円から1,840億円(42.4%増)へと大き

く増大し、経営内容は、極度に悪化している。これを営業収益に対する割合

でみると、単年度純損失の比率は前年度の36.4%から41.7%に高まり、累積

欠損金比率は前年度の167.1 %から182.3 %へと営業収益の２倍近い額に達

し、不良債務比率も前年度の112.0 %から139.1 %へと更に高まっている。

　

事業別にみると、バス事業は、53事業のうち45事業(全体の84.9%、前

年度41事業)が赤字であり、このうち６大都市は全部赤字である。 47年度

中に28都市において料金改定が実施されたが、６大都市等においては、そ

の実施時期がかなり遅れ、また、改定幅も年度内は暫定料金とされる等かな

り縮少されたため予定された収入増が見込めなくなり、単年度純損失が前年

度(177億円)を更に上回って258億円も生じることとなった。

　

この結果、

バス事業の累積欠損金も前年度の853億円から1,196億円へと343億円、

40,2％、不良債務も前年度616億円から954億円へと338億円、54.9%の増

加となっている。路面電車を経営する８都市のうち単年度黒字は、名古屋市

のみで、他の７都市は全部が赤字であり、純損失の額は40億円、料金収入

に対し59.7%となっている。また、累積欠損金は、全都市が有しており、

その額は280億円、料金収入に対して417.3 %であり、不良債務は189億

円、料金収入に対し282.0 %に及んでいる。地下鉄事業は、５団体(建設中

の２団体を除く。)のうち４団体が純損失を生じ、その額は251億円、料金収
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入に対し66.0％であり、前年度188億円に比べ63億円の増加となってい

る。また、累積欠損金は、923億円で前年度634億円に比べ289億円、45.7%

の増、不良債務は、692億円で前年度463億円に比べ229億円、49.5%の増加

となっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は、大都市における地下鉄建設の推進を反映して、1,651億円と

前年度(1,531億円)に比べると120億円増加している。この内訳は、建設改良

費1,091億円(うち地下鉄事業1,000億円)、企業債償還金488億円(うち地下

鉄事業310億円)、その他72億円である。これに対する財源は、企業債を主と

する外部資金1,399億円、内部資金30億円、合わせて1,429億円(うち地下鉄

事業1,272億円)で、財源不足額は、222億円(前年度146億円)となっている。

　　

(エ)電

　

気

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

地方公共団体が経営する電気事業の数は34事業、発電所数は、既設の発

電所167箇所、建設中の発電所19箇所、合わせて186箇所となっており、全

部水力発電である。経営主体別にみると、都道府県営31事業(164発電

所)、市営１事業(２発電所)、町村営２事業(１発電所、１受電)となってお

り、一部の事業が行っている一般供給事業、一部特定供給事業を除きすべて

卸売事業である。

　

全発電所(167発電所)の発電能力は、最大出力192万６千ＫＷ、年間発生

電力量は81億ＫＷＨとなっている。民営を含む電気事業に占める割合は、

発電所数7.7％、最大出力2.3%、発生電力量1.9％となっている。

　

なお、水

力だけの割合でみると、発電所数10.8％、最大出力9.2％、発生電力量9.2％

となっている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

電気事業の総収益対総費用比率は、110.6％(前年度109.7 %)で１事業を

除く全部の事業が純利益を生じており経営状況は安定している。しかしなが

らヽ最近の相次ぐ給与改定による人件費の増こうに対処するため、省力
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化、無人化、遠隔操作化等の措置と併せて契約料金の改定を必要とするとこ

ろが出てきている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は190億円で、これに対する財源は企業債等の外部資金が96

億円、内部資金が93億円、合わせて189億円で財源不足額は１億円となっ

ている。

　　

(オ)ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

昭和47年度末において地方公共団体が経営するガス事業の数は72事業

で、経営主体別にみると、県営２事業、市営38事業、町村営31事業、企業団

営１事業となっている。

　

公営ガス事業の供給戸数は49万１千戸(前年度45

万８千戸)で、計画供給戸数62万２千戸(60万６千戸)に対する普及率は78.9

% (75.6 %)となっている。　その供給量は２億29百万㎡(１万Kcal換算)

で、前年度(２億９百万m3)に比べて20百万m3、9.3％増加している。

　

民営を含むガス事業全体に占める地位をみると、事業数では29.5%と

なっているが、需要家戸数では4.2%、販売量では4.0%となっている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

ガス事業は、全事業72事業のうち51事業(全体の70.8 %)が純利益5億

円を生じ、純損失を生じた事業数は21事業(29.2 %)でその額は３億円と

なっている。総収益対総費用比率は102.4 %と100％を超えているが、人件

費の増こう、原料及び購入ガス費の増こう等によりその比率は年々低下し、

経営状況は厳しくなっている。

　

累積欠損金は20事業(全体の27.8 %)が有し、その額は８億円、不良債務

は16事業(22.2 %)で、その額は８億円となっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は66億円で、これに対する財源は、企業債等の外部資金が34億

円、内部資金が19億円、合わせて53億円で財源不足額は13億円となってい

る。
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(ヵ)病

　

院

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

昭和47年度末において病院事業を経営する地方公共団体の数は705団体

であり、その病院数は940病院となっている。病院数を経営主体別にみる

と、都道府県営213病院(47都道府県)、指定都市営28病院(９指定都市)、

市営268病院(237市)、町村営323病院(323町村)及び一部事務組合営108

病院(89組合)となっている。

　

一般病院について規模別にみると、都道府県営病院の35.1 %、指定都市

営病院の42.3 %、市営病院の40.0％が300床以上の大規模病院である。　ま

た、100床未満の小規模病院は全病院の36,4%で、しかもそのうち74,4 %

に当たる233病院は他に一般病院のない市町村の区域内に所在している。

　

昭和47年度末における病床数は18万８千床で、前年度(18万７千床)と比べ

0.6％の増加となっており、取扱患者数は１億23百万人で、前年度(１億22百

万人)と比べると1.5％増加している。なお、病床利用率(一今筆金器素芸数-‥

×100)は782％(前年度77.2 %)で、外来入院比率C殼叉]aM11簒ｘ100)

は135.3% (135.6%)となっている。

　　　

ｂ
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営
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(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

昭和47年度における病院事業の経営状況は、47年２月社会保険診療報酬

の改定が行われた直後の年度であるにもかかわらず、全事業の半数を超える

51.1％の事業が単年度欠損金199億円(前年度213億円)を生じ、その結果、

累積欠損金は前年度の536億円から694億円へと158億円、29.6%増加し、

また、不良債務も前年度の399億円から479億円へと80億円20.2%増加し

て経営内容は更に悪化する傾向にある。

　

純損失を生じた事業の比率を経営主体別にみると、都道府県営56.5%、指

定都市営66.7%、市営54.2%、町村営49.2%、組合営44.9%となってい

る。またヽ医業収益対医業費用比率V mmmff.卜×100)は89.8%で、これ

を病院の種別でみると、一般病院91.4 % (前年度87.8 %)、結核病院72.7%
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(66.3 %)、精神病院70.2 % (65.7 %)となっている。また、47年度末にお

いて累積欠損金を有する事業数は全体の66.7 %に当たる470事業となり、

不良債務を有する事業数は全体の51.6 %に当たる364事業となっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は641億円(前年度613億円)で、その内訳は建設改良費514億

円、企業債償還金86億円、その他41億円となっている。これに対する財源

は企業債308億円、他会計出資金等217億円、内部留保資金70億円で、財

源不足額は46億円となっている。

　　　　

(ｃ)他会計繰入金

　

他会計からの繰入金は642億円であり、このうち損益収支への繰入れは

403億円で、総収益に対する比率はiO.4%である。また、資本収支への繰入

れは214億円で、資本的支出の33.4%、建設改良費の41.7%となっている。

なお、期間外収支への繰入れは25億円となっている。

　　

(キ)公共下水道事業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

昭和47年度末における公共下水道事業の数は349事業(法適用事業29、

法非適用事業320)となっており、これを経営主体別にみると都道府県営13

事業、指定都市営９事業、市営287事業、町村営28事業、企業団・一部事

務組合営12事業となっている。

　

昭和47年度末における排水面積は62万haとなっている。排水人口は

2,443万人で前年度(2,225万人)と比べると218万人、9.8%増加し、年間処

理水量は70億m3で前年度(64億m3)と比べると６億m3、9.9%増加してい

る。

　

公共下水道事業の建設投資額は5,033億円で前年度(3,698億円)と比べる

と1,335億円、36.1%増加しており、この財源としての地方債は2,496億円

で前年度(1,922億円)と比べると574億円、29.9%増加している。
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法適用の公共下水道事業の経営状況は、損益収支において他会計から
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総収益の43.2%に当たる305億円か繰り入れられ、下水道料金は総収益の

44.4%に当たる314億円となっており、この結果、純利益を生じた事業は22

事業(全体の75.9 %)、純損失を生じた事業は７事業(24.1 %)となっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

法適用事業の資本的支出は2,554億円(前年度1,889億円)で、これに対す

る財源は企業債1,369億円(全体の55.0 %)、他会計繰入金325億円(13.1％)、

国庫補助金516億円(20.7 %)、内部留保資金等を合わせて2,487億円で財源

不足額は67億円(前年度24億円)となっている。

　　　　

(ｃ)法非適用事業の経営状況

　

法非適用の公共下水道事業の経営状況は、損益収支において他会計繰入金

221億円(収益的収入の60.2 %)、下水道料金94億円(25.7 %)、資本的収支

においては、国庫補助金860億円(資本的収入の30.0％)、他会計繰入金441

億円(15.4 o/o)が計上されており、この結果、黒字事業は302事業(全体の

94.4%)、赤字事業は18事業(5.6 %)となっている。

　　

(ク)その他の地方公営企業

　　　

ａ

　

事

　　

業

　　

数

　

地方公共団体は以上の事業のほか各種の事業を経営しており、昭和47年

度末における事業数は1,973事業(法適用326事業、法非適用1,647事業)と

なっている。その内訳は、港湾整備事業214事業、市場事業130事業、と畜

場事業383事業、観光施設事業586事業、宅地造成事業475事業、有料道路

事業42事業、駐車場整備事業81事業、その他の事業62事業である。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)港湾整備事業

　

法適用の港湾整備事業は20事業が純利益69億円を、６事業が純損失２億

円を生じており、法非適用の港湾整備事業は144事業が黒字80億円を、30

事業が赤字34億円を生じている。
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（b）市

　

場

　

事

　

業

　

法適用の市場事業は３事業が純利益37百万円を、８事業が純損失13億円

を生じており、法非適用の市場事業は92事業が黒字３億円を、11事業が赤

字５億円を生じている。

　　　　

（ｃ）と畜場事業

　

法適用のと畜場事業は２事業が純利益３百万円を、４事業が純損失３億円

を生じており、法非適用のと畜場事業は313事業が黒字４億円を、62事業

が赤字９億円を生じている。

　　　　

（d）観光施設事業

　

法適用の観光施設事業は112事業が純利益15億円を、43事業が純損失３

億円を生じており、法非適用の観光施設事業は317事業が黒字８億円を、99

事業が赤字17億円を生じている。

　　　　

（ｅ）宅地造成事業

　

法適用の宅地造成事業は27事業が純利益37億円を、６事業が純損失４億

円を生じており、法非適用の宅地造成事業は305事業が黒字270億円を、91

事業が赤字160億円を生じている。

　　　　

（f）有料道路事業

　

法適用の有料道路事業は２事業が純利益１億円を、15事業が純損失20億

円を生じており、法非適用の有料道路事業は18事業が黒字３億円を、３事

業が赤字９億円を生じている。

　　　　

（g）駐車場整備事業

　

法適用の駐車場整備事業は２事業が純損失３百万円を生じており、法非適

用の駐車場整備事業は55事業が黒字１億円を、６事業が赤字１億円を生じ

ている。

　　　　

（h）その他の事業

　

法適用の各種事業（採石、有線放送、林業、製材、畜産、自動車学校、骨

材製造等）は40事業が純利益13億円を、20事業が純損失７億円を生じて

いる。
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(２)国民健康保険事業

　

昭和36年度に達成された国民皆保険の中で国民健康保険事業は、健康保

険等の被用者保険と並んで我が国の社会保険制度の中で大きな役割を果たし

ている。

　

国民健康保険事業の保険者は、市町村(特別区、一部事務組合を含む。)及

び同種の事業又は業務に従事する者で構成されている国民健康保険組合であ

る。被保険者は、原則として、被用者保険に加入していないすべての住民で

ある。保険者は、被保険者に対して、一定の療養の給付等を行い、国民健

康保険事業の中心である法定の医療給付に係る給付率は、すべての市町村に

ついて世帯主、世帯員とも７割であり、その財源は、原則として、保険税

(料)及び国庫補助金によって運営される建前となっている。市町村が保険者

となって実施している国民健康保険事業の概要は次のとおりである。

　

昭和48年３月31日現在の保険者は、3,287団体(大都市９、都市633、町

村2,619、一部事務組合３、特別区23)であり、このうち直営診療所を設置

している団体は773団体(都市135、町村638)である。これらを前年度と比

べると、保険者は31団体増加し、直営診療所設置団体は18団体滅少してい

る。市町村合併の実施により年々減少していた保険者が昭和47年度におい

て増加したのは、昭和47年５月15日に我が国に復帰した沖繩県の54市町

村のうち47市町村が事業を実施したことによるものである。

　

なお、全団体

のうち沖繩県の７村は昭和48年４月１日から事業を実施し、鹿児島県の２

村(三島村、十島村)は、離島であるため医師の確保が困難であることにより

事業を実施していない。また、直営診療所設置団体は年々減少しているが、

これは医師の確保難、交通事情等の環境条件の変化等によるものである。

　

昭和48年３月31日現在の被保険者数は、医療保険適用者総数１億748万

２千人の38.8%に当たる4,169万３千人であり、世帯数は1,292万２千世帯と

なっている。これらを前年度と比べると、被保険者数は、前年度(4,105万３千

人)より64万人、世帯数は、前年度(1,254万５千世帯)より37万７千世帯それ

ぞれ増加している。これは、沖繩県の47市町村が事業を実施したこと及び人
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口の自然増加に加え核家族化が進行していることなどに4,よる4Q‥である6

　

国民健康保険事業会計は、保険給付を取り扱う事業勘定と、保険者が設置

する直営診療施設を経理する直診勘定からなっているが、これらの状況は次

のとおりである。

　

ア

　

事

　

業

　

勘

　

定

　　

(ア)歳

　

入

　

事業勘定の歳入決算額は8,324億円で、前年度(6,810億円)と比べると

1,515億円、22.2 % (前年度13.1 %)増加しており、歳出決算額は8,057億円

で、前年度(6,457億円)と比べると1,600億円、24.8% (前年度14.7%)増加

している。

　

歳入の内訳をみると、国民健康保険税(料)は2,577億円で、歳入総額の

31.0％を占め、前年度(2,213億円)と比べると364億円、16.4% (前年度

16.0％)増加しており、国庫支出金は4,845億円で、歳入総額の58.2 %を占め、

前年度(3,826億円)と比べると1,019億円、26.6 %(前年度8.2％)増加し、国民

健康保険税(料)と国庫支出金の両者で歳入総額の89.2 %(前年度88.7%)を

占めている。国庫支出金のうち、療養給付費負担金は4,066億円で､歳入総額

の48.8 %を占め、前年度(3,178億円)と比べると888億円、27.9% (前年度

7.6 %)増加しており、財政調整交付金は498億円で、歳入総額の6.0%を占

め、前年度(393億円)と比べると105億円、26.7 %(前年度8.2%)増加して

いる。このように、療養給付費負担金及び財政調整交付金が大幅に増加した

のは、診療報酬の改定(昭和47年２月１日から実質12％引上げ)の平年度

化、老人医療の無料化(昭和48年１月１日から実施)に伴り受診率の上昇に

よる医療費の増こう等によるものである。また、都道府県支出金(180億円)及

び他会計繰入金(239億円)のうち、財源補てん的なものは、それぞれ168億

円、202億円にも及んでおり、歳入総額の2.0％、2.4％を占め、前年度(121

億円、151億円)と比べるとそれぞれ47億円、38.9％(前年度20.0％):、51

億円、34.0 %(前年度8.9％)増加している。

　　

(イ)歳

　

出

　

歳出の内訳をみると、総務費は436億円で、歳出総額の5.4％を占め、前
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年度(379億円)と比べると57億円、15.0％(前年度16.6 %)増加している。

総務費のうち、一般管理費と賦課徴収費を合わせたいわゆる事務費は380億

円で、歳出総額の4.7%を占め、前年度(329億円)と比べると52億円、15.7%

(前年度17.0 %)増加している。この事務費に対する国庫負担金の比率は64.4

％で、前年度(67.1%)と比べると2.7％滅少している。次に、保険給付費は

7,415億円で、歳出総額の92.0 %を占め、前年度(5,820億円)と比べると1,595

億円、27.4%(前年度13.5％)増加している。保険給付費のうち、療養諸費

は7,292億円で、前年度(5,706億円)と比べると1,587億円、27.8% (前年度

13.1%)増加している。このよ卵こ、療養諸費が大幅に増加したのは、前述

したよ引こ、診療報酬の改定の平年度化、老人医養の無料化に伴う受診率の

上昇による医療費の増こう等によるものである。また、その他の給付費は92

億円で、前年度(88億円)と比べると４億円、4.5％(前年度40.2 %)増加して

いる。

　　

(ウ)収

　

支

　

実質収支は267億円の黒字であるが、この実質収支額から財源補てん的な

都道府県支出金、他会計からの繰入金及び他会計への繰出金を調整した再差

引収支は前年度85億円の黒字から98億円の赤字に転じている。

　

この再差引収支額によって全団体を黒字団体と赤字団体に分けてみると、

黒字団体にあっては、団体数は2,414団体で、前年度(2,745団体)と比べる

と331団体(大都市１、都市58、町村271、一部事務組合１)減少し、その黒

字額は254億円で、前年度(321億円)と比べると67億円減少している。一

方、赤字団体にあっては、団体数は873団体で、前年度(511団体)と比べる

と362団体(大都市４、都市84、町村273、一部事務組合１)増加し、その赤

字額は353億円で、前年度(236億円)と比べると117億円増加している。

　

再

差引収支額による赤字額を団体種類別にみると、都市119億円、大都市114

億円ヽ特別区97億円、町村23億円となっている。このように、都市、大都

市及び特別区の収支が悪いのは医療機関が発達していることもあって受診率

が高くヽ医療費が増こうすること等にもよるが、保険税(料)率がその医療給

付の水準に比較して低い点にも原因がある。なお、再差引収支額が全体で赤
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字になったのは、昭和40年度以来７年振りのことである。

　　　　

。

　

･-

　

。¶

　

イ

　

直

　

診

　

勘

　

定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‥

　

直診勘定の歳入決算額は215億円で、前年度(181億円)と比べると34億円、

19.0％(前年度9.6%)増加している。このうち、診療収入は158億円で、歳入

総額の73.3 %を占め、前年度(133億円)と比べると24億円、18.2 %(前年度

7.9％)増加している。歳出決算額は225億円で、前年度(194億円)と比べる

と31億円、16.0％(前年度9.0％)増加している。このうち、総務費(医師等に

係る人件費を含む。)は109億円で、歳出総額の48.4%を占め、前年度(96億円)

と比べると13億円、13.7％(前年度11.3 %)増加している。次に、医業費は72

億円で、歳出総額の32.0 %を占め、前年度(63億円)と比べると９億円、14.1

％(前年度4,3％)増加している。なお、医業費の診療収入に占める比率は45.6

％(前年度47.3 %)である。

　

実質収支は11億円(前年度14億円)の赤字である。この実質収支額から、他

会計からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた再差引収支は39億

円の赤字であり、前年度(40億円)と比べると１億円赤字額が減少している。

実質収支の黒字団体は598団体で、前年度(587団体)と比べると11団体(町

村11)増加し、赤字団体は175団体で、前年度(204団体)と比べると29団体

(都市２、町村27)滅少している。

(３)その他の事業

　

ア

　

収

　

益

　

事

　

業

　

収益事業(競馬、自転車競技、小型自動車競走、モーターボート競走及び

宝くじ事業をい‰)のうち、公営競技については畜産及び機械工業等関連産

業の振興を、宝くじ事業については浮動購買力の吸収を図りつつ地方財政資

金を調達し、その健全化を図ることを目的として施行されるものである。

　

昭和47年度において収益事業を施行した地方公共団体の数は、延べ519団

体(前年度498団体)である。これを事業別にみると、自転車競技事業を施行

した団体が259団体(244団体)で最も多く、モーターポート競走事業124団

体(119団体)、競馬事業73団体(75団体)、宝くじ事業56団体(52団体)、小型
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自動車競走事業７団体(８団体)がこれに次いでいる。また、これを施行団体

種類別にみると、都道府県では延べ78団体(81団体)が実施しており、市町

村では延べ441団体(417団体)が実施している。

　　

(ア)経

　

営

　

状

　

況

　

昭和47年度の決算額は、歳入２兆93億円、歳出１兆9,609億円となって

いる。これを前年度に比べると、歳入3,604億円、21.9%、歳出3,462億円、

21.4%それぞれ増加している。

　

実質上の収支(歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源及び他会計

からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた額)は2,592億円の黒字で

あり、前年度(2,230億円)と比べると362億円、16.2% (前年度14.2%)増加

している。

　　

(イ)収益金の使途状況

　

収益金の大部分は普通会計へ繰り入れられ(繰入額2,118億円、前年度の

15.1％増)、道路、小・中学校等の教育施設、社会福祉施設、農業基盤等の

整備事業などの財源として充当されている。繰入財源の一般財源に対する比

率は2.7%で、前年度(2.8％)を若干下回っている。

　

収益金の使途状況を目的別にみると、土木費への充当額(721億円、繰入

総額の34.0%)が最も多く、教育費(645億円、30.5％)がこれに次いでおり、

この両者に繰入総額の64.5%が充当されている。

　

このほか、民生費(136億

円、6.4％)、農林水産業費(102億円、4.8％)、衛生費(98億円、4.6%)、商工

費(33億円、1.5％)等の財源として活用されている。

　

なお、収益金のうち、公営企業に係る地方債の利子の軽減に資するための

資金として、公営企業金融公庫に納付された額は83億円(前年度71億円)

となっている。

　

イ

　

共

　

済

　

事

　

業

　　

(ア)農業共済事業

　

昭和47年度において農業共済事業を実施した市町村は1,190団体で、前

年度(1,204団体)と比べると14団体減少している。

　

農業共済事業会計の決算額は、歳入245億円、歳出209億円で、前年度と
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比べると、歳入は７億円、2.9%増加し、歳出は前年度と同額となっている。

　

なお、実質上の収支は19億円の黒字(前年度15億円)となっている。

　　

(イ)交通災害共済事業(直営方式)

　

昭和47年度において直営方式により交通災害共済事業を実施した地方公

共団体は231団体(２県、169市町村、60一部事務組合)で、前年度と比べ団

体数は変らず、加入者は1,972万人(前年度1,956万人)となっている。

　

交通災害共済事業会計の決算額は、歳入107億円、歳出74億円で、前年度

と比べると歳入は15億３千万円、16.3%増加し、歳出は３億６千万円、5.7%

増加している。なお、実質上の収支は、死亡事故による給付件数が滅少した

こともあって、14億円の黒字(前年度３億７千万円)となっている。

　

ウ

　

そ

　　

の

　　

他

　　

(ア)公益質屋事業

　

昭和47年度において公益質屋事業を実施した市町村は103団体(前年度

125団体)で、前年度と比べると22団体滅少している。

　

公益質屋事業の決算額は、歳入13億37百万円、歳出12億89百万円で、

前年度と比べると、歳入76百万円、5.4%、歳出80百万円、5.9%それぞれ

滅少している。

　

なお、実質上の収支は、２億45百万円の赤字となっている。

　　

(イ)公立大学附属病院事業会計

　

公立大学附属病院事業会計の決算額は、歳入284億円(前年度255億円)、

歳出282億円(257億円)で、前年度と比べると、歳入29億円、11-4%、歳出

25億円、9.7%それぞれ増加している。

　

なお、実質上の収支は、他会計から

の繰入金が80億円(歳入総額の28.4 %)と多額に上っているにもかかわらず

11億円(前年度12億円)の赤字となっている。
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第２

　

昭和48年度及び昭和49年度の

　　

地方財政の見通し

１

　

昭和48年度の地方財政

　

年度当初における経済見通しと国の財政運営方針、地方財政計画の概要、

年度中の経済情勢の推移と国の財政及び地方財政の補正措置、地方公営企業

に関する財政運営並びに地方財政の運営の状況をみると、次のとおりであ

る。

(１)当初の経済見通しと国の財政運営方針

　

｢昭和48年度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣(48年１月閣議決定)

によれば、48年度の我が国経済は、前年度に引き続き拡大基調をたどるも

のとみられるが、最近における物価の動向にかんがみ、その安定を確保する

ため、一層の配慮を払う必要が高まっている。一方、我が国の福祉水準の現

状に照らし、経済成長の成果を活用しつつ、長期的視点から国民福祉の充実

を図ることが、当面する重要な国民的課題となっている。また、対外経済面

においては、最近の国際収支の状況にかんがみ、国際収支の均衡化を促進す

るため、引き続き格段の努力を払っていくことが緊要となっており、更に、

国際協調の下に、国際通貨・貿易体制の新しい秩序づくりに寄与していくこ

とが重要な課題とされている。

　

以上のような認識の下に、昭和48年度の経済運営に当たっては、経済社

会基本計画実施の初年度として、財政金融政策を中心とする適切かつ機動

的な政策運用により、我が国経済を息の長い安定した成長路線に定着させる

よう努めるとともに、福祉志向型経済の実現をめざすことを基本とし、社会

資本の整備、社会保障の充実、公害防止等環境保全対策の強化、地価対策の
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推進、物価の安定、低生産性部門等の近代化、公共料金の抑制的取扱い、総

合的対外経済政策の積極的推進、新しい経済構造の形成等の諸施策を重点的

に講ずるものとされた。これにより、我が国経済は着実な拡大を続け、成長

率は実質10.7％(名目16.4%)程度となるものと見込まれた。

　

昭和48年度の国の財政運営に当たっては、この経済見通しと経済運営の

基本的態度にのっとり、我が国経済の国内均衡と対外均衡の調和、長期的視

野に立つ国民福祉の充実に努めることを基本とし、財源の重点的かつ効率的

な配分、費用負担の適正化及び公債政策の適切な活用を図ることにより、社

会資本の整備、社会保障の充実等国民福祉向上のための各般の施策を積極的

に推進し、併せて総合的な物価安定対策の充実を図るものとされた。このた

め、財政規模は経済の安定的成長を保ちつつ、積極的に国民福祉向上の要請に

こたえ得る程度のものとすること、中小所得者等の税負担の軽減を重点に所

得税、住民税、相続税の減税を行うこと、財源の重点的かつ効率的な配分を徹

底しつつ生活環境施設整備、社会保障の充実等の諸施策を推進すること、経

済情勢の推移に機動的に対処するため公庫等に係る政府保証又は借入れの限

度の弾力的措置を講ずること等を方針として、予算及び財政投融資計画を編

成するものとされた。これにより、国の一般会計予算の規模は、14兆2,840

億円で、前年度当初予算(11兆4,676億円)と比べて２兆8,164億円、24.6%

の増加となり、財政投融資計画の規模は６兆9,248億円で、前年度当初計画

(５兆3,954億円)と比べて１兆5,294億円、28.3%の増加となっている。な

お、公債の発行額は２兆3,400億円(前年度当初発行予定額１兆9,500億円)、

政府保証債の発行額は4,500億円(4,000億円)となっている。

(２)地方財政計画

　

昭和48年度の地方財政計画は、社会経済情勢の推移と地方財政の現状に

かんがみ、国と同一の基調により、財源の重点的配分と経費支出の効率化に

徹し、適切な行財政運営を行うことを基本とし、地方財源の確保に配慮を加

えつつ、長期的視野の下に、積極的に住民福祉の充実向上を図ることを目途

として、次の方針に基づいて策定された。
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第１に、個人の住民税をはじめとして1,717億円という大幅な地方税の減

税を行い、住民負担の軽減合理化を図るとともに、特別土地保有税の創設及

び土地に対する固定資産税の課税の適正化を行うこととする。

　

第２に、地方税及び地方交付税の伸張の状況等を考慮しつつ、昭和47年

度において講じられた地方交付税の特例措置がなくなることによる影響を緩

和するため、交付税及び譲与税配付金特別会計において、資金運用部資金か

ら950億円を借り入心地方公共団体に交付すべき地方交付税の財源に資す

ることとする。また、沖繩県及び同県市町村に対して交付すべき地方交付税

の財源に資するため、臨時沖繩特別交付金388億円を国の一般会計から交付

税及び譲与税配付金特別会計に繰り入れることとする。

　

第３に、福祉優先、生活優先の基調に立脚して住みよい環境づくりを推進

するため、寝たきり老人対策、児童手当制度等の社会福祉対策、義務教育諸

学校教職員の定数及び処遇の改善、私学助成の拡充等の教育振興対策、人口

急増地域における義務教育施設等の公共施設の整備対策、過疎対策、公害対

策、広域市町村圏の振興対策等を重点に、財源措置の充実を図ることとす

る。更に、各種長期計画の改定に即応しつつ、地域の特性に応じた社会資本

の計画的整備を推進するため、所要の措置を講ずることとする。

　

第４に、地方公営企業の経営の健全化と経営基盤の強化を図るため、路面

交通事業についての新たな再建制度の発足、地方公営企業に対する貸付資金

の大幅な増額、企業会計に対する一般会計の負担の合理化等の措置を講ずる

こととする。

　

第５に、地方財政の健全化と財政秩序の確立のため、昭和47年度に実施

した実態調査に基づき、国庫補助負担事業に係る地方公共団体の超過負担の

早期解消を図るための措置等を講ずることとする。

　

これらの方針に基づいて策定された地方財政計画の規模は、14兆5,510億

円でヽ47年度(11兆7,498億円)と比べて２兆8,012億円、23.8 %の増加と

なっており、昭和36年度(24.4 %)以来の高い伸びを示している。

　

なおヽ48年度当初の地方債計画は、大都市の再開発、人口急増地域にお

ける各種公共施設の整備等の都市対策の推進、生活環境施設整備の推進、過
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疎対策等地域整備の推進、地方公営企業の健全化の推進を重点として、総額

２兆2,530億円の規模で策定された。この額は前年度当初計画(１兆7,278億

円)と比べると、5,252億円、30.4 %の増加となっている。

(３)経済情勢の推移と財政運営の経過

　

ア

　

経済情勢の推移

　

前年度に引き続き拡大基調をたどるものとみられた我が国経済は、年度の

前半には個人消費支出や民間設備投資等を中心にかなりの拡大を示したが、

その後需給のひっ迫基調の下で著しい物価の騰貴が生じ、更に石油問題の発

生により厳しい事態を迎えている。このような事態に対処するため、数次に

わたる公定歩合の引上げ、公共事業等の施行時期の調整、財政の執行の繰

延べ措置等の各般にわたる総需要抑制策が講じられてきたが、内外物価、国

際収支等の動向をも考慮に入れた場合、昭和48年度の経済成長率は6.4%

(名目21.9 %)程度になるものと見込まれる。

　

イ

　

国の財政の補正措置

　

国の財政においては、人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定、48年

産米の政府買入価格の引上げ等に伴う食糧管理特別会計への繰入れ、物価上

昇に伴う生活保護基準等の引上げ、学校、保育所等の建築単価の是正、国鉄

運賃値上げの実施期日の修正による減収補てんとしての事業費助成、国税三

税の増収に伴う地方交付税交付金の増額等のため、昭和48年11月、総額

9,886億円の補正予算が編成されたが、歳入面においては、租税及び印紙収

入１兆5,080億円、税外収入106億円が追加されるとともに、国債5,300億

円が減額された。この補正予算の規模は大型の補正とされた前年度補正予算

(6,513億円)を上回るものであるが、内容においては、国債増発を財源とし

て公共投資を大幅に追加した前年度とは基本的に性格を異にし、総需要の抑

制を基調として、歳出に追加する経費は特に緊要にしてやむを得ない事項に

絞られたものとなっている。なお、財政投融資計画については、48年９月、

10月及び11月の３回にわたって改定が行われ、中小企業金融の拡充及び日

本国有鉄道に対する財源補てんのため、総額5,740億円の増額措置がとられ
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た。

　

ウ

　

地方財政の補正措置

　

地方財政においては、国の補正予算において国税三税が追加計上されたこ

とに伴い、地方交付税が4,240億円増額された。

　

このうち、地方交付税の再算

定を通じて、給与改定に要する890億円、生活保護基準の引上げ、学校、保育所

券り建築単価是正等に要する232億円、土地開発基金の積立てに要する900

億円及び当初算定の際の調整減額分の復活に要する84億円、合計2,106億円

が普通交付税の増額に充てられ、138億円が特別交付税の増額に充てられる

こととなり、1,996億円については、地方財政についても総需要抑制の見地

からその運営が行われるよう強く要請される経済情勢にあること、石油問題

を契機として経済環境が激変するおそれがあることにより明年度以降の地方

財政は予断を許さない状況にあること等にかんがみ、交付税及び譲与税配付

金特別会計の借入金の減額に充てられることとなった。

　

なお、地方公務員の給与改定については、人事院勧告の内容が48年４月

１日から俸給その他諸手当の改善により給与を15.39 %引き上げるというも

のであり、国家公務員に準じて地方公務員の給与改定を行う場合の一般財源

所要額は4,800億円と見込まれ、既に措置されていた2,430億円を差し引く

と、新たな財源所要額は2,370億円（交付団体分1,830億円、不交付団体分

540億円）と見込まれた。

　

このため、法人関係税の増収及び既定経費の節約

によるほか、交付団体については、890億円が地方交付税の増額によって措

置されることとなったものである。

　

またヽ内外の経済情勢の厳しい推移にかんがみ、総需要抑制の見地から地

方公共団体の事業執行について、地方債の運用を通じ、庁舎、集会施設等工

事を繰延べても住民生活に直接の影響が少ないと認められる事業等について

繰延べ措置が講じられ、更に、いわゆる枠外債を極力抑制する等事業費の抑

制が図られた。

（４）地方公営事業に関する財政運営

　

ア

　

地方公営企業
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昭和48年度においては、地方公営企業の経営基盤の強化を図るため、公

営企業会計と一般会計との負担区分の適正な運用を図ることとし、地方財政

計画に前年度(1,922億円)の36.1%増の2,609億円を計上するとともに、地

方公営企業の建設投資のための資金の確保を図るため、地方債計画に公営企

業会計分１兆1,790億円を計上した。

　

地方公営企業のうち、特に経営の悪化の著しい交通事業については、昭和

48年度に路面交通事業に対して｢地方公営交通事業の経営の健全化の促進に

関する法律｣が制定され、新たな財政再建制度が発足しだ。この再建において

は、昭和47年度末における不良債務をたな上げするため新たに交通事業再

建債(総額807億円うち48年度728億円)を発行するとともに国からこの再

建債の利子補給(25億円)及びバス車両購入費の一部補助(14億円)を措置す

ることとしたほか、地方公共団体の一般会計からも交通事業再建債の元利償

還金(国の利子補給額を除く。)に対し補助することとしている。なお、経営

再建の申出期限である昭和48年12月31日までに自治大臣に申出を行った

団体は24団体である。また、地下鉄事業については、資本費負担の軽減を

図るため、新線建設費補助を従来の50％、8年分割から更に66％、6年分

割に改善し、123億円(運輸省所管)を措置したほか、特例債(314億円)、特

例債孫利子補給(27億円)を計上し、経営の健全化を推進した。

　

なお、病院事業については、経営悪化の現状にかんがみ、地方公営企業経

営研究会を設け、その経営の健全化を図るための諸方策が検討され、昭和48

年12月とりあえず当面講ずべき措置についての報告が行われた。

　

公営企業金融公庫については、その貸付枠は2,191億円(地方債計画分

2,009億円、地方公社分182億円)が計上された。貸付条件については、新た

に高速鉄道事業に対する貸付けに関連して国の一般会計から補給金を交付す

ることとし、これにより貸付金利の引下げを図るほか、上水道、下水道、高

速鉄道の３事業に対する公庫資金貸付償還期限を25年(うちすえ置５年)(従

来23年(うちすえ置３年))に延長した。なお、貸付利率については、数次に

わたる公定歩合等一連の金利引上げによる資金調達コストの上昇に伴い最終

的には基準利率は8.05％(昭和47年度7.1％)に、特別貸付利率は7.7% (6.4
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％)及び8.0％(6.7％)にそれぞれ引き上げられた。

　

イ

　

国民健康保険事業

　

昭和48年度においては、低所得被保険者の保険税(料)の負担の軽減を図

るため、減額対象基準のうち、基礎控除額が16万円(前年度15万円)に、世

帯主以外の被保険者１人に対し加算する額が10万円(前年度９万円)にそれ

ぞれ引き上げられた。また、老人医療の無料化に伴う受診率の上昇による医

療費の増こうを考慮して老人医療対策臨時調整補助金34億円、高額療養費

支給制度を実施する市町村に対する療養給付改善特別補助金７億円が措置さ

れた。

(５)地方財政運営の状況

　

昭和48年９月末日現在における地方公共団体の普通会計予算総額(都道

府県、市町村(特別区、一部事務組合を含む。)の普通会計予算の単純合計額)

は、18兆5,853億円で、前年同期(14兆6,307ｲ意円)と比べると３兆9,546億

円、27.0%の増加となっている。

　

なお、各年度の予算規模(毎年度９月末日現在)の推移は、第85図にみら

れるとおりであり、歳入歳出予算の主な内容は、次の表のとおりである。

第85図

　

予

　

算

　

額

　

の

　

推

　

移

にI n 200.001)　l.'iO.Oり0　】00,01］0　jO.OUO り
０

□二口

5り､U00

　

100､000

　

ISlJ.UOO 2011,000･づID

匹四▽ニロTF□

卜ふ3丿4

　

y_

　

ン吐_丿二

３９耶

　

４川３

　

。牛

　

丿丿一】‥･.I，j-]4'-i

二回

45,837

　

こ,942

　

。j≒，χ02ざ2り｡30131,470

.16,960

　

62,695

　

ｙy，46､461 33.13f38,056

□卜､l､川

　　　

71､176

　　

、jj｀7

　

57､218

　

淋岬」

　

46､540

139

;Ｉ ｌｉ 卜jll!11　　　　1“　　1･.ら･・’卜　　’I:卜　　II　I?

　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

TIコ平ﾆこ目□



　

構

　

成

　

比
癖７芯扇i増減率

状

一

　

額

　

一

　

増減

％
O

Ｃ
；

■
=
£

　

１

　

０
Ｃ
Ｄ

　

Ｃ
Ｏ

.
―

O
I

　

％

31.4

　

1.1

15.7

0.0

　　

93.2

8
3
0
5
0
7
0

4
7
8

　

9

　

2

　

4
7

1

　

1

　

C
N

C
M

C
N

C
N

(
M

１

　

4
6

　

2
6
6
0

　

I

　

・

　

・

　

・

　

一

　

・

　

・

０
０
８

　

１

　

０
９
０

　
　
　
　
　

４
２

　

Ｉ

　

Ｉ

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

％
Ｊ

０
　
９
ｎ

ｑ
　
０
　
１
い
Ｊ
一
一
一
に
一
心
一
に
一
Ｅ
一

　

億円

14ﾀ21８

予

　

算

　

の

…一一一一‥一一一一‥一

　　

算

ふ

　

47年度

　　　　

億円

　　

45,883

入

--一一一
一

予

歳

分区

８
９

　

８

　

４

　

１

　

8
7

6
8

　

３

　

２

　

９

　

２

　

４

１

　

３

　
　
　
　
　
　
　

９

　

１

　
　
　

５

　
　
　
　
　
　
　

９
９

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

円
３

　

１

　

８

　

１

　

３
９
６

　

８

　

６

　

９

　

４

　

６

　

２

　

７

億
８

　

５

　

９

　
　
　

１

　

５

　

１

　

５

　

１

　

２

　
　
　
　
　
　
　

１

　

４

　
　

２

　
　
　
　
　
　
　

７

48年度

　　

億円
１

　

９

　

７

　

９

　

８

　

０

　

４

０

　

２

　

８

　

７

　

８

　

２

　

０

１

　

７
３

　
　
　

１

　

６

　

１

０

　

－

　

８

　
　
　
　
　
　
　

１

６

　
　

２

　
　
　
　
　
　
　

９

税
税
税

　

与
付

方
譲
交

　

方
方

地
地
地

娯楽施設利用税交付

金

軽油引取税交付金

自動車取得税交付金

計

　

3,404

　

7,068

39,546

　

40,175

　　

31,028

　

18,882

　　

15,478

　

35,692

　　

28,625

185,853

　　

146,307

金
債
他

出支
方
の

　

小

国庫

計合

況

構

　

成

　

比
増減率

48年度

　

47年度

予

　

算

　

の

　

状
一

　　　

算

　　　

額

心

　

47年度増減

出

一一一一
一

予

歳

％
o
m
o
o
o
s
o
o
o
'
^
a
'
ｃ
ｏ
ｏ

　

８

　

２
／
０
9
0
8
9
2
9
7

　

２

　

２

　

1
3
3
2

　

１

　

１

　

１

　

２

％
^
＾
Ｃ
Ｏ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
s
C
＾
Ｃ
＾
t
^
-
H
O

　

2
9
6
1
5
6
3
6
2
0
1
2
g
　
　

％
C
O

ｏ
;

C
N

ｏ

o

ｌ
ｏ
　
　
１
＾

ｉ
:
　
°

　

９
５

　

１

　

６
７
６

　

２

　

０

　

１

　

０

　

億円
11,934

8
3
3
5
7

　

２

　

１

　

４
６

９

　

１

　

６
６

　

２

　

１

　

２

　

１

　

４

９

　

３

　

１

　

０
８

　

６

　

１

　

５
５

１

　
　

３
３

　

４

　
　
　
　

３
９

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　

３

　　　

億円

　

42,549

　　

8,887

　　

1,960

　　

7,958

　

10,031

　

58,033

　　

3,214

　　　

971

　

17,704

146,307

48年度

一

　　　

億円

　

54,483

　

10,885

　　

2,273

　

11,122

　

13,096

　

67,860

　　

3,826

　　

1,092

　

21ﾀ218

　

185,853

地
そ

分区

費
費
費
費
等
費
費
費
他

　
　

ぼ

　
　

業
業
業

　
　

イ

　

費
事
事
事

件
件
補
助

　

設
旧
策
の

　
　

持

　

助
建
復
対

　
　
　
　
　

通
害
業

人
物
維
扶
補
普
災
失
そ

計合

― 140 －

一 一 -

一 一

←

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

　 　

一 一 一

一 一 - 一 一 一 一

　

-

一 一

一 一

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

＝ ＝ = ･ ･ = ＝ ･ ・ ＝

　

- ･ - - - ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ - - = - ＝ － － － ｜ r - - ＝ ＝ － ＝ = - = - - - - - " － ・ ・ － ＝ ･ r - J ＝ ＝

　 　 　 　

■ ㎜ ㎜ ■
-

　

-

　 　 　 　 　

ぶ



２

　

昭和49年度の地方財政

　

昭和49年度当初における経済見通しと国の財政運営方針、地方財政計画

の基本方針及び地方公営企業に関する財政運営をみると、次のとおりであ

る。

(１)経済見通しと国の財政運営方針

　

｢昭和49年度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣(49年１月閣議決定)

によれば、昭和49年度の我が国経済においては特に年度当初に、石油の供

給削減の影響による供給面の制約から、物資需給、物価、雇用等の面におい

て、国民生活に少ながらざる影響が及ぶことが懸念される。

　

このような認識の下に、昭和49年度の経済運営に当たっては、適切かつ

機動的な政策運用により、国民生活の安定と国民経済の円滑な運営を確保す

るために、物価の安定確保を最優先の政策課題とし、総需要の抑制、物資需

給の均衡確保、エネルギー消費の節減・合理化、長期的視点からの資源、エ

ネルギー、食糧の安定的供給の確保等を図るとともに、国民福祉向上のため

の諸施策を引き続き推進し、また、国際経済関係の調和的発展のため経済協

力等対外経済政策を講ずることなどを重点的に行うものとされている。以上

のような経済運営の下において、昭和49年度の経済活動は、年度当初は停

滞するものとみられるが、年度後半には回復、安定に向かい、経済成長率は

実質2.5 %(名目12.9 %)程度にとどまるものと見込まれている。

　

昭和49年度の国の財政運営に当たっては、このような経済見通しと経済

運営の基本的態度にのっとり、国民生活の安定と福祉の充実に配意しつつ、

抑制的なものとするとともに、今後の経済情勢の推移に対応し得るよう機動

的、弾力的な運営を行うことを基本とし、このため、財政規模を厳に抑制

し、公債及び政府保証債の発行額を縮少するとともに、給与所得者を中心と

する税負担の軽減適正化を図るための大幅な減税を行い、公共料金は極力凍

結することとされた。また、歳出内容については、国民生活の安定に寄与す
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る施策の充実を図る一方、新幹線鉄道建設事業等巨額の経費を要する事業の

繰延べをはじめ、公共事業等を前年度当初予算と同額以下に抑制し、組織新

設の抑制、公務員の定員削減、既定経費の整理合理化等により、財源の重点

的かつ効率的な配分を行うとともに、経済情勢の推移に対処するため、予算

及び財政投融資計画の執行に当たり、その弾力的運用を図り得るよう措置す

ることとされた。この方針に基づいて編成された国の一般会計予算は、

17兆994億円で、前年度当初予算(14兆2,840億円)と比べて２兆8,153億

円、19.7 %の増加となっている。　なお、公債の発行額は２兆1,600億円

(前年度当初発行予定額２兆3,400億円)、政府保証債の発行額は4,000億円

(4,500億円)となっている。

(２)地方財政計画

　

昭和49年度の地方財政計画は、最近における物価上昇、石油問題等内外

の経済情勢の推移と地方財政の現状にかんがみ、地方財源の確保に配慮を加

えつつ、国と同一の基調により、総需要の抑制に資するため、公共投資をは

じめとする歳出を極力圧縮するとともに、財源の重点的配分と経費支出の効

率化に努め、地域住民の生活の安定と福祉の充実を図るための施策を推進す

ることを基本とし、併せて経済情勢の推移に応じて機動的、弾力的な運用を

図り得るよう措置するものとし、次の方針に基づいて策定された。

　

第１に、個人の住民税及び事業税、小規模住宅用地の固定資産税等につい

て3,663億円の大幅な減税を行い、住民負担の軽減合理化を図るとともに、

市町村民税法人税割の税率引上げ等により地方税源を拡充強化し、自動車取

得税の税率引上げをはじめとして地方道路財源の確保を図ることとする。

　

第２に、地方財政の状況等を考慮し、地方交付税について、昭和49年度

の特例として交付税及び譲与税配付金特別会計の借入金残高に相当する

1,679億6,000万円を減額し、後年度において調整するものとする。

　

第３に、総需要抑制の見地から地方債の発行額を極力圧縮するとともに、

地方債資金における政府資金の構成比率を高め、償還期限を延長する等地方

債の質的改善を図る。
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第４に、総需要抑制の要請をふまえつつ、住民生活の安定と住民福祉の充

実のための施策を重点的に推進することとし、地方交付税、地方債、国庫補

助負担金等の重点的な配分を図る。

　

第５に、地方公営企業の経営の健全化と経営基盤の強化を図るため、病院

事業に対し不良債務解消のため新たな助成措置を講ずるとともに地方公営企

業に対する地方債について、生活関連事業を中心とした重点的な増額及び貸

付条件の改善等を行うこととする。

　

第６に、地方財政の健全化と財政秩序の確立を図るため、国庫補助負担制

度の改善、超過負担の解消及び住民の税外負担の解消等のための措置を講ず

ることとする。

　

第７に、今後の経済情勢の推移及び地方公務員の給与改定等の財政事情の

変化に対応し、地方財政の機動的、弾力的な運用を図るため、あらかじめ財

源を留保することとする。

　

これらの方針に基づいて策定された地方財政計画の規模は、17兆3,753億

円で、前年度(14兆5,510億円)に比べて２兆8,243億円増加し、その増加率

は19.4%と46年度以降最も低い伸びとなっている。

　

なお、49年度当初の地方債計画は、厳しい経済情勢に対処するための総需

要抑制の要請をふまえながら、住民福祉の向上と住みよい地域社会の形成を

図るため、人口急増地域の学校施設整備、辺地及び過疎対策、同和対策、下

水道及び上水道、公立病院に係る地方債を重点として、総額２兆3,390億円

で策定された。これは、前年度当初計画(２兆2,530億円)に比べ、860億円、

3.8％の増加となっている。

（３）地方公営企業に関する財政運営

　

地方公営企業については、地域住民の生活の安定と福祉の向上に資するた

め、引き続き経営の改善合理化を進め、経営基盤の強化を図るとともに、

厳しい環境の中にあって社会経済情勢の変化に即応し得るよう体制を整える

必要がある。このため前年度に引き続き公営企業会計と一般会計との負担区

分の適正な運用を図ることとし、地方財政計画に公営企業繰出金として3,505
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億円(前年度に比べて896億円、34.3%の増)を計上するとともに、建設投資

のための資金については、昭和49年度は総需要抑制の要請にこたえながら、

住民へのサービスの安定した提供を確保するため、福祉関連、生活関連等緊

急性の高い事業に対する貸付枠を重点的に確保することとし、地方債計画に

公営企業関係分１兆3,100億円(前年度に比べて1,310億円、11.1%の増)を

計上することとしている。

　

病院事業については、経営悪化の現状にかんがみ、その健全化を図るため

の当面の措置として、昭和48年度末における不良債務が多額にのぼる病院

事業を経営する地方公共団体に対し、当該不良債務をたな上げするための企

業債(公立病院特例債545億円)の発行を認め、その利子について、所要の

助成(４億6,700万円)を行うこととし、また、厚生省予算において不採算地

区病院対策として、公的病院特殊診療部門運営費補助金を拡充し、新たに地

方公共団体の経営する病院に対する助成措置(２億4,100万円)を講ずること

としている。

　

交通事業については、路面交通事業に対して昭和48年度から経営の健全

化のための立法措置が講じられたが、引き続き再建その他経営の健全化対策

を推進することとし、交通事業再建債(79億円)の発行、交通事業再建債の

利子補給(55億円)及びパス車両購入費の一部補助(14億円)を措置すること

としている。また、地下鉄事業についても、引き続き新線建設費補助164億

円(運輸省所管)、特例債(311億円)、特例債孫利子補給(53億円)を計上する

こととしている。

　

水道事業についても、経営の健全化を図るため、水源開発対策、広域化対

策及び料金格差是正のための高料金対策を進め、資本費負担の軽減を図るこ

ととしている。

　

公営企業金融公庫については、厳しい金融環境にあって、政府保証債の増

額等による地方公営企業に対する貸付枠の確保、出資金の増額、国庫補給金

の増額等により、その業務の拡充強化を図ることとするほか、貸付条件につ

いては、資源関連事業であるガス、電気の２事業を新たに7.7%の特利事業

に加え、上水道、下水道の２事業に対する償還期限を28年(うちすえ置５年)
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(従来25年(うちすえ置５年))に、有料道路事業に対する償還期限を20年

(うちすえ置３年)(従来15年(うちすえ置２年))に延長することとされてい

る。
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第３

　

最近の地方財政の傾向と課題

（ア）最近の地方財政は、住民福祉の向上の要請に対応して財政需要が著し

　

く増こうし、その規模は年々拡大の一途をたどつている。近年における地

　

方財政の推移をみると、昭和41年度以降の地方財政は、経済の発展を背

　

景として、地方税、地方交付税等一般財源の伸びに支えられ、ほぼ順調に

　

推移してきたっその間、昭和46年度の後半から47年度の当初にかけては、

　

国際通貨不安に伴う景気停滞の影響を受けて、一般財源の伸悩みに伴い

　

多額の財源不足が見込まれるという異例の事態に直面することとなった

　

が、これに対処して特別の財政措置が講じられたほか地方公共団体の自主

　

的な努力も相まって、この難局を切り抜けることができた。その後、昭和

　

47年度に入ると、積極的な景気振興策の浸透につれて景気は急速に回復

　

し、これに伴い地方財政の決算規模は名目経済成長率を上回る伸びを示し、

　

決算収支も好転した。しかしながら、決算の内容を更に掘り下げてみると

　

このような規模の拡大及び収支の好転の反面、歳入歳出両面にわたって財

　

政構造上見逃すことのできない問題が生じている。すなわち、昭和46年

　

度以降、歳入面においては、社会保障の充実、社会資本の整備等の要請

　

に積極的にこたえることとするため、国庫支出金、地方債等特定財源の大

　

幅な拡充が図られたこともあって、歳入総額に占める一般財源の割合が低

　

下し、他方、歳出面においては、人件費を中心とする義務的経費の伸びが

　

一般財源の伸びを上回るとともに、投資的経費に占める単独事業費の割合

　

が低下するという状況がみられる。このような歳入歳出両面にわたる財政

　

構造の弾力性低下、単独事業縮少の傾向に加えて、地方債現在高及び債務

　

負担行為が増加しつつあり、後年度の財政運営に問題を残している。

　　

以上のような地方財政の推移の中で、地方公共団体は、住民福祉の向上

　

と住みよい地域社会の建設という課題にこたえるべく生活関連施設を中心

　

とする各種社会資本の整備を推進するとともに福祉施策の拡充を図ってき
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たが、これら社会資本の整備の状況や福祉水準は未だ満足すべき状態に達

していない。これに加えて、経済の高度成長の過程において、自然環境の

汚染、過疎過密等の各種の不均衡が生じており、更に、最近においては、

石油危機も重なって、異常な物価の高騰と生活物資の需給のひっ迫が生

じ、これらの諸問題の解決が極めて重要な政策課題となっている。

　

このような激動する社会経済情勢の下にあって、当面する困難を克服

し、経済各部門間の均衡のとれた安定的成長を確保しつつ住民福祉の向上

を図っていくためには、国及び地方公共団体が経済動向の変化に機動的、

弾力的に対応しながら、多様化しつつある住民の行政に対する要請を的確

には握し、これに対処していかなければならないが、その中で、地域住民

に直結する行政の担い手として、地方公共団体の果たすべき役割はますま

す重要になってきており、従来にもまして地方財政の充実強化と合理的、

効果的な行財政運営が要請されている。以下、地方財政が当面している主

な課題について概観する。

１

　

資源配分の適正化と地方財源の充実強化

　

福祉優先の財政経済政策を積極的に展開し、住みよい地域づくりを図っ

ていくためには、公共部門と民間部門との間の適正な資源配分を確保する

とともに、国及び地方公共団体が一体となって、福祉向上のための諸般の

施策を強力に推進することが肝要である。中でも、地方公共団体は住民の

日常生活に直結する行政の担い手として、その果たすべき役割は極めて重

要であり、地方公共団体がよくその責務を果たし、住民福祉の実を挙げる

ためには、地方財源の充実強化を図っていく必要がある。

　

その第１は、地方税源の充実の問題である。住民福祉の向上を主眼とし

てヽ国土の均衡ある発展と住みよい地域づくりを推進していくためには、

国と地方との責任の分担を明らかにするとともに、国の補助又は負担を

伴って実施する事業のみならず、単独事業の面においても、住民の意向を

生かし、地域の特性に即してきめ細かい行政活動を進めていくことが必要

である。このため、自主財源の根幹をなす地方税源については、従来その

充実についての措置が講じられてきたところであるが、更に、今後の行政
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需要の増こうに対処し得るよう、都市税源、道路目的財源を中心として、

引き続きその充実強化を図るよう検討することが必要である。

　

第２は、地方交付税の安定確保の問題である。地方交付税は地方税とと

もに一般財源の大宗をなすものであり、地方公共団体の重要な財源となっ

ている。地方公共団体は、それぞれの地域の経済的、社会的条件を反映し

て多種多様な財政構造を有しているので、すべての地方公共団体が福祉社

会実現のため増大する財政需要に対処し、自主的かつ安定した財政運営を

確保し得るよ引こするためには、地方税の充実強化と併せて、地方交付税

の所要額を安定的に確保することが必要であり、今後とも、国及び地方財

政の長期的動向を勘案しつつ、そのための方策について検討する必要があ

る。

　

第３は、国庫支出金の充実改善の問題である。生活関連社会資本の整備

及び社会福祉施策の充実は、国、地方公共団体を通じての重要な課題であ

ることにかんがみ、これらの施設整備ないし施策に対する国庫補助負担制

度について改善を進め、その充実を図る必要がある。また、いわゆる地方

公共団体の超過負担については、その解消のための努力が続けられている

が、今後とも、補助対象範囲、補助単価等について超過負担を生じないよ

りその適正化に努める必要がある。

　

第４は、地方債の計画的運用と資金良質化の問題である。従来、社会資

本の立ち遅れを取り戻すため、地方債が積極的に活用されてきたが、公債

費の増こり等に伴い将来の財政運営が圧迫されることのないより、地方債

の活用に当たっては、地方公共団体は、公債費の動向等を総合的に勘案し

て計画的な地方債の発行に努める必要があり、国においては、引き続き良

質な地方債資金の確保と貸付条件の改善に配慮する必要がある。

　

なお、以上のような各般にわたる財源の充実強化と併せて、国と地方公

共団体間、地方公共団体相互間、地方公共団体と住民間の経費負担関係を

適正に維持して財政秩序の確立を図っていくことが、地方財政の健全性を

確保し、地方自治の発展を図るため必要不可欠である。
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２

　

行財政運営の計画化とその効率的な執行

　

立ち遅れている社会資本の整備、過密過疎対策、公害対策等地方公共団

体が当面している課題の解決に当たっては、いずれも長期的な展望に立っ

て計画的、重点的に対処していくことが必要である。特に、限られた財源で

効果的な行財政運営を行引こは、事業の選択に当たって、住民福祉の向上

のため必要不可欠な教育施設、社会福祉施設、生活環境施設等に重点的な

配慮を加えつつ、事業を計画的に実施していくことが必要である。

　

近年、地方公共団体における経常的経費、中でも人件費の増加は著しい

ものがあるが、制度改正による人員の増加及び国に準じて行う給与改定等

に伴う人件費の増加は別として、法令の根拠に基づかない給与の支給や適

正を欠く定員の増加等が人件費増加の原因となっている面も少なくない。

いうまでもなく人件費の増加は、財政構造の硬直化を招き、住民福祉の向

上に支障をきたすことともなりかねないので、今後、地方公共団体は、定

員の抑制及び給与水準適正化のため一層の努力を傾注する必要がある。更

に、時代の進展に伴う行政態容の変化に応じて、常に既存の事務、機構、

定員、既定経費等について検討を加え、不要不急の事務の整理、機構の簡

素合理化、定員管理の適正化、効果の上がっていない補助負担金の整理、

物件費の節減等により全般的な行政経費の節約、合理化を図っていくこと

が必要である。

３

　

物価の安定のための地方財政の機動的な運営

　

近年、高福祉社会実現のため地方公共団体の果たすべき役割が重要さを

加えるにつれて地方財政の規模も年々拡大してきており、公経済において

大きな比重を占める地方財政についても経済情勢の推移に応じて機動的、

弾力的な運用を図ることが強く要請されている。

　

特に、最近における異常な物価の上昇を克服し、物価の安定を実現する

ことが当面の重要課題となっているが、このために総需要の抑制を図るこ

とが求められている折から、昭和49年度の地方財政については、地域住

民の生活安定と福祉充実に配意しつつ、国と同一の基調の下に公共投資を

はじめとする歳出を極力圧縮するとともに財源の重点的配分と経費支出の
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効率化に努めることが望まれている。

（イ）地方公営企業は、水道、交通、病院をはじめ電気、ガス、市場等各種

　

の事業分野において、地域住民に直結したサービスの提供を行い、豊かで

　

住みよい地域社会の建設の一翼を担って年々拡大発展を遂げているが、今

　

後も、高福祉社会の建設の要請にこたえて、その果たすべき役割は一層重

　

要性を増していくものと考えられる。しかしながら、地方公営企業の経営

　

状況は、最近における社会経済の著しい変ぼうに伴う企業環境の著しい悪

　

化や毎年の給与改定に伴う職員給与費の増こう、建設改良費の増大に伴う

　

資本費の増加、料金適正化の遅れ等により、極めて困難な状況に置かれて

　

いる。

　　

このため、交通事業及び病院事業については、過去の不良債務を解消し

　

経営の健全性を確保するための国の財政措置が、昭和48年度及び49年度

　

からそれぞれ講じられることとなったが、今後更に次の諸点を中心に施策

　

を推進する必要がある。

　　

第１は、地方公営企業のうち、特に経営の悪化している交通事業及び病

　

院事業については、早期に経営の再建その他経営の健全化を図り、経営基

　

盤の確立を推進する必要がある。

　

交通事業については、バス路線の再編

　

成、勤務体制の改善合理化等を通じて路面交通事業の経営の再建の達成に

　

努めるとともに、都市における大量公共交通機関の機能を確保するため、

　

パスレーｙの設定、駐車規制等都市交通環境の整備改善を促進することが

　

肝要である。病院事業については、公立病院の置かれている地位や果たす

　

べき役割をどう考えるかなどという基本的な問題を含め、総合的な対策に

　

ついて検討を進める必要があるが、昭和49年度から当面の緊急措置が講

　

じられることとなるのを機に更に経営合理化の徹底と負担区分の適正な運

　

用により、その経営の健全性を早急に回復するよう努力する必要がある。

　　

第２は、地方公営企業に対する建設投資を地域住民の生活関連事業を中

　

心に、引き続き重点的に推進する必要があり、特に水資源及び電力の開発

　

や、地下鉄等都市交通機関の建設整備が強く要請されている。

　　

水道事業については、今後の水需要の大幅な増大に伴い都市用水の絶対
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量の不足が懸念されている現状にかんがみ、水資源の積極的な開発が強く

要請されるほか、広域化対策等に対する財政措置の拡充、料金格差是正の

ための高料金対策を推進する必要がある。電気事業については、最近の原

油確保の不安定、価格の高騰、更に火力発電の公害問題等から国産エネル

ギーである水力の緊急開発が要請されてきている。また、都市交通につい

ては、路面交通の渋滞に伴い、今後の都市交通の基幹となる地下鉄の建設

推進をはじめ、モノレール、新交通システム等の導入についてもその検討

が急がれている。

　

第３は、最近、地方公営企業においてコストが急速に上昇しつつある

が、これにいかに対処し、経営の健全化を図るかという課題がある。年々

の給与改定による人件費の増こうや原材料費の高騰等に伴い、最近、原価

の上昇が著しいが、このような原価の上昇分については、まず経営合理化

の推進によって極力これを吸収するよう企業努力を傾注することが必要で

あるが、その不可能な部分については、料金改定によって利用者に適正な

負担を求めるよう検討することも必要である。
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都

　

市

　　

1θ,7

　　

8 5.6　卜5 81.0 18 12.7　　　142　100.0
・

　

小

　

都

　

市

　

89 18.1　210U2.7　174訂4　19 j.9　　492 100.0
！

　

町

　　　　　

村

　

1 920:72.8　526 19.9　　168　∂4　　23　θ.ﾀ　　2637　100.0

1

　

合

　　　　

計

　　

2 024 60.8　759 22.8　479 14.4　　65　2.0　　3 327　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜

　

㎜㎜

　

-=㎜
㈱ 「財政力指数」は、昭和45、46、47年度の各年度における普通交付税の算定

に用いた基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の単純平均値であ

る。

　

なお、沖繩県分については、47年度の数値のみによって算出したものである。

　　　

第４表

　

一部事務組合の設置目的別団体数の推移

-

　　　　　　　

|昭聚昭和昭和昭和I昭和旧和昭和岬和比較

　

区

　　　

分ザ3ぶぐ3ﾔ43°3.3144.3‘ﾘ5Jﾔ6ふ3

ﾄﾞ

ｶﾞ1門が呻‾

白

　

総

　

務

　

関

　

係

　

157

　　

158

　　

166

　　

180

　　

176

　

212

　

227（鴛）芳

！謳難ＰＩ

　

・

　

44

　　

44

　　

43

　　

47

　　

46

　　

45寸∩）

　

民

　

生

　

関

　

係

　　

87

　　

98

　　

95

　　

111

　　

118

　　

135

　　

156
（澗）［］）

　

衛

　

生

　

関

　

係

　

903

　

953

　

997

　

1 037　1 083　1 128　1 165
（順）叩

１

　

うち伝染病組合

　

417

　

418

　

411

　　

400

　

404

　

388

　

376
（ブ（言

ｊ

　

゛石高轟

　

369

　

435

　

474

　

527

　

580

　

634

　

688（混）（12）

j商

　

工

　

関

　

係

　　

５

　　　

３

　　　

５

　　　

５

　　　

５

　　　

６

　　　

５

　　

寸寸

l

農林水産関係

　

257

　

263

　

260

　

256

　

265

　

254

　

246（昌）則

　

晨晋林野（造林）

　　

137

　　

142

　　

129

　　

128

　　

133

　　

135

　　

138（滋）寸

土

　

木

　

関

　

係

　　

54

　　

55

　　

55

　　

55

　　

56

　　

66

　　

59甘曾

消

　

防

　

関

　

係

　　

82

　　

86

　　

86

　　

96

　　

120

　　

167

　

236啜）（回）

　

喜ち水害予防組

　　

31

　　

37

　　

35

　　

44

　　

41

　　

37

　　

38
七）回

教

　

育

　

関

　

係

　

224

　

240

　

238

　

235

　

237

　

235

　

233 '-■ゴ［］）

　

うち小学校組合

　　

26

　　

26

　　

22

　　

23

　　

31

　　

33

　　

32
ﾂ）寸

　

゛中学校組合

　　

131

　　

126

　　

124

　　

08

　　

H1

　　

104

　　

101
（穿寸

そ

　　

の

　　

他

　　

35

　　

21

　　

37

　　

34

　　

15

　　

L4

　　

22
回）ブ

　

合

　　　　

計

　　

1 804　1 877　1 939　2 009　2 075 2217 2349（猟）（匪

㈱（ )内の数値は、沖繩県分を除いたものである。
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七の１

　

単純合計額の状況

第５表

　

決

　

算

　　　　

規

(単位

　

百万円･％)

1

ｓ　゛ 9474 046゛度しご（ｕﾊﾞkｕl

　

歳入総額固十（Ｂ）1 5 858 535　12 767 246　3 091 289　　24.2　20.61

　

都道府県固

　

8 821 048　7 167 981　1 653 067　認.j　圃4
l

　

市町村（純計額）（Ｂ）

　

7 037 487　　5 599 266　　1 438 221　　筋.7　　認,5

　

市町村（単純合計額）

　

7 158 525　　5 684 934　　1 473 591　　邱,ﾀ　　就71

　　

大

　　

都

　　

市

　　

1 241 238　（1器言）（回劉（装　ヨ

　　

都

　　　　　

市

　　

3 458 905
（延言）（昭‰）|（観　門

　　　

中

　

都

　

市

　　

1 925 355
（昌昌）（昌昭）（％　認丿

　　　

小

　

都

　

市

　　

1 533 550　　1 181 543　　　352 007　即.s　　認.j

　　

町

　　　　　

村

　　

1 897 266　　1 514 744　　　382 522
1　語丿　　釘jl

　　

特

　　

別

　　

区

　　

370 615　　　300 480　　　70 135 留丿　　却jl

　　

一部事務組合

　　

190 501　　136 037　　54 464　　拡θ　筏9

|歳出総額（c）十(D)
15 386 117　12 497 326　2 888 791　　23.1　　21.3

　

都道府県（Ｃ）

　

8 617 835　7 073 823　1 544 012　忽.∂　皿∂

　

市町村（純計額）（Ｄ）

　

6 768 282　　5 423 503　　1 344 779　　4.∂　　留.7

　

市町村（単純合計額）

　

6 889 319　　5 509 171　　1 380 148　　邱.j　　留,ﾀ

　　

大

　　

都

　　

市

　　

1 206 885　　（れ昌）（畏昌）（装釘,7

　　

都

　　　　　

市

　　

3 345 321
（言言）（雷雲）（観語.7

　　　

中都市－回（濡雪）（摺瀧）（梵μ丿

　　　

小

　

都

　

市

　　

1 481 473　　1 150 767　　330 706　　認.7　　認,θ

　　

町

　　　　　

村

　　

1 818 962　　1 461 083　　357 879　　4.5　　低5

　　

特

　　

別

　　

区

　　

344 093　　279 836　　　64 257　　留.θ　　召ｊ

｜

　　

一部事務組合

　　

174 058　　126 003　　48 055　　認.j　μｊ

㈱（

　　

）内の数値は、札幌市、川崎市及び福岡市が昭和47年４月１日に指定都

　

市になったことに伴い、前年度と比較するうえにおいて、昭和46年度も当該3市

　

が大都市であったものとして、調整を加えたものである（以下の表において46年

　

度欄の（

　　

）内の数値についても同様である。）。
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模

その２

　

の

　　　

状

純計額の状況

体

　

間

　

重

　

複

　

額（Ｂ）

出金（市町村に対
を含む｡）
からの分担金、負

l･-UZ.-f

　　　　　　　　　　　

l
市町村からの分担金、負担金、ｊ

寄付金等

特別区財政調整交・納付金ｉ

ｉ

　

都道府県に対する事業費等分

丿

　

担金、負担金、寄附金等

特別区財政調整交・納付金

軽油引取税交付金

娯楽施設利用税交付金

自動車取得税交付金

歳

　

出

　

純

　

計

　

額(C)-(D)

況

白

｜

(単位

　

百万円・％)
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1
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｜
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認

　

刀

　

邸

　

Ｓ

　

昭

　

】
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0

　
　

幻

　

え

　

麗

　

お

　

刀

　

邸

　

Ｓ

　

お

　

】
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㈱

　

次表以下の各表における純計額とは、上記表中の｢歳入純計額(A)-(B)｣又は｢歳

　

出純計額(Ｃ)一叫｣をいう。
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｜

区

　　　　　　　

分

　　　

ﾄ
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り

946
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１
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（皺率l
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肇

1
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入
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｜

　

自動車取得税交付金!
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べ

1歳

　

入

　

純

　

計

　

額(A)-(Bﾄ15 090702

1歳

　　

出

　　

総

　　

額（ｃ）ﾄ5 386 1ヅ

団体間重複額
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767 833!

　

芸能mのy。よ

　

同級他団体に対する負担金等1
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第6表

　

純

　　

計

　　

決

　

算

　　　　　　　　　　　　　

~
｜

　　　　　　　　　　　

地

　　　　　　　　　　　　　

方

　　　　　　

｜

！

　

区

　　

分

　　　

歳

　　　　　

入

　　

｜

　　

歳

　　　　　　

出ｌ

　　　　

ａ算（s蟹11）数

　

決

　

算

　

（l蟹肇）数

　

昭和34年度

　

1

　

1 689 35ﾔ　１２ｊ　　　　－1　16238jﾔ　11.6 I　－

　　

35

　　　　

1

　

2 025 802 1　　四゜ﾀi　　‾i　1 924 9 7 1 j＆5　　　-･

　　　　

｜

　　　　　　

｜

　　

！

　　

36

　　　　

1

　

2 511 550

1　　糾.θ　　j叩　　2

391 080 1　　糾.忿　　丿叩

1

　　　

37

　　　　

1

　

2 982 850

1　　j∂j　　　jjl?　　2

887 366

1　　20.8!　　j釘

i

　

38

　　　　

1

　

3 397 659　　j＆馴　　jお1　3 308 83り　　μ.6 1　　j認「

　　　　

l

　　　　　　

l

　　　　　　

l

　　　　　　　　　　　

i

　　　　　

｜j

39

　　　　

1

　

3 910 921　j5ﾝ　肖’382196ﾔ　ｇﾔ　j卯

　　

40

　　　　

i

　

4．0

ｙ

　

μ.5

　　

m

　

4 365 14ﾘ　μ.21　j昭

　　

41

　　　　

1

　

5 177 746

1　　15.6!　　206

j　5 026 177
1　　j5.jl　　釘θ
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1

　

5 926 31ぺ　　μ.51　　留∂　　5 725 497　　　1S.9　　留∂

　　　　

・

　　　　　　

l

　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　

l

1
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6 958 87ﾔ　　17Jt

!　　277　　6

729 57ｲ　　j7‘ﾘ　　留j

　　　　

；

　　　　　　

I
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｜

　　

8 305 229　　　j∂j　　　jむ　　8 033 912　　　即４ﾄ　お∂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

S
｜45

　　　　

ﾄ
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909 529
1　麗jl　4紹i

｜

47

　　　　

1

　

15 090 702　　　2S.9　　601 14 618 283

1　　忿乙7i　　砲j
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額

決

歳
一
算

の

額

1 597 213

1 961 025

2 515 932

2 947 623

3 231 214

3 446 768

3 773 097

4 552 146

5 299 446

6 059 873

7 109 267
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9 970 859
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その１

　

黒字、赤字団体別の状況

第7表

　

決 算 収

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

47

　　　　　

年

　

区

　　

分

団体数國
i

歳入(Ｂ)
]

歳出(Ｃ)|歳|r??引

　

都

　

道

　

府

　

県(Ａ)

　　　

47

　　　

8 821 048　　　8 617 835　　　203 213

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

45

　　　

7 1 18 795　　　6 968 700　　　150 095

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

2

　　　

1 702 2S3　　　1 649 135　　　53 118

　

市町村(単純合計額)(Ｂ)

　　　

5 773　　　7 158 525 6 889 319　　　　269 206

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

5 603,　6 261 017　　　5 992 775　　　268 242

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　

170

　　　

897 508　　　896 544　　　　　％4

　　　　　　　　　　　　

ノ'‾へ

　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

9

　　　

1 241 238　　　1 206 885　　　　34 353

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

7

　　　

761 005　　　732 889　　　　28 116

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

2

　　　

480 233　　　473 9％　　　　6 237

　

特

　　

別

　　

区

　　　　

ヅ

　　　

370 615　　　　　344093 26 522

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

2

　　　　

370 61S　　　344 093　　　　26 522

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　

都

　　　　　

市

　　　　

/634

　　　

3 458 905　　　3 345 321　　　113 584

　　　　　　　　　　　　

､ノ゛

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　

585

　　　

3 090 849　　　2 974 316　　　1 16533

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

49

　　　

368 056　　　371 005　　。　2 949

　　

中

　　

都

　　

市

　　　

142

　　　

1 925 355　　　1 863 848　　　　61 507

　　　

黒字団体

　　

124

　　

I 658 596　　1 595 604　　62 992

　　　

赤字団体

　　　

18

　　

266 759　　268 244　・ 1 485

　　

小

　　

都

　　

市

　　　

492

　　　

1 533 550　　　1 481 473　　　　52 077

　　　

黒字団体

　　

461

　　

1 432 253　　1 378 712　　53 541

　　　

赤字団体

　　

31

　　

101 297　　102 761　・ 1464

　

町

　　　　　

村

　　

/2 637x　　l 897 266　　1石8％2　　　78 304

　　

黒字団体

　

し端

　　

1 853 236 1 773 401　　　　79 835

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

57

　　　　

44 030　　　　45 561　　・　1 531

　

一部事務組合

　　　

2 470　　　190 501　　　174 058　　　16 443

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

2 408　　　185 312　　　168 076　　　　17 236

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

62

　　　　

5 189　　　　5 982　　・　793

　

合

　　　　

計

　

WH一叫)

　　

5 820　　15 979 573　　15 507 154　　　472 419

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

5 648　　13 379 812　　12 961 475　　　418 337

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　

172

　　　

2 599 761　　　2 545 679　　　　54 082

一一
㈱

（

)内の数値については、第５表、その１の㈹参照。

　　　　　　　　　　　　

－184－



支 の 状 況

(単位

　

百万円)

　　　　

度

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

46

　

年

　

度

　　　　

比

　　　　　　

較

　

M (E)実（懸）:5゛団四回トｎ=t佃‰リヤ‰－♂
-一一

　　　　

174 505　　　28 708　　　　46　　　△　15 524　　　　　1　　　　　44 232

　　　　　

97 168　　　52 927　　　　44　　　　26 471　　　　　1　　　　　26 456

　　　　　

77 337　　△24 219　　　　　2　　　△41 995　　　　　0　　　　　17 776

　　　　

106 115　　　163 091　　　5 614　　　　101045　　　　159　　　　　62 046

　　　　　

87 443　　　180 799　　　5 401　　　　120 209　　　　202　　　　　60 590

　　　　　

18 672　　△　17 708　　　　213　　　・19 164　　・　43　　　　　1 456

　　　　　

30 642　　　　3711 ㈲　　　　(-232)　　（O）　　(3 943)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6

　　　

A

　

3 357　　　　　3　　　　　7 068

　　　　　

19 442　　　8 674　　（6）　　(5 267)　　（1）　　（3 407)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3

　　　　　

2 142　　　　　4　　　　　6 532

　　　　　

11200

　　

- 4 963　　　　　（3）　　（お499）　　01）　　　(536)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3

　　　

△

　

5 499　　　　乙1　　　　　　536

　　　　　

19 773　　　　6 749　　　　23　　　　　5 260　　　　　0　　　　　1 489

　　　　　

19 773　　　　6 749 22　　　　　　5 330　　　　　1　　　　　1 419 1

　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

1

　　　

・

　　

70

　

，

　　

1

　　　　　　　

70

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（605）

　　

（42 178)　(29)　　(31 303)

　　　　　

40 103　　　73 481　　　　　608　　　　45 303　　　　26　　　　　28
178

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(547)

　　

(51 811)　　(38)　　(31 331)

　　　　　

33 391　　　83 142
550　　　　54 936　　　　35　　　　28 206

　　　　　

6712

　　

△

　

9 661　　　　（観　贈烈（首　（詣

　　　　　

25 633　　　35 874
041)　　　（門路　　ノ1こ　　　（1蓄心

　　　　　

20 321　　　42 671
づ　贈心　回　（で恕

　　　　　　

5312

　　

－6 797
（ツ　ゲゴ　／叫　丿言

　　　　　

M 470　　　37 607　　　　464　　　　21 978　　　　28　　　　　15 629

　　　　　

13070

　　　

40 471　　　　425　　　　25 488　　　　36　　　　　14 983

　　　　　　

1 400　　－2 864　　　　39　　　△　3 510　　△　　8　　　　　　646

　　　　　

12 315　　　65 989　　　2 628　　　　45 654　　　　　9　　　　20 335

　　　　　

11 965　　　67 870　　　2 S48　　　　48 572　　　　32　　　　　19 298

　　　　　　　

350

　　

・

　

1 881　　　　80　　　－　2 918　　△　23　　　　　1 037

　　　　　　

3 282　　　13 161　　　2 349　　　　　8 184　　　　121　　　　　4 977

　　　　　　

2 872　　　14 364　　　2 278　　　　　9 228　　　　130　　　　　5 136

　　　　　　　

410

　　

ム

　

1 203　　　　71　　　－　1 044　。　　9　　　・　159

　　　　

280 620　　　191 799　　　5 660　　　　85 521　　　　160　　　　106 278

　　　　

184 611　　　233 726　　　5 445　　　　146 680　　　　203　　　　　87 046

　　　　　

96 009　　△41 927　　　　215　　　△61 159　　4　43　　　　　19 232

－185－



　　　　　　　　　　　　　　

第７表

　

決

その２

　

赤字団体及び赤字額の増減状況

算 収

　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一一一一〃←〃

　

昭和46年度

　　

詣雛賢

　　

固のうち昭糾‾４√ト

　

分

　

゜靉ｓ

　

兼営“

ﾚ

‾紆祠鉦盲扉‾アJ

　　　　

ヤ鸚所雫節叫附膠絆具

都道府県

　　

2 ･41 995　づ　　ー　　ゴ　　ー　　一　　－
‰Ｓ幇

　

2ヤゴ

　

グ1竺

　

3忙昌江昌７１

川g・冪

　　

5に謡§

　

〕

　　

二

　

三，ぶ。八乱ぷ

　

木諾果

　　

雛雪

　

二I

　　

二

　　

ぶ卜欝フ昌ヅ沼

　

町

　　

村

　　

8oに2918

　　　

ト

134

　　　　

8ﾚ205 －　296ﾑ　91

√゛”・劃2雛64嵩

　

a卜儲1ﾑに7誹:lom:2搬
－一一一一一一

　　

一一一一

その１

　

収支額の推移

第8表

　

実 質 収

　

－

　　　　

r-r㎜■■＿

　　　　　

＿_＿__＿

　　　　

＿__＿

　　　　　　

＿

　

区

　

/
』し』〔〕胆Ｌ一才旦Ｌ

ﾚ

』しｰ』-

　　　　　　　　　

門゛半半Ｐ）

劉

計|おいで紬/（ｕｌ

　

昭和36年度

　　

4 815!　66 353　46　44 779 4 769　21 574　4 395 叙j　75 1831

　　　　

37

　　　　

4 910　53 550　46　37 388 4 8641　16162　4 427　∂θj　694751

　　　　

38

　　　　

5 006　38 611　　46　24 933 4 960　13 678　4 514　9θJ　65 871

　　　　

39

　　　　

5 159　30 237　46　12 738 5 113!　17499　4 683　∂θj　67 457

　　　　

40

　　　　

5 245　47 835　46　21 181 5 199 26 654 4 797 釘.5 82 007l

　　　　

41

　　　　

5 272　75 711　　46　37 571 5 226　38 140　4 865　!?忿j　106260

　　　　

42

　　　　

5 309　88 117　46　38 468 5 263　49 649　4 938　紹.θ　1147761

　　　　

43

　　　　

5 366　109 844　46　42 856 5 320　66 988　5 054　叫.2　130 2871

　　　　

44

　　　　

5 428　133 517　46　44 854 5 382　88 663 5 2061 弱.9　14977l!

　　　　

45

　　　　

5 547　135 414　46　42 314 5 501　93 100　5 315　ﾀ5j　1539911

　　　　

46

　　　　

5 660　85 521　　46△15 524 5 614 101 045　5 44自　96S　146 6801

　　　　

47

　　　　

5 820　191 799　47　28 708 5 773l 163 091　5 648　ﾀM　233 726!_

　　　

＿

　　　　　

_

その２ 対前年度増減額の状況

ｇ

　

りａ

　

ｖ

ｓム県ま回ぐ二［ﾉｙ

　　　　　　　

団体数|収支額

1

団体数|収支額

1

団体数|収支額団体数|収支額

昭和36年度

　　　

58

　　

1 528　　o・　1 685　　58　　3 213　　82　　5U

　　

37

　　　　　

95 A　12 803　　　0 4　7 391　　95 ･･ 5 412　　32　ム5 708

　　

38

　　　　　

96ム

　

14 939　　　0 ･･　12455　　96 4 2 484　　87　A 3 604

　　

39

　　　　　

153・8 374　　　0 －　12195　　153　　3 821　　169　　1 586

　　

40

　　　　　

86

　　

17 598　　　0　　8 443　　86　　9 155　114　14 550

　　

41

　　　　　

27

　　

27 876　　　0　　16 390　　27　11 486　　68　24251

　　

42

　　　　　

37

　　

12 406　　　0　　　897　　37　11 509　　73 8 516J

　　

43

　　　　　

57

　　

21 727　　　0　　4 388　　57　17 339　116 15511

　　

44

　　　　　

62

　　

23 573　　　0　　1 998　　62　21 675　162　19 484

　　

45

　　　　　

119

　　

1 897　　　0△　2 540　　119　　4 437　109　　4 220

　　

46

　　　　　

113 。 49 893　　　0 ム57 838　　113　　7 945　130　ム73白

　　

４7

　　　　　

160

　

106 278　　　1　　４4232　　159　62 0４6　203　87 046

－186



支 の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円)

　

一=習-==J〃==一←-J〃〃一〃=======〃======

　

==

　　　

J======〃-=
七三

j，一
巻谷尚之

a# (p) (G)

　

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
而御品騏斜諮問個々饌臣動半駿談四月饗品

　

陵（hレ支（i）

　

り）（ｋ）支（1）（叫i支(n) (0)支（r）

　

21△41995ﾑ242191 17776 ヨ　　ヨ　ー　　ゴ　2ト24拍

　

ヤ啜白ツＵ回ツヅ幌ヤで四口回|

　

土ぷ］巡トぶ

　

ムノ

　

乱臨

　

乱瑞

　

乱沼ヅ応

　

昌○によ|ぶじ昌Ｕ回ズ･

　

Σご①誤

　　

百卜に

　

昌卜北

　

延八白こ

　

ご

　

67!･49 786ト29777･ 20鵬　10卜3眼　69し」831り2､ツ_1!望A

支 の 推 移

(単位

　

百万円・％)

(単位 百万円）

一一一一一

　　　　　　　

一一一

　　　　　　　　　　　

一一一一

　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体

‾都道府県

　

市町n総

　　

数

　

都道府県

　　

市町村
臨師汪ぶ

!

団四川霧団４水口

よ

四ト］ぽ

!

団四半瀬

　　　

1 －　1 827　　81　　2 344 －　24　　1011 ・　11　　142 ‘　23　　　869j

　

ム

　

1△

　

6 560　　33　　　852　　63 ム　フ09s　　　l △　831　　62　△6 264|

　

－

　

2 －　8 290　　89　　4 686　　9 － II 335　　2 ・ 4 165　　7・ 7 170i

　

ム

　

1△

　

4 778　170　　6 364 －　16 △　9 960　　　1 △7417 - 17　△2 543

　　　

2

　　

7 434　　H2　　7 116 △　28　　3 048 ・　2　　1009ム　26　　2 039

　　　

0

　　

13 453　　68　10800－　41　　3 623　　　0　　2 937 △　41　　　686

　　　

1△

　

3 844　　72　12 360 －36　　3 890 -　1　　4741 -　35　4　8Sli

　　　

1

　　

2 099　　115　13 412 ム　59　　6216 4　1　　2 289 △　58　　3 927

　　　

0

　　

2 175　　152　17 309 －90　　4 189　　　0 4　177 心　90　　4 366;

　　　

O＾

　

2 082　109　6 302　　10 ‘　2 323　　0 ・　458　　10＾18651

　

4

　

1‘ 17 998　131　10 687‘　17 ・ 42 582　　1卜39 840 ・　18 ・27無

　　　

1

　　

26 456　202　60 590 心　43　　19232　　　0　17 776 4　43　　1 456.

187

一=a¶-

　　　　　　　　

S=-=------=-JJf還■

　　　

===-=-==－■SI==＝-==

　

－

　

･･･=･-皿-W----==-=

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　

赤

　　

字

　　　

団

　　　

体

　　　　　

ｌ
一一一･-一一

　　　　　　

一一

　　　　　　　　　　　　　

-

　

都道府県

　

・市

　

町

　

村

　

ｌ

　　

総

　　　　

数

　　

｜

　

都道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

ｉ
-

　　　　　　　　　　　　

一一一一一一

　　

一一
団体数戸額半数|収支（団讐(ｃ)/峠院支額量本1収支額1団体数1収支影

　　

45 44 862　4 350　30 321　　420　　＆7 － 8 830!　　1 －　83　4191 － 8 747;

　　

44 38 302　4 383　31 173　483　　ﾀ.s△15 925　　2△　914　481△150111

　　

42 30 012　4 472　35 859　492　　∂ｊ - 27 260　　4 4 5 079　488 ・22 1811

　　

41 25 234　4 642　42 223　476　　9.忿ム37 220　　5 △12 496　471 －24 724!

　　

43 32 668　4 754　49 339　448　　∂.5 －34 1721　　3 ･11 487　445・22 685;

　　

43 46 121　4 822　60 139　407　　7.7＼ -30 549　　31 ^8 550　404 ^21 999i

　　

44 42 277　4 894　72 499　371　　7.0＼ -26 659:　　2ﾂ3 809　3691 ム22 8501

　　

45 44 376　5 009　8S 91 1　　312　　5.S ^ 20 443i　　1ド15201　311 －18 923i

　　

45 46 551　5 161　103 220　222　　4j ・ 16 254　　lU 1 697i　221・14 557I

　　

45 44 469　5 270　109 522　232　　4.2 -^18 577　　1ﾋ2 155　2a1 －16 422

　　

44 26 471　5 401　120 209　21S　　5.S　＾61151　2に41 995　213 '-19 1641

　　

45 52 927　5 603　180 799　　172　　、S.0＼^41 927　　21ぶ24 219　　170、△17 708=
-



第９表

　

単 年

　　　

度

　　

収

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

47

　　

年

　

度

　　

｜

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

１総

　　　

額｜都道府県｜市町村

　　　　　　　　　　　　　　

( 100 481)　（　41 596)　（　58 885)

　

単

　

年

　

度

　

収

　

支固

　　　　

106 338　　　44 232　　62 106

　

調

　

整

　

額（C卜（Ｄ卜(E)(B)　　　　（回読　卜回A（31昌

　　　　　　　　　　　　　　

（

　

72 735) (　26 739) (　45 996)

　

基

　

金

　

積

　

立

　

額（Ｃ）

　　　

73 324　　　　26 739　　　　46585

　

繰

　

上

　

償

　

還

　

金

　

剛

　　　　

（

　

5言

　

（

　

l忽

　

（

　

4詣

　

基金とりくずし額㈲

　　　

卜jガ

　

（

　

6詣

　

白i詣

　

実質単年度収支國刊Ｂ）

　　　

（で読（6j昌（9昌リ

ｰ一一
㈱（

　　　

）内の数値は、沖繩県分を除いたものである。

　　　　　　　　　　　　　

第10表

　

財

その１

　

種類別による推移（市町村）

政 再

-

　　　　

193,岫潮（昭げ賢麗護末ｎ・昭≒年１の槻

　

ｇ

　　

ブ〒節米脳内詰所§l

･

全部適用団体

　　　

…

　　

536

　　

－

　　

536

　　

一

　　

一

　

－

　

一

一部適用団体

　　　

･‥

　　　

34

　　

－

　　

34

　　

－

　　　

－

　

－

　

－

準用団体

　　

･‥

　　

8

　

268

　

259

　

17

　　

5

　

－12

　　

計

　　　　　　

1 522　　　578　　268　　829　　1 7　　　　5　　－　　12

一一
㈹

　

府県については、昭和30年度末実質赤字団体数36、承認団体数20（当初承詔団

　

体18、新承認団体２）であったが、昭和4a年度末において全団体が再建完了した

　

ので省略した。

その３

　

準用団体等に対する融資あつせんの状況

　

区

　　　　

分

　

|昭和36年度|

　　

37

　　　

｜38

　　　

1
39

　　　

1
40

団

　　

体

　

数

　　　　

120

　　　　

128

　　　　

100

　　　　

97
1　　ハ00

融資あつせん額

　　　

4 680　　　4 195 ｡3647　　　　4758 6044

188



支

総

４ ふ

ｰ -

の 状

　　

況

昭

　

和

　

46

　　

年

　

額|都道府県

49 841

　

1 132

39 211

４

　

4 586

44 929

50 973

建

その２

△

57 838

12 080

12 536

　

1 348

25 964

69 918

度

一一
市

　

町

　

村

　

7 997

10 948

26 675

　

3 238

18 965

18 945

　

の

　　　

状

完了予定年度別

r予定年度|
、

　　　

148

　

49

昨▽;1

げワﾔ
体
体

団
団

昌
お　

４
ト

一 一 一 一 一
一 一

一

　

一

　

一
／
ａ
Ｊ
－
コ
９
Ａ

－
コ
ノ
ゾ
．
リ
り
う
］

50 1 51

-

１

　

１

-

１

　

１

■ 皿

２

　

２

４

　

４

-

６
６

総

増

一

　

額

( 150 322)

　　

156 179

（

　

55 491)

　　

56 022

（

　

33 524)

　　

34 113

（

　

口02）

　　　

1 151

（40865）

　　

420 758

( 205 812)

　　

212201
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‐
－
―
―
’
‐
－
‐
―
‐
－

C
O

O
Q

C
O

C
Ｏ
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53 54

－

　

ｉ

－

｜
ｌ
ｌ
‐
‘
’
‐
‐
－
‐
ｆ
－
－

一

　

一

　

１

　

１

　

一

　

１

(単位

　

百万円)

　　

減

都道府県

（

　

99 434)

　　

102 070
（

　

33 213)

　　　

33 213
（

　

14 203)

　　　

14 203
（

　

・S8）

　　　

－58

（･19 068)

　　

△19 068
( 132 647)

計

　

1白

-一一

　

額

市

　

町

　

村

（

　

50 888)

　　　

54 109
（

　

22 278)

　　　

22 809
（

　

19 321)

　　　

19 910
（

　

1 160)

　　　

1 209
（

　

べ797)

　　

ム1 690
（

　

73 165)

　　

76918
一 一 一 一 一

(単位

　

百万円)

Ｉ

Ｉ

一 一 一 一 一 一

-=･-=ゝ-==r-＝-皿

　　　

41

　　

1

42

　　

1

43

　　

1

44

　　

1

45

　　

1

46

　　

1

47

　　

卜占

　　　　　

79

　　　　

72

1

　　　

68

　　　　

55

　　　　

50

1

　　　

36

　　　　

25

　　　　

17

5 999　6012
1

6 790　　5 909　　　463sl　　32921＿2 185　　　1 552

ｄ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｌ

一 一 一 一 一 一 - 一 一

　 　 　 　 　 　 　 　 　

･ ･

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 … 一 一 一 一 一 一 － －

，

　　

一一｜

　　　　　　

．
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一 ！

｜

！

ｊ

｜
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｜

｜

ｌ

｜

－

｜

－

Ｊ

ｉ

１

ｉ

１

１

１

｜

｜

｜

｜

｜

ｉ

｜

｜
｜

｜

｜

ミ

｣
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１
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第11表

　

歳

　　

入

　　

決

　　

算

-

　

-

　　　

一一

　　　　　　　　　　

ｉ

　　

ｓ

　

ｉ口

　

47

　　　

ｙ二iドコ

　　　　　　　　　　

｀¨ﾐ“゜=ミミミー｢ﾐ乙゛ﾐ゛ﾐﾐ'=“乙｀ﾐ｀~"~“‾‾'‾→ﾐ‾｀‾--゛-=-“=--

　　

ｇ

　　　　

゛

　

1

都・ｏ゛

　

市

　

BIT

　

”

|

゛ ゛゛

　

地

　　　

方

　　　

税

　

2 871 268　認.∂ 2 133 214 soA　5 004 482　甜丿

　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

110817

　　

jJ

　　

53 097　　θ.∂　　163 914　u

　

地

　

方

　

交付税

　

1329 616 15.1 1 223 379 ぴ]2 552 995 皿9

　

軽油引取税交付金

　　　　

一

　

一

　　

16 789　θ.2　　　－　｣

　

娯楽施設利用税交付金

　　　　　

一

　　

一

　　　

5 397　θ.j　　　　一　－

　

自動車取得税交付金、

　　

一

　　

－

　　

63 463 θｊ　　　　－　　－

　

小

　　

計(一般財源)

　　

4 311701　48.9　3 495 339　49.7　7 721 391　51.21

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

分

　

担

　

金、負

　

担

　

金

　　　

150 225　　j.7　　91 960 1^　　168 797　l.l＼

　

使用料、手数料

　　

127 505　μ　146 752　む1　274 257　j.∂

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

2 433 634　27.6　919 721　む.j　3 353 354　麗.j?

　

交通安全対策特別交付金

　　　

18 643　　θ.忿 12 920 θ1　　31 563　θ､忿

　

都道府県支出金

　　　　

－

　

－

　

423 866　∂.θ　　　－　－

　

財

　　

産

　　

収

　　

入

　　

I□6
535 jj　　187 683。304 218　乙θ

　

寄

　　　　

附

　　　　

金

　　　

12 100　θ.j　　53 160　∂ﾝ　　58 843　θ.4

　

繰

　　　　

入

　　　　

金

　　　

28 551　　θJ　　78 493　　1.1　　107 045　猷

　

繰

　　　

越

　　　

金

　　　

94 190　な　　181 187　j.∂　275 377　jj

　

諸

　　　

収

　　　　

入

　　

691 404　7.∂　518817　74　1 159 937　7.7

　

地

　　　

方

　　　

債

　　

834 275　∂.5　863 321　j忿J　1 635 919　jは

　

そ

　　

の

　　

他l

　

2 285　　θ.θ　　64 268　　θ.7　　　　－I　　]

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　

1

　

8 821 048　100.0　7 037 487 100､0 15 090 702 100.0

㈹１｢その他｣は、都道府県分が特別区財政調整納付金、市町村分が特別区財政調

　　

２

　

国有提供施設等所在市町村助成交付金は｢国庫支出金｣に含めた。
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額

　　

の

　　

状

　　

況
(単位

　

百万円・％)

"＝‾'｀゛‾‾'“〃ご一〃＝＝＝--八w←〃･‾‾‾‾‾‾〃‾‾J

　

昭和46年度

　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　

-

　　　　

-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

滅

　

率

　　　

前年度増減率

　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

滅

　

額

　

［齢呵函頑餉叫mftm

　　

4 235 746　μ.s　　　768 7]　部.4　瓦.∂　即.β　召ｊ　　＆∂　四J　12.9

　　　

125 771　　j.θ　　　　38 143‘ j.∂　　＆∂　U3.1　釦.j　　ﾀ.5　59.0　15.7

　　

2 101 423　17J　　　451 57ﾘ　j＆5　忿£2　21.8　辺j　13.9　忿θｊ　ｊ∂ｊ

　　　　　

一

　　

－

　　　　　

－，

　

－

　　

－

　

26.2

　　

－

　　

－

　　

＆θ

　　

－

　　　　　

＿

　　

一

　　　　　

二

　　

－

　　

一

　

5O.S!

　　

－

　　

一

　

昭ｊ

　　

－

　　　　　

＿

　

－

　　　

／

　

－

　

一

乱

　

－

|

　

－ぺｊ

　

－

　　

6 462 940　53.1　　1 258 451　43.2　17.7　21.8　19.5　10.2　19.6　14.2

　　　

139 182　　1.1　　　　29 615･　j.θ　訂.j　j口４　鯉j　Jθj　J74　37.S

　　　

231 825　　j.9　　　　42 432　　i.5　j＆2　j＆4　18J　　＆j　1S.2　10.9

　　

2 552 338　迢.θ　　　80101]　27j　2＆S　j＆ﾘ　訂.4　21.8　焉４　麗j

　　　　

13 709　　θ.j　　　　17 854　　θ.∂　125.8　136.ﾀ　1S0.2　57.7　56^　57j

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

4口

フ

　　

ー

　　

一

　

21､6

　　

－

　　　

224 811　　ム8　　　　79 4071　　忿.7　36.2　3^.S　35.3　　4.j　忿5j　16J

　　　　

46 710　　0.4　　　　12 133　　θ４・∂.&　jθj　26.01 134　11.5　　s.∂

　　　

122 186　　j.θ　　乙　15 141 ・0.5＼ ^μ.θ　　6.lt＼-丿忿.4　12.5　15^　1U.2

　　　

291 107　　忿.4　　二　15 730・0.5 ^31.6　18.1＼ - 5J^　　5.7　　＆5　　7.口

　　　

970 892　　＆θ　　　189 045　　∂.5　17.7　忿瓦θ　19.5　26.6　2∂Ｊ　忿J.1

　　

口23 750　　∂.2　　　512 169　17.6　似.j　30.0　U5.6　102^　5i.O　7^.S

　　　　　

－

　　

－

1

　　　　　

－

　　

－

　

j∂β

　　

7j

　　

一一jθ.7

　

忿sＪ

　　

－

　　

12 179 449　100.0　　2 91 1 253　100.0　23.1　25.7　23.9　18.4　23.5　20.5

　　　　　　　　　　　

一一

　　　　

-

整交付金である。
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第12表

　

歳 入

　　

決 算

　　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　

入

　　　　　　

決

　　

区

　　　　　

分

　　　　

36

　　

1

　　

41

　　

1

　　

42

　　

1

　　

43

　　

1

　　

44

地

　　　

方

　　　

税

　　

906 475　1 768 587　2 149 522　2 580 128　3 090179

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

45 449　　59 203　　69 158　　79 586　　93 065

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

401 704　777 327　947 020　I 125 508　1 460845

臨時地方財政交付金

　　　　

－

　　

46 455　　H 998　　　　－　　　　－

　

ノjヽ

　

1汁（一J11tt・）

　　

1 353 628　2 651 572　3 177 698　3 785 222　4 644089

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　

73 808　　145 145　　159 264　　174 5S5　189 298

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

580 757　1 262 792　1 406 535　1 617 701　1 825 164

繰

　　　

入

　　　

金

　　

20 932　　33 510　　38 054　　47 76S　　68 212

繰

　　　

越

　　　

金

　　

107 692　　126 998　　163 883　212 532　235 928

地

　　　

方

　　　

債

　　

H5 044　407 158　340 233　369 132　438 068

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

259 689　550 571　　640 644　751 967　904 470

　　

・

　

入

　

■

　

計

　　

2 511 550　5 177 746　5 926 311　6 958 874　8 305229

＿＿_

　　　

___＿.

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
㈱

　

「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町

　　　　　　　　　

-

　　　　　

-

　　　　　　　　　

決

　

算

　

額

　

構

　

成

　

比

　　　　　　　

増

　

区

　　　

分

76

　

4り川（（川（

ﾉ

司丁

-一一一一-

　　　　　

｜

地

　　

方

　　

税
Ｉ

　

郭.j
l

　

翁名S6.2 37.1 S7A 37.1 3iJ8 SsA S3M 31J

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

1.8

　　

lJ

　

j.忍

　

1.1

　

1.1

　

1.1

　

j.θ

　

1.1

　

j.9

　

j.

白

地方交付税

　

16.0＼ IS.θ16.0＼ 16.忍び.∂j7.∂j7Jj∂jj＆7　4.ﾀ

臨時地方財政交付金

　　

－

　　

θ.ﾀ

　

θ.忿

　

］

　

－

　

一

　

一

　

一

　

一|

　

∂
？

　

小計（一般財源）

　　

53.9

　

51.2

　

53.6

　

54.4 55.9　56.0　53.1　51.2 54.0 44.1:

使用料、手数料

　　

2.!?

　

忍丿

　

忍.7

　

忍丿

　

忍.j

　

む

　

Ｍ

　

Ｍ

　

ｊｊ

　

Ｍ

国庫支出金

　

認丿

　

tlt.h＼23.7＼23.2 22.θ20.7＼ 21丿麗４叙丿糾.7i

繰

　　　

入

　　　

金

　　

θj

　　

θ.∂

　

θ.7

　

θ.7

　

θj

　

1.1

　

j.θ

　

θ.7

　

j.9

　

θｊ

繰

　　　

越

　　

金

　　

WtO

　

忍.5

　

忍ｊ

　

む

　

忍j

　

2.7

　

忍.4

　

j.∂

　

Ｑ

　

Ｍ

Ｉ

地

　　

方

　　

債

　

秘

　

7.9＼ 5.7 5j 5j　∂.4　9.2＼ 10£ 3.9]JSA

そ

　　

の

　　

他

　

却.4

　

10.6＼10£ 10£ 加.ﾀ11.1 11^ llj io.n 11.ﾀ

ｊ

　

歳

　

入合

　

計

　　

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.01100.0100.0 100.0lOO-O

　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

_･_
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額 の 推 移
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一

　　

算

　　　　　　

額

　　　　　

｜

　　　

指

　　　　　　　

数

可46

　　

1

　　

47

　　

1

　

36

　

1

　

41

　

1
42

1
43

1
44

1
45

1
46

1
47

　

3 750 668　4 235 746　5 004 482　j卯　却5　留71　留5　jμ　4μ　砧7　弱忿

　

108 687　125 771　　163 914　j卯　丿卯　巧忿　j75　加5　2叩　277　部j

　

1 798 248　2 101 423　2 552 995　却θ　却4　留∂　認θ　j叫　4詔　５　　∂郭

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　

－

　

一

　

一

　

－

　

－

　

－

　

5 657 603　6 462 940　7 721 391　1 00　1 96　235　280　343　41 8　477　570

　

209 088　231 825　274 257　j卯　四7　2卵　留δ　忿屁　留了　訂4　腔2

　

2 092 937　2 566 047　3 384 917　勁θ　幻7　糾2　2即　jμ　おり　4剱　5甜

　

106 988　122 186　107 045　加θ　j印　瑠忿　2鉛　了邱　訂j　5μ　5n

　

271 622　291 107　275 377　勁θ　j瑠　巧2　却7　以∂　認忿　忿7θ　邱∂

　

642 932　1 123 750　1 635 919　j卯　巧4　2邱　認丿　認丿　邸∂　S77＼ 1 If22

　

□22 828　1 381 594　1 691 7％　j叩　2尨　糾7　四∂　j紹　詔2　認忿　δ訂

10 103 998 12 179 449 15 090 702　100　206　236　277　331　402　485　601

　　　　　　　　　

一一一一一一一一一一一一一一一

村助成交付金を含めた。
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(単位 ％）

　

城

　

額

　

構

　

成

　

比

　　　

ｌ

　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　　　　　　　　　　

_＿＿_＿コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

____＿

　

≪43ト4ト5ト6トり

　

3リ41

　

42ト仁方]45ト(二

一一

　

50.9＼U.7＼ 37.ﾀ錨.7留丿部４　2lM U.l＼ Z1.5＼ 20.0却.≪ 21JA 12.9＼ 18.1

　

jj句切り.!9 0.8 jj 25.7＼ 18.3 16.8び'.1 16.9 16£ 15.7＼ 30丿

　

麗.7 17A 2U.9＼lSA U.6＼ 1S.5＼ 29.2＼ i.6＼ 21丿18£＼ 29.8 23.1 16.9 21.5

- ^.6k 1.2　－　－　－　－　　一皆増ぐ4.2皆滅　－　一　一　－

　

70.3

　

58.8

　

63.8

　

56.3

　

38.8

　

43.2

　

24.0

　

13.2

　

19.8

　

19.1

　

22.7

　

21.8

　

14.2

　

19.5

　

j.∂

　

j.5

　

lJ

　

1.1

　

£

　

四.a 20.5 15.V＼ UM 22A 28.1　21.7＼ 15.9＼llJA 15.1＼ U.8＼ U.7＼ 22.びjj.ﾀ

　

θｊ

　

θ.∂

　

1.5

　

口.忿

　

θ.7・θｊ

　

阿.∂

　

∂.2

　

認.∂

　

25S＼ U2丿　屁.S　u.2y 124

　

4.!?

　

4.7

　

j.7

　

夕.θ

　

0.9k 0.5　>A.7＼ 20.2四.0 25.7 11.0＼ 15.1　7.2k 5.4

‘∂.∂

　

忿j

　

5.j

　

llA

　

留.忿

　

び.6

　

却丿

　

Z9.7Vl6.h

　

＆5

　

瑠.7

　

祐.∂

　

μ.8

　

μ.∂

　

12.0＼10£がM 12.1　12S＼ 10.6　25.2＼ 17.9　扨.4 17A 邸.J騨丿　留.θヨ.5

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0　24.0 15.6 14.5 17.4 19.31 21.7 20.5 23.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-



その１

　

総 括

第13表地 方 税

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決

　　　　　　　

算

　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　

1

昭和47年度

　

｜昭和46年度

　　

道

　　

府

　　

県

　　

税

　　　　　　　　

26 571　　　　　　22 832

　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

税

　　　　　　　　　

23 473　　　　　　　19 526

　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

50 045　　　　　　42 357

　　

（参考）

　

国

　　　　　　

税

　　　　　　　　

104 006　　　　　　　84 439

　　　　　　　　　　　　　　　　

■

　　　

&-=･･ふ

　

ａ・還ふ&・---J&

　

・
㈱

　

国税は、租税（一般会計分並びに交付税及び譲与税配付金特別会計分及び石厦

その2

　

1道府県税
一 一 ・

区

１

　

普

　　　　

通

　

（1）法

　

定

　

普

　　

ア

　

道

　

府

　

県

　

ｍ

　

個

　　

人

　

（ｲ）法

　　

人

イ

　

事

　　　

業

　

（ア）個

　　

人

　

（ｲ）法

　　

人

ウ

　

不動産取

分

３

税
税
税
分
分
税
分
分
税

　

通
民

　
　
　
　
　
　

得
エ

　

道府県たばこ消費税

オ

カ
キ
ク
ケ
コ

娯楽施設利用税

料理飲食等消費税

自
鉱
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収
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昭和47年度収入額は、地方税の都道府県計から東京都が徴収した市町村税相

　

加算した税法上の収入状況である。
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昭和47年度

　

'昭和46年度

　

５３ｊ

　

４６.9
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５.3.9
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(単位
一 一 一 一 一

億円・％）

対前年度増減率
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昭和47年度

16.4

2θ.巳
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及び石油対策特別会計分)及び印紙収入のほか専売納付金を含む。

(単位

昭和46年度

　

＆j
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μ.い　叙.j

1　108
936

1　四.j1　22.6　　j＆θ
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当額(214 126百万円）を控除し、 特別区が徴収した道府県税相当額（５百万円）を
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その３

　

市町村税

第13表

　

地 方 税

　　　　　　　　　

一一

　　　

一一一
ｌ

　　　　　　

ｉ

　

ｓ

　

取1

　

ごうごうＦ▽

｜

　

区

　　　　　　

分

　　　

町あ ゛i゛ 合゛弗添jド）・構よ

１

　

普

　　　

通

　　　

税

　　

2 298 397　2 234 490 ﾀ7.忿　　　　邱jl

　

（1）法定普通税

　

2 295 509　2 231 609　　1?7J　　眠j

　

ア市町村民税

　

ロ02 537　1 062 157　　　弱丿　　μ.名

　　

帥個人均等割

　　

15 188　　14 409　　　舛.9　　　卵

　　

吋）個人所得割

　　

766 818　733 762　　　邱.7　　　むｊ
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昭和47年度収入額は、東京都が徴収した市町村税相当額(214 126百万円)を加算

その４

　

個人諸税の状況 (単位

　

％)

レ‾‾‾‾‾‾∇‾元云ＧＥｊ聶‾1戻ｉ辰廠‾∩
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゛ﾄ而谷（９６年（９四

1
|
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Jθ.ﾀ
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㈱

　

事業税個人分
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叙.∂
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㈱１

　

個人所得は、経済企画庁調による。

　　

２

　

所得税及び個人所得については、地方税との比較上１年前の計数である、

　　

３

　

個人所得の決算額構成比は、分配国民所得に対する比率である。
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の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)
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し、特別区が徴収した道府県税相当額(５百万円)を控除した税法上の収入状況である

その５

　

法人諸税の状況 (単位

　

％)

○

‾‾’‾‾’

　　　　　　　

ﾛｊｕ４１辰彦二しう４．構ａＨ二つ
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分
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１

　

住民税法人分

　　　　

j7.ﾀ

　　　　

θ.4

　　　　

∂.ﾀ

　　　　

∂.∂

　

事業税法人分

　　　　

卵ｊ

　

－

　　

j.θ

　　　　

即.ﾀ

　　　　

鯉丿

　

法

　

人

　

税（国税）

　　　　　

17.0

　

・

　　

θ４

　　　　　

認丿

　　　　　

釦ｊ・

　

（参考）法人所得

　　　　　　

∂.ﾀ

　

．

　　　　

θ.4

　　　　　

j口.s

　　　　　

13.8

　　　　　　　　　　　　　　　　

’‾

　　　　　

‾‾

　　　　　　

’--W叫１

　

法人所得は、経済企画庁調による。

　

２

　

法人所得の決算額構成比は、分配国民所得に対する比率である。
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その１都道府県

第14表昭和47年度法定

　　　　　　　

(単位百万円)
¶

　　

区

　　　　　　　

分
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文化観光税
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昭和46年度の文化観光税２百万円は、奈良県分である。
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第16表市町村民税超

その１

　

市町村民税個人均等割税率別市町村数

　　　　　　　

｜

　　　　　　

昭
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臨
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って算定した額の３分の２に相当する額を超える場合は、当該３分の２に相当
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税 の 状 況

(単位

　

百万円・％)

八八

　

46

　　　

I

　

J爽

　　

I

　

it

　　　

ｔ

　

都道府県）

　

111

　

（

　

計（Ｂ）

　　

順１馴Ｘ諮漂

　　　　

92 511　　　　　　6 751　　　　　　99 262　　　　9 429　　　　　　1?.5

　　　　　　

108

　　　　　　

6 261　　　　　　6 369　　　　　950　　　　　1恥9

　　　　　　

皿

　　　　　　　

㎜

　　　　　　　

㎜

　　　　　　　

９００

　　　　　　

皆増

　　　　

103 930　　　　　21 840　　　　1 25 771　　　　38 143　　　　30.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

--一一一一一一一一

(単位

　

百万円)

　　　　　

＿__＿

　

______＿＿_

゛

　

；

　

゛再譲

(

ﾌﾟﾔμド姦卜

(A)-(B)+(C)+(D)

　　

5 873　　　　　　　　　-　|　　　　　　　-　|　　　　　　　　が名

　　

::1

　

:

　

/

　

12

　　

2 526　　　　　　　　　－　　　　　　　　　4　1　　　　　　　　4卵

　　

Ｔ

　　

二

　　

∠|

　　

二:

．

二竺八

　

11625

　　　　　　　　

‥70ノｍ｣

都市を包括する府県においては当該大都市を除いた区域)内に存する一般国道及び

分の１の額を道路の延長で、他の２分の１の額を道路の面積でそれぞれあん分す

あり、その控除額は、その超える額の10分の２に相当する額(この額があん分によ

する額)である。
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その１

　

配分状況

第21表

　

地 方

　　

交 付

i

　　　　　　　　

ｓ

　

゛47

　　　　　

年
ド

　　　

゛ヰ:六二

；≒ﾌﾞﾌﾚ

　　

y二

　

士‾上ﾚﾚｺﾞ

ﾄﾞ

　

゛

　

シ

　　

ニ○こ

　　

二

　

ご

コ
..，

ス

エ

ズ]::
__1

;;;;;ゴ]

－ ‥ －

㈱

　

昭和47年４月２日以降昭和48年３月31日までに合併が行われた団体につ

　

区分されている。以下、第21表において同じ。

　

その２

　

算定基礎

　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

昭

　　

和

　　

47

　　　

年

　　

区

　　　　　　　　

分

　

ト

　　　　　　　　　　　　　

。

　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　

当

　　　

初

　　　

補

　　

正
＿＿＿

　

＿

　　　　　　　　

｜
１

　

国

　　　

税

　　　

三

　　　

税（Ａ）
！

　　　　　

6 706 700　　　　　　205 000

　　　

所

　　　　

得

　　　　　

税

　

｜

　　　　　

3 401 400　　　　　　　　　－

　　　

法

　　　　

人

　　　　　

税

　　　　　　

2 591 700　　　　　　205 000

1

　

精

　　　　　

算

　　　　　

分

　　　　　　

19 251　　　　　　　　　－
i

46 年度特例措置分｜　　　　　－　　　　　－

147年度特例措置分1

　　　　

30000

　　　　　　

－ 1

　

臨時沖繩特別交付金‘

　　　　

36 500　　　　　　　　　－

　　

小

　　　　　　　

計（Ｂ）

！

　　　

2 231 895 65 600

！

！

　

臨時地方特例交付金（ｃド

　　　　

105 000 －｜
｜

　

借

　　　　

入

　　　　

金(D)

　　　　　

160 000　　　　　ム 6 500

1

　

返

　　　　　

還

　　　　　

金（Ｅ）

　　　　

・

　　　

3000

　　　　　　　　　

－

I

　　

合

　　

計（Ｂ）十（Ｃ）十（Ｄ卜(E)(P)　　　　　　2 493 895 59 100

1

　

繰

　　　　

越

　　　　

金（Ｇ）

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

ｉ
１

　　

再

　　　　　　　　

計（Ｆ）刊Ｇ）

　　　　　　

2 493 895　　　　　　　　59 100
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一
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税 の

一

一

交

　

付

　

額國

1 329 616

1 223 379

　　

96 973

　

471 837

　

654 569

2 552995

状

構成比
-

　

5２Ｊ

O
>

０
０

>
Ｏ

!
Ｏ
　
０

払

　

ａ

　

皿

　

匹

　

0 0
　

況

　

昭

　

和

　

46

　

地

　

方

　

交

　　　　　　

一

交

　

付

　

額(Ｂ)

1 096 770

1 004 653

　　

59 458

　

389 608

　

555 588

2101423

年

　

度

付

　

税

構成比

52ぶ

U7JS

　

忿ｊ

　

１８.5

　

264

100.0

(単位

　

比

一一

増

　

減

収－(Ｂ)

額

(C)

232 846

218 726

　

37 515

　

82 2２9

　

98 981

451 572

百万円・％)

一

　

較

一

増

　

減

　

率

(Ｃ)/(Ｂ)×100

21£

21､８

6８ｊ

２1ｊ

1乙8

21.5

いては、普通交付税は合併前のそれぞれの市町村に、特別交付税は合併後の市町村に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

　

度

　　　　　

｜

最

　

終(a)

69H 700

3 401 400

2 796 700

　

713 600

2 211 744

　　

19 251

　　　　　

－

　　

30000

　　

36500

2 297 495

　

105 000

　

153 500

　　　

3000

2 552 995

2 552 995

－

　　

一一一一一一一一一一‥-一一

　　　　

一一一一

　

当

しＶ二年ﾌﾞ丿議

-一一

　

一一一一一一

　　

一一一一一--一一

　　

二

剽

　

じ二

卜

j6 362 657

2 832 816

2 871 479

　

658 362

2 036 050

　　

17 373

　　　

1000

　　　　　

－

2 054

　

－

423

　

－

ム

　　　

8000

2 046 423

2046 423

5 964 657

2 747 816

2 581 479

　

635 362

1 908 690

　　

17 373

　　　

1000

　　　　　

－

△

　　　　

－

1 927 063

　　

52 800

　

1２9 560

　　　

80０0

2 101 ４23

　　

－

2 101 423

211

一 一 一 一 一 ヽ ・

○懲_＿__

　

較

　

増減額

　

増減率

こそヒ助二惶

]⊃り∠㈲]リ9隻.

　　

947 043　1　　　　15.9
1

　　

653 584　1　　　　23.8

1

　　

303 054　・　　　　15.9　I

I

　　

1 878　l　10.8　！

ド1000
1　皆減｜

！

　　　

30000

　

1

　　　

皆増

｜

　　

36 500　　　　　　劃

｜

　　　

370 432　l　　～｜

1

　

52 200 I　　98.9 i

1

　　

23 940　i j＆5

　　　

5000

　

1

　

乙

　　

び2j

　　

451 572　1　　　　鯉.5

　　　　

／

　　

－

　　　　　　

｜

　　

451 572　1　　　　21.5
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その３

　

普通交付税算定状況

第21表地 方

　　

交 付

"＝’ﾐ

　

ｰに～‾‾‾‾‾‾‾‾‾

　

‾ぺｌ

　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　

基

　

準

　

財

　

政

　

需

　

要

　

額
二

_＿_。

゛ﾆ巫亘≒「回回目（ヶお

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　

2 405 102　　　　728 704　　　3 133806
市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　

2 367 272　　　　392 261

1　　2

759533

　

尚

　

『jl

　

∃

　

∃ＯＨ

＿ﾌﾞし_

　　　

ゴトし＿二竺2 375 I 1フ2o964トニ惣？』

㈱１

　

市町村分については、一般算定団体と合併算定替団体とを単純に合算した４

　　

２

　

特別区については、地方交付税法第21条(都等の特例)の規定に基づき東京

　　

として算入した。

その４

　

基準財政需要額及び基準財政収入額の状況

　

-

　　

一一一一
∧ニドニ

m it mm:。;ヽ

　　

｡需要額1収入額

　　　　　　

需要額

押子犬云|‾1
でし

i
／≒

1

(W1

1ﾑ?1

バ

。

白沢沁難

　

§∩回

"･-

　　　　

- 〃･-----一一-----J㎜-㎜i－一 －Ｊ

その５

　

交付・不交付団体の状況

㈱１

　

２

都道府県の不交付団体は、東京都、神奈川県、愛知県及び大阪府である。

特別区は不交付団体として大都市に含めた(23区を１団体としている)。
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税

= - ･ - ＝ - - =

準

1 121 901 1

1 243 95リ

　

337 413 1

　

683 09町

　

223 449 1

2 365 854

の

J ・

状

財政収入額

876 789

381 170

248 703

　

】21844 1

　

10 623 1

1 257959
！

－
－
－
－
－

況（つづき）

財

　　

源ｉ

超

　

過

　

額

1 998 690

1 625 124

　

586 116

　

8０4 936

　

234 072

3 623 814

△

ム

148 085 ，

　

11090

　

43 610

　

29 332

　

3 188 ？

136 995 ＝

源
額

　

足

財
不

(単位

　

百万円)

1 283 2０1

1 123 319

　　

89 837

　

426 846

　

606 635

2 406 520

一一一

　

引

付税額１

－
・
Ｉ
ｒ
－

1 283 201

1 123 319

　　

89 837

　

426 846

　

606 635

2 406 520

のである。

都分と合算した場合、財源超過となるので、単独では財源不足となるが財源超過団体

一一‥一一

　　　　　

--･･

　　　

==･.-.-晶=･･･===･･

　　

46

　　

年

　　

度

　　

｜

　　　　　　

比

　

あ準よレレ司

　

jj‾示臨i‾ｗ

　

収合額
(D)/や×100/漕‾湧漣IJ

1 906 184 1　　　∂7j
i　　　322

699 1
1 398 208

！　　卯.引　　　406
720 1

　

469 392 1　　釦.7 1　　　138 118

　

7】8 888 ’

　

209 927 J
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付
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に
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2
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その１

　

総 括

第22表一 般 財

！

　　　　　

｜

　

昭

　　　

和

　　　

47

　　　

年

　　

度

　　

ｉ

　

区

　　　　　　　

分

　　

｜

　

都道府県１市町村｜純計額

；

　

方

　

jレ

ヶ

　

；

　　

27二

　

二言

　

二万

;ｊ

ｌｌ

≒j

H

:　　132ヅ　　ヅニ　　25ツ

娯楽施設利用税交付金｜

　　　　　

－

　　　　

5 397　　　　　　－

自動車取得税交付金
|

　　　　　

－

　　　　

63 463　　　　－|

　

小

　　　

計（一般財源）

　　　　　

4 311 701　　　　3 495 339 7 72139い

そ

　

の

　

他

　

の

　

財

　

源1

　　

4 509 347　　3 542 148　　7 3693レ

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　

1

　　　

8 821 048　　　7 037 487　　　15 090702 1

_____＿＿_＿_

　

＿

　　

し_._＿＿_

　　　　　　　　　　　　

！

その２

　

大
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区

　　　　　　　　

分

地

　　　　　

方

　　　　　

税

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

地

　

方

　

交

　

付

　

税

軽油引取税交付金

娯楽施設利用税交付金

自動車取得税交付金

　

小

　　　

計（一般財源）

そ

　

の

　

他

　

の

　

財

　

源

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　　

決

昭

　

和

　

47

　

年

　

度

459 833

17 171

96 973

16 789
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9 878

601 045

640 193

1 241 238

O
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-
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０
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O

即

　

ｊ

　

７

　

ｊ

　

θ

　

θ

　

μ

　

訂

100.0

　

算

昭和46年
-

　　

(391 281)

　　

322 902

　　

(II 638)

　　　

11 285

　　

(71 991)

　　　

59 458

　　

(13 306)

　　　

13306

　　　

(283)

　　　

220

　　

(8 197)
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y
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腎
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∂.4
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叫
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第33表国

　

民

　

総宍生

　

産

ｽレ言ﾉﾚﾉﾚ応・ﾄ４わ４り。,１ト≪l

一一一一
国

　　

民

　　

所

　　

得[I 430 058 ! 499 763 j 592 330　656 424　761 456

資

　

本

　

減

　

耗

　

引

　

当|1

　

69 525 I　838よ　99 36ト　Ill 981　143 864

　　　　　　　　　　　　　　

1
間

　　　　　

接

　　　　

税

　　

4o 15ﾘ　47 144　54 7％　59 249　68 469

（控除）経

　

常

　

補

　

助

　

金

　　

4 672 !　　6333　　8 226　　8 790　　9 742

統

　

計

　

上

　

の

　

不

　

突

　

合

　

" I 381　　5 506 － 5 889 － 4 400・ 8 404

　

合

　

計（国民総生産）

　　

533 680　629 972　732 3ｱ2　814 464　955 644

1

個

　

人

　

消費支

　

出

　

281 039　325 11ﾘ375 925 424 647 490756

　

家

　

計

　

消

　

費

　

支

　

出i 274 143　316 853　365 605　412 838　476 742

　　

飲

　　　

食

　　　

費1

　

99 352　113 039　127 940　141 994　160 239

　　

被

　　　

服

　　　

費1

　

30 171　33 342 ， 38 505　43 396 50 908

　　

光

　　　

熱

　　　

費
」1

　

7 858 1　8 829
1　10

091　H 220　12 264

　　

住

　　　

居

　　　

費!1

　

56 890　68 143　79 356　92 172　105 963

　　

雑

　　　　　　　

費li

　

79 872　93 501　109 713　124 057　147 368

　

民間非営利団体の消費支出’|

　

6 124 7 191　　8 851　　9 779　　11 342

　

難回聯奏４°
千1

　

772

　　

1070

　　

I 469　　2 030　　2 671

政府の財貨サービス経常購入‖

　

43 943　　50 804　　60 286　　71 298　　85 316

国内総資本形成

1

に02
784

1

246 016　286 880　296 123 360 137

　　　　　　　　　　　

i

　

総固定資本

　

形

　

成i

　

179 391　221 412　256 453　280 297　337 018

　　　　　　　　　　　

l

　　

民

　　　　　　　

間i 133 886　170 338　194 222　201 315 2竃

　　

政

　　　　　　　

府

1

　

45 505　51 074　62 231　78 982

’‾グ96

466

　

在

　

庫

　

品

　

増

　

加i
23 392　24 604　3o 427　15 826

13

119

　　

民

　

開

　

企

　

業
i

　

19 925　　22 863　　30 729　　17 928 , 23 153
I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

k

　　

｡,-/

　　

政

　　

府

　　

企

　　

業H

　

3 467　　1 741　・　302 ^ 2 102・　3］

経

　

常

　

海

　

外

　

余
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8 038　　9 281　22 397　19 435

　

輸出と海外からの所得
!
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（控除）輸入と海外への所得

!

　

52 2oﾔ　63 699　　77 289　　77 609　87 855

　

合

　

計（国民総支出）i 533 680 1 629 972 ，732 372 814 464　955 644
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出
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卯.∂
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∂.1?

　　

jθj i　　θ゛9　　j’θ！　　j°jl　　1.1　　j.θ
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－
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巧.7

　

諮.∂
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15.1 15.6　巧.4　12.9　15.5 , 514　50.3　　　卯.9　　卯.7　　郭.∂

　

皿丿
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jj.J

I

　

J＆∂

　　

S7S

　　

J＆２

　　

心.∂

　　

θｊ

　　

θ.巳

　　　

θ.2

　　　

θ.忿

　　

θβ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

1S.8

　

15.6

　　

j＆7

　　

18.3

　　

jﾀ.7

　　

s.２

　　

＆j

　　　

＆忿’

　

＆s

　　

＆9

　

js.δj

　

21^

　

瓦.∂

　　

J.2

　

21.6

　　

鉛.θ

　

卵.j

　　

卯.2

　　

部丿

　　

夕.7

　

加.パ

　

留.4

　　

巧.∂

　　

9J

　　

即Ｊ

　　

33.6

　　

巧.j

　　

蒜.θ

　　

４.4

　　

巧丿

　

留･叫

　

27.2

　

μ.θ

　　

j.7

　

即.5

」

認.j

　

27.θ

　　

部.5

　　

4.7

　

巧.2

　

μ.4

　

12.2

　

幻丿

　

錨ｊ

　

22.1 i　∂.5　　∂.j　　＆J　　ﾀ.7　却j

　　　

J

　

4.（

　

5.巳

　　

認.7一郭.θ

　　

μ.j

　　

4.4

　　　

j.9

　　　

4.2

　　　

j.ﾀ

　　

2.4

　　　

｜

　

5･副

　

μ.7

　

仙石

　

バフ.7

　

2幻

　　

J.7

　　　

J.∂

　　　

4.忿

　　　

2.忿

　　

24

　　　

｜
ぺ（

　

－

　

－

　

－

　

－

　

θ.∂

　　　

θＪ

　

- 0.0　4θ.j　－θ.θ

　　　

F

　　

一

　　

巧.∂

　　

巧.5

　

U1.S

　

一回.2

　　

1.1

　　

1.S

　　　

1.3

　　　

2.7

　　　

2.θ

　　　

｜

　

器･町

　

お.4

　　

加.7

　　

巧.5

　　

7.J

　　

加.ﾀ

　　

11A

　　

と.∂

　　

認.J

　　

11.2

　

jj.が

　

恕.θ

　　

釘ｊ

　　

θ４

　　

な.2

j

　　

ﾀ.s

　　

扨.j

　　

扨.∂

　　　

ﾀ.5

　　

ﾀ.忿

　

lz°8

J　18.0　　16.3　　11.2　　17.3

1 100.0 100.0　　100.0　　100.0　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

243－



第34表国民丿所得に対

ｌ

　　　　

１

　

分配国民所得

　　　　　　

租

　　　　

税

　　　　

負

ｻﾔ元小

i数

｣

ﾚ

゛

卜

゛

卜り√F

1

昭和10年

釧

　　

1

y

　　

ふ一

丁

　

12

ト

　

ノ

　　

６

　　　　

－

ｉ

　　　

ｌ

　　　　　

い,I‘y

　　　　　

り

　

1

　　

16

　　　

1

　

358

　　

丿

(

　

－

　

9

　　　　

－

　　

36

　　

1

　

157 551　　　　jθθ1　　222771　　　jθθ　　　9065　　　j卯

　　　　　　　　　　

｜

　　

｜

　　　　　　　

十

　　

40

　　　　

261 059　　　　166　　32 797
1　　　j47　｀　15

494　　　171

1

　

41

　　　

1

　

304 863　　　j糾，　36 630

1

jμ　　17 686　　　j邱｜

1

　　　

42

　　

1

　

363 120　　　　名jθ1　　439681　　　j∂7　　21 495　　　認7

1

　　

43

　　

1
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1
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｜
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46
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1
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1

　

761 456　　　μj

1　104

006

i　　　μ7　　50

045 1 邸2

㈱１

　

国税は、租税(一般会計分並ぴに交付税及び譲与税配付金特別会計分及び石炭

　　

２

　

租税の限界負担率(租税の増加分の国民所得の増加分に対する割合％)

45年度

　　

21.4

46年度

　　

18.0

４７年度

　　

25.9

国税のみについては

　　

14.3

　　　　　　

タ

　　　　　　　

10.4

　　　　　　

タ

　　　　　　　

18.6

３

　

租税の国民所得に対する弾性値(租税の増減率の国民所得の増滅率に対する割
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46年度

　　

0.93
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1.34

国税のみについては

　　

1.10

　　　　　

多

　　　　　　

0.80

　　　　　

タ

　　　　　　　

1、45
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す

　

る

　

租

　

税

　

負

　

担

　

率

ｙ

２
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４

７

4 623
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１８
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＆j

　

‾［
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｜

j卯i
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14 089

　　

i
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１
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h
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i
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3０５ 1２.９
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3.6
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／
ｙ

　

φ

合％）
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＼
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＼
＼
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第35表

　

租

　

税

　

の

　

実

　

質

　　　　　　

１

　　　　　

１

　

租

　　

税

　　

内

　　

訳

　　　

国から地方への交付額

　

Ｉ

　　　　　　

租

　

税

　　　

一一

　　　　

-一一一一一一一一|

　

区

　　　

分

　　

，

　　　　　　　　

地

　　

方

　　

税

　

地

　

方地

　

方国

　

庫

　　

ｉ

　　　　　　

(A) (・観|昌代９０４ｕｕ馴

　

昭和lo年度

　

1

　　　

18

1

　　

12

　　

2

1

　　

4

　　

6

　　

/

　　

－

　　

3
1

　　

3

1

1

　

16

　　　　

1

　　　

58

1

　　

49

　　　

2
1

7　　　9　　　4　　－　　　6;　101

　　　　　　

I

　　　

I

　　　　　

I

　　　　　　　　　　　

I

　　

I

　　

36

　　　　　

31 342　22 277　4 442　4 623　9 065　4017　454　5 808' 10279

　　

40

　　　

1

　　

48 29li 32 797　7 8231 7 671 15 494　7 432　501 10 898ﾚ88311

　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　

▽

　　

41

　　　　

1

　

54 3161 36 630　9 112　8 574 17 686　8 238　592 12≠21 458i

　　　　　　

i

　　

l

　　　

i

　　　　　　　

i

　

l

　　

42

　　　　

；

　　

65 463　43 968 n 310 10 185 21 495　9 590 692 14 065 24 34ﾘ

　　

43

　　　　

1

　　

79 039 53 238 14 0891 11 712 25 801 11 255　796 16 177ﾚ8 2281

　　

44

　　　　　

95 4561 64 554 17 2761 13 626 30 902 14 608　931 18 252 33 79ll

　　　　　　

j

　　

’

　　

j

　　　　　　　

j

　

i

　　

45

　　　　

1

　

115 261　77 754 21 111へ6 395 37 507 17 982　1 087 20 930!39 999!

　　

46

　　　

1

　

126 796　84 439 22 8ﾑﾋﾞ9 526 42 35　21 014　1 258 25 660|47 93］

　　　　　　

；

　

i

　　

i

　　　　　　

j

　

i

　　

47

　　　

1

　

154 051ﾚ04 006 26 571ﾚ3 473 50 045 25 530　1 639 33849j 61018J

㈱１

　

国税は、租税（一般会計分並びに交付税及び譲与税配付金特別会計分及び石

　　

２

　

地方から国への負担額は、国直轄事業負担金に係る国への現金納付額及び国

　　

３

　

昭和41年度、42年度及び43年度の地方交付税には、臨時地方特例交付金

　　

４

　

国庫支出金には、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び交通安全対策特
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麗
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お
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］
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μ.5

　　　

3.i
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15.5
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認j
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12 379　18 96311　　刀ｊ　　μ.巳　　μ.7　　認丿　　卯.5　　印.5

　　

692

　

14 657　33 63〕　　67.9　　16.2　　j5.ﾀ，　認ｿﾞ　　釦.4　　印.∂

　　

747i
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1!

　

i

　　

806
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参考表（２）土地改良長期計画（昭和48～57年度）
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参考表（３）第５次漁港整備５か年計画（昭和48～52年度）
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９

　　

分

　

)

　

１

　

(

　

ｇ

　　

タ

　

|√√⊇)

外国貿易港湾の整備l

　　　　

6 360 調　　整　　項　　目　　　　　1650

国内流通港湾の整備

　　　　　

3 910 小　　　　　　計　　　　　15 500

謳域開発基盤港湾の整

　　　　　

1 910　捉京SI諾事業゜地方単，　　　　2 400

産業関連港湾の整備

　　　　　　

680

　　　

合

　　　　　

計

　

｜

　　　

17 900

航路等の整備

　　　　

680

　

港湾機能施設整備事業|

　　　　

2 100

公害防止事業の推進

　　　　　　

170

　

予

　　　

備

　　　

費

　　　　　

1000

港湾調査の実施等

　　　　　

140

　　　

再

　　

，

！

　

21000

11
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市
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街
公
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分

費
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費
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路
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水
理

路
下
下
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第63表都

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

189 962

　

４8 597

　

12 695

Ill 359

362 612

　

５２４
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＆５

　

ＳＯ､7

100.0

その２

　

性質別内訳

和

　　　

47

　

市

　　

町

188 914

100 51４
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25S 143

574 746

市

　　

計

　

一一

年

村

-

S2､9

17.５
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μ.4

100.0

　

度

一
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計

-
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額
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．て⊇▽こ‾

維持補修費

　　

1 902　　θ.5　　2 850　　θ.5　4 752　θ.5
普通建設事業費

1

　

269 682　　7U　407 550　　7θj　652 139　9.θ

　

補助事業費

　

192 263　認.θ　239 228　μ.∂　431 329　4M

　

単独事業費

　

77 419　幻.4　155 978　27.1　220 807　μ.4

　

国直轄事業負担金
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－

　　　　

3

　　　

θ.θ
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叫

５か年計画（昭和46～50年度）

１

　

運輸省調による。

２

　

この計画は、昭和47年３月17日閣議決定された。

３

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

（1）昭和47年度事業費

　　　　

2 655億円

（2）昭和48年度事業費見込額

　

2 800億円

　

なお、沖繩県分は、昭和47年度から予備費の流用により行っている。

費 の
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計

和昭
純

313 638

Ill 645

24 306
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712216 i

昭
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年 度

額
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悩.0
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参考表（７）第７次道路整備５か年計画中の街路事業

　　　　　　　　

（昭和48～52年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位億円）

　　　　　　　　　　

投

　　　

資

　　　

総

　　　

額

　

ｇ

　　　

゛

　

ソ

　

（橋りょ（ｓ

　

（修ｓ（

　

『

一

　

般

　

国

　

道

　　

1 164　　　66　　　43　　　－

1　1273

主

　

要

　

地

　

方

　

道

　　　

4 450　　　276　　　309　　　　24　　5 059

その他の地方道

　　

16 298　　　691　　1 530　　　136　　18 655

　　　　　　　　　　

｜

　　

｜

　

小

　　　　　

計

　　　

21 912 1　　1033　　　1882　　　160 24987

調

　　　　　　　　

査

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

113

　

合

　　　　　

計

　　　

21912

　　　

1033

　　

1882

　　　

160

　　

25100

㈱１

　

建設省調による。

　

２

　

この計画は、昭和48年６月29日閣議決定された。

　

３

　

この計画中街路事業の進捗状況は、次のとおりである。

　　

(1)昭和47年度事業費

　　　　　

3 554億円

　　　　

第６次道路整備Ｓか年計画(昭和45～48年度)は、47年度で打ち切られたた

　　　

め、当該計画に基づく事業費である。

　　

(2)昭和48年度事業費見込額

　　

3 724億円

第64表住 宅 費

　

ｇ

　　

゛

臨

道

ぶ

（

≒

　

Ｊ

　

ド

）

≒

　

ン

人

　　

件

　　

費

　　

4 565　　j.7　　7 852　　jj　　12 417　　4
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

7 855　　2.ﾀ　　6 677　　2.7　　14 532　　9
普通建設事業費

　

187 798　　卯J　194 556　　7ﾀ.5　376 076　　7μ

　

補助事業費

　

137 770　5O.≪　150 888　弘∂　288 289　5M

　

単独事業費

　

50 028　18.5　43 589　ぴ.∂　87 787　iw

　

県営事業負担金

　　　

－

　　　

－

　　　　

78

　　　　

θ.θ

　　　　

－

　　　

－

貸

　　

付

　　　

金

　　

64 546　　認.S　　25 425　　加.4　　89 284　　び.∂
そ

　　　

の

　　　

剛

　　

6 345　　　忿J　　10 334　　　4.忿　　15 432 j.θ

　

合

　　　　

計

　

1

　

271 109　100.0　244 844

1　100.0　50ｱｱ41　100.0

　　　　

_｜
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参考表（8）

その1

　

事

　

業

第３次下水道整備５か年計画（昭和46～50年度）

費

　　　　　　　　　　　　　　　

（単位億円）

　

公

　

共

　

下

　

水

　

道

　　　

20 300　　都　市　下　水　路　　　　800

　

一般公共事業

　　

II 575　特定公共下水道　　　300

　

地方単独事業

　　　

8 725　　一般公共事業　　　255

　

流

　

域

　

下

　

水

　

道

　　　　

3 600　　　地方単独事業　　　45

　

一般公共事業

　　　

3 240 予　　　　備　　　　費　　　　1000

　

地方単独事業

　　　

360

　　　

合

　　　　　　

計

　　　　

26 000

一一一

　　　　　　　

一

㈱１

　

建設省調による。

　

２

　

この計画は、昭和46年８月27日閣議決定された。

　

３

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

　　

（1）昭和47年度事業費

　　　　　

5 307 億円

　　

（2）昭和48年度事業費見込額

　　

5 432 億円

その２

　

整備状況等

　　　　　　　　　　　　　　　

_．

　　　　　　

___．

ｘ

　　　　　

分）わゆ１利９・年晨元順や伴影

総

　　　

人

　　　

口（万人）

　

1

　　　　

10 59（　　　　10 733
1　　　　10
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処

　

理

　

人

　　

ロ（万人）

　

1

　　　　

176り

　　　　

1 986
1

2 247

総人口普及率(%)

　　

l

　　　　

j∂.り

　　　　

j＆ﾘ

　　　　

即.7

の

昭

純

状

和

　

10 432

　

U 908

351 699

259 0H
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－
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484577
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計

年

況

度

額

呂
昌
響
温
四

増

比
一
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1 985
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参考表（９）第２期住宅建設5か年

　　　　　　　　　　　　　　　　

第２期

　

５か年計画（昭和46～50

　

g

　

j

　　　

゛

ﾄ

画戸i（付議泥劉‰義丿

公的資金にょる住宅

　　　

3 838　　　　　　600 82j

公営住宅（改良住宅を含む.）

　　　　　　

678

　　　　　　　

112 S5J

公庫住｀宅

　　　　　　　　　　　

I 370　　　　　　303 Jf2.7

公団住宅

　　　　　　　　　　

460

　　　　　　　

52 29.6

その他の住宅
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民間自力建設住宅
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（
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計画(昭和46～50年度)

　

(単位千戸)

年度)

‾莉厦皿戸‾
』し四万

　　　　　

742

　　　　　

138

　　　　　

308

　　　　　

80

　　　　　

216

の

昭

純

㈱ｌ

　

建設省調による。

　

２

　

第２期住宅建設５か年計画は、昭和46年３月30日に閣議決

　　

定されたが、沖繩県に係る住宅建設計画(47～50年度)を追加す

　　

るため、昭和48年２月20日変更された。

　

３

　

沖繩県分を含む。
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第66表消防施設等整備費

　　　　

‾‾‾‾

　

昭和41年度１

　

昭和42年度

　

昭和43年度

　

ｇ

　　

゛

　

|

・量)目口

谷（ＩＪＨ

)

Ｔ可６了

　　　　　　　　　　　　　　　

__

鸚なｽﾞﾀ努

　

627

　

384沼

　

？

　

472 8ｺ　巴　55ヤ

小型動力ポンプ

　

1361

　

153 495　1 775　194 902 1812　　207470
火四回俊詔

　

51

　

1昌

　

??

　

哩

　

3?

　

雲

消防専用電話{姦綴

　　

451

　　

50
22? }　595　　66 807　　540　　61 427

緊火裏そjk

　

1で

　

173058　1ヅ　135で　１ツ　189 909

科(ち消/)力

　　　　

763 612　　　　870 308　　　1 015416

　

延≒√jS

　

12

　

12昌

　

副1器§

　

a?

　

啜§

　

‰Ａ

タ
き

　

4?

　

1器

　

r

　

61 500　31　器§

　

消

　　

防

　　

艇

　　　

－

　　　　

－

　　　

ヤ

　

40 000　　　5　　50 000

　

驚Ｖ:ぶ素

　

二

　　

二．

　

二|

　　

二

　　

二

　　　

二

　

林野火災工作車

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　　

一

　　　

一

　

(j臨゛)

　　

ぷ詣

ぐ

　　

飛昭

ﾘ

　

ぶ昌

救急指令装置

　　

一

　　　

一｜

　　

－

　　　

－

　　

5

　　

10000

ｓｕ４機ｌ・

　　

－

　　　

士族回49 990 1に?　47 774

合

　　　　

計

　　　　　

1 054225
1

1 209 268　　　　　1390740

㈱

　

消防庁調による。

第67表火 災

　　

発

　　

生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総

　　

出

　　

火

　　

件

　　

数

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

１

　

４

　　　

数

　

ｏu

　　

ｌ

　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　　　　　　　　　　　

47 106　　　　　　j卯

　　　　　　　　　

40

　　　　　　　　　　　　　　　　

54 157　　　　　　　115

　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　　　　　　　　　

48 057　　　　　　　j図

　　　　　　　　　

42

　　　　　　　　

｀

　　　　　　　

54 506　　　　　　　jμ

　　　　　　　　　

43

　　　　　　　　　　　　　　　

S3 654　　　　　　jμ

　　　　　　　　　

44

　　　　　　　　　　　　　　　　

56 797　　　　　　　j幻

　　　　　　　　　

45

　　　　　　　　　　　　　　　　

63 905　　　　　　jj∂

　　　　　　　　　

46

　　　　　　　　　　　　　　　　

64019

　　　　　　　

j渥

　　　　　　　　　

47

　　　　　　　

i

　　　　　　

58 29ﾘ　　　　　jμ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
㈱

　

消防庁調により、暦年である。
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補助金による整備状況
(単位

　

千円)

　

昭和44年度

　　

昭和45年度

　　

昭和46年度

　　

昭和47年度

数量|補助金

　

数

　

量|補助金

　

数

　

量|補助金

　

数

　

量1補助金

　　

915

　　

652 554

1　1
055　　859 7801　1070

‘　937
300　1 291 1 156 414

　　

＿

　

＿

　

＿

　

叫

　

＿

　

＿

　

＿

　

＿

　

1 941　　226 H6
1　1

698　　239 060　　1 640　　242 565　　1 651　　244 147

　　

一

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－・

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－‥

ヤ

‥-

　　

6H

　　

71 812

1　　841　　108

200 1　1 125
1　157

360　　1 256 1　187 723

　　

968

　　

165 820　1 078　　222 800

1　1

529
1

307 015　　1 591　345 198

　　

190

　　

30000 ，　　300 102 no I　　446 1　166 560　　59副 218 970

　　　　

1 146 302 1　　　　　1531 950　　　　1 1810800　　　　　　2 152 452

　　

50

　

205 890
1　　54 ！　215

06ｺ　　5い　247 710　　　61　　329 660 I

　　

52

　　

77 320　　　66　　99 970 1　　S4　　93 890　　　59　　127 568 j

　　

40

　　

24 200　　30　　19 480
i　　29　　23

910
1　　34

33 603

　　

1

　　

22 000　　　－　　　　－　　　　3　　82 000 I　　　1　　30000

　　

4

　　

60 000　　　4　　400001　　　1　　100001　　　41 40000

　　

㎜

　　　　

㎜

　　　　

21

　　　

31 SOO 1　　1ﾊﾟ　24 000 1　　16 1 25 800

　　

4

　　　

8000

　　　　

7

　　

140001

　　　

51

　　

100001

　　　

4」

　

8000

　　

－

　　　

－

　　

6

　　

17 000 1　　引　22 100 1　　訓 28 900

　　　　

397 410　　　　　437 010 ，　　1　513 610 i　　　！ 623 531

　　　　

1 543 712　　　　l 1 968 96C 1　　　　　2324 410　　　　12775983

　　

6

　　

14 50C川　　リ　115001　　121　220001 19 ，　26 800
レ2ﾂ

　

44 456　副副46 000
いい48

103
ヤj＞－｜

　　　　

1 602 668
!　　　　j

2 026 460
1　　　　〕2

394 513　　　　　1 2 849 172 ！

の

　　

状

　　

況
(単位 百万円＝人）

　

総

　　　

損

　　　

害

　　　

額

　　　

｜

　　　

死

　　　

傷

　　　

者

　　　

数

金

　　　　

額

　　

１

　

指

　　　

数

　

１

　　

人

　　　　

員

　　

」指

　　　

数

　　　　　

43 021　　　　　　　j叩　　　　　　　　　9 580　　　　　　　勁θ

　　　　　

51 203　　　　　　j勁　　　　　　　10 273　　　　　　却7

　　　　　

48 865　　　　　　　jμ　　　　　　　　　9 321　　　　　　　　侭

　　　　　

53 295　　　　　　jμ　　　　　　　10 476　　　　　　j叩

　　　　　

54 252　　　　　　　j部　　　　　　　　　9％7　　　　　　　j叫

　　　　　

70 172　　　　　　j留　　　　　　　10 636　　　　　　Ill

　　　　　

83 387　　　　　　却4　　　　　　　11 320　　　　　　j扨

　　　　　

78 570　　　　　　j甜　　　　　　　10 691　　　　　　と忿

　　　　　

84 106　　　　　　j侭　　　　　　　11 364　　　　　　j却

287



第68表

　

警

　

察

　

費

　

の

　

状

　

況

その１

　

性質別内訳

区 分

費
費
等
費
他

　

れ
″

件
件

　

設
の

　

助
建

　

合

　
　

通

人
物
補
普
そ

昭和47年度

　

｜

χＥｇｌ

昭和46年度

純

　

計

　

額

446 590　7ﾀ.5, 380

41 3571　7.ぷ　3４

　

65 002･

　　

2 809

561 773|

－
－
―
‐
―
－
－
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
－
1

5
8
2
0
0
5

6
3
2
5
9
6

8
1
9
2
1
3

．
｜
ひ
．
ぶ
。
Ｍ
．
ａ
．
刎
り
び
｜

■
w
　
K
>
-
i
　
O
　
Ｃ
J
０
　

Ｓ

　
　

ｊ

　

ｏ

　
　
　
　
　
　

ｌ

　

比

一
増

(単位

　

百万円・％)

-~

　　

較

１
１
１
－

5
9
3
2
1
8

2
1
9
5
8
0

7
2
0
7
3
4

5
7
1
7

　

１

６

　
　

１

　

９

額 増減率

　
　
　
　

―

＞
-
(
　
ｔ
^
　
t
-
Ｈ
　
O
b
　
Ｃ
>
０
　

０

７

　
　

ｊ

＾
1

0

　
　

：

　

ｌ
・
ｌ

ｊ
Ｊ
Ｊ
４
ｊ
ｉ
ｑ

Ｏ
ｑ

O
i

1
-
H
t
>
.
0
0
7

T
^
J

＞
Ｈ

■
≪
-
(

≪

　

その２

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　

（単位百万円･％）

｜

　　　　　　　　　

｜

　

昭和47年度

　　

昭和46年度

　

｜

　　

比

　　　　　　　　

較

　　

｜

ド（

　　

∩

・計

　

額

　　

純

　

計

　

ｇ）

　

・

　

「自叫論剽

国庫支出金l

　

17 597　　ム13 911
J

3 686」4.0! 26.5I 21.71
P‰・リ1昌jj昌∩:Ｌヅバ:Ｌ昌烈

こ望岱望蓉jぽ訟Ｌ器江j:ＬぽJ:7潔召

　

合

　

計

　

561 773 100.01 470 365し00.0191408 100.0　19.4　17.1

第70表 警

　　

察

　　

職

　　

員
ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

自治体警察職員又は地方

　　

区

　　　　

分

　　

地方警務官

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　

ｗ

　

察

　

削事s ≪　（

　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

1

　　　　　　　

280

　

l

　　　　　

129 482　1　　　　　19 833　！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　

l

　　　　　　　

・

　　　　　　

40

　　　

1

　　　　　　　

300

　

1

　　　　　

145 249　　　　　　22 048

　　　　　　

41

　　　　

1

　　　　　　　

320

　

1

　　　　　

150 320　　　　　　22 571　1

　　　　　　

42

　　　

1

　　　　　　　

340

　　　　　　

156 094　　　　　　23 0％　l

　　　　　　

43

　　　

1

　　　　　　　

360

　　　　　　

160 646　　　　　　　23 707　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　

44

　　

j

　　　　

360

　　　　

166 459　　　　24 069 1

　　　　　　

45

　　　　　　　　　　　

370

　　　　　　

172 204　　　　　　24 800

　　　　　　

46

　　　　　　　　　　　

390

　　　　　　

176 573　　　　　　　26 982　1

　　　　　　

47

　　　　　　　　　　　

410

　　　　　　

178 61 1　　　　　　　28756

1

　　　　　　

48

　　　　　　　　　　　

438

　　　　　　

184 356　　　　　　　29 690
一一

　

----一一一一一一
㈱１

　

地方警務官は警察庁調、その他は自治省調による。

　　

２

　

昭和36年は５月31日現在、昭和40～48年は４月１日現在の職員数であ

　　　　　　　　　　　　　　　　

－288－
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第69表

　

交通事故等発生の状況

　

区

　　　

分

　　

）ｈｗ剽Ｏ交通事故件数

昭和36年

　　　　　　　　

129 549　　　　　　　　４93 693

　　　　　

40

　　　　　　　　　　　　　　

258 805　　　　　　　　　　　　567 ２86

　　　　　

41

　　　　　　　　　　　　　　

296 804　　　　　　　　　　　　４25944

　　　　　

42

　　　　　　　　　　　　　　

383 631　　　　　　　　　　　　521 ４81

　　　　　

43

　　　　　　　　　　　　　　

508 281　　　　　　　　　　　　635 056

　　　　　

44

　　　　　　　　　　　　　　

594 790　　　　　　　　　　　　720 880

　　　　　

４5

　　　　　　　　　　　　　　

652 614　　　　　　　　　　　　718 080

　　　　　

46

　　　　　　　　　　　　　　

631 215　　　　　　　　　　　　700 290

　　　　　

47

　　　　　　　　　　　　　　

59４542　　　　　　　　　　　　659 283

㈱１

　

警察庁調により、暦年である。

　

２「業務上等過失致死傷害罪発生件数」には、14歳未満の者の件数が除かれて

　　

いる。

　

３「交通事故件数」は、昭和40年までは、物損事故件数を含み、昭和41年以降

　　

は、人身に係る事故の件数のみである。

数 の 推

　　　

移 (単位

　

人)

警

　

察

　

職

　

員

　　　

｜

　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

１

　　　　

計

　　　　

|

　

警

　　

察

　　

官

　

｜

　

事

　

務

　

職

　

員

　

｜

　　　　

計

　　　

「

　　　　　

149315

　

1
129 762

1　　19
833　1　　149 595

　　　　　

167 297　1　　　　145 549　1　　　　　22 048　1　　　　167 597

　　　　　

172 891　1　　　150 640 i　　　　22 57ノ 173211

　　　　　

179 190　1　　　　156 434　1　　　　23 096　　　　　179 530

　　　　　

184353

　

1

　　　　

161 006　1　　　　　23 707　1　　　　184713

　　　　　

190 528　1 166 819
1　　24

069
1　　　190

888

　　　　　

197 004　1　　　　172 574　1　　　　24 800　l　　　　197 374

　　　　　

203555

　

，

　　　

176 963　1 26 982 203 945

　　　　　

207 367　j　　　　179 021　，　　　28 756　　　　　207 777 1

　　　　　

214 046 1　　184 794 1 29 690　　　　　214 484

る。ただし、47年及び48年の地方警務官数は５月１日現在の職員数である。
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その１

　

日的別内訳

第71表教 育 費

　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

47

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　

計

　

額

小

　

学

　

校

　

費

　

814 136　　辞･り　517 994
1　如.忿　1

327 223　　渥.4
中

　

学

　

校

　

費

　

468 624 釘4　　265 579 20.6　　732 097　　むＪ
高等学校費

　

551 415　25.1 ＼　44 156 i　4 594 648 17j
社会教育費

　

34 477　　j.∂　126 758　　∂ｊ ・ 155 902　μ
保健体育費

　

28 939　　jJ　185 033　μ.4　210 393　む
大

　　

学

　　

費

　　

31 006　　μ　　12 459　　j.θ　　43 386　　1.S
特殊学校費

　

60 323　　忿.7　　3 607　　θJ

1　63

822　1.S
幼

　

稚

　

園

　

費

　　　

763

　　

θ.θ

　　

50 126　　j.9　　50 405　　M
教育総務費

　

204 003　　ﾀJ　81 757　　叫　276 543　籾

　

合

　　　　　

計

　　

2 193 686　　100.0　1 287 469　　100.0　3 454 420　　100.0

その２

　

性質別内訳

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

47

　　　

年
，

　　

度

　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

１

　

純

　　

計

　

額

人

　　

，件

　　

費

　

1 842 401
1　糾.θ　326

921　　認.4　2 169 322　　62^
物

　　

件

　　

費

　　

77 620 1 S.5　　205 037 15.9

l

282 657　　　OmZ
撲轟，刄泰，峯

　

よ昌

　

g:j

　

lぼ 鮒に　引

り謳VJ芸11

　

1:j宗旨

　

昌ぺ裟治

　

貴轟Jjゐ塁ド38で

　

ヅ283昌

　

慰416？

　

響

そ

　　　

の

　　　

他

　　

22 337　　1.1　　18412　　j.5　　33 907　　j.θ

　

合

　　　　

計

　　

2 193 686　　100.0　1 287 469
1　100.0

! 3 454 420
ト100°0

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　

一一一

ｇ

　　　

゛

　

ｓｌ

ｊ

（

≒

　

Ｊ

　

ド

）

≒

　

万

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

666 533　　卯.4　119 518　　∂j　786 050　　麗丿

都道府県支出金

　　　

一

　　

－

　　

19 112 j.5　　　　－　　　－

使用料、手数料

　

29 460　　i.S　　11 056　　θj　　40 516　　u
諮雲金｀負担金｀寄

　　

2 223　　　θj　　13 247　　　j.θ　　13 588　　叫

地

　　

方

　　

債

　　

50 782　　忿.j　250 650　　却j　282 064　　＆劃

その他特定財源

　　

38 375 j.∂　　　61973　　　4.7　　98 613　　　乙7

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

1 406 313　　6j　　811 913　　6Sa　2 233 589　　叫.7

合

　　　　　

計

　　

2 193 686　　100.0　1 287 469　　100.0　3 454 420　100.0

－290－



の

昭

　

和

純

一

1 122 335

　

623 829

　

511 571

　

124 466

　

175015

　

38 353

　

49 142

　

36 758

　

249 949

2931418

昭

純

和

1 826 350

　

237 906

　　

27 211

　　

73 709

　

741 331

　

345 589

　

395 742

　　　　

－

　　

24 911

2 931418

昭

純

46

計

46

計

状

年

年

度

額

-

　

３８.S

　

21j

　

17､5

　

4.２

　

＆０

　

£

　

£7

　

jj

　

＆5

100.0

度

額

Ｊ
沢
一
貼
一
一
｝
‥
一
一
巧
品

　

０
　

０

’
。

　
　
　

２
ｊ
ｊ

　
　
　

1
0

度
額

年4
6
計

和

　

659 495

　　　　　

－

　　

36 812

　　

Ｈ 867

　

254 747

　　

87 419

1 881 078

2 931 418

四
万
Ｑ
″
″
一
｛
ｍ

況

増

-

　

204

　

108

　　

83

　　

31

　　

3S

　　

5

　　

14

　　

13

　　

26

　

523

増

比
一
波

888
268
077
436
378
033
680
647
594

002

比

一
滅

342 97２

　

44 751

　　

4 221

　

24 395

　

97 667

　

77 137

　

20 530

　　

8 996

523 002

増

比

一
滅

126 555

　　　

－

　

3 704

　

1 721

　

27 317

　

11 194

352 511

523 002

　
　

忿
７
タ
θ
Ｓ
θ
Ｓ
β
り
ｊ

　

ｏ

額

七
δ
δ
ｊ
２
忿
５

　

1
0
0

　
　
　

^
　
Ｏ
ｎ
　
K
　
K
　
?
N
.
　
O
iI

Ｃ
Ｏ
　
０

　
　

Ｊ
：
：
：
Ｉ
・
・

額

一

砧
８
θ
４
召
μ
ｊ

　

ｊ

　

回

・
こ
こ
に
む

1
0
0
　
0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　　　

18ｊ
1７.4

16､２

２５ｊ

２０ｊ

１３.1

四.∂

87､1

10.6

17.8

2０ぶ

20.1

18j

25.9

26j

19､8

21.1

2乱8

16ふ

20.1

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

18j

18j

15､5

33.1

13£

２乙3

　

5.2

　

－

３６.1

17.8

1７.０

１９ｊ

１８ｊ

２２.０

２.9.２

み3j

19.1

　

－

μj

20.1

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

^

I

≫
-
J

l
O

＾
5

Ｏ
Ｏ

ｔ
-
;
　
８

ｍ

　

皿
仙
ｍ
一
匹
作
一

　

‐
…

1８､6

　

０.5

12､６

６８.0

13j

17､0

20.1
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ｒ

　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ ’ｒｺ　ｙｙｘ　‾１‾‾

「

’ ｜

｜

-

Ｉ
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48

　　　　　　　　

388 581　　　　　む忿　　　　　　1 448　　　　j叩

㈱ 1

2

3

4

文部省｢学校基本調査｣による。

指数は｢公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律

昭和48年の数値には、沖繩県分を含む。

以下第75表において同じ。
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㈱「入学率」は、国立、公立及び私立の全体の率で、当該年度の高等学校入学者
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2 099 996

1 403 456

　

696 540

　　

39 69０

146 844

1 051 807

　

136 590

　

27 272

　

134 691

　　

28 63４

　

141 892

　　

2 560

　

160 838

3 970 813
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推 移

第101表

　

地

　　

方

　　

債

　

現

　　　　　　　　　　　

’
・

　　　

・

　

｜

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

ｌｔ高）

　

数順“～果

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　

738 668　　　　　　j叩　　　　　　M

1

　　　　　　

41 1 686 505　　　　　　　忿認　　　　　　認.θ

　　　　　

42

　　　　　　　　　　

1 948 972　　　　　　　邱4　　　　　　15.6

　　　　　

43

　　　　　　　　　　

2 182 153　　　　　　　即5　　　　　　j幼

　　　　　

44

　　　　　　　　　　

2 485 018　　　　　　　お7　　　　　　μ.j

　　　　　

45

　　　　　　　　　　

2 974 270　　　　　　　4侭　　　　　　却.7

　　　　　

46

　　　　　　　　　　

3 970 813　　　　　　　5認　　　　　　お,5

　　　　　

47

　　　　　　　　　　

5 384 458　　　　　　　7四　　　　　　35.6

㈱

　

昭和45年度以前の数値には、沖繩県分は含まれていない。

　　　　　　　　　　　　

第102表債務負担行為額

区 分

物件の購入等に係るもの

　

土地、建造物に係るもの

　

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　

他

債務保証又は損失補償に係るもの

　

公社、協会等に係るもの

　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　　

他

　　

合

　　　　　　　　　　　

計

都

昭

一

　

道

　

923 768

　

509 374

　

４1４ 394

　　

32 666

　　

28S77

　　　

４ 089

　

250 041

1206475
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㈱「債務保証又は損失補償に係るもの」には、履行すべき額の確定したものを計上
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外

‾ｊ‾几ﾆ高）数｜蟹肇

し

　

４

　

高）数順璧肇

　　　　　

71 665　　　　j∂θ　ム　　ぶ.j　　　　　667003
1　　　jθθ　　　　7.2

　　　　　

91 426　　　j認　　　7.7　　　　1 595 079　　　留∂　　　舘.j

　　　　　

104 951　　　μ∂　　　μ.&　　　　1 844 021　　　忿7∂　　　巧.∂

　　　　　

H4･650

　　　

j印

　　　　

9.忿

　　　　

2 067 503　　　　おり　　　却.j

　　　　　

117421

　　　　

j酎

　　　　

忿.S

　　　　

2 367 597　　　　∂邱　　　μ.&

　　　　　

115019
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名.θ
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134 691　　　　j甜　　　17.1　　　　3 836 122　　　　5阿　　　討J
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収入、支出額

第103表昭和47年度資

■----==－－=-Ii¬･㎜

　　　　　　　　

ゝ

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

1聚帽鼎聶（陽言斤ぬり）

　　

ｉ

　　

歳

　　　　　　　　　　　

大

　　

3 078 226　脂.7　　2 686 090　即ｊ

　　

.

　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　

1 230 493　認.j　　1 102 296り7j

　　

’

　　

地方交付税及び地方譲与税

　　

口73 838　Sl^　　631 309　鯉5

　

総
!収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等i

　　

341 830　　∂J　　554 550　瑠７

　

°

　　

都道府県支出金，

　　

19 954　　θ.5　　　70 801

1

茲

　　

丿

　　　

地方債（起債前借を含む.）

　　　

27 334　　θ.7　　　　39 179　£

　　　　

公営事業会計からの繰入れ

1

　　　

5 120　　0､1　　　H 888　θ.4

　　

｜

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他1

　　

279 657　7ぶ　　276 067　M

　　

｜大貨客哭塞貸付金回収金及び他会

　　　

228 888　　∂.2　　　92 884　3.1

　　

］

時借入金借入額

　　

413 764　11.1　　188 501 64

　　

i

　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

3 720 879　100.0　　2 967 474 100.0

　

町別回診湊゛台ｏり

　

213 120　　7.θ　　　108 764　j,7
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l

一時借入金返済額

　　

347 112　114　　163 336　5,∂
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3 049 711　100.0　　2 907493ﾘ00,0
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地

　　　　

方

　　　　

税i

　　

690 195　毘.θ　　573 774　3U

　　

i

　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　　

630 643　四.君　　339 679　加丿
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国

　

庫

　

支

　

出
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等

　　　

262 603　犯2　　441 959　船.7

　　　　

地方債（起債前借を含む.）

1

　　　

16 546　　θj　　　21 019　　1.3

　　

｜

　　　

公営事業会計からの繰入れ1

　　　

2 005　　θj　　　　60　邸

　

道ｉ

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

131 752　　∂.j　　　108 411 6.､6

　

‾j入貫窃哭窟貸付金回収金及び他会

　　　

157 033　　7.S　　　67 991　4j

　

府・

　

|

一時借入金借入額，

　

266 120　j乙町　101015　∂j

　　

i

　　　　　

合

　　　　　　　　　

計

　　　

1

　

2 156 897　100.01　　1 653 907 1100.0

　

（

　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　

1 437 439
1

77.S　　1 435 586　別丿

　

県

，支窒息焉ID

　　　

73 026　4.∂

　　

卜

|

一時借入金返済額1

　

263 186

j4,s　　89

567　j.6

　　

l

　　　　　

j

　　　　　　　

計

　　　

！

　　

1 846 603　100.0 1　1 598 179 1100‘0
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方

　　　　

税

　　　

540 298　3U.5　　528 522　4M

　　

l

　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　　

543 195　お.7　　291 630 22丿
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国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

79 227　　5j 112591　　＆δ

　

リ

　　

都道府県支出金

　　

19 954　　1.3　　　70 801
μ

　　

｜

　　　

地方債（起債前借を含む.）

　　　

10 788　　θ.7　　　18 160
μ

　　

J

　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　　

3 115 θj　　　　11 828　　θ,∂

　　

i

　　　

そ

　　　　　

の

　　　　

他

　　　

147 905　　∂.5　　167 656　μ.7
町

　

入爵客哭窟貸付金回収金及び他会

　　　

71 855　　4.∂　　　24 893 j,9

　　

｜

　

|

一時借入金借入額

　　

147 644 ﾀ.4　　　87 486　∂,7
1

　　

・

　　　　　　

ｊ

　　　　　　　

計

　　　　　

1 563 982　100.0
1　1

313 567 100.0

村
｜

　

歳

　　　　　　　　　

出

　　

1 052 039　腔.4　　1 199 806

1
釘,∂

　

｀戸数討Ｆ“９゛゛゛

　

67 142　　5J　　　35 738 瓦7

　

｜出

|

一時借入金返済額

　　　

83 926　7.θ　　737691 M

　

l

　　　　　

合

　　　　　　　

術‘

　　　　　

1 203 1 08　100.0　　1 309 314 100.0
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金収支の状況

(単位

　

百万円・％)

　

論ぶ昆|‰で昆陽がＪＩ制合

　　

tﾄ

　　

3 719 276　87A　　3 843 715　∂∂j　　2 376 919　糾j　　15 704 226　87.6

　　

1 393 974　S忿j　　1 052 737　BS.6　　　224 982　　∂.∂　　　5 004 482　忿7.1?

　　　

643 742　15J.　　　251 260　　£∂　　　16 760　　θ.7　　2 716 908　j£忿

　　

947 411　忿忿J　　1 217 839　27£　　　323 288　j忿j　　　3 384 918　j＆9

　　　

131 996　　S.1　　　128 681　　忿.ﾀ　　　222 345　　＆∂　　　573 778　　jj

　　　

189 224　　4.4　　324 151　7J　　□17 708　μ.j　　1 697 596　乱5

　　　

14 680　　θJ　　　41 684　　θ.9　　　18 383　　θ.7　　　　91 756　　θ.5

　　　

398 249　　1?.4　　　827 362　召.5　　　453 453　瑠.θ　　2 234 788　j名.4

　　　

152 261　＆∂　　　83 045　jj　　　145 681　　£∂　　　702 757　＆ﾀ

1

　

384 268　∂.θ　　537 173　12.0　　　　－　　－　　1 523 707　＆5

　　

4 255 806　100.0　　4 463 932　100.0　　2 522 600　100.0　　17 930 690　100.0

　　

4 102 328　釘.∂　　3 526 284　舛.j　　2 753 327　甜.j　　15 506 808　∂74

　　　

152 305　　＆4　　　91 852　　忿j　　　136716　　4.4　　　702 757　　4.θ

　　　

222 062　　5.θ　　　563 915　j＆5　　　227 281　　7.j　　　1 523 707　　＆∂

　　

4 476 694　100.0　　4 182 051　100.0　　3 1 17 323　100.0　　17 733 272　100.0

　　

2 202 497　卯j　　2 278 029　卯.∂　　1 027 685　釘.∂！　　8 726 857　∂7j

　　　

869 978　涯J　　　599 596　詔.∂　　　137 725　1Z.3　　2 871 268　認.9

　　　

349 824　μj　　　119 088　　4.7　　　　1 199　　θｊ　　　1 440 433　μj

　　　

706 725　認.∂　　934 318　郭.7　　　106 672　∂.5

1　　2

452 277　4.7

　　　

U42I0

　

4.∂

　　

124 773　4.1?　　557 727　卯.9　　　834 275　＆4

　　　　

2 131　　θ.j　　　20 533　　θ.∂　　　　7 118　　θ.∂1　　　31 847　　θ.j

　　　

159 629　　∂.5　　　479 720　18.t?　　　217 244　却.4　　　1 096 757　n.θ

　　　

111 044　4.5　　　18 632　θ.7　　　90 473　∂.7

1　　445

172　4.5

　　　

155 703　　∂Ｊ　　　２４２２２１　　ﾀ.7　　　　　－　　－　　　765 059　　7.7

，2 469 244　100.0　　2 538 882　100.0　　1 1 18 158　100.0　　9 937 088　100.0

　　

2 361 597　釘.S　　1 954 126　S6.7　　1 430 475　夕乙∂　　　8 619 223　87.7

　　　

109 024　　4j　　　28 650　　1.S　　　88 494　　瓦7　　　445 172　　4.5

　　　

H5 195　　4.5　　　271 511　j乙θ　　　25 599　　j.7　　　765 059　　7j

　　

2 585 816　100.0　　2 254 288　100.0　　1 544 568　100.0 1　　9 829 454　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一

　　

1516 779　糾.∂　　1 565 686　む.j　　□49 234　邱.j　　　6 977 369 1 87j

　　　

523 996　即.S　　　453 141　留.5　　　87 257　　∂j　　　2 133 214　郭.7

　　　

293 918　16.5　　　132 172　　∂.∂　　　15 561　　lj.　　　1 276 475　貧.θ

　　　

240 686　9.5　　283 521　μ.7　　216616　巧4　　　93264Un.7

　　　

131 996　　74　　　128 681　　∂.7　　　222 345　15^　　　573 778　　7J

　　　

75 014　4j　　199 378　却.4　　559 981　卯.∂　　　863 321　却.∂

　　　

12 549　θ.7　　　21 151　　1.1　　　11 265　θ.∂　　　59 909　θ.7

　　　

238 620　lS^　　　347 642　j＆θ　　　236 209　16.1? 1 138 031　　μ.忿

　　　

41 217　　忿.j　　　64 413　　5.5　　　55 208　　＆∂　　　257 585　　＆忿

　　　

228 565　j凪∂　　294 952　I5.S　　　　－　　－　　　758 648 i　ﾀ.5

　　

1 786 562　100.0　　1 925 050　1 00.0　　1 404 442　100.0　　7
993 602　100.0

　　

1 740 731　認.j　　1 572 158　む.∂　　1 322 852　糾j　　　688758U∂7j

　　　

43 281　　忿.S　　　63 202　　S.S　　　48 222　　＆j　　　257
585　　S.S
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｜

１

｜

－

｜

｜

！

１



収容定員の推移(公営分)
(単位

　

人)

　　　　　　　　　　

定

　

，I

　　　　　　　　　　　

員

　

43年「

　　

ニ44年1

　　　

45年1

　　　

46年1

　　　

47年

　

3 296
1　　　　　4

022　　　　　　4 372　　　　　　4 425　　　　　4 691

　

1 230　　　　　　1210　　　　　　1 190　　　　　　838　　　　　　813
660 267　　　　｡705 190　　　　　7527’10792゛4331　　　　　858 212

　　

5 945　　　　　5 617　　　　　　5 262　　　　ト　4 425　　　　　4 657

　　

8 356　　　　　，9220　　　　　　9 534　　　　　1 7 984　　　　　8 534

　　

2 825　　　　　3 105　　　　　3 330　　　　　ﾐ33151　　　　3 751

　　

1 280　　　　　　1245　　　　　　1･231　　　　　　　774　　　　　　829

　　

1 832　　　　　　1798　　　　　　1 730　　　　　　1 353　　　　　1 350

　　　

660
1　　　　　　654　　　　　　　600　　　　　　二420　　　　　　461

　

5 559　　　　バ5 699　　　　　　5 864 ‥　　　　43551　　　　　4 655

　　　

－

　　　　　　

440

　　　　　　　

53０

　　　　　　

690

　　　　　　

690

　　　

370

　　　　　　

450

　　　　　　　

490

　　　　　　

440

　　　　　　

48０

　　　

230

　　　　　　

250

　　　　　　　

300

　　　　　　

２50

　　　　　　

300

　

5 448　　　　　5 ２9４　　　　　　5113　　　　　　４786　　　　　5 056
697 298　　　　744 194　　　　792 256　　　　826 4881　　　894 479

　

8 581　　　　　　8175　　　　　　7 541　　　　　　6 337　　　　　6 ２09

第107表 し尿及びごみ収集処理の状況

その１

　

し尿処理 その２

　

(昭和48年３月31現在)

ごみ処理

｜

　

区

　　　　　　　

分

　　

）（トｇ

　　

々）１

処理計画人口(千人)

　

107 0901 処理計画人　口(千人) 107 189
hhｿぽ言説‰Ｌ仏轟レ二

年間総舛理量(千k0

　　　

30778
牟

間総収集量(千t)㈲　31 875

　

下水道マｙホール

　　

z)(ｃ)

]

年間厄理量(千〇

　

31 875

自､

回謳し佐艶回付糠

七尿浄化そう(千W)(P)

]|

自家処理量(千t)

　

12 266
七戸レ掛獣難沁

1

回

{討Ａリ開

　

ｺﾞ首r
.j∴‰‰几よ

I処

　

理

　

施

　

設(千kZ/日)

　　

I･ ･811　焼　却　処　理(千t/日)　　57 368

　

海洋投棄船(千k7/日)

　　　　

34

　　

高速堆肥化処理(千t/日)

　　　

904
収集率りＢ)/國ｘ1ひて)(％)

　　

砥忿収集率{B)/(A)×1QO(％)、

　

7忿丿
警問ち皿声

十㈱☆ﾔLd瀞jび嶮プ(゛)二

心､ゝ

　

、l_ゝ..■.一-_

　

～曲

　

自治省調による。
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その１

　

道路の現況

第108表道 路

　　

橋
り

｜

　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

都

　　　　

道

　　　

府

｜

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

ｌ

ｉﾂE要地方道｜一般

！

区

　　　　　

分

　　

l

……ご

⌒貴1ここj

｜

　

全

　　

橋

　　

り

　　

ょ

　　

う

　

固

　

i

　　　　

101 496　1 1543028 1）

‥

几L］言14

万言詐言
H
T

　

牡

　

回|

－み・べ囃剔ﾐj

　　

則

　

MI

呻

　

目治省調による。

その３

　

主要11か国の道路整備及び自動車保有の状況

！

　

区

　　　　　

分

　　

i
MBMS

４ｎｊｓ・率|と竺ッ懸且

レ

　　　　　　　

ｉ（“）｜（“）ｉ（゛）|入口斤人））/千Ａ

’日

　　　　　

本1 1 024 10ぶ 187 737　　　j&j　　105611 9,7

　

7

　　

メ

　　

リ

　　

カ

　　

6 049 215　2 727 718　　　μ.θ　　207 006　　　邱Ｊ

　

フ

　　

ラ

　　

ン

　　

ス

　　

789 000　651 000　　　甜.5　　51 260　　ﾙj
・

　

オーストラリア

　　

884 268　188 775　　　忿jj　　12 728　　卯．

　

カ

　　　

ナ

　　　　

ダ

　　

831683

1

　　

168452

1

　　　

即j

　　

21 786　　　鉛jl

　

イ

　　　

ｙ

　　　

ド

　　

1 188 7281　231 097　　　194　550 374　　　M

　

ブ

　　

ラ

　　

ジ

　　

ル

　　

い38 4441　　52 9001　　　4.∂　　95 408　　11j

　

西

　　

ド

　　

イ

　　

ツ

　　

445 0001 355 000 即.7　　　61280　　　　7j

　

イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　

359 6991　358 680　　　卯.7　　55 566　　　δ.

　

イ

　　

タ

　　

リ

　　

ア

　　　

283 500　　270 000　　　巧j　　54 078　　　HI
ト

　

ル

　　

ギ

　　

ー

　

1

　　

92 150　　75 150　　　81£　　　9 7261　　　9.5

　

㈱

　

建設省編「道路統計年報1974年版」による．

-
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よ う

の

　　

現 況

(昭和48年３月31日現在)

へ・

　

ト

町

　

村

　

道

　

〉

　

・

　　　　　　　　

125 517　　　　　　　　　894 175　　　　　　　　　　1 019 692

　　　　　　　　　

72 314　　　　　　　　　　132717　　　　　　　　　　　205 031

　　　　　　　　　

64 142　　　　　　　　　　164898　　　　　　　　　　　229 040

　　　　　　　　　

4 383　1　　　　　　　　296 286　　　　　　　　　　　300 669

　　　　　　　　　　

57.6

　　　　　　　　　　　

j4j

　　　　　　　　　　　　

ﾀθ.j

　　　　　　　　　　

訂.4

　　　　　　　　　　　

j乙∂

　　　　　　　　　　　　

17£

　　　　　　　　　　

訂j

　　　　　　　　　　　

18.i.

　　　　　　　　　　　　

22.5

　　　　　　　　　　

1,8s

　　　　　　　　　　　

17.0

　　　　　　　　　　　　

名θＪ

　　　　　　　　　　

＆5

　　　　　　　　　　　

33.1

　　　　　　　　　　　　

忿乱&

　　　　　　　　　　

＆7

　　　　　　　　　　　

j£θ

　

l

　　　　　　　　　　　

81£

(昭和48年３月31日現在)

　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

道

　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　

｜

橋

　　　　　

数

　

１

　

延

　　

長（ｍ）

|

　

橋

　　　　　

数

　

｜

　

延

　　

長（ｍ）

　　　　　

445 023　　　　　3 41 1 237　　　　　　　546 519　　　　　　4 954 265

　　　　　

312 949　　　　　2 277 693　　　　　　　408 877　　　　　　3 721 518

　　　　　　

3 571　　　　　　　49 487　　　　　　　　3 837　　　　　　　70 271

　　　　　

128 503‘　　　　1 084 057　　　　　　　133 805　　　　　　1 162 476

　　　　　

47 445　　　　　　407 266　1　　　　　　50 402　　　　　　　461 166

　　　　　

99 230　　　　　645 806　　　　　　100 363　　　　　　658 578

　　　　　　

70.5

　　　　　　　

｀

　

∂∂.&

　　　　　　　　

74J

　　　　　　　　

河丿

　　　　　　

昭.j、

　　　　　　

認.∂

　　　　　　　　

7乙7

　　　　　　　　

9.∂

　　　　　　

却.7

　　　　　　　　

jj.ﾀ

　　　　　　　　　

∂.忿

　　　　　　　　　

ﾀ.j

　　　　　　

11^

　　　　　　　

i2.s

　　　　　　　　　

∂.ﾀ

　　　　　　　　

却.名

　　　　　　

麗丿

　　　　　　　　

圃.∂

　　　　　　　　

召.4

　　　　　　　　

j＆j

　　　　　　

認.∂

　　　　　　　　

却４

　　　　　　　　

圃.∂

　　　　　　　　

瑠.7

面積当たり道路延長

　　　　　　

バス・ト

　　　

計

　　

｢

　

１台当たり人口

‰
｣積km/kn･

卜

晶?i≒認

ﾚ

石
《

入口(ｆ人)卜人/々

　

372 269　　　瓦だ　　　10 915　　　9 554　　　　20 469　　105 611　　　　ざ.2
9 363 123　　　0M6　　96 949　　21 669　　　　118 618　　207 006　　　　j.7

　

547 026　　　j4μ　　13 130　　　1 890　　　　15 020　　51 260　　　　J.4
7 686 848　　　0^15　　　4 284　　　1 036　　　　　5 320　　12 728　　　　瓦4
9 976 139　　　0.08S　　　6 602　　　1 734　　　　　8 336　　21 786　　　　名.∂
3 280 483　　θＪ薦　　　641　　　499　　　　1 140　550 374　　Jli82S
8 511 965　　　θj4　　　1 828　　　1 569　　　　　3 397　　95 408　　　認j

　

248 454　　　1.791　　16 300　　　1 350　　　　17 650　　61 280　　　　S.5

　

244 044　　　U7U　　12 818　　　1 798　　　　14616　　55 566　　　　＆∂

　

301 225　　　θ.叫l　　12 475　　　1 038　　　　13513　　54 078　　　　4.θ

　

30 513　　　＆θ釦　　　2250　　　　238　　　　　2 488　　　9 726　　　　＆∂

－357



第

第

区

一

一

木
非

一

一

㈱

第109表公営住宅等の管理状況

　　　　　　　　　　　

(昭和48年3月31日現在)

－858－

種

独

　

建

・===-=--===･===UW--一･--･･-･･=-㎞a〃--==-=--一ak-------ry--y-･〃一二

9
卜・ワソ≒ﾎﾟﾄ四司

一一

　

一一-

・営住宅

　　　

336 140　　　　361 334　　　　　697 474

　　　

造

　　　　

44 576　　　　　1 13 364　　　　　157 940

K

　　　

造

　　　　

291 564　　　　　　247970　　　　　　539 534

・営住宅

　　　

209 506　　　　445 153　　　　　654 659

　　　

造1

　　　

28 171　　　　154 550　　　　182 721

tQ

　　

造1

　　　

181 335　　　　290 603　　　　471 938

　

住

　　

宅

　　　　

17 587　　　　　51 437　　　　　　69 024

　　　

造

　　　　　　　

－

　　　　　　　

174

　　　　　　　　

174

乍;

　　

造i

　　　

17 587 51 263　　　　　　　68 850

設住宅！

　　　

21 419　　　　　　30 026　　　　　　　51445

　　　

造

1

　　　

3 608　　　　23 729　　　　　27 337

柘

　　　

造

　　　　

17 811　　　　　　　6297　　　　　　　24 108

　　

計

　　　　　

584 652　　　　887 950　　　　1472602

ヨ

　

数（Ａ）

　　　

56 071　　　　　83 450　　　　　139 521

1ﾆ

　

数（Ｂ）

　　

318 920　　　319 047　　　　637 967

率(B)/(A)

　　　　　

5.7

　　　　　　

3.8

　　　　　　　

μ

一一

　

－

　　

一一一一一一一一

木

　

戸
件
率

　
　

募
募
争

非
合

　
　

公
応
競

自治省調による。

　　　　　

第110表

　

消

　

防

　

施

　

設

　

の

　

状況

その１

　

消防本部・署等の設置状況

　　　　　　　　　　

一
二ノノTﾀﾞｻ竺赳轟ｎ奈

司YE

　

フレjH

　

ど

　

ミ

づこトニレレハE

㈹

　

消防庁調による。

- - 一 一 一 一 － 一 一 一 一

－

｜

一 一 一 一 一 一



その２

　

’消防施設の状況

　　

卜

　

＜特機帥|大

消

　

防

　

ポ

　

ン

　

プ

　

自

　

動

　

車（台）

　

17518

　

16 8931 625　　j.7

水そう付消防ポンプ自動車（゛）

　

2 207　19］ 288　　15.０

Ξ輪消防ポ

　

ｙ

　

プ自動車（句

　　　

83

　　

125ム

　　

42 － ss.e

はしご付消防ポフプ自動車（勺

　　

512

　　

4鯛

　　

69

　

15.6

手

　

引

　

動

　

カ

　

ポ

　

ン

　

プ（゛）

　

1 777　2 155に378 - 17.5

小

　

型

　

動

　

カ

　

ポ

　　

ｙ

　　

プ（勺

　

57 527　56 619 908　　　j.∂

化

　

学

　

消

　

防

　

自

　

動

　

車（勺

　　　

583

　　

515

　　

り

　

13.２

消

　　　　

防

　　　　　

艇（勺

　　

46

　　

願

　　

11

　

£2

無

　　　

線

　　　

指

　　　

揮

　　　

車［勺

　　　

793

　　

6

ｿ

　　

1

］

　

26.５

救

　　

急

　　　

自

　　　

動

　　　

車（勺

　　

2 218　　1819　　399　幻.9

小型動カポン

　

プ積載車（゛）

　

1o 370　9 1231 1 247　　j＆7

そ

　

の

　

他

　

の

　

消

　

防

　

自

　

動

　

車（勺

　　

1･251

　　

ロ

ソ

　　

110

　　

ﾀ.∂

消

　　　　　　　

火

　　　　　　　

栓（基）

　

597 541　556980 40 561　　7.j

防

　

火

　

水

　

モ

　　

う

　

・井

　　

戸（勺

　

222 284 214 2631 8 021　　J.7

消

　

防

　

用

　

無

　

線｛固

　　

定

　　

局（局）

　　

1798　　14］ 385　27.2

　　　　　　　　

移

　

動

　

局（勺

　　

16604　13 635 2 969 忿j.∂

火

　

災

　

報

　

知

　

機｛受

　　

信

　　

用（基）

　　

282

　　

352

し

70･-　19.９

　　　　　　　　

発

　

信

　

用（勺

　　

H 299　12 837に1 538 - lZ.O

望

　　　　　　　　　　　　　　

楼（勺

　　

1 107　　1121 △　14ム　j.2

消防機関電話（火災専用、消防用を含む．）（勺

　　

26 724　24 925　1 799 7.忿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

叫１

　

消防庁調による。

　

２

　

消防団保有のものを含む。
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その１

　

義

　

務

　

教

　

育

--

学

　

学

　

校

講

　

危

　

要

舎

　
　
　
　
　

内

　
　
　
　
　

屋

木

　

非

　

堂

険

　

改

校学

　

児

　

教

校

　

級

面

　

木

運

　

動

　

場

　

面

　　

校

　　

舎

　　

面

　

築

　

校

　

舎

　

面

校

　

舎

　

不

　

足

　

面

童

員

生

数

数

積

造

造

積

積

積

積

　

徒

　　　

数

数(本務のみ)

非木造校舎比率(Ｄ)/(Ｃ)×100

危

　

険校舎比率(P)/(C)×100

要改築校舎比率(Ｇ)/(Ｃ)×100

児童生徒１人当たり校舎面積(Ｃ)/知

第111表

　

教

分

國

(Ｂ)

(Ｃ)

(Ｄ)

(Ｅ)

(Ｆ)

(Ｇ)

佃

(I)

児童生徒１人当たり講堂・屋内運動場
面積

１校当たり児童生徒数佃/國

１学級当たり児童生徒数(H)/(B)

教員１人当たり児童生徒数ぐＨ)/(I)

昭和47年鷹事業量

(47. 5.2～48. 5. l)

土

　

．
建

　

建

１
地取得面積

物新増築面積

物改築面積

育

　

施レ設

　

小

~
48. 5. 1現在

　

(校)

　

(級)

(千が)

(千が)

(千が)

(千が)

(千が)

(千が)

(千が)

(千人)

/
"
"
Ｎ

/
"
^

＾
-
Ｎ

＾
-
Ｎ

/
-
Ｎ

人

　

％

　

％

　

％

　

が

千

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

　

ぐ

ぐ

(E)/(H)(mO

　　　

(人)

　　　

(人)

　　　

(人)

　　

(千が)

　　

(千が)

　　

(千が)

　

24 358

297 325

　

55 641

24 404

31 237

　

9 115

6 097

3 469

2 000

9713

　

389

　

56.1

０

　

２

　

７

　

４

　

９

　

７

　

０

　

。
０
・

　

’
９

に
一

　

６
　

　

５
　

　

Ｏ
Ｓ

O
N
9
　
3
2
　
　
2
5
　
　
5
8
万
7
0
　
o

学

47. 5. 1現在

24 092

292 042

53 384

26 268

27 116

8 524

5 489

3214

2 187

9 593

3
7
7
5
0
　
8０
　

３

　

６
　

０

i
n
0
　
8
9
3
9
8
3
2
　
8

　

25.4

7 962

2 898

1095

㈱１

　

文部省調による。

　

２

　

建物新増築面積及び建物改築面積は屋内運動場、寄宿舎分を含む。

　

3「48.5. 1 現在」の数値には、沖繩県分を含む。ただし、「昭和47年度事業量」

　　

じ）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｀
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’

べ

こｰ’一一一一一一一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　

．

ミ

－

ｊ

｜

｜

｜

－

－

｜

」

｜

｜

｜

｜

｜

｜

！

｜

－
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の

　

状

　

況（公立学校分）

　　　　

校

　　　　　　　　　　

中

　　　　　　　

学

　　　　　　　

校

1

　　　　

51

ﾄ

8. 5. 1 m sト７． ５．１現４１差　　匹

　　　　　　　　　　

266

　　　　　　　

10 195　　　　　　　10 042　　　　　　　　153

　　　　　　　　　

5 283　　　　　　124 842　　　　　　122 533　　　　　　　2 309

　　　　　　　　　

2 257　　　　　　　30 557　　　　　　　29 494　　　　　　　　1 063

　　　　

△

　　

1 864　　　　　　　12 825　　　　　　　13 775　　　　ム　　　950

　　　　　　　　　

4 121　　　　　　　17 732　　　　　　　15719　　　　　　　2013

　　　　　　　　　　

591

　　　　　　　

6 365　　　　　　　6 095　　　　　　　　270

　　　　　　　　　　

608

　　　　　　　

2 045　　　　　　　1 631　　　　　　　　414

　　　　　　　　　　

255

　　　　　　　

1 269　　　　　　　1010　　　　　　　　259

　　　　

△

　　　

187

　　　　　　　

1 154　　　　　　　1 302　　　　A　　　148

　　　　　　　　　　

120

　　　　　　　

4 593　　　　　　　4 504　　　　　　　　　89

　　　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　

224

　　　　　　　　

218

　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　　　

5.3

　　　　　　　　

58.0

　　　　　　　　

53.3

　　　　　　　　　

4.7

　　　　　　　　　　

0.7

　　　　　　　　

6.7

　　　　　　　　

5.5

　　　　　　　　　

1.2

　　　　　　　　　　

0.２

　　　　　　　　

４.2

　　　　　　　　

3.4

　　　　　　　　

0.8

　　　　　　　　　　

0.1

　　　　　　　　

6.7

　　　　　　　　

6.5

　　　　　　　　　

0.2

　　　　　　　　　　

0.05

　　　　　　　　

1.39

　　　　　　　　

1.35

　　　　　　　　

0.04

　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

451

　　　　　　　　

449

　　　　　　　　　

2

　　　　

･･

　　　

0.1

　　　　　　　　

36.8

　　　　　　　　

36.8

　　　　　　　　　

0.0

　　　　

ム

　　　

0.4

　　　　　　　　

20.5

　　　　　　　　

20.7

　　　　

－

　　　

0.2

　　　　　　　　　　

618

　　　　　　　

5 214　　　　　　　15 856　　　　－　　10 642

　　　　

－

　　

189

　　　　　　　

1 446　　　　　　　1 540　　　　△　　　94

　　　　

4

　　　　

4

　　　　　　　　

372

　　　　　　　　

392

　　　　

－

　　　

２0

の「土地取得面積」の数値は、沖繩県分は含んでいない（その２においても同
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第111表

　

教育施設の状況(公立学校分)(つづき)

その２

　

高等学校
-一一一一一一一一一一一一一

1学

　　　　

校

　　　　

数固

　

(校)

　

36H

　　

3 567

U

｀校

　　　　

舎

　　　　

面

　　　　

積(Ｂ)(千が)

　

21 005　　2162j， 623

で‰

ノ。。

ｈ瀧レヅレミノ

ヤFムドハヨに瀧∩ヨ

　

こペ

几

　　

１

　　

万

　

賄

　

ズズド

了V

n

よ

舎Eい8 (C)/{B)X100∩訟　　謡H　こと　＼,|

|割y彝九谷拶j

　

(.96)

　

回Ｕ二

恰jA口占ＡＵ偕

　

附

　

昌

　

言。，

サ四郎冷冷HnヰＵ

劉

で

》

　　　　

-=･==一･--===-･==一･-･〃〃¶=J･y〃一皿←一一J●"･●●'-----'〃--一㎞--'-i㎜㎜㎜■■■■･･

その３

　

幼

　

稚

　

園

ｊ ‾ ‾ ……⊃y‾‾汗辿昇半j………4l i

i)) m園　　数(A) (園）　　47よ　ニ⊇412

　

園木舎

　

面

　

Ｕ馴轜

　

濃白

　

濃ヅo2

　

非

　　　　　

木

　　　　　

造（Ｃ）（千が）

　　　　　

832 1　　　619　　　213

　

謳゛‰舎面斟れ討:j

　　

副

　　

岨

　　

;1

　

教

　　

員

　　

数（本務のみ）面（千人）

　　　　　

191

　　　　

16

　　　　

3

　

‰言

１

μ

Ｅ
Ｊ倒浮石

　　

よう

　

ぷ

　

レ§1

　

斐なマJ忖から四大詣

　　

監

　

3お

　

飛

　

園児1人当たり園舎面積（Ｂ）/（Ｅ）（が）

　　　　

3.ハ

　　　

4,1

　　

ム

　

0.4

　

‰ｊ‰。ｘt％ガ

　

⑦

　　

混引

　

昌

　　

l

回

_煮員1人当たり園児数

　

(E)/(F)

　　

ツ_＿上玉○二竺二_り

㈹１

　

文部省調による。

　　

２

　

修了者数、小学校第１学年児童数、就園率は国立、公立及び私立全休の率で

　　

ある。
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第112表

　

各国における初等・中等学校の教員１人当たり

　　　　

生徒数の状況（公立学校分）

「几∩∇

や

レ

年，

「
お等･学校

ト．．

　

日

　　　　　　

本

　　　　　　

1 971　　　　　　25.6 I　　　　　　八余

　

ア

　　

メ

　　

リ

　　

カ

　　　　　　　

1 970　　　　　　　　　邸ｊ

　

イ

　

ギ

　

リ

　　

ス

　　　　　　　

1％9

　　　　　　　

90 9　　　　　　19j

　

西

　

ド

　

イ

　

ツ

　　　　　　

I 970　　　　　　　　2＆6

　

フ

　　

ラ

　　

ン

　　

ス

　　　　　　　

1％9

　　　　　　　　

麗.j

　　　　　　　　

び.び|

ソ

　　

ビ

　

エ

　　

ト

　　　　　　　　

1％9

　　　　　　　　

訂.7

　　　　　　　　

び.j

－
㈱１

　

文部省調による。

　

２

　

日本の｢初等学校｣は小学校、｢中等学校｣は中学校と高等学校の合計である。

第113表

　

社会教育施設等の状況（公立分）

｜

　　　

｜合

　　　　

計

　　

｜

　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

｜

　

区

　　　　

分

　

|箇所数専任職員数|箇所数専任職員数薗うド薮¬専荏膳頁薮
，

　　　　

ｉ（箇所）｜（人）（箇所）ｉ（人）（箇所）｜

　

（人）

ｌ
ｊ図

　　

書

　　

館

　　　

883

　　　

6416

　　　　

76

　　　

1 931　　　807　　　4 485

1博

　

物

　

館

　　

193

　　　

1 515　　　　41　　　　504　　　152　　　1011
1

鸚仇討11003

　　

14 531　　　　66 110311　　10937　　13 428

1
1体育施設

　　

2 539　　　2 725　　　203　　　　678　　2 336　　　2 0471

　

屋内体育館

　　　

895

　　　

1 827　　　63　　　403　　　832　　　1 424

　

陸上競技場

　　　

517

　　　

386

　　　

53

　　　

179

　　　

464

　　　

207

1

　

野

　

球

　

場

　　

1 127　　　512 j　　　87 96　　　10４０　　　　416

1

㈱１

　

自治省調による。

　

２

　

箇所数は、昭和48年３月31日現在、専任職員数は、昭和48年４月１日現

　

在である。

　　　　　　　　　　　　

ご
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その１

　

事業数調

第114表

　

地

　

方

　

公

　

営ニ･企

一一一一一一一一一一一

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

47

　　　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　

|

法適用企業|法非適用企業|合

　　　

計

　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

1 648

1　　　　　－|　　　　1648

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

30

　　　　　

1 758　　　　　088

　

交

　　　

通

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

81

　　　　　　　

61 142

　

ノく

　　　　　　　　　　　　　

ス

　　　　　　

53

　　　　　　

－

　　　　　　

531

　

l

　

i

　

・

　

車

　　　

(

　　　

－

　　　

8

1

　

地

　　　　

下

　　　　

鉄

　　　　　　

リ

　　　　　

ー

　　　　　　

バ

　　

ト

　

ロ

　

リ

　

ー

　

バ

　

ス

　　　　　

ー1

　　　　　

－1

　　　　

ゴ

　　

モ

　　

ノ

　　

レ

　　

ー

　　

ル

　　　　　　　　

２

　　　　　　　　

コ

　

ン

　　

上記以外の軌道・地方鉄道
'

　　　　　

－

　　　　　　　

ぐ

　　　　　　

4

1

　　

船

　　　　　　　　　　

舶

　　　　　　　

11

　　　　　　　

57 68 1

　

電

　　

気

　　

事

　　

業

1

　　　　　

34

　　　　　

－

!

　　　　　

34

　

病

　　

院

　　

事

　　

業

1

　　　　

705

　　　　

－

　　　　

705 1

　

公共下水道事業
i

　　　　　

29

　　　　　

320

　　　　　　　　

お

　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

1

　　　　

32い

　　　　

1 647 ，　　　1 973

1

　

合

　　　　　　

計

　

i

　　　

3 006　　　3 786　　　679(

Z一一"aa"'J‾-"'-'-'a' - - r ------ふｰ-----i″=←･ﾐff-=一〃〃←〃aaa〃ﾐﾌｰ--
-“---““'Ｊ

その２

　

法適用事業数の推移

－364－

一一一一一
｜年

　　　　　　　　

度

　　　

|

　

昭和40年度

　

|

　　　

41

　　　　

1

　

42

　　　

l

ピ

　

適

　

用

　

事

　

業

　

数

　

|

　　

1 260　　1 384　　1731　　｜



業

　

の

　

事

　

業

　

数

二匹

　

46

　　　　

年

　　　

度

　　　　　

増

　　　　　　　　

城

jk‾ji‾百企利９ｌｈ削

　

合

　　

ｎ

　

し

ｌｉ企削回Ｈｕ

　　　　　

1 578　　　　　　　－　　　　　1578　　　　　　　70　　　　　　　－

　　　　　　

27

　　　　　　

1 747　　　　　　1774　　　　　　　　3　　　　　　　11

　　　　　　

78

　　　　　　　

－

　　　　　　　

78

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

3

　　　　　　

79

　　　　　　　

58

　　　　　　

137

　　　　　　　

2

　　　　　　　　

3

　　　　　　

51

　　　　　　　

－

　　　　　　　

51

　　　　　　　　

2

　　　　　　　

－

　　　　　　

9

　　　　　　　

－

　　　　　　　

9

　　　　

－

　　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　

6

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

6

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　

－

　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　

2

　　　　　　　

－

　　　　　　　

2

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

2

　　　　　　　

4

　　　　　　　

6

　　　　

・

　　

2

　　　　　　　

－

　　　　　　

8

　　　　　　　

54

　　　　　　　

62

　　　　　　　

3

　　　　　　　　

3

　　　　　　

35

　　　　　　　

－

　　　　　　　

35

　　　　

・

　　

l

　　　　

･･

　　

1

　　　　　　

71

　　　　　　　

－

　　　　　　　

71

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

1

　　　　　

70り

　　　　　　

－

　　　　　　

704

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

1

　　　　　　

28

　　　　　　

286

　　　　　　

314

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

34

　　　　　

322

　　　　　　

1 595　　　　　　1917　　　　　　　4　　　　　　　52

_

∠二

　　

368ﾘ

　　

6 608　　　　　　　8４　　　　　　　100

　

43

　　　

1

　　　

44

　　　

1

　　　

45

　　　

1

　　　

46

　　　

1

　　　

47

2 716　　1　　　2 804　　1　　　2 863　　1　　　2 922　　1　　　3 006
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第115表

　

地

　

方

　

公

　

営

　　　　　　　　　　　　　

一一
］

　

区

　　　　　　　

分

　　

ｌ

　

損益勘定所属職員

　　

！

　　

資本勘定所属職員

　

1

1上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　

‾

　　　

59 041

･6

245
j

1雲j∴lな：

　　　　　　

ニ

　　　　

ベヤ

１

　

１

　　

ま

　　

ま1

　　　　　

5:到

　　　　　

な

ま

　　

；

　　

；

　　

ま

　　　　　

二白

　　　　　　

≒

公共下水道事業1

　　　　　　

11 93り　　　　　　7 91り

１

　

°

　

２

　

事

　

ｙ

　　　　

ぷ谷

　　　　

諧

㈹ 昭和48年３月31日現在の職員数で、法非適用企業を含む。

第116表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

事

　

業

一一

　　

一一一

　

一一

　　　　　　　　

｜

　　

昭

　

和

　

47

　

年

　

度

　

収

　　　　　

昭

　

和Ｉ

区

　　　

分

　

ﾚｰ‥‥一一一一---･-

　　　　

-一一一一･
｜

　　　　　　

團

　

入卜

　

叫ｌ‾‾‾百廠

　

入!

___

　　　　　　　

｜

i
地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業1

　

3 346 403　　3 434 115　・ 87 712　2 822088

i

｜

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

!

　

2 561 041　2 683 915　・122 874　2 1852レ
ｌ

　

法

　

非

　

適

　

用

　

企業1

　

785 36ｲ 750 201　　　35 161 63687バ

｀収

　　　

益

　　

事

　　

業｀

　

2 009 290　1 960 947　　48 343 164890y

I国民健康保険事業

1

　

853 951　　828 178 ’　25 773　　699 056
！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　

□37

　　　　

1 289　　　　　48　　　1 413!

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　

24 542　　　2o 888　　　3 654　　23 82い
l交通災害共済事業

　　

10 730

1　　7

380　　3 350　　9 203

1

公立大?を附属病院事業

：

　　

28 35ﾊﾟ 28 216　　　　　139　　　25 468

1

　　

合

　　　　　　　　

計

　　

1

　

6 274609 I　6 281013 ・　6 405　52299591

㈱

　

地方公営企業の額の算出については、次による。

　

１

　

法適用企業では、現金の支出を伴わない費用を控除した。

　

２

　

法非適用企業では、歳入は前年度からの繰越金を含め、歳出は積立金及び
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企

　

業

　

の

　

職

　

員

　

数
(単位

　

人)

y‾‾‾‾‾示

　

｜

　

前年度末ｌ員］

　　

増

　　　　　

減

　　　　　　　　　　　

65 286　　　　　　　　　　61 919　　　　　　　　　　　3 367

　　　　　　　　　　　

3 044　　　　　　　　　　　2 926　　　　　　　　　　　　118

　　　　　　　　　　　

3 427　　　　　　　　　　　3 279　　　　　　　　　　　　148

　　　　　　　　　　　

60 397　　　　　　　　　　60 798　　　　　　　－　　　401

　　　　　　　　　　　

2 756　　　　　　　　　　　2 532　　　　　　　　　　　　224

　　　　　　　　　　　

1 801　　　　　　　　　　　1 773　　　　　　　　　　　　28

　　　　　　　　　　

119 128　　　　　　　　　　112 208　　　　　　　　　　　6 920

　　　　　　　　　　　

19 851　　　　　　　　　　17 598　　　　　　　　　　　2 253

　　　　　　　　　　　

19 406　　　　　　　　　　21 559　　　　　　　　ム　　2 153

　　　　　　　　　　

295 096　　　　　　　　　　284 592　　　　　　　　　　10 504

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

決

　

算

　　

の

　　

状

　　

況
(単位

　

百万円)

　　

46

　　

年

　

度（Ｂ）

　　　　　

増

　　　　　

滅

　

固－（Ｂ）

=ｔ

　

出）

　

ﾊﾞ

ａ

　　

入|支

　　

川・

　　

り1

　　　

2 893 866　　　－ 71 778　　　　524 315　　　　540 249　　　　△　15 934

　　　

2 284 463　　　-- 99 252　　　　375 830　　　　399 452　　　　4 23 622

　　　　

609 403　　　　　27 474　　　　　148 485　　　　　140 798　　　　　　7 687

　　　

1 614 587　　　　　34 314　　　　360 389　　　　346 360　　　　　14 029

　　　　

582 392　　　　116 664　　　　　154 895　　　　245 786　　　　△90 891

　　　　　

1 369　　　　　　　43　　　　△　　76　　　　△　　80　　　　　　　　5

　　　　　

20 857　　　　　　2 972　　　　　　713　　　　　　　31　　　　　　　682

　　　　　

7 025　　　　　2 178　　　　　　1 527　　　　　　355　　　　　　1 172

　　　　　

25 735　　　　A　　267　　　　　　2 888　　　　　　2 481　　　　　　　406

　　　

5 145 831　　　　84 127　　　1 044 651　　　1 135 182　　・ 90 531

前年度繰上充用金を含めた。
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その１

　

収益及び費用の状況

第117表昭和47年度L,法適

　

区

　　　　　　

分

　　

卜道事業ぼゐ到タ通事業|電気事業｜

総

　　　

収

　　　

益

　　　

389 595 32 25い 165 506　　　29171

　

(営

　

業

　

収

　

益)

　　　　

332 537　　　26 48y 132237 27662

　　

料

　

金

　

収

　

入

　　　

317 625　　　25 639 1　　125450　　27 442

　

ユ|他会計補助金

　　　　

9 622　　　3 001　　　17 343 11

　　

国庫(県)補助金

　　　　　　

272

　　　　　

13

　　　

11297　　　　　－

総

　　　

費

　　　

用

　　　

387 928　　　32 129　　219 004　　25 375

　　

職員給与費

　　　

106 191　　　4 857　　126016　　5 948

　

ユＵ

　　

支

　

払

　

利

　

息

　　　　

88 524　　　11 840　　　41 913　　　10163

当

　

年

　

度

　

純損

　

益

　　　　

1 668　　　　124　－ 53499　　　2 796

　

当年度純利益

　　　

19776　　　2 3％　　　1 663　　2 797

　

当年度純損失

　　　

18 108　　　2 272　　55 162　　　1

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　

24 394　　　12 368　　241 009　　　136

累積欠損金比率

　　　　

7.j

　　　

卵.7

　　　

μ忿ｊ

　　　

θｊ

不

　

良

　

債

　

務

　

額

　　　　　

38 599　　　　4842　　　183952　　　　456

不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　　

と.∂

　　　　

18^

　　　　

ｊ涯ｊ

　　　　

Ｍ

総収益対総費用比率

　　　　

加θ.ふ

　　　

却叫

　　　　

阿j

　　　

110.6

赤字事業数比率i

　　　

留.∂

　　　

μ.s

　　　

即.7

　　　

2.9

㈱ １

　

水道事業には簡易水道事業を含む。

２

　

営業収益には受託工事収益は含まない。

３

　

不良債務額は再建債を加算しないものである。

その２

　

費用の性質別構成及び対営業収益比率の状況

１

　　　

水道事業

　

1工業用水道事業

　

交通事業

　

1電気事業｜

　

ガ

　

ド

釧囃トか鮒釧囃卜禅慰

ﾄﾞ

ｰ----

　

一一一一一一

繁晏給106 191ﾄＭﾄ1.9 4 857 15.3 is..? 126 016に7.7し5jに9ﾂﾞ麗ｊﾄｊﾚ7ﾂﾞ

ヽ
努饗償ﾋ3 083ﾄ5.0＼ 16.0ﾚ443 20.3＼2μ20 7951 9.5 15.7ﾚ565リ4j留･j口っ

jS1払利ド85り認丿26.6 11 840i S7丿仙7 41 913にﾀｊ町ｲ0 163ﾚ8j拡いoり

その他りo5 190! 29.8＼31.6 8 562に7.1＼ 324 29 831 13.&＼23.1 3 6631 μ.幻り4 964

　

゛

≠

988

ﾄﾞ

0

ﾄﾞ

1 31 702ﾄ0ﾄﾞ71218叩00.0ト3ﾚ6 339ﾄ0 95叩門

㈱

　

対営業収益比は受託工事収益を除いた営業収益を基礎とした。
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用企業決算の状況
(単位 百万円・％）

ガス事業卜院事業卜a％‾リ|モの他事剛

　

1

　

1

　　　　　

12 594　　　　388 232　　　　70 680　　　　　146 476　　　　1 234 507

　　　　　

10 807　　　　346 527　　　　36 136　　　　　127 850　　　　1 040 246
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資本的収支の状況
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企業決算の状況（つづき）
(単位 百万円・％）
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1

1 326 534

　　　　　　

3 522　　　　　30 788　　　　　136 854

1　　　　179

716
1　　　　860

727

　　　　　　

3 522　　　　　30 759　　　　　129 773 ・　　　　177 344
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θ.θ

　　　　　

θ.θ・

　　　

θ.2

　　　　　

θ.5

　

･･

　　　

S6A

　　　　

3 863.6

　　　　

忿J

　　　　　

i.s

　　　　　

j.5

　　　　　

j.θ

　　　　　

訂.5

　　　　　

認.S

　　　　

乙θ

　　　　　

j.∂

　　　　　

3.1

　　　　　

2.∂

　　　　　

j＆ﾀ

　　　　　

名θ,θ｜

　　　　

θ.j

　　　

θｊ

　　　　

θ.4

　　　　

θ.4

　　　

μ.∂

　　　

U3.9・

　　　　

忿.∂

　　　

忿.∂

　　　

4j

　　　　

2.忿

　　　

巧.θ

　　　

10.8

　　　　

忿.4

　　　

ﾀ.忿

　　　

j.4

　　　

j.∂

　　　

糾.θ

　　　　

＆ﾀ・

　　　　

θ.4

　　　　　

θ.4

　　　　　

∂.7

　　　　　

θ.∂

　　　　　

初.4

　　　　　

麗.5

　　　　

θ.4

　　　　　

θ.j

　　　　　

.Z｡5

　　　　　

θ.5

　　　　

Z17.7

　　　　　

61.6

　　　　

4.5

　　　　　

5.S ^　　　1.1　　　　17.0　，　　　4j　　　　　訂ぶ

　　　　

θ.9

　　　　　

θ.9

　　　　　

θ.8

　　　　　

1£

　　　　　

四.θ

　　　　　

お.4

　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　

22.2

　　　　　

13.1

－879－



その2

　

（1）

歳入歳出内訳(つづき)

事業勘定(歳出)

第120表国民健康保険

　　　　　　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

ｉ

　　　　　　　

，

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

昭和47年度

　

｜

　

昭和46年度

　

ｉ

　

増減額

　　　　

一一一一一一一一

　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　

一丿__＿＿･__

Ｉ

　

辰

　

馨

　

簒

　

箭

　

芸

　　　

2昌

　　　

2昌

　　　

昌

ゴt才ｊ．％低婁

　　

濃

　　

詣

　　

混

保

　　

険

　　

給

　　

付

　　

費

　　　

741 500　　　581 980　　　159 520

　

肇。JF。JH芸

　　

72昌

　　

57昌

　　

158回

・♂リｓリ2゛Ｖリ

　　

ぶ劣

　　

にt

　　

混

繰財源補てﾂJJ4，1需

　　　　

勁

　　　　

に班

　　

混

ｙ

　

そ

　

の

　

他

　

の

　

も

　

の

　　　　　

103

　　　　　　　

126･･

　　　　

23

　

若

　

１

　

謳

　

１:

　

婁

　　

1裟

　　

帽ヤ

　

乞

い1
4％で。％宰

　　　

ぶ

　　　

こ十

　　

72

ぼ≒度♂ト

(２)直診勘定(歳入)

ｊ

区

　　　　　　　　　　

分

　　

｜

　

昭和47年度

　　

昭和46年度

　　

増

　

‥
ｉ

‘診

　　　　

療

　　　　

収

　　　　

入

　　　　　

15783　　　　　13348　　　　　2435

|

;

t

　　

j

　　

j

　

。

その他の会計からのもの

　　　　　

32

　　　　　　

24 8

－380 －



事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況(つづき)

(単位

　

百万円・％)

　

決算額構成比

　

ｌ

　

増減額構成比

　

〕

　

増

　　　

減

　　　

率

　　

Ｉ

丁√可レドjE‾

ﾚ

年11
言

年（丁子削√琵（

　　　　

5.4

　　　　　

5j

　　　　　

J.∂

　　　　　

6.5

　　　　　

巧.θ

　　　　　

仔.∂

　　　　

3.5

　　　

＆&

　　　　

瓦j

　　　　

4.8

　　　　

lk.8

　　　

19.4

　　　　

j.忿

　　　　

j.∂

　　　　

θ.∂

　　　　

θ.∂

　　　　

認.jl

　　　

加.4

　　　　

θｊ

　　　　　

θ.j

　　　　

，θｊ

　　　　　

θｊ

　　　　　

晋.S

　　　　　

巧.5

　　　　

θ.∂

　　　　　

θ.7

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.7

　　　　　　

∂.∂

　　　　　

瑠.∂

　　　　

促.θ

　　　　

卯.j

　　　　

卯.7

　　　　

昭.7

　　　　　

忿74

　　　　　

瑠.5

　　　　

卸.5

　　　　

認.4

　　　　

弱.忿

　　　　

釦.θ

　　　　　

訂丿

　　　　　

μj

　　　　

1.1

　　　　　

lM

　　　　　

∂J

　　　　　

j.∂

　　　　　　

4.5

　　　　　

如.忿

　　　　

θ.4

　　　　　

θ.4

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.7

　　　　　

16.6

　　　　　

忿乱5

　　　　

i.5

　　　　　

j.5

　　　　　

θ.S

　　　　　

j.∂

　　　　　

1S.9

　　　　　

16^

　　　　

θ.j

　　　　　

θ.j，

　　　

θ.j

　　　　　

θ.名

　

一

　　　

糾了

　　　　　

認.5

　　　　

θｊ

　　　　　

0.1 -　　　θ.j，　　　　0.2 -　　　訂.∂　　　　　μＪ

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ－

　　　

0.0 -　　　θ.θ　・　　　召.j　ム　　　　忿.S

　　　　

θ.忿

　　　　　

θ.j－

　　　

θＪ

　　　　　

0.5 ^　　　μ.ｊ　　　　　釘.∂

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ・

　　　

θ.θ

　　　　　

弱.4－

　　　

却.4

　　　　

θ.θ

　　　　　

0.0 ^　　　θ.θ　　　　　θ.θ　・　　　５７ｊ　　　　　勁θ.θ

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　

⌒

　　　

θ.θ

　　　　　

邱.7

　

.

　　　

μ.4

　　　　

θ.∂

　　　　　

θ.5

　　　　　

θ.9

　

4

　　　

j.5

　　　　　

卯.5

　

ム

　　　

忿7.θ

　　　　

θ.j

　　　　　

・∂

　

，

　　　

4.7

　　　　　

9.θ

　

，

　　　

76.1

　　　　　

308.7

　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　

24.8

　　　　　

14.7

(単位

　

百万円・％)

　

決算額構成比

　　

増減額構成比

　　　

増

　　

減

　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
47年度ﾄ6年度

　

47

　

年度卜6年度

　

47

　

年度146年度

　　　

73J

　　　　

7∂.S

　　　　

句ｊ

　　　　

む.ﾀ

　　　　　

認.忿

　　　　　　

7.∂

　　　

忿.9

　　　　　

2.忿

　　　　　

6.9 -　　2.j　　　　　印.∂　ム　　　　＆θ

　　　

j.7

　　　　　

i.s

　　　　　

ム5

　　　　　

忿丿

　　　　　

勁.θ

　　　　　

と.∂

　　　

j.忿

　　　　　

θ4

　　　　　

5J^ -　　　4.忿　　　　認4.S，　　　U7.9

　　　

θ.∂

　　　　　

θ.5

　　　　　

IJ

　　　　　

θ.4

　　　　　

細.j

　　　　　　

∂.7

　　　

μ.j

　　　　

μ.5

　　　　　

5.S

　　　　

釦.5

　　　　　　

7.7

　　　　　

麗.7

　　　

却j

　　　　

11^

　　　　　

∂.j

　　　　

釘.∂

　　　　　

μ４

　　　　　

四.7

　　　

瓦j

　　　　　

＆j。

　　　

J.5

　　　　　

＆5

　

4

　　　

n.o

　　　　　

訂ｊ

　　　

θ.j

　　　　　

θ.忿

　　　　　

θ.名

　　　　　

j.θ

　　　　　

認.j

　　　　

加ａθ

　　　

θ.２

　　　　　

0.5 ^　　　j.巳　　　　　θ.∂　（1　　urs　　　　　釦.S

　　　

4.j

　　　　　

4.j

　　　　　

U "　　　θ.j　　　　　召ｊ，　　　　θ.7

　　　

3.3

　　　　　

名.j

　　　　　

∂.∂

　　　　　

4.忿

　　　　　

卸丿

　　　　　

釘.4

　　　

乙4

　　　　　

忿.j

　　　　　

2.5

　　　　　

4.5

　　　　　

即.δ

　　　　　

勿.忿

　　

100.0

　

り

　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　

19.0

　　　　　

9.6

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　

－
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その2

　

(2)

　　　　　　　　　

第120表

　

国

　

民健康保険
歳入歳出内訳(つづき)
直診勘定(歳出)

I

　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　

1

昭和47年度

　

|

　

昭和46年度

　　

増減額

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　

--●-･

　

総

　　　　　

務

　　　　　

費

　　　　

10 903　　　　9 589　　‾‾‾‾汀ぼ
ｌ医

　　　　　　

業

　　　　　　

費

　　　　　

7 199 6 312 887

　

施

　　

設

　　

整

　　

備

　　

費

　　　　　

1 401　　　　　　　963　　　　　　　438

　

繰

　　　　　　

出

　　　　　　

金

　　　　　　

41

　　　　　　　　

45

　　　

4

　　

4

　　

普通会計に対するもの

　　　　　

19

　　　　　

29

　　

‘10

　　

事業勘定に対するもの

　　　　　

19

　　　　　

13

　　　　　

6

　　

その他の会計に対するもの

　　　　　　

３

　　　　　　

３

　　　　　

０

　

基

　　

金

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　　

84

　　　　　　　　

58

　　　　　　　

26

　

公

　　　　　　

債

　　　　　　

費

　　　　　　

337

　　　　　　

325

　　　　　　

12

　　

元

　　

利

　　

償

　　

還

　　

金

　　　　　　

262

　　　　　　

232

　　　　　　

30

　　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　

利

　

子

　　　　　　

76

　　　　　　　　

93

　　　

ム

　　

17

　

前

　

年

　

度

　

繰

　

上

　

充

　

用

　

金

　　　　　

2 183　　　　　1 959　　　　　224

　

そ

　

の

　

他

　

の

　

支

　　

出

　　　　　

367

　　　　　

162 205

　　

歳

　　

出

　　

合

　　

計

　　　　　

22 515　　　　19 413　　　　3 102

その３

　

国民健康保険、健康保険の被保険者数等の状況

　　　　　　　　　　　　　

被

　　

保

　　

険

　　

者

　　

数

ｉ

　

ｇ

　　　　　

゛‾盲ぶ毎度ｌｓ和34度）

　

７

罹

　

民♂

　

康保保

　

陵

　　

44 362千人　　46 809千人・　2 447千人

　

政府管掌被保険者分

1

　　

13314

　　　

9 755　　　3 559

　

政府管掌被扶養者分1

　　

13415　　　1o 231　1 3184

　

組合管掌被保険者分I

　　

10411　　　　　5629　’　　4 782

　

組合管掌被扶養者分1

　　

12848 1　　　7994
1　　4

854
㈱１｢国民健康保険｣は、市町村及び国民健康保険組合分である。

　　

２｢受診率｣は、療養給付費のうち、診療費に係る被保険者数(被扶養者数)100

　　

3｢1人当たり医療給付費｣とは、療養の給付(家族の療養の給付)に療養費(家

その４

　

総所得金額等の段階別国民健康保険税(料)額等の状況

　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

世

　　　　　　　　　　　　　

帯

　　　　　　　　　　　　　　　　　

世

　　

帯

　　

数|構

　

成

　

比

｜

　

15

　

万

　

円

　

以

　

下

　

の

　

も

　

の

　

！

　　　　　　

2 393千世帯　　　　　　　　m%

　

IS万円を超え

　

20万円以下のもの｜

　　　　　　

702

　　　　　　　　　　　　　

5.5

　

20万円を超え

　

30万円以下のもの1

　　　　　

1 258　　　　　　　　　　　　　9j

　

30万円を超え

　

４０万円以下のもの｜

　　　　　

1 419　　　　　　　　　　　　　11.1

　

40万円を超え

　

50万円以下のもの1

　　　　　

1 362　　　　　　　　　　10.6

　

50万円を超え

　

70万円以下のもの

　　　　　　

1％l

　　　　　　　　　　

15.S

　

70万円を超え

　

100万円以下のもの

1

　　　　　

1 617　　　　　　　　　　　　　j乙∂

　

100万円を超え

　

150万円以下のもの，

　　　　　

1 068　　　　　　　　　　　　　∂j

　

150万円を超えるもの

　

1

　　　　

1 026　i　　　　　ぬ

　　　　　　　　

計

　　　　　

｜

　　　

12 806　　1　　　　　100.0 l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜

　

J皿JJ二Ａ㈱ １｢世帯数｣は、昭和47年現年度分市町村民税の課税の基礎となった総所得金

２｢保険税(料)｣は、昭和47年現年度分の保険税(料)(減額の規定に基づく国民

　

いては、昭和48年３月31日現在における加入市町村において月割を行5前
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事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　

決算額構成比

　

’増減額構成比

　　　

増

　　

減

　　

率

７‾‾ｙ癩こ‾‾4ni肌7年度ト6年．

し

年・ 46 年Ｆ

　　　

卵４

　　　　

卯ｊ

　　　　

μ.4

　　　　

卯丿

　　　　

召.7

　　　　　

11^

　　　

涯.θ

　　　　

渥.訓

　　　　

認.∂

　　　　

卵.j

　　　　　

μj

　　　　　　

4.j

　　　　　

∂.2

　　　　　

5.θ|

　　　　

μj

　　　　　

5.θ

　　　　

μ.5

　　　　　　

∂.j

　　　　　

θ.忿

　　　　　

θ.忿

　

－

　　

θｊ

　　

－

　　

θｊ

　

－

　　

S.ﾀ

　　

．

　

加.θ

　　　　　

θｊ

　　　　　

θｊ

　　

・

　　

θ.j

　

・

　　

θ.j

　　

・

　

み.5

　　　　　　

∂.5

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.名

　

，

　　

θ.忿

　　　　

μ.忿

　　

，

　

瑠.S

　　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

θ.4

　　　　　

θｊ

　　　　　

∂ｊ

　

－

　　

θ.ﾀ

　　　　

μ.S

　　　

・

　

却.4

　　　　　

1.5

　　　　　

j.7

　　　　　

θ.4

　　　　　

3.5

　　　　　

＆7

　　　　　

釦.S

　　　　　

IS

　　　　　

j.忿

　　　　　

j.θ

　　　　　

j.∂

　　　　

j忿.ﾀ

　　　　　

μ.j

　　　　　

θｊ

　　　　　

θ.5

　

－

　　

θ.5

　　　　　

j.7

　

－

　

認j

　　　　　

iO.9

　　　　　

∂.7

　　　　

jθｊ

　　　　　

７.2

　　　　

j忿.j

　　　　

114

　　　　　

11.2

　　　　　

j.∂

　　　　　

θｊ

　　　　　

∂.∂

　　　　　

j.7

　　　　

126.5

　　　　　

57J

　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　

16.0

　　　　　　

9.0

‾受

　　　　

診

　　　　

率

　　　　

１人当たり医療給付費

　

昭和47年度|昭和36年度|増

　　　

滅

|

昭和47年度i昭和36年度1増

　　　

滅

　　　

490.5件1

　　　

257.9件1

　　　

232.6件’

　

25 035円　　　3311円　　　　21 724円

　　　

615.0

　　　　

472.6

　　　　

142.4

　　　

41 170　　　　8 398　　　　32 772

　　　

553.3

　　　　

353.6

　　　　

199.7

　　　

10 437　　　　1 942　　　　　8 495

　　　

519.0

　　　　

523.4

　　

△

　　

４.4

　　　

32 124　　　　7 074　　　　25 050

　　　

576.8

　　　　

601.6

　　

ム

　　

24.8

　　　

19 445 ，　　3 1０5　　　　16 3４0

人当たりの受診件数である。

族療養費)を加えた額を、年度間平均被保険者又は組合員数で除した額をいう。

　　

9 066百万円

　　

5011

　

12 295

　

18 426

　

22 181

　

41 642

　

４6 941

　

４3 715

　

64 379

263 656

獅
4｡7
7､0
8み

1５』I

　

17.8

　

16､6

　

忿4.4

100.0

　

3 789円

　

7 026

　

9 776

12 985

16 288

21 236

29 032

40 923

6２72４

20 588

の段階にそれぞれ該当する世帯数である。

健康保険税(料)の滅額の適用を受けた者については当該減額後の額、月割課税分につ
の年税額)である。
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保

　　　　

険
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１世帯当たり保険税（料）

　

金

　　　　　　

額｜構

　　

成

　　

比

1

1

1

1

額等の段階にそれぞれ該当する世帯数である。



その１ 収支の状況

第121表

　

収 益ノ

　

事 業

-･･r

　

－r-rW〃･-----ぼ〃=-=･J･-a-〃jr〃==一J-=--〃〃-･
｜

　　　　

｜

　　　　

昭

　　　

宋1

　　　

47

　　　

マ

　　　　　　

ふ〃W-←〃〃-----←

　　　　　

W･ブ

　　

゛ﾚ

(A) (B)叫゛劈叫゛貫伊野1洋i

i都

　

道

　

府

　

県J

　　　

47

　　　

417 052
1　　400

150
i　　16

902
1　　　4

750
□§4ﾘ1劃

　　

り

　

417 052　400 ISO j　　16 902　　ヅ

|市

　　

町

　　

村j

　　　

154 1　1 592 238
1　1

560 797 1　　31 441 i　　　2 966

　

黒字団体i

　　

152 i　1 579 516
1　1

546 77ﾘ　　32 744 ’ 2 966

　

赤字団体ご

　　　

2 1　　12 722　　14 025　， 1 303
I　　　－

　

大

　

都

　

市i

　　　

g i　　14s 246　　143 38引　　1 862 I　　　ー

　

黒字団体1

　　　

9 1　145 246

1　143

383 i　　1 862　　　－

　

赤字団体ｊ

　　

－ｌ

　　　

－|

　　　

－１

　　　

－｜

　　　

－

　

都

　　　　

市i

　　

91 1　897 978　873 687 ,　　24 291　　　877

　

黒字団体1
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土地開発公社(貸付額86百万円)に対する貸付けがある。
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(単位
－

　　　

一一一

昭和47年度

　　　

比

　　　　

一一
見

　

込

　

額

　　

増

　　

1 600

　

19 308

　　

1 282

ゝ

　　

80･

・

　　

19

　　

1 181

ゝ

　

111･

　

s4 101

　　　　

3

　

54 120

　　　　　

｜

　　　　　

｜

・

　

聯

499 146

｜

一 一 一 一 一 一 一 - －

　 　 　 　

一 一 一 一 一 一 一 一 －
ｌ

ｉ

｜

｜

｜

｜

｜

－

1

1

1

1

｜

！

｜

｜

｜

！

｜

ｉ

ｊ

ｉ

！

－
！

ｉ

！

｜

「

ｉ

ｉ

｜

｜

｜

｜
！

｜

ｌ

ｉ

ｌ

ｊ

ｌ

ｊ

ｉ

二万こ二二!luu.u^u/ I :joj＼ luu.u ‘tご7ごﾀ１９り|　ＩＵＵ･"j　∠£1･||
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その１

　

算定基礎

第130表

　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

区

　　　　　　　

分

　　

|

当

　

昭

初

で

補

48

正

万

最

1

終

国

　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　

4 241 900 555000　　　4 ?96 900

讐

|

法

　　　　　

人

　　　　　

税

　　　

3 538 400　　　　705 000　　　4 243 400

11

　

酒

　　　　　　　　　　

税

　　　

726 600　　　　65 000　　　791 600

　　　　

計

　　　　　　　

固

　　　

8 506 900　　　1 325 000　　9 831900

　　

法

　

定

　

繰

　

入

　

率（％）（Ｂ）

　　　　　　

32.0

　　　　　　　

32.0

　　　　　　

32.0

　　　　　　　　　　

固×（Ｂ）

　　

2 722 208　　　424 000　　3 146 208

　　

精

　　　　

算

　　　　

分

　　　　

28 940　　　　　－　　　28 940

地

　

47年度特例措置分

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

方48年度特例措置分

　　　

30 000　　　　－　　　30 000

交

　　　　　　　

計

　　　　

（Ｃ）

　　

2 781 148　　　　424 000　　　3 205 148

付

　

臨時地方特例交付金（Ｄ）

　　　　　

‾

　　　　　

‾

　　　　　

‾

税

　

臨時沖繩特別交付金（Ｅ）

　　　

38 800　　　　　－　　　38 800

　　

皆

　　　

入

　　　

金（Ｆ）

　　　

95 000　・　95 000　　　　　0

　　

返

　　

還

　　

金（Ｇ）・

　

7 500　・104 600　・ 112 100

　　　

合計（Ｃ）十（Ｄ卜（匂刊Ｆ）刊Ｇ）

1

　　

2 9０7 448　　　224 400　　3 131 848

404 ―



税 の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　

昭

　　

和

　　

47

　　

年

　

ｌ

　

ｊ

　　

ｌ=ﾋ

　　　　　

ｔ

当

　　　

初｜最(b)終丿増(ａ)一路(ｃ)額｜増(ｃ)/(芯100率

　　　　

3 401 400　　　　　3 401 400　　　　　　1 395 500　　　　　　　　　U1.0

　　　　

2 591 700　　　　　2 796 700　　　　　　1 446 700　　　　　　　　　51J

　　　　

713 600　　　　　　713 600　　　　　　　78 000　　　　　　　　　10.9

　　　　

6 706 700　　　　　6 911 700　　　　　　2 920 200　　　　　　　　　42.J

　　　　　　

32.0

　　　　　　

32‘O

　　　　　　　

‾1

　　　　　　

‾

　　　　

2 146 144　　　　　2 211 744　　　　　　　934 464　　　　　　　　　μ.j

　　　　　

19 251　　　　　　　19 251　　　　　　　　9 689　　　　　　　　　卯J

　　　　　

30000

　　　　　　

30000

　　　　

、

　

30000

　　　　　

皆

　　

滅

　　　　　　　

一i

　　　　　　

－

j

　　　　　

30000

　　　　

皆

　

増

　　　　

2 195 395　　　　　2 260 995　　　　　　944 153　　　　　　　払∂

　　　　　

105 000　　　　　105 000　　　　- 105 000　　　　　皆　　滅

　　　　　

36 500　　　　　　　36S00　　　　　　　　2 300　　　　　　　　　∂j

　　　　　

160 000　　　　　153 500　　　　・153 500　　　　　皆　　減

　　　

4

　　

3000

　　　　

－

　　

3000

　　　　

。

　

109 100　　　　　　　3 636､7

　　　　

2 493 895　　　　　2 552 995　　　　　　　578 853　　　　　　　　2忿｡7

一 一 一 一
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その２

　

普通交付税算定状況

第130表

　

地

　　

方

　

ﾚ交

　

付

　　　　　　　　　

基

　　

準

　　

財

　　

政

　　

需

　　

要

　　

額

　

丿

　

基

　

準

　

区

　　　　

分

　

ﾂﾞ

源不足団（財源超過団体|

　　

計
‘うぷ

原不面体

道

　

府

　

県

　　

2 977 268　　-920 605 し　3 897 873 ｡ 1 465007

市

　　

町

　　

村

　　　

2 976 883

（回回　ツヅゴ　1

539877

　

大

　　

都

　

市

　　　

530 457　　（3潔認（眉烈　410 465

　

都

　　　　　

市

　　　

1 421 981　　　　121 177　　　1 543 158　　　　862904

　

町

　　　　

村

　　　

1 024 445　　　　8 992　　　1 033 437　　　266 508

　　　　　　　　　　　　　　　　

［352 353］　(352 353)

合

　　　　　　

計

　　　

5 954152　　　1 403 127 1　　7357 278　　　3004884

㈱１

　

本表の額は再算定後の数値である。

　　

２

　

市町村分については、一般算定団体と合併算定替団体とを単純に合算したも

　　

３

　

東京都特別区については、単独では財源不足となるが、地方交付税法第21

　　　

財源超過団体として算入し、（

　　

）内書きとした。

その３

　

交付状況

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　

1

普通交付税|特別交付税1

　　　

計

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

1 512 261　　　　56 209　　　　1 568 470

市

　　　

町

　　　

村

　　　

1 437 006　　　　126 372　　　　　1 563378

　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

119 992　　　　　7 194　　　　　127 186

　　

；

　　

訃

　

二

　

二

　　

二

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　

2 949 267　　　　　182 581

1　　　　3

131848

― 406 ―



税 の 状 況(つづき)

(単位

　

百万円・％)

財

;

超

二

体

F≒額|

財源超過額

|

財源不足額

こ

付

通

額

T

構

ｲここ

　

目12 934　　　2 577 941　　　192 329　　1 512 261　　1 512 261　　　　　SIM

　

:jj万万

　　

]?jでUj

　

:]ﾐjU

　　

1 437 006　　1 437 006　　　　紹.7

　　

307 920　　　718 386　　44 433　　119 992　　　H9 992　　　　4j

　　

152 205　　1 015 109　　　31 029　　559 078　　559 078　　　　19.0

　　

13 120　　　279 628　　　4 128　　757 936　　757 936　　　　巧.7

　

部屋

　

部屋(唱総

　

2 949 267　　2 949 267　　　　100.0

のである。

条(都等の特例)の規定に基づき、東京都分と合算した場合財源超過となるので

(単位

　

百万円・％)

　　　

昭

　　　

和

　　　

47

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　

較

普通交付税|特別交付税1

　　　

計

　　　

増

　

減

　

額|増

　

滅

　

率

　　　

1 283 201

‘　　　　46

414　　　　1 329 615

1

238 855　　　　　　18.0

　　　

1 123 319　　　　100060　　　　1 223 379　　　　339 999　　　　　　名7.∂

　　　　

89 837　　　　　7 135　　　　　96 972　　　　　30 214　　　　　　31.2

　　　

426846　　　　　44 991　　　　　471 837　　　　　144 206　　　　　　jθ.∂

　　　

606635　　　　　47 934　　　　654 569　　　　　165 580　　　　　　25j

　　

2 406520　　　　146 474　　　　2 552 994　　　　578 854　　　　　　22.7
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第131表

　

地 方

　　　　　　

Ｚ

　　　　

昭和48年度当初計画

　　　

追

　

加

　

計

　

画

　

区

　　　　　　　　

分

　　　

・

　

（回資か

√

ii司函蘇丿

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　

947 400 585 500 361 900　－　＿

　

石轟篭ぬSl雛訓昌批昌

　

ニ

　

ニニ

　

ｋ喜４，1轟墓嵩Ｌ昌卜石

　

ニ

　

ニニ

　

産業廃棄物処理事業

　　

2000

　　

1000

　　

1000

　　

－

　　　

－

　　

‾

　

石轟品ふ凛事墓

　

昌川端ド6？

　

ニ

　

ニニ

　

‰‰‰盾轟墓昌昭端トニ

　

ニ

　

ニニ

　

公共用地先行取得事業

　　

42 000　　　－　42 000　　－　　＿　二

準公営企。。（ご言謡謡（ご言（ヤ（言（ゼ

　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　

30000

　

18 800　11 200　　－　　－　＿

　

ぶよ。％Ｓ義江2レ96 1さに昌 コ　　二　二

　

貧;SI輦整備事業･草地改

　

（10 300）　（一）（10 300）（-） （一）　（-）

゛♂諮丿泰58にド5端ド3昌

　

コ

　　

二

　

二

　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　

335 000　167 500　167 500　　一　　一　－

　

ik？浚Ｖ‘泰広§口端に昌

　

二

　　

二

　

二

　

石舞造語果菜

　

端

　

で

　

諾

　

コ

　　

二

　

二

　

その他公営企業

　

29 200　　9000　20 200　　－　　　－　　－

特

　

別

　　

地

　

方

　

債

　

194 900　194 900　　　－　　－　　　－　　一

　

篤

　

謀

　

果

　

墓

　

昌れぼ

　

コ

　　

二

　　

二

　

二

　

厚生福祉施設整備事業

　　

57000

　

57000

　　　

一

　　

一

　　

一

　

－

　

屁サ1リＶ墓昌ド昌

　

二

　　

二

　　

二

　

二

　

轟畜゛篇備事鴛ｏ,ぷ高温昌

　

言

　

言

　

言言

　

ｌ

　　　　　　　

ｔ靖昌Lj品沁諮言（ヤ

　

（ゼ（ヤ

公曾才ゐを隻唇篇丿器

　

二丿器

　

二

　　

二

　

二

特

　　

別

　　

転

　　

貸

　　

債

　

（101詔響‰0 305ﾀ（フ（石（万

　

総

　　　　　　　　　　

計2 253 000 1 260 000 993000　　‾　　‾　コ

㈱ｌ

　

公有林整備事業・草地改良事業の（

　　

）書きは、公営企業金融公庫が農林漁

　　

２

　

特別地方債の《

　　

）り書きは、一般会計債の同和対策事業、産業廃棄物処理事

　　

金資金及び国民年金資金分である。
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画計債

(単位

　

百万円)

比較増減

　

固－(Ｂ)

昭和47年度最終計画昭和48年度最終計画

公

　　

募政府資金総

　

額(Ｂ)

148

256

　

59

　

11

　

19

｀
△

△

9
2
9
8
0

　

2

　
　

1

△

(2 300)|

13 500･

　

づ

10 1001

(2 300)‘

ム

Ｃ
Ｃ
Ｃ

　

Ｃ
Ｃ
Ｃ

　
　

Ｃ
Ｃ
ｊ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
ｊ
Ｃ
Ｃ

０
０
０
一
〇
〇
〇
一

　

一
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇

7
7
9

　

0
0
1

　
　

0
0
0
8
9
4
5
0
7
6

3
7
7

　

7
1
8

　
　

0
2
0
4
9
5
9
0
3
2

3
8
6

　
　
　

2

　
　

1
3
8
1

　

6
3
8
9

4
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　

ぐ
２

　
　

１
ぐ
２

2
9
3
3
8
1
2
5
8
０

6
6
9
7
8

　

6
4
1
1

6
21 095

　　

（

２１２

　

１６

6
6
6
4
0
7

6
2
5

　

2
1

1

(8

　

1700

69 500'
側

　

____」

｀
心

∝
一

　

づ
∝
ぽ
ぼ
∝
ぼ
∝
一
叱

　

G
E
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
剛
り
0
0
0
0
一
0
0
、
。
ｙ
0
0

1

　
　
　

3
2
3
3
4
9

　

2

　

7
3
0
3
4
4
3
0
一
７
７

　

６
一
〇

６

　

ぐ
1
4
6
3
5
3

　

8

　

4
3
8
5
2
3
2
1
ぐ
０
１

　

７
ぐ
０

９

　
　
　

４

　

６
１
４

　
　
　
　

6
1
3
4
5
1

　

０

　

８

　
　
　
　

９

１

　
　
　

２

　

Ｉ

　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

　
　
　
　
　
　
　
　

５

　

２

　
　
　
　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ａ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

‐

　

ｉ

ｃ
ｃ
ｃ
ｃ
ｃ
ｃ
ｃ
ｃ
ｏ
ｃ
ｊ
ｃ
ｃ
ｏ
ｏ
う
0
0
0
0
0
0
0
0

　

0
0
0
0
0
0
0
j
ベ
ノ
０
０

　

ｏ
-
―
n
O

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

　

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
一
〇
〇
〇

6
7
2
5
0
7
0
0
0
0
0
5
5
5
5
0
0
8
5
9
5
0
3
0

　

7
3
0
3
4
4
3
0
0
9
7

　

6
0
2

7
1
3
5
2
0
5
8
0
2
0
7
6
1
9
0
5
6
2
9
1
8
0
6

　

4
3
8
5
2
3
2
1
0
2
4

　

7
0
5

5
6
7
9

　

9
4
1
2
3
8
2
2
6
3
8
3

　

3
3
0

　

2
2

　

6
1
3
4
5
1

　

0
8
2

　
　
　

8
3

5
1

　
　
　
　
　
　
　
　

ぐ
４

　

２
１
ぐ
５

　

３

　

Ｉ

　
　
　
　

Ｉ

　
　
　
　
　
　
　
　

５
ぐ
２

　
　
　

ぐ
２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

９

　

２

　
　
　
　

２

公

　　

募

-

　

361 90

　

172 5０

政府資金総

　

額國

ベ
ノ
O
C
C
C
j
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
1
2
3
6
0
5
1
5
3
9
1
4
2

3
6
1
5
9
3
2
3
7
9
0
4
7
0

0
2
1
6
4
0
3

　

6
2
9

　

1
2

1
2

　
　
　

－

　

－

　

３

　

１

ぐ

　
　
　
　
　

ぐ

Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
ベ
ノ
C
C
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

4
3
6
0
0
0
4
0
0
1
0
0
0
0
4
6

7
1
1
C
N
5
2
1
7
7
8
2
3
1
0
1
9

4
0
2
6
1

　

8
6
2
2
4
0
4
3
6
4

9
3
2

　

1

　
　
　
　
　
　
　

1
4

　

2
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ぐ

8
8
5
4
6
8
7
9

　

4
6
0
7
2
5
4

8

　

3
4
4

　

1
2

　

9
1
4
5
6
1

m

C
O

―

―
.

　　

卜)り

(10300)

920 500

　　

3000

{(159400)り

00300)
２ １７

　　

9 10C

(10300)

2 253 000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

===－･-=

　　

-･==

　　

=-=-=

　

¬=

　

＝
業金融公庫から委託を受けて融資するものであり、外書きである。

業、準公営企業債の下水道事業及び公営企業債の上水道事業に含まれている厚生年
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4001

　

585 5001

300，

　

128 800

600

　　

128 500

000

　　

62 000

000

　　

102 300

000

　　　

1000

400

　　

54 900

000

　　

67 000

000

　　

27 000

100

　　

14 000

000

　　　　

－

300)

　　

（－）

0001

　

214 900

0001

　　

18 800
400」

　

196 1001

600!

　　　　

--

JOO)

　　

（－）

　

100

　　

255 600

　

100

　　　

5000

　

000

　　

167 500

　

000

　　

14 700

　

400

　　

55500

　

000

　　　

3 900

　

400

　　　　

--

　

200

　　　

9 0001

　

900

　　

194 900

　

200

　　

16 200

　

000

　　

40000

　

000

　　

57 000

　

000

　　

62 000

　

700

　　

15 700

　

000

　　　

4000

　

00）り《159400))

　

;00）

　　

（一）

　

400

　

1 250 900

　

000

　　　　

--

　

500

　　　　

－

　

100

　　　

9 100

　

･00）

　　

（－）

　

000

　

1 260 000
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53 100

　　

1300

　　

2 5001

　　

回,|

　　

44 900'

　　

岫

　　

3 200

　　　　　

｜

　　

30 200i

　　

2 900!

　　

2 00o|
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9 6001
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17001

《109 300))-
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その１

　

歳

　　　

入

区

　　　　　　

分

税
税
税

　

与
付

方
譲
交

　

方
方

地
地
地

娯楽施設利用税交付金

軽油引取税交付金

自動車取得税交付金

　

小

　　　　　　　

計

金
債
他

出支
方
の

庫国
地
そ

　

合

一
回

計

第132表

　

予

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

3 584 397

　

120 109

1500005

　　　　

－

　　　　

－

　

5 2０4 511

　

2 780 762

　　

８40 915

　

1 379 811

10 205 999

8５Ｊ

　

ＩＳ,

μ.7

　

－

　

－

　

－

51､０

t7S

　

＆忿

13.5

100.0

和

　

市

　　

町

-

　

2 425 697

　　

52 767

　

1 338 726

　　

7 943

　　

18 767

　　

61 998

3 9０5898

1 236 749

1０47 294

2 189 394

8 379 335

48

村

鯛ｊ

　

θ.∂

16､０

一
一
一
昭
好

4６.６

μj

j瓦5

Z6.1

100.0

年

算

合

　

計

6 010 094

　

172 876

2 838 731

　　

7 943

　　

18 767

　　

61998

9 110 409

4017511

1 888 209

3 569 205

18585334

１｢国庫支出金｣には、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び交通安全

２

　

この数値は、各年度の９月末現在のものである(その２において同じ)。

その２

　

歳出(性質別)

　

区

　　　　　　

分

　　

昭

一一
都

　

道

　

府 県

和

　

市

　　

町

48 年

合

　

計

件

　

件

　

補

　

助

　
　
　
　

持

　
　
　

助

人
物
維
扶
補

普

災

失

そ

通

害

業

合

建

復

対

設

旧

策

の

修

費

事

事

事

業

業

業

計

費

費

費

費

等

費

費

費

他

3 541 313

　　

381 851

　　　

97 9０9

　　

374 599

　　

767 743

　

3 577 288

　　

255 068

　　　

37 364

　

1 172 864

10 205999

su

　

J.7

　

j.θ

　

j.7

　

7.5

S5.1

　

２ｊ

　

０.4

　

n.5

100.0

1 906 993

　

706 656

　

129 349

　

737 561

　

541 891

3 208 664

　

127 505

　　

71 795

　

948 921

8 379 335

村

-

２２.8

　

＆4

　

1.5

　

＆∂

　

∂j

S＆J

　

j.5

　

0.9

11j

100.0

5 448 306

1 088 507

　

227 258

1 112 160

1 309 634

6 785 952

　

382 573

　

109 159

2 121 785

18585334

-410 ―

一 一
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ｌ
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｜
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－
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ｌ

　　　　

ｌ

　　　　　　　

１

　　　　

１



度

の

額

ｊ
タ
９
び
θ
ｊ
ｊ
θ
δ
Ｉ
２

　

０

　

－

　

一

　

一

　

一

　

一

　

ｅ

　

一

　

－

　

・

　

・

　
　

●

Ｉ
θ
５
θ
θ
θ
Ｑ
’
ｊ
θ
０
″
０

ｊ

　
　

ｊ

　
　
　
　
　

４
忿
ｊ
ｊ

　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

状 況

度
額

年4
7
計

和昭
合

4 588 309

　　

156 122

2 299 827

　　　

4Ｈ1

　　　

16 346

　　　

52 873

　

7０7 588

　

3 102 833

　

1 547 843

　

2 862 422

14 630 686

対策特別交付金を含む。

度

額

ｊ

　

ｇ

　

ｊ

　

θ

　

θ

　

５

　

ｊ

　

δ

　

４

　

０

　

●

　
　

一

　
　
　
　

－

　
　

・

　
　

一

　
　

一

　
　

Ｉ

　
　

・

　
　

φ

四

　

５

　

ｊ

　

δ

　

７

　

錨

　

２

　

θ

　

と

　

0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

4
7
計

和昭
合

　

4 254 858

　　

888 697

　　

195 994

　　

795 814

　

1003 134

　

5 303 267

　　

321 397

　　　

97 102

　

1 770 423

14 630 686

31.ふ

　

1.1

７
θ
ｊ
４
δ
２
δ
δ

　

一

　

一

　

・

　

・

　

＠

　

ゆ

　

ゆ

　

皐

≫
o
O
d
d
c
o
≫
-
ｓ
<
:
ｉ
Ｏ
ｉ

ｊ

　
　
　
　

μ

忿
ｊ
ｊ

100.0

゛姦

2９､1

ｊ

　

ｊ

　

４

　

タ

″
ひ

　

ｊ

　

Ｊ

　

δ

36ｊ

２

　

７

　

ｊ

Ｉ

　

θ

　

２

　
　
　
　
　
　

ｊ

100.0

　　　

比

一
増

　　

誠

一

1 421 785

　

16 754

　

538 904

　　

3 832

　　

2 421

　　

9 125

1 992 821

　

914 678

　

340 366

　

706 783

3 954 648

増

比
一
波

1 193 448

　　

199 810

　　

31 264

　

316 346

　

3０6 50０

1 482 685

　　

61 176

　　

12 057

　

351 362

3 954 648

(単位

　

百万円・％)

額

-

j∂.θ

　

θ.4

ia.Ｒ

ｊ
７
‘
Ｊ
４

ｏ

　
c
5

o

<
Ｓ

　

紹ｊ

　　

∂.∂

　

17､9

100.0

　

較
一
増減率

31､0

10.7

２３.4

93ｊ

lkJS

Ｊ
Ｊ
Ｊ
丿
ぶ

　

八
‥
ｌ

ｆ
認
四
麗
μ

　

刀
一

1０４

２４.9

19J

52j

1乱8

　

j.∂

1＆5

忿7､９

７１ｊ

２０.9

22.3

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

額

　

i増減率

3０､忿

　

５.1

　

0.８
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7j
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V
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O
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-
H

C
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Ｏ
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■
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ｏ
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T
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T
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T
-
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釘
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第133表

　

昭

　

和

　

48

　

年

　

度

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

｜

　　　

計

　　　

，

画

　　　

，

額（最終）

　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　

ｌｌａ府ｉｌト

　　

募

一

　

一

　　

般

　　

会

　　

計

　　

債

　　　

947 400　　585 500　　361 900

　

に♂住聳♂１ち菜

　　

雛§§

　

雪§§

　

1昌

　

３災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　

62 000　　62 000　　　－

　

芸１

　

に轟八八ね票

　

器§

　

談

　

2ツ

　

ＮＪ轟轟Jd

　

j昌

　

詔

　

ぶ

　

10

　

公共用地先行取得事業

　　　　

42 000　　　　　― 42000

二準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　

441 000　　214 900・　226 100

　

1雫％゛♂♂菜

　　

潔詔

　

ぷ溜

　

昌

　

３

　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　

149 600　　　i　　＝　　　149600

三

　

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　　　

588 100　　255 600　　332 500

　

丿E

　

♂ｌ゛事

　

菜

　　　

。ば

　　

ぷ詔

　　

丿詔

　

３工業用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

44 000　　　14 700　　29 300

　

ツljタ％ち藁

　　

14ぼ

　

5昌

　

ス

　

？票丿
が

乞ﾊﾟS？
事票

　　

昌§

　　

ぶ

　

昌

四

　

特

　　

別

　　

地

　　

方

　　

債

　　　　

194 900　　194 900　　　　－

　

2 m　　　謀　　　柔　　　菜　　　　　昌3　　　昌§　　　　　二

　

３厚生福祉施設整備事業

　　　

57000

　　

57000

　　　

－

　

リサｔ゛｜％リ

　　　

?昌

　　

詔

　　　

二

　

６

　

と

　

畜

　

場

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　

4 000　　　4 000　　　　－

付石≒ｌｊ∴：

　　　

二

　　　

二

　　

ニ

七

　

特

　　

別

　　

転

　　

貸

　　

債

　　　　　

9 100　　　　9 100　　　　－

____竺

　

‥‥

才_‥?｡や3 000 I 1竺＿竺

-412 ―



地

　

方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　

許

　　　　　　　

可

　　　　　　　

額(49. 1.31現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　

総

　　　　

額

　

｜

　

政

　

府

　

資

　

金

　

ｉ

　

公

　　　　　

募

　

｜

　

交

　

付

　

公

　

債

　　　　　　　

843 094　　　　　　412 547　　　　　　428 547　　　　　　　　　2 000

　　　　　　　

260 498　　　　　　　83 000　　　　　　177 498　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

141 772　　　　　　　93 857　　　　　　　45 915　　　　　　　　　2 000

　　　　　　　　

50 094　　　　　　　50 094　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

58 998　　　　　　　58 998　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

234 995　　　　　　　53 429　　　　　　181 566　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

66 103　　　　　　　66 103　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

7 066　　　　　　　7 066　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

23 568　　　　　　　　　－　　　　　　　23 568　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

440 60レ　　　　　201 312　　　　　　231 766　　　　　　　　　7 523

　　　　　　　　

25 211　　　　　　　16 102　　　　　　　9 109　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

249 962　　　　　　185 210　　　　　　　64 752　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

165 428　　　　　　　　　－　　　　　　157 905　　　　　　　　　7 523

　　　　　　　　　　　

゛

　　　

1

　　　　　　　

568 336　　　　　　241 91 1　　　　　　326 425　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

7 125　　　　　　　4 398　　　　　　　2 727　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

334 553　　　　　　165 807　　　　　　168 746　　　　　　　　　　一一

　　　　　　　　

25 419　　　　　　　8 478　　　　　　　16 941　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

137 077　　　　　　　51 100　　　　　　　85 977　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

7 693　　　　　　　3 750　　　　　　　3 943　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

15514

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

15 514　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

40 955　　　　　　　8 378　　　　　　　32 577　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

178 060　　　　　　173 556　　　　　　　4 504　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

15 663　　　　　　　15 663　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

41 516　　　　　　　39 639　　　　　　　1 877　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

55 783　　　　　　　55 481　　　　　　　　302　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

49 636　　　　　　　47 511　　　　　　　2 125　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

II 768　　　　　　　11 768　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

3 694　　　　　　　3 494　　　　　　　　200　　　　　　　　　　－

　　　　　　

2 030 091　　　　　1 029 326　　　　　　991 242　　　　　　　　　9 523

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

24 209　　　　　　　　　--　　　　　　　24 209　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

2 054 300　　　　　1 029 326　　　　　1 01 5 451　　　　　　　　　9 523

らら

－413－



その１

　

歳 入
第134表

　

地 方

(単位

　　

財

億円･％）

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　

|昭和49年度|昭和48年度|増

　

減額i増減‾率

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　

71 957　　55 471　　16 486　　即.7

　　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　

66 644　　51 058　　15 586　　卯.5

　　

日

　　　　　

的

　　　　　

税

　　　

5313

　　　

4413 900　　　加.4

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　

2 155　　　1 801　　　354　　　即,7

　　

地

　

方

　

道

　

路

　

譲

　

与

　

税

　　　

1 260　　　1 197 63　　　　M

　　

石．油ガス譲与税

　　　

120

　　　　

138

　

4 18－　μ.θ

　　

航空機燃料譲与税

　　　

’24

　　　

20

　　　

4 20.0

　　

自動車重量譲与税

　　　

663

　　　　

364

　　　　

299 82.1

　　

特

　

別

　

と

　

ん

　

譲

　

与

　

税

　　　　

88

　　　　

82 6　　　7j

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　

34 144　　29 074　　　5 070 玖4

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　

45 372　　39 645　　5 727　　μ4

　　

雲務教育職員給与費国庫負担

　　　

9 146　　　7 189　　　1 957　　　27j

　　

その他普通補助負担金等

　　　

14 433　　11 411 3 022　　　加丿

　　　　

生活保護費負担金

　　

4 422　　　　3549　　　　873　　　加.∂

　　　　

結核医療費負担金

　　　

632

　　　　

549 83　　　巧丿

　　　　

児童保護費負担金

　　　

□10

　　

1 315 395　　　　郎丿

　　　　

精神衛生費負担金

　　　

667

　　　

529

　　　

138

　　

鼠θ

　　　　

蓉業構造改善事業費負担

　　　　

356

　　　　

347

　　　　　

9

　　　

乙了

　　　　

老人保護費負担金

　　　

535

　　　

393

　　　

142

　　

涯j

　　　　

その他の補助負担金等

　　　

6 111　　　4 729　　1 382　　9j

　　

公共事業費補助負担金

　　

20 605　　20 081 524　　　乙∂

　　　　

蓄通建設事業費補助負担

　　　

18 926　　17 669　　　1 257　　　7j

　　　　

釜害復旧事業費補助負担

　　　

1 679　　　2 412 ．　　733　・　卸4

　　

失業対策事業費負担金

　　　

586

　　　　

509 77　　　15JS

　　

蛋要蒋蓉施設等所在市町村助

　　　　

71

　　　　

53

　　　　

18

　　　

SLO

　　

施設等所在市町村調整交付金

　　　　

27

　　　　

20

　　　　　

7秘丿

　　

交通安全対策特別交付金

　　　　

408

　　　　　

382

　　　　

26

　　　

∂,7

　　

電源開発促進対策交付金

　　　　

91

　　　　

－91

　

皆

　

増

　　

符蛋防衛施設周辺整備調整交

　　　　　

５

　　　　

－

　　　　

５

　

皆

　

増

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　

10 290　　10 740 ･･　450 －　4j

使

　

用

　

料

　

及

　

び

　

手

　

数

　

料

　　　

1 973　　　044　　　229　　　j混

雑

　　　　　　

収

　　　　　　

入

　　　

7 862　　　7 035　　　　827　　　がｊ

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　

173 753　145 510　　28 243　　豚4

― 414 ―



政

その２

　

歳

計

出

画

(単位

　

億円・％)

≒４’で゛：
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国民総生産等

第138表主要経済指標及び

‾二ニ‾‾‾

　

分

TsＪレ元ﾄﾍﾟｺﾞﾆﾛﾚﾉ

国

　　

民

　

総

　

生

　

産

1

216 595

1

255 921 296 619

!

328 125　384 495

1

国

　　

民

　　

所

　　

得い77 298

j

206 14ﾔ233 904

1

261 059　304 863

政府財貨サ

：

ピス購入

1

　

4053

ﾉ

　

45 99（　53 280

1　61

761　70 677

　

4jk地方財政財貨サ‾ピス1

　

2o 203

1　23

o9ﾂ　27 248
1　3o

786 1 35 217

胃雰総固定資本形成のうち民1

　

54 630　70 55ﾔ　7o 356

1　68

956

1

84 677

　

うち企｀業設備

　

4229白4670ﾔ54670
1　5012ﾔ

62 856

｀ﾆ11‰先漕、

、

濫弗

　

j4
り

　

サ

　

ベ

　

ぷ

　

ヤ

‰1□

o、

刄老轟牛

　

ノ

　

ザ

　

イ

　

午

　

80.fi

四ふ=-==J-|-皿皿-･-i･j ･･=---一匹IIU=-〒警W--Ur四－　　　　　〃wr四-･---W=－･aJ皿-ふ〃･㎞a-･-･-一

㈱ 鉱工業生産指数は通商産業省調、消費者物価指数は総理府調、その他は経済企

＝-〃W･-=-=================================＝¬〃=-･-･--←←=-=一=-J皿=JJ･--■-J7－

　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　

滅

　　　　　　　　

率

　

区

　

り

37

　

｜38

　

｜39

　

140

　

｜41

　

｜42

　

II

　

43

　

1

　

44
1

45

国民総生産

　

幻

　

召.忿

　

15.9

　

10.6＼ 17^ 17.9 j7.∂18.0 j∂ｊ

国

　

民

　

所

　

得

　

12.5

　

16.3

　

13.5 11.6 16.8 1ﾀ.j　18M 16.Z 18.5

政府財貨サービス購

　　

留Ｊ

　

i5.5

　

15.9

　

巧.1?

　

μ.4

　

15A

　

1S^＼ lU 17.9
入

ｽﾞEを響女|｜

悶間間坪゛μ.7

　

四ｊ，

　

θｊ-

　

忿.θ

　

認丿

　

認.5

　

留.θ

　

忿7j

j

　

うち企業設備

　　

θ.θ

　

lOJt

　

j7j・

　

8j

　

邸.4

　

認.∂

　

糾丿28.11 IS.

鉱工業生息幣

　

な

　

lU

　

μ.7

　　

j.7

　

μ.忿

　

j!?.4

　

17£

　

jMμ

|

ﾚﾂﾞ男ytＭ

　

‾¬”゛ｹﾞ

ﾄﾞ

゜5j

　

5j

　

7.
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｜

ｌ

｜

｜

｜

1

1
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地方財政計画等の推移
(単位

　

億円・％)

42

　　

1

　　

43

　　

1

　　

44

　　

1

　　

45

　　

1

　　

46

　　

1

　　　

47

　　　

1

453 221　　　533 680 629 972

1

732 372　　　814 464 955 644

1

363 120　　　430 058　　　499 763

1　　592

330　　　656 424　　　　761 456

1

　

81 582　　　92 916　　　103 619　　　122 215　　　148 176　　　　181 748

1

　

39 883

1　　46

738　　　55 498

1　　　68

771 1　　　84479

1　　　101
647

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

l

　　　

！

　　　　

i

108 815　　　133 886　　　170 338　　　194 222 1　　201 315　　　　240 552 1

80 818　　100 309　　128 447

1　　145

937

1　　149

16ﾂ　　　170 349

　　

蒔.7

　　　　

75.8
1　　　　87M ＼　　　jθθ.θl　　　10Z.6　　　　nθｊ

　　

～

　　

sｲ

　　

９ﾔ

　

ﾐﾂﾞ

　

ａﾔ

　　

ｍイ

画庁調による。

　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　　

数

二

1

37
1

38
1

39
1

40 41 42 43 44 45 46 47

　

U.2

　

17^

　

却θ

　

j瑠

　

詔7

　

jむ

　

j認

　

忿卯

　

μ∂

　

四j

　

J認

　

J7∂

　

μj

　

加.∂

　

16.0

　

却θ

　

j卵

　

丿毘

　

μ7

　

j7忿

　

釦5

　

糾了

　

認忿

　

お4

　

j7θ

　

4四

　

釘.忿

　

麗.7

　

j叩

　

113

　

jむ

　

巧2

　

jμ

　

加j

　

2四

　

認∂

　

J叩

　

錨∂

　

μS

　

麗.S

　

加丿

　

却θ

　

jμ

　

j巧

　

巧2

　

jμ

　

却7

　

留丿

　

忿路

　

糾θ

　

4瑠

　

卯j

　

＆7

　

却.5

　

j叩

　

丿四

　

丿四

　

丿部

　

巧5

　

j卯

　

糾5

　

訂忿

　

訂∂

　

j卯

　

μθ

　

乙2

　

μ.2

　

j叩

　

丿却

　

丿四

　

丿四

　

丿卯

　

丿釘

　

留7

　

釦4

　

j砧

　

35S

　

4昭

　

忿.∂

　　

7j・

　

j叩

　

U7

　

j訂

　

μθ

　

貧9

　

却θ

　

釘ﾀ

　

諮4

　

認∂

　

即7

　

j瑠

　

む

　　

4.5

　　

－

　

j叩

　

丿叫

　

Ill

　

と∂

　

j麗

　

丿忿7

　

jμ

　

丿訪

　

15S

　

j印
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第138表主要経済指棟ｊぶ

その２

　

予算及び地方財政計画(当初)

　

区

　　　　　

分

　

|昭和37年度|

　　

38

　　　

1

39

　　　

1

40

　　

〉二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

国の一般会計

　

2 426 801　2 850008　3 255 438　3 658 080　4 314270

財政投融資計画

　　

905 200　1 109 700　1 340 200　1 620 600　2 027300

地方財政計画

　

2 285 073　2 633 593　3 138 127　3 612 149 4 134800

　　

給

　

与

　

費

　　

817 351　　956 845　1 095 339　1 277 289　1 435400
う|

投資的経費

　　

794 430　　914 302　　1 133 900　1 296 300　1 545400

　

ち

　

臭長普通建設事

　　

636 448　　784 641　　1 001300　1 150 584　I 369400

1

　　　　　　　　　　　

(l 200)　（1500）　（1700）（2 100）（2 600）

　

地

　

方

　

債

　

計

　

画

　　

245 000　　315 000　　398 400　　484 900　670 700

1

　

㈱（

　　

）書は、公営企業金融公庫が農林漁業金融公庫から委託を受けて地方公共

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一-一一一一一一一

　

一一

　

ｓ

　　　

゛

ﾚ

丁∩（

　

ﾌﾟ

０，０り

　

ﾌﾞ

ﾚＯづ

　　　　　　　　　　

｜

　

国の一般会計

　

μjlび.4

　

μ.倉

　

jね

　

17^

　

μ.s

　

17.5

　

15^

　

財政投融資計画

　

17.0

　

麗丿

　

加丿

　

加.∂

　

訪.j

　

びｊ

　

皿θ

　

仙θ

　

地方財政計画

　

却.5

　

153

　

却.忿

　

Ｍ.忿

　

j4.5

　

臨4

　

iW 18.5

　　

給

　

与

　

費

　

び.5

　

ぴ.j

　

μj

　

16.6

　

麗.4

　

n.6

　

払4

　

jμ

　

う|

投資的経費

　

27.2

　

15.1

　

乱θ

　

μ.j

　

19.2

　

15^

　

lU

　

認.∂

　

ち

　

妾姦普通建設事

　

舒.j

　

留Ｊ

　　

灯.δ

　　

μ.∂

　　

却.θ

　　

召.j

　

jj.θ

　

瓢4

　

地

　

方

　

債

　

計

　

画

　

%'Z.5

　

加ぶ

　

邱.5

　

釘.7

　

認ｊ・μ

　

Ｍ

　

15^

、

　　　　　　　　　　

｜
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地方財政計画等の推移（つづき）
(単位

　

百万円・％)

ﾛコ

ブ

コ±

46

　　

上

　

4 950 910　　5 818 598　　6 739 574　　7 949 764　　9414315　　11 467 681

　

2 388 400　　2 699 000　　3 077 000　　3 579 900　　4 280 400　　　5 635 000

　

4 771 400　　5 605 100　　6 639 700　　8 123 300　　9 717 200　　1 1 749 800

　

1 616 600　　1 865 000　　2 153 100　　2 473 400　　2 935 400　　　3 462 700

　

1790000

　　

2 000 600　　2 453 000　　3 040 300　　3 661 300　　　4 602 100

　

1 617 700　　1 812 500　　2 272 600　　2 854 200　　3 478 600　　　4 336 800

　　

（3 soo)　（4000）　（4 400)･　　（4 600）　（4 900）　　（8 000）

　　

660 900　　　677 300　　　785 200　　　908 200　　1 086 000　　　1 727 800

-一一一一一一-一一一一

　　　　　

－
団体に融資する公有林整備事業債及び草地開発事業債であって外書である。

　

率

　　

｜

　　　　

指

　　　　　　　　　　　　

数

45 46 i　47　37 38 39 40 41　42 43 44 45 46 47

　　　

i

瑠.θ瑠.

い

が.S 100 117 13i丿51 ＼178 ＼2叫収θ忿惣了怒了認49

　　　

｜

16,3 ＼19.6　31.6　j卯　丿怒　丿詔　丿即　認4　邱4　忍怒　翁θ　卯5　49　∂怒

　

ｉ

22.S 19.6 { 20.9　jθθ　115　137　j認　丿町　忿卯　忍45　忿!?j　j55　4忿5　514

　　　

j

μ.ﾀ瑠.7

　

18.0 100 117 j4丿56 176 198忿怒263 303 359 U2J,

留.ﾀ加.4

　

諮丿

　

加θ

　

j巧

　

μj

　

j醇

　

丿箔

　

忿怒

　

認2

　

j卯

　

紹∂

　

4に

　

5即

諮･∂忍j･りU.7 100 12S 157 jお忍び25^ 285 S57 U8 517∂町

15.7 19.6 59.1 100丿29 ＼163 198 27U I 270 276 I 32θS71 UhS 705

一一

－425－



その３

　

決算額(総括)

第138表

　

主要経済指標及び

　

区

　　　

（Ｌよ38

　　

1

39

　　

1

40

　　

1

41

　　

i

国の一般会計歳入

　

2 947 623に3 231 214 3 446 769 3 773 O97l 4 S52146

　

国

　　　　　　　

税

　

2 390 697 2 731 724 3 159 246ﾘ279 652 3 663006

　　

う

　

ち

　

法

　

人

　

税

　　

780 374　862 914 97s 389　927 120 1 0316981

国の一般会計歳出

　

2 556 617 3 044 292ﾄ310 969 3 723 0ぷ4 459196

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

入

　

2 982 859 3 397 659 3 910 921 4 478 036 5 177746

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

出

　

2 887 366 3 308 833ﾄﾞ821 968 4 365 140j 5 026177

　

地

　　　

方

　　　

税

　

1 056 684i 1 212 860 1 399 598 1 549 421し768 587

　

一

　

般

　

財

　

源

　

1 574 936 1 829 205 2 109 212 2 342 670ﾄ651 572

　

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　

1 235 519 1 494 538 1 732 327 2 001 146!2 256147

　

人

　　

件

　　

費

　

996 891口96 932 1 394 003 1 602 453ﾄ788 730

　

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

1 068 003 1 159 894 1 343 724 1 532 915リ803 629

　

普通建設事業費

　

867 9頌　969 995 049 499 1 318 987リ566 137

国と地方の歳出純計

　

4 261 125 4 962 845 5 575 782 6 301 2061 7 439024、

　

う

　

ち

　

租

　

税3 447 381ﾘ944 584 4 558 844 4 829 073 5 431594

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

-

　　　　　　　

｜

　　　　　

増

　　　　　　　　

滅

　　　　　　　　

率

　

区

　　　

分

　　　　

-------一一一一･------･-･----一

　

一一一一一一一一一一一一一一一-‥一一

　　　　　　　

1

　

37

　

1

　

38

　

1

　

39

　

1

　

40

　

1

　

41

　

1

　

42

　

1

　

43

　

1

　

44
j

45

国の一般会計歳入

　

17.2

　

∂.∂

　

∂.7

　

∂.5

　

加.∂

　

16.i.

　

lU

　

173

　

却,θ

　

国

　　　　　　

税

　　

7j

　

lu

　

15.7

　　

jj

　

U.7

　

加.∂

　

れ.j

　

幻丿

　

鉱4

　　

うち法人税

　　

∂ｊ

　

扨ぶ

　

２.伽

　

4.9

　

llj

　

加.∂

　

幻.7

　

2a

　

腔丿

国の一般会計歳出

　

留.9

　

j∂ｊ

　　

＆∂

　

μj

　

j∂ｊ

　

μ.7

　

μ.j

　

j∂ｊ

　

扨,∂

普通会計歳入

　

認j

　

13.9

　

15.1

　

μｊ

　

μ.∂

　

μ.5

　

17A

　

i9^＼ n.7

普通会計歳出

　

即.∂

　

μ.∂

　

Ｍ.5

　

μ.名

　

μｊ

　

μ.9

　

17.5

　

jμ麗丿

　

地

　　

方

　　

税

　

却.∂

　

μ.∂

　

μ.4

　

加.7

　

μ.j

　

鯉.5

　

加.θ

　

ｇ.∂

　

払4

　

一

　

般

　

財

　

源

　

16^

　

j∂ｊ

　

μj

　

11.1

　

μ.名

　

四丿

　

印.j

　

麗.7

　

幻丿

　

義務的経費

　

17^

　

21.0

　

Ｍ.1?

　

Ｍ.5

　

12.7

　

μ.j

　

M.5

　

μ.7 m

　　

人

　　

件

　　

費

　

19.7

　

加.j

　

j∂J

　

15.0

　

11.6

　

1S.5

　

1S.7

　

犯S

　

19.6

　

投資的経費

　

zr.7

　

＆∂

　

15^ U.1　17.7　j忿丿　即.j　jﾀ1　邱.∂

　　

普通建設事業費

　

甜J

　

113

　

j∂Ｊ

　

μ.7

　

18.7

　

lS^

　

留.θ

　

幻ji

　

貳

国と地方の歳出純計

　

認.j

　

i6.5

　

j島4

　

お.θ

　

瑠ｊ

　

μ.∂

　

16.6

　

18^

　

加.∂

｜う

　

ち租税扨.θμ

.5

15.6　5.S n丿20.5＼ 20.7加.j加.7

一

　　　　

一
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

42

　　

1

　　

43

　　

1

　　

44

　　

1

　　

45

　　　

1

　　

46

　　　

1

　　　

47

5 299 446　　6 059 873　　7 109 267　　8 459 181　　9 970 859　　12 793 873

4 396 804　　5 323 8481　　6 455 384　　7 775 386　　8 443 932　　10 400 568

1 307 966　　1 591 884　　2 008 713　　2 567 168　　2 556 453　　　2 992 223

5 113 035　　5 937 082　　6 917 838　　8 187 697　　9 561 131　　H 932 172

5 926 31 1　　6 958 874'　　8 305 229　　10 103998　　12 179 449　　15 090702

5 725 497　　6 729 574j　　8 033 9121　　9 814 878　　H 909 529 14 618 283

2 149522　　2 580 128　　3 090 1791　　3 750 668　　4 235 746　　　5 004 482

3 177698　　3 785 222　　4 644 090　　5 657 603　　6 462 940　　　7 721 391

2 575 041　　2 973 338　　3 410 0821　　4 083 196　　4 827 972　　　5 963 599

2 030 312　　2 308 101　　2 681 035　　3 205 486!　　3 799 196　　　4 546 023

2 026 549　　2 434 083　　2 904 690　　3 649 178　　4 625 943;　　5 758 637

1 784 456　　2 194 570　　2 662 452 3 398 75ざ　　4 338 819:　　　5301 232

8 544 846　　9 960 5911　H 836 825　14 315 436　17 1 11 8541 21 040 313

6 546 3261　　7903 976　　9 545 563　　1 1 526 0531　12 679 678!　　15４０5０50

　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　　　

数
--一一--J..--.-一心.

　　　　　　　　　　　　

皿

　　　　　　　　　　　　　　　　

=--¬皿

　

4り⊇

　

3り38 39 40川川（り（46ト7

　

17.9

　

認j

　

j卯l

　

j却

　

と7

　

j認

　

M4

　

瑠θ

　

即∂

　

糾丿

　

認7

　

j認

　

44

　　

＆∂

　

詔.忿

　

丿叩

　

jμ

　

扨口

　

瑠7

　

j認

　

丿叫

　

２詔

　

27θ

　

j巧

　

∂g

l

　

留5

・

　

θ.4

　

17.0

　

j卯

　

Ill

　

j諮

　

丿却

　

jお

　

168

　

２叫

　

邱7

　

認∂

　

∂認

　

認了

　

μ.∂

　

４.&

　

j卯

　

丿却

　

μ∂

　

μ∂

　

j74

　

釦θ

　

詔忿

　

27j

　

おり

　

夕4

　

μ7

　

加丿

　

詔丿

　

却θ

　

jμ

　

μj

　

j卯

　

jμ

　

j卯

　

詔了

　

忿7S

　

お∂

　

4侭

　

5卯

　

2U

　

麗.7

　

加θ

　

j巧

　

丿認

　

μj

　

j74

　

j認

　

留了

　

忿7S

　

μθ

　

む忿

　

5邱

　

２.ﾀ

　

18.1

　

j卯

　

115

　

j認

　

μ7

　

μ7

　

口昭

　

邱4

　

忿昶

　

邱5

　

如j

　

474

　

μ.忿

　

却.5

　

j卯

　

jμ

　

j4

　

μ9

　

μ8

　

釦忿

　

μθ

　

即5

　

邸ﾀ

　

むθ

　

4卸

　

召丿

　

幻.5

　

j叩

　

121

　

μθ

　

j銘

　

丿甜

　

忿卵

　

忿4j

　

忿7∂

　

おり

　

即j

　

μｊ

　

召.5

　

四.7

　

j叩

　

丿釦

　

μθ

　

ｊぬ

　

j即

　

忿叫

　

認忿

　

忿印

　

了麗

　

認j

　

μ∂

　

訪.∂

　

４ｊ

　

ｊ卯

　

丿卯

　

丿郭

　

μ4

　

j印

　

丿昶

　

巳認

　

腔忿

　

μ2

　

4詔

　

5叩･

　

刀.7

　

認j

　

j卯

　

jj忿

　

j∂忿

　

丿銘

　

丿釦

　

忿卯

　

忿留

　

jθ７

　

卯2

　

5卯

　

∂jj

　

即Ｊ

　

幻.θ

　

j卯

　

丿卵

　

131

　

j卵

　

丿乃

　

釦丿

　

幻4

　

忿９

　

認∂

　

4配

　

卯

｜

　

jθ.

　

幻.5

　

j叩

　

jμ

　

132

　　

μθ

　

j認

　

丿卸

　

認∂

　

忿77

　

j舛 了銘|　μ7
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第138表

　

主要経済指標=及び

その４
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昭和47年度地方財政計画策定方針

　

昭和47年度の地方財政は、景気の停滞による地方税および地方交付税の伸びの鈍

化、地方税負担の軽減についての強い要請、生活関連施設等各種社会資本の整備､社

会福祉の充実等のための財政需要の増大等ぎびしい財政環境の下において、国と同一

の基調により、従来にもまして、財源の重点的配分と経費支出の効率化に徹し、節度

ある行財政運営を行なうことをその基本とし、地方財源の確保に特段の配慮を加えっ

つ、住民負担の軽減合理化を推進するとともに、計画的に地方の行政水準の一層の向

上を図り、あわせて地方公営企業の健全化を促進することを目途として、次の方針に

基づいて地方財政計画を策定するものとする。

　

１

　

個人の住民税、個人の事業税、電気ガス税などについて地方税負担の軽減合理化

　

を図る。

　

２

　

空港関係市町村における空港対策に要する財源に充てるため、航空機燃料譲与税

　

を創設する。

　

３

　

地方税、地方交付税等の伸びの鈍化、地方税の大幅減税、財政需要の状況等を考

　

慮して、地方財源の確保を図るため次の措置を講ずる。

　

(1)昭和47年度に限り、国の一般会計から臨時地方特例交付金1,050億円を交付

　　

税及び譲与税配付金特別会計へ繰り入れる。

　

(2)交付税及び譲与税配付金特別会計において、資金運用部資金から1,600億円を

　　

借り入れる。

　

(3)公共投資の拡大に伴う地方費の増加に対処するとともに、地域の特性に応じて

　　

生活関連公共施設等の整備を図るため、地方債資金を積極的に活用することと

　　

し、前年度(当初)に比し、4,908億円の地方債を増額する。

　

４

　

沖繩の地方公共団体に対し、交付する必要があると見込まれる地方交付税の財源

　

に資するため、臨時沖繩特別交付金365億円を国の一般会計から交付税及び譲与税

　

配付金特別会計に繰り入れる。

　

５

　

地域経済社会の変動に対処し、住みよい環境づくりを推進するため、国庫補助負

　

担制度の拡充を図るとともに、地方交付税の配分および地方債の拡充により財政措

　

置を充実する。

　

(1)人口急増地域における公共施設を整備する。

　　

ア

　

義務教育施設の整備について国庫補助負担制度を充実改善する等の財政措置

　　　

を講ずる。

　　

イ

　

そのほか、各種生活関連公共施設の整備を促進するための財政措置を講ずる、

　

(2･過疎地域の現状に即し、過疎対策を推進する。

　　

ア

　

過疎地域における各種公共施設等を整備するため、過疎および辺地対策事業
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債を増額する等財政措置を拡充する。

　　

ｲ。

　

へき地医療の確保、集落整備等の施策を推進する。

　

（3）地域住民の生活環境の改善と安全を図るため、引き続き公害対策を積極的に推

　

進するとともに、交通安全対策および消防救急対策について人員および施設の充

　

実整備を図る。

　

（4）老人医療費特別措置制度の確立等社会福祉の充実を図るとともに、教育振興対

　

策および消費者行政をさらに推進する。

　

（5）広域市町村圏の振興のための措置を推進し、行政の広域化をすすめる。

６各種長期計画の策定および改定に即応しつつ、地域の特性に応じて、地方財政の

　

長期的見地から社会資本の計画的な整備を推進する。

　

（1）都市公園整備、治山事業、治水事業各５箇年計画等の策定および改定に基づく

　　

昭和47年度の事業の円滑な実施を確保するための所要の措置を講ずる。

　

（2）地方道、下水道、清掃施設、住宅等住民の生活に直結する各種の公共施設を計

　　

画的、総合的に整備する。

　

（3）公共用地の先行取得を促進するための措置を強化する。

７

　

地方公営企業の経営基盤を強化し、その健全化を図る。

　

（1）公営企業金融公庫にかかる政府保証債の枠の拡大等により、地方公営企業に対

　

する貸付資金を増額し、貸付条件を改善するとともに、地方道路公社等を新たに

　

融資対象に加えその業務の拡充を図る。

　

（2）公営企業会計に対する一般会計の負担の合理化をすすめる。

８地方財政の健全化をすすめるとともに、財政秩序を確立する。

　

（1）公立小学校施設整備における国庫負担率の引上げ等国庫補助負担制度の合理化

　　

を通じて地方負担の軽減を図る。

　

（2）定員管理の合理化を図るとともに、既定経費を節約する。

　

（3）受益者負担の原則の見地から使用料、手数料の適正化を図る。

　

（4）住民の税外負担の解消を図るとともに、引き続き国庫補助負担事業にかかる地

　

方団体の超過負担を解消するための措置を検討する。

　

（5）地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に機動的かつ弾力的に

　

対応するため、あらかじめ財源を留保する。

昭和48年度地方財政計画策定方針

　

現下の社会経済情勢の推移と地方財政の現状にかんがみ、昭和48年度の地方財政

については、国と同一の基調により、財源の重点的配分と経費支出の効率化に徹し、

適切な行財政運営を行なうことを基本とし、地方財源の確保に配慮を加えつつ、長期
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的視野の下に、積極的に住民福祉の充実向上を図るものとする。このため住民負担の

軽減合理化を推進するとともに、計画的に社会福祉の充実、社会資本の整備等地方行

政水準の着実な向上を図り、あわせて地方公営企業の経営の健全化を積極的に促進す

ることを目途として、次の方針に基づき地方財政計画を策定する。

　

１

　

個人の住民税および事業税、電気ガス税等について住民負担の軽滅合理化を図

　

る。

　

２

　

土地に対する固定資産税の課税の適正化を図るとともに、特別土地保有税を創設

　

する。

　

３

　

地方税および地方交付税の伸長の状況等を考慮しつつ、昭和47年度において講

　

じられた地方交付税の特例措置がなくなることによる影響を緩和するため、交付税

　

及び譲与税配付金特別会計において資金運用部資金から950億円を借り入れる。

　

４

　

沖繩県および同県市町村に対して交付すべき地方交付税の財源に資するため、臨

　

時沖繩特別交付金388億円を国の一般会計から交付税及び譲与税配付金特別会計に

　

繰り入れる。

　

５

　

福祉優先の基調に立脚し、社会福祉施策等を充実するとともに、住みよい生活環

　

境を整備するため、国庫補助負担制度の拡充ならびに地方交付税および地方債によ

　

る財源措置の充実を図る。

　

（1）老人福祉対策、児童福祉対策の拡充等社会福祉の一層の充実を図る。

　

（2）義務教育諸学校の教職員の定数および処遇の改善、私学助成の拡充等教育振興

　　

対策をさらに推進する。

　

（3）地域住民の生活環境の改善と安全を図るため、公害対策を積極的に推進すると

　　

ともに、交通安全対策および消防救急対策について人員および施設の充実整備を

　　

図る。

　

（4）人口急増地域における公共施設等の整備を推進するため、児童生徒急増市町村

　　

における義務教育施設に対する国庫負担率を引上げる等国庫補助負担制度の充実

　　

改善を図るとともに、各種生活関連施設の整備を促進するための財源措置を講ず

　　

る。

　

（5）過疎地域における公共施設等の整備を推進するため、過疎および辺地対策事業

　　

債を大幅に増額するとともに、集落の移転整備、へき地医療の確保等の過疎地域

　　

対策を促進するための財源措置を講ずる。

　

（6）行政の広域化のすう勢に対処し、広域市町村圏の振興を図る。

　

６

　

各種長期計画の改定に即応しつつ、地域の特性に応じて、社会資本の計画的な整

　

備を推進する。

　

（1）地方道、上下水道、廃棄物処理施設、厚生福祉施設等の生活関連社会資本を総

　　

合的、計画的に整備するとともに、漁港の整備、土地改良等について、長期計画
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の改定に即応して、事業の円滑な実施を確保するための所要の措置を講ずる。

　

（2）公共用地の先行取得の拡充等公有地の拡大を促進する。

７地方公営企業の経営の健全化を積極的に推進し、経営基盤の安定を図る。

　

（1）公営交通事業の経営悪化に対処するため、地下鉄事業に対する助成措置を大幅

　　

に拡充するとともに、路面交通事業について新たな再建制度を発足させる等経営

　　

の健全化を推進する。

　

（2）地方公営企業に対する地方債を大幅に拡充するとともに、公営企業金融公庫の

　　

貸付資金の増額、貸付条件の改善、地方道路公社および土地開発公社に対する融

　　

資の充実等公庫業務の拡充を図る。

　

（3）公営企業会計に対する一般会計の負担の合理化を図る。

８地方財政の健全化を促進するとともに、財政秩序の確立を図る。

（1）国庫補助負担事業にかかる地方団体の超過負担を早期に解消するため所要の措

　

置を講ずるとともに、住民の税外負担の解消を図る。

　

（2）定員管理の合理化をすすめるとともに、既定経費を節減する。

　

（3）地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に弾力的に対応するた

　

め、あらかじめ財源を留保する。

昭和49年度地方財政計画策定方針

　

最近における物価上昇、石油問題等内外の経済情勢の推移と地方財政の現状にかん

がみ、昭和49年度の地方財政については、地方財源の確保に配慮を加えつつ、国と

同一の基調により、総需要の抑制に資するため、公共投資をはじめとする歳出を極力

圧縮するとと帖こ、財源の重点的配分と経費支出の効率化に努め、地域住民の生活の

安定と福祉の充実を図るための施策を推進することを基本とし、あわせて経済情勢の

推移に応じて地方財政の機動的、弾力的な運用を図り得るよう措置寸るものとし、次

の方針に基づき地方財政計画を策定する。

１

　

個人の住民税及び事業税、小規模住宅用地の固定資産税等につして住民負担の軽

　

滅合理化を図る。

２

　

市町村民税法人税割の税率の引上げ等により地方税源を拡充強化するとともに、

　

自動車取得税の税率の引上げ並びに地方道路譲与税及び自動車重量譲与税の増強に

　

より地方道路財源の確保を図る。

３

　

地方財政の状況等を考慮し、地方交付税について、昭和49年度ｏ特例として交

　

付税及び譲与税配付金特別会計の借入金残高に相当する1,679 (.g6,000万円を減額

　

しヽ後年度において調整する。

４

　

沖縄県及び同県市町村に対して交付すべき地方交付税の財源に資するため、臨時
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沖繩特別交付金321億円を国の‾般会計から交付税及び譲与税配付金特別会計に繰

　

り入れる。

５

　

国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整交付金を増額す

　

る。

６

　

総需要抑制の見地から地方債の発行額を極力圧縮するとともに、地方債資金にお

　

ける政府資金の構成比率を高め、償還期限を延長する等地方債の質的改善を図る。

７

　

総需要抑制の要請をふまえつつ、住民生活の安定と住民福祉の充実のための施策

　

を重点的に推進することとし、地方交付税、地方債、国庫補助負担金等の重点的な

　

配分を図る。

　

（1）生活保護、児童福祉、老人福祉対策等社会福祉施策の一層の充実を図る。

　

（2）義務教育諸学校等の教職員の定数及び処遇の改善、私学助成の拡充等教育振興

　　

対策を推進する。

　

（3）消防及び救急対策の強化、大震火災対策の充実をすすめるとともに、公害対策

　　

及び交通安全対策を積極的に推進し、地域住民の生活環境の改善と安全の確保を

　　

図る。

　

（4）上下水道、廃棄物処理施設、教育施設、社会福祉施設、住宅等住民福祉の充実

　　

を図る見地から緊急度の高い事業の円滑な実施に資するため所要の財政措置を講

　　

ずる。

　

（5）人口急増地域における公共施設等の整備を図るため、教育施設、消防施設等の

　　

整備に対する財政措置を拡充する。

　

（6）過疎地域対策を推進するため、過疎及び辺地対策事業債の増額等を図るととも

　　

に、集落の移転整備、へき地の医療及び交通の確保等に必要な財政措置を拡充す

　　

る。

　

（7）公共用地の先行取得及び公有地の拡大に資するため、土地開発基金の増額等の

　　

措置を講ずる。

　

（8）消費者行政の推進等住民生活の安定を図るための施策を推進する。

８

　

地方公営企業の経営の健全化を推進し、経営基盤の強化を図る。

　

（1）病院事業の経営の現状にかんがみ、不良債務解消のため新たな助成措置を講

　　

じ、経営の健全化を図るとともに、交通事業の経営の再建を引き続き推進する、

　

（2）地方公営企業に対する地方債について生活関連事業を中心に重点的な増額を行

　　

うとともに、政府資金及び公営企業金融公庫資金の貸付条件の改善を図る。

９

　

地方財政の健全化及び財政秩序の確立を図るとともに、地方財政の機動的、弾力

　

的な運用を図るための措置を講ずる。

　

（1）国庫補助負担事業にかかる地方団体の超過負担を解消するため引き続き所要の

　　

措置を講ずるとともに、住民の税外負担の解消を図る。
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（2）定員管理の合理化をすすめるとともに、既定経費を節滅する。

（3）今後の経済情勢の推移並びに地方公務員の給与改定等の財政事情の変化に対応

　

し、財政の弾力的運用を図るため、あらかじめ財源を留保する。
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昭和47年度予算編成方針

46. 12. 30

閣議決定

　

昭和47年度の財政運営に当たっては、通貨調整に伴う国際経済環境の新たな展開

に即応しつつ、当面する国内経済の停滞をすみやかに克服し、国民福祉の向上を志向

するわが国経済社会の新しい進展を期することをもって基本とする。このため、公債

政策を積極的に活用し、社会資本の整備を一段と推進するほか、財源の重点的かつ効

率的な配分と費用負担の適正化に努めつつ、各般にわたる国民福祉の向上のための政

策の充実を図る。

　

昭和47年度予算及び財政投融資計画は、以上の基本方針のもとに、｢昭和47年度

の経済見通しと経済運営の基本的態度｣にのっとり、下記により編成する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

　

１

　

財

　

政

　

規

　

模

　　

財政の健全性を保ちつつ、一般会計予算及び財政投融資計画の規模の積極的な拡

　

大を図る。

　　

このため、公債発行額は１兆9,500億円とし、政府保証債の発行額は4,000億円

　

とする。

　

２

　

税

　

制

　

改

　

正

　　

国民の税負担の軽減合理化を図るため、年内に繰上げ実施した所得税減税に加

　

え、住民税、事業税等について減税を行なうとともに、妻及び心身障害者に関する

　

相続税負担を軽滅し、社会経済情勢の進展に即応して、持家の促進、老人寡婦対

　

策、公害防止対策、中小企業対策等のために税制上の諸施策を講じ、また、空港施

　

設等の整備充実に資するため、航空機燃料税(仮称)を創設する。

　

３

　

財源の重点的かつ効率的な配分

　

(1)財源の重点的かつ効率的な配分を徹底しつつ、治水事業、治山事業、都市公園

　　

整備及び廃棄物処理施設についての新５か年計画を策定し、生活環境施設華備に

　　

重点をおいた各種社会資本の整備を進めるとともに、社会保障の充実、物価対

　　

策、公害防止及び交通安全対策、中小企業及び農林漁業の近代化、文教科学技術

　　

の振興、海外経済協力と貿易及び資源対策、雇用対策、沖繩振興対策、防衛力の

　　

計画的整備、法秩序の維持等の諸施策を着実に推進する。

　

(2)各省庁の部局、特別会計及び特殊法人の新設は、厳にこれを抑制するととも

　　

に、既定計画に基づき公務員の定員削滅を行ない、新しい行政需要についてもそ

　　

の振替えによって対処する。

　

(3)補助金等既定経費の整理合理化を行なう。
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４

　

予算及び財政投融資計画の弾力的運用

　　

公共事業等の事業施行の促進を図るとともに、経済情勢の推移に機動的に対処す

　

るため、公庫等にかかる政府保証又は借入れの限度の弾力的措置を講ずる。

５地方財政

　　

地方財政についても、財源の重点的かつ効率的な配分を行なうこととし、国にお

　

いても所要の財源措置を講じ、その健全な運営を図る。

　　　　　　　　　　　

昭和48年度予算編成方針

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

48. 1. 6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

閣議決定

　

昭和48年度の財政運営に当たっては、わが国経済の国内均衡と対外均衡の調和を

図りつつ、長期的視野のもとに国民福祉の充実に努めることが必要である。

　

このた

め、財源の重点的かっ効率的な配分、費用負担の適正化及び公債政策の適切な活用を

図り、もって社会資木の整備、社会保障の充実等国民福祉向上のための各般の施策を

積極的に推進する。また、これらの施策の推進に当たっては、物価の動向に十分配意

し、特に地価対策の推進、低生産性部門の生産性向上、輸入政策の活用等総合的な物

価安定対策の充実を図る。

　

昭和48年度の予算及び財政投融資計画は、以上の基本方針のもとに、「昭和48年

度の経済見通しと経済運営の基本的態度」にのっとり、下記により編成する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

　

１

　

財

　

政

　

規

　

模

　　

一般会計予算及び財政投融資計画は、経済の安定的成長を保ちつつ、積極的に国

　

民福祉向上の要請にこたえる規模のものとする。

　　

また、公債発行額は２兆3,400億円とし、政府保証債の発行額は4,500億円とす

　

る。

　

２税制改正

　　

中小所得者等の税負担の軽減を重点に所得税、住民税、相続税の減税を行なうと

　

ともに、社会経済情勢の変化に即応して、物品税の軽減合理化、産業関連の租税特

　

別措置の改廃、有価証券取引税の税率引上げ等を実施し、国税、地方税を通じて初

　

年度4,600億円程度の減税を行なう。

　

３

　

財源の重点的かつ効率的な配分

　

（1）財源の重点的かつ効率的な配分を徹底しつつ、道路整備、漁港整備、土地改良

　　

０各事業につき長期計画を策定するとともに、生活環境施設整備に重点をおいた

　　

各種社会資本の整備を進め、国土の=総合開発を計画的かつ着実に実施するほか、

　　

年金制度の拡充等社会保障の充実を図り、物価対策、地価対策、公害防止及び交
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通安全対策、中小企業及び農林漁業の近代化、文教科学技術の振興、海外経済協

　

力の強化、資源対策、雇用対策、防衛力の計画的整備、法秩序の避持等の諸施策

　

を着実に推進する。

　

(2)国土の総合開発を推進するため、国土総合開発庁(仮称)を設置することとする

　　

が、各省庁の部局、特別会計及び特殊法人の新設は真に止むを得ないものを除き

　　

厳にこれを抑制するとともに、既定計画に基づき公務員の定員削減を行ない、新

　　

しい行政需要についてもその振替えによって対処する。

　

(3)補助金等既定経費の整理合理化を行なう。

４

　

予算及び財政投融資計画の弾力的運用

　　

経済情勢の推移に機動的に対処するため、引き続き公庫等に係る政府保証又は借

　

入れの限度の弾力的措置を講ずる。

５

　

地

　

方

　

財

　

政

　　

地方財政においても、国と同一の基調により、財源の重点的かつ効率的な配分を

　

行なうこととし、その適切な運営を図る。

　　　　　　　　　　　　

昭和49年度予算編成方針

48. 12. 21

閣議決定

　

今日の我が国経済は、物価の上昇に加えて、石油を初めどする資源問題等による供

給力の制約という極めて困難な事態に直面している。この局面を打開し、経済の正常

化を速やかに達成することが、当面の最大の課題であり、このためには、政府は、総

力を挙げて総需要の抑制を図る必要がある。

　

昭和49年度の予算及び財政投融資計画は、このような考え方の下に、「昭和49年

度の経済見通しと経済運営の基本的態度」にのつとり、国民生活の安定と福祉の充実

に配意しつつ、厳に抑制的なものとするとともに、今後の経済情勢の推移に対応し得

るよう機動的、弾力的な運営を行うことを基本として、下記により編成する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

　

１

　

財

　

政

　

規

　

模

　　

一般会計予算及び財政投融資計画の規模は、厳に抑制する。

　　

また、公債及び政府保証債の発行額をそれぞれ前年度当初発行予定額より1,800

　

億円及び500億円縮減し、公債の発行額は２兆1,600億円、政府保証債の発行額は

　

4,000億円とする。

　

２

　

税

　

制

　

改

　

正

　　

給与所得者を中心とする税負担の軽滅適正化を図るため、所得税について給与所

　

得控除等の引上げにより課税最低限（夫婦子供二人の給与所得者）を初年度150万
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円(平年度170万円)に大幅に引上げるとともに税率を緩和する等により初年度約１

　

兆4,800億円の滅税を行う一方、法人税、印紙税及び自動車関係諸税の税率の引上

　

げ、租税特別措置の整理合理化等を行う。

３

　

公共投資等の抑制

(1)公共事業系統経費については、原則として前年度当初予算額と同額以下とす

　　

る。なお、官庁営繕系統経費については新規の着工を極力繰延べろ等これを大幅

　　

に削減する。

　

(2)既定の長期計画について、進度の調整を図るほか､長期計画の改定は行わない。

　

(3)新幹線鉄道建設事業、本州四国連絡橋建設事業、新規高速道路建設事業等巨額

　　

の経費を要する事業については、極力これを繰延べる。

　

(4)財政投融資対象事業についても、これらに準じて措置する。

４

　

公共料金の凍結

　

物価の抑制に資するため、公共料金を極力凍結することとし、国有鉄道運賃、米

　

の政府売渡価格の改定時期をそれぞれ６ヵ月延期する。

５

　

財源の重点的かつ効率的な配分

　

(1)社会保障等国民福祉の向上に直結する施策及び物価の抑制、食糧の安定的供給

　　

の確保等国民生活の安定に寄与する施策の充実を図る。

　

(2)各省庁の部局及び特殊法人の新設は、真にやむを得ないものを除き、厳にこれ

　　

を抑制するとともに、既定計画に基づき公務員の定員削減を行い、新しい行政需

　　

要についてもその振替によって対処する。

　

(3)補助金等既定経費の整理合理化を行うとともに旅費、庁費等の行政経費につtヽ

　　

て節約を実施する。

６

　

予算及び財政投融資計画の弾力的運用

　

現下の経済情勢に顧み、その推移に対処するため、予算及び財政投融資計画の執

　

行に当り、その弾力的運用を図り得るよう措置する。

７

　

地

　

方

　

財

　

政

　

地方財政においても、国と同一の基調により、公共投資を初めとする歳出を極力

　

抑制するとともに、財源の重点的かつ効率的な配分を行うこととし、その適切な運

　

営を図る。

　　

なおヽ民間設備投資及び民間建築についても、上記の方針に対応し、極力繰延

　

べヽ抑制の措置をとることを要請する。
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昭和47年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

　　

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｐ螢ず８１

１

　

昭和46年度の経済情勢

　　

わが国経済は、４年有余にわたる長期繁栄のあと、45年秋から急速に景気後退

　

過程にはいったが、経済活動は現在なお停滞を続けている。

　

46年８月15日に発表された米国の新経済政策とその後の国際通貨不安は、ようや

　

く回復の兆しをみせていた景気の先行きに大きな影響を与えることとなった。すな

　

わち、国際通貨体制の動揺のなかで、わが国もいわゆる変動為替相場制へ移行する

　

こととなり、輸出成約の滅退、商品市況の軟化、企業収益の悪化、設備投資意欲の

　

一層の減退等景気は再び低迷傾向を強めている。

　　

こうした経済情勢の推移に即応して、政府および日本銀行は、すでに数次にわた

　

る公定歩合の引き下げ、財政投融資の追加、公共事業の施行促進等一連の景気拡大

　

策を実施し、特に９月以降は46年度補正予算を中心に景気振興策を一段と積極化

　

するとともに、他面、国際的協議の場で国際通貨問題の早期解決と米国輸入課徴金

　

の撤廃に努力してきた。12月18日の多角的通貨調整の成功は、４ヵ月以上接続し

　

た通貨不安を収拾し、国際経済環境に明るさをとりもどすこととなった。

　　

今後、国内経済においては、新通貨情勢に対する企業の適応努力とあいまって、

　

景気拡大策０効果が次第に現われるものと期待されるが、輸出の停滞、設備投資の

　

低迷等により、総需要はなお停滞基調で推移するものと見込まれる。

　　

この結果、鉱工業生産はなお弱含みに推移し、年度間では前年度比3.0%程度の

伸びに止まる見通しである。

　

他方、国際収支は、46年度にはいり国内需要の停滞を反映した輸出圧力の増大

　

と輸入の低迷および短期資本等の流入によって黒字幅が急速に拡大してきたが、変

　

動為替相場制移行後は、円の実勢高、通貨不安のなかで輸出の増勢は鈍化の傾向に

　

ある。

　

しかし、輸入はひきっづき停滞傾向にあるので、年度間の国際収支の黒字

　

は、貿易収支で75億5,000万ドル程度、経常収支で55億ドル程度となり、基礎的

　

収支は40億ドル程度の黒字となる見通しである。

　

次に物価の面では、卸売物価が需給事情の悪化や海外市況の軟化から前年度比

0.9％程度の下落となる見込みであるのに対し、消費者物価は、公共料金、耐久消

費財が安定しているものの、生鮮魚介、サービス料金、中小企業性製品を中心に根

強い騰勢を続けているため、前年度比6.1%程度の上昇となるものと見込まれる。

　

以上のような経済情勢の下で、46年度の国民総生産は、ほぼ80兆2,200億円程

度、その成長率は実質4.3 %(名目9.6％)程度となる見込である。
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２

　

昭和47年度の経済運営の基本的態度

　

47年度のわが国経済は、極めて重大な局面に立っている。

　

海外においては、国際通貨調整の実現により国際経済の均衡回復と米国をはじめ

　

とする主要先進諸国の景気の回復が期待されている。しかし、最近高まりつつある

　

保護主義的・地域主義的傾向、通貨調整に伴う過渡的な摩擦、今回の通貨調整に続

　

く新しい通貨体制の確立等、自由で秩序ある国際経済交流の発展を図るうえでなお

　

多くの問題があり、今後一層緊密な国際協調が必要とされる情勢にあるが、これに

　

対するわが国の役割は重要である。

　

ひるがえって国内経済においては、景気後退下の通貨調整という試練をうけつっ

　

あり、47年度経済の動向にはなお楽観を許さないものがある。景気停滞がなお長期

　

に続くとすれば、国民生活にも大きな影響を与えるのみならず、国際収支の調整も

　

阻害されるおそれなしとしない。総需要を喚起することにより、すみやかに景気の

　

浮揚を図ることが当面する最も緊要な課題である。

　

同時にわが国経済は、近年における内外の諸条件の変化に対処し、国際的通貨調

整という戦後経済における歴史的な事態を主体的に受けとめ、国際経済面において

は対外均衡の達成、国内経済面においては国民福祉の向上という二つの柱を軸とす

る新しい経済発展の方向に積極的に移行すべきときにある。そして、当面の景気対

策もこのような新しい発展の方向に即応するものでなければならない。

　

以上のよりな内外情勢の認識の下に、47年度の経済運営にあたっては、積極的

　

な景気振興策を展開するとともに、新通貨体制に対する円滑な適応を図りつつ、成

　

長と福祉の調和にたつ新しい経済発展へ踏み出す第一歩の年とするものとし、この

　

ため次の諸施策を重点的に講ずることとする。

　

第一に、47年度中に国内経済を拡大し、経済活動を確固たる安定成長の軌道に

乗せるため、公債政策を活用した積極的かっ機動的な財政金融政策の運用を図るこ

ととする。

　

第二に、国民福祉の向上をめざして、生活関連施設を中心とする公共投資の拡

充、民間住宅建設の促進、公害防止等環境保全対策の強化、社会保障の充実等社会

澗発の強力な展開を図るものとし、さらに新全国総合開発計画に沿って国土の総合

　

的開発に努めるものとする。

　

第三に、通貨調整の効果を確保するとともに、経済の効率化と国際経済関係の安

定的拡大を図るため、国内体制の整備に努めつつ、輸入の自由化、関税引下げ等に

よる輸入の促進、秩序ある輸出の推進、為替管理の自由化、経済協力の拡充等対外

経済政策をさらに積極的に推進することとし、あわせて各国と協調しつつ、ＩＭＦ・

ＧＡＴＴ体制の強化等国際通貨・貿易体制の健全な発展に努めることとする。

　

第四にヽ､消費者物価の安定を図り、国民生活０向上に資するため、輸入政策の積
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極的活用、生鮮食料品の安定的供給の確保、低生産性部門および流通機構の近代化、

競争条件の整備等の諸施策を強力に実施することとする。とくに、これら諸施策の

実施に際しては円切り上げに伴う輸入価格低下の利益が消費者に還元されるよう努

めるものとする。また、公共料金については、極力抑制的に取り扱うものとする。

　　

第五に、上記諸施策の実効をあげ、国民福祉と対外均衡を軸とする新しい経済発

　

展の基盤を強化するため、所要の国内条件の整備を強力に促進することとし、これが

　

ため農業、中小企業等の近代化と円滑な転換、労働力の効率化と職業転換等適応施

　

策を積極的に推進するとともに、産業構造の知識集約化、社会資本・公害防止関連

　

産業等の育成、技術の開発、人的能力の向上、労働条件の近代化、重要資源の開発

　

等の諸施策を充実するものとする。

　　

なお、47年度においては、通貨調整後の新たな内外の経済環境の下において、

　

また、沖繩復帰の事実を組み入れて、わが国経済社会が将来にわたって進むべき進

　

路を明らかにするため、新たな長期計画を策定することとする。

８

　

昭和47年度の経済見通し

　

(1)上記のような経済運営の基本的態度の下において、47年度のわが国経済は、

　　

46年度の補正予算等に引き続く47年度の積極的な経済運営策の効果が次第に浸

　　

透し、他方、新事態に対する企業の適応が漸次進んでいくものと思われるので、

　　

遅くとも年度の後半には安定成長路線へ回復していくものと見込まれる。この結

　　

果、47年度の国民総生産は90兆6,500億円程度、前年度比実質7.7％程度の伸

　　

び(名目12.9%増)となるものと見込まれる。

　

(2)この場合において、沖繩の本土復帰による国民総生産の増加分を控除すれば、

　　

その実質成長率は7.2％程度となり、国内経済の主要項目の見通しは、おおむね

　　

以下のようなものとなろう。

　　

1)国内需要の面では、個人消費支出は前年度比13.8％程度と底固い伸びを示す

　　　

一方、民間住宅投資も15.6%程度と伸び率を回復していくものと見込まれ

　　　

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

。。

　　　　

これに対し、民間設備投資は、製造業において前年度に引き続き滅少となる

　　　

ものと見込まれるので、電力・運輸等の非製造業において堅調な増加が期待さ

　　　

れるものの、全体としては2.7%程度の伸びに止まるものと見込まれる。

　　　　

民間在庫投資は、46年度中にかなりの規模で在庫調整が進行した結果、47

　　　

年度に入ってからは次第に緩やかな回復過程に入ってゆくものと見込まれ、約

　　　

１兆7,000億円程度の規模になるものと見込まれる。

　　　　

財政面では景気振興、国民福祉の向上を基本とする所要の施策を進めること

　　　

としており、政府の財貨サービス購入は前年度比17.0%程度の増加になるもの

　　　

と見込まれる。
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こうした結果、国内需要は年度を通じて次第に回復を示するものと見込まれ

　　

る。

　

2）このような国内需要に即応して、鉱工業生産は、46年度全般を通じて停滞を

　　

続けたあとをうけ、次第に上向いていくものと見込まれ、年度としての伸びは

　　

7.5％程度になるものと見込まれる。

　

3）物価についてみれば、卸売物価は、需給動向や円の切り上げによる輸入原材料

　　

等の価格低下を背景として、年度としてはほぼ横這いに推移するものと見込玄

　　

れるが、消費者物価については、円切り上げによる価格引き下げ効果が期待さ

　　

れるものの、依然その騰勢に根強いものがあり、各般の物価対策を強力に推進

　　

することにより、前年度比5.3%前後の上昇に止めるよう努めるものとする。

（3）国際収支面では、輸出は、円の切り上げ、世界貿易の仲びの鈍化、景気回復に

　

伴う輸出圧力の減少等により、その伸びは前年度の伸びを大幅に下回り、254億

　

ドル、前年度比8.5％程度の伸びに止まろう。他方、輸入は、国内経済動向と各

　

種輸入促進措置等も考慮すれば、182億5,000万ドル、前年度比15.1％程度の伸

　

びになるものと見込まれる。

　　

この結果、貿易収支の黒字幅は前年度の水準を下回り、71億5,000万ドル程度

　

となるものと見込玄れ、年度後半にかけて黒字幅は次第に縮小の方向に向かうも

　

のと思われる。

　　

また、貿易外収支、移転収支についても、47年度にはそれぞれ21億5,000万

　

ドル、３億ドル程度の赤字となるものと予想される結果、経常収支の黒字幅は

　

47億ドル程度となるものと見込まれる。

　　

長期資本収支については、経済協力の拡充、海外投資の増加等から20億ドル

　

程度の赤字となるものと予想され、47年度の基礎的収支は27億ドル程度の黒字

　

となるものと見込まれる。
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標
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昭和48年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和48年1月26日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

閣

　

議

　

決

　

定

１

　

昭和47年度の経済情勢

(1)わが国経済は、景気後退下の通貨調整という試練をのりこえ、47年初来着実

　　

な景気上昇過程をたどっている。

　　

財政金融面からの積極的な景気対策の効果もあって、金融緩和基調を背景とし

　　

て、個人消費支出の上昇、民間住宅投資の急速な回復等がみられ、当面、従来の

　　

ような輸出や民間設備投資の急増は予想されないが、総需要は引き続き拡大基調

　　

で推移するものと見込まれる。また、産業活動も拡大を続けており、鉱工業生産

　　

は前年度比10.0％程度の伸びになるものと見込まれる。

　

(2)物価面では、消費者物価は季節商品が落ち着いていることなどもあって、比較

　　

的安定した推移を示しており、前年度比5.3%以内の上昇にとどまるものと見込

　　

まれる。他方、卸売物価は需要の回復に市況対策の影響等も加わって、47年初

　　

来堅調に推移し、とくに夏以降は木材価格の高騰や一部商品の海外市況高の影響

　　

等もあって、かなりの上昇が続いており、前年度比2.2%程度の上昇になるもの

　　

と見込まれる。

　

(3)国際収支については、通貨調整の効果、景気の回復等によって、輸出は前年度

　　

に比べ増勢は鈍化しているが、世界貿易の拡大、海外インフレーションの進行等

　　

によって、依然強含みに推移しており、また輸入は、とくに夏以降急速な増加を

　　

示している。

　

この結果、貿易収支は89億5,000万ドル、経常収支は62億ドル程

　　

度の黒字と、なおかなりの水準にあるが、基礎的収支は長期資本の大幅な流出超

　　

が見込まれ、24億ドル程度の黒字と、前年度に比べかなり改善される見通しで

　　

ある。

　

(4)以上のような経済情勢の下で、47年度の国民総生産は94兆3,000億円程度と

　　

なり、47年度の実質の成長率は前年度比10.3％(名目15.7%)程度となる見込み

　　

である。

２

　

昭和48年度の経済運営の基本的態度

　　

昭和48年度のわが国経済は、前年度に引き続き拡大基調をたどるものとみられ

　

るがヽ最近における物価の動向にかんがみ、その安定を確保するため、一層の配慮

　

を払う必要が高まっている。一方、わが国の福祉水準の現状にてらし、経済成長Ｏ

　

成果を活用しつつ、長期的視点から国民福祉の充実を図ることが、当面する重要な

　

国民的課題となっている。また、対外経済面においては、最近の国際収支の状況に

　

かんがみヽ国際収支の均衡化を促進するため、引き続き格段の努力を払っていくこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－445－



　

とが緊要となっておりヽさらに国際協調の下にヽ国際通貨゜貿易体制の新しい秩序

　

づくりに積極的に寄与していくことが重要な課題となっている。

　

以上のような認識の下に、昭和48年度の経済運営にあたっては、今回策定され

　

る新しい長期経済計画実施の初年度として、財政金融政策を中心とする適切かつ機

　

動的な政策運用により、わが国経済を息の長い安定した成長路線に定着させるよう

　

努めるとともに、福祉志向型経済の実現をめざし、次の諸施策を重点的に講ずるも

　

のとする。

　　

第一に、国民福祉の向上を図るため、住宅・生活環境施設を中心とする社会資本

　

の整備、各種年金の充実、社会福祉施設の整備の促進等の社会保障の充実、公害防

　

止等環境保全対策の強化、地価対策の推進等の諸施策を強力に実施するものとす

　

る。また、環境保全と調和ある土地利用に配慮しつつ、福祉社会建設の地盤となる

　

国土の総合開発を進めることとする。

　　

第二に、物価の安定を図るため、総需要の適正化と供給の円滑化に努めつつ、輸

入政策の積極的活用、生鮮食料品の安定的供給の確保、低生産性部門および流通機

構の近代化、競争条件の整備等の諸施策を強力に実施することとする。また、公共

料金については極力抑制的に取り扱うものとする。

　　

第三に、国際収支の均衡化を促進するとともに、国際経済関係の調和的発展を図

　

るため、国内体制の整備に努めつつ輸入の自由化、関税の引下げ等による輸入の拡

　

大、輸出の適正化、資本の自由化および海外投資の促進、量質両面にわたる経済協

　

力の拡充等総合的な対外経済政策を積極的に推進するとともに、あわせて各国と協

　

調しつつ、国際通貨・貿易体制の健全な発展に努めるものとする。

　　

第四に、上記諸施策の実効をあげ、国民福祉と対外均衡を軸とする新しい経済構

　

造０形成を促進するため、産業構造の知識集約化、農林漁業・中小企業の構造改

　

善、社会資本・公害防止関連産業の育成、新技術開発、人的能力の向上、週休二日

　

制・定年延長の推進、重要資源の開発等の諸施策を充実するものとする。

３

　

昭和48年度の経済見通し

　

(1)上記のような経済運営の下において、48年度の国民総生産は109兆8,000億円

　　

程度になり、その成長率は前年度比実質10.7％(名目16.4％)程度となるものと

　　

見込まれる。この場合において、国内経済の主要項目の見通しは、おおむね以下

　　

のようなものとなろう。

　　

1)国内需要の面では、個人消費支出は着実な所得の上昇一を背景に、伸び率は前

　　　

年度よりさらに高まり、前年度比15.2%程度となるものと見込まれる。

　　　　

民間住宅投資は、前年度の急速な回復のあとを受けて、伸び率は若干鈍化す

　　　

るものの、なお前年度比21.4%増程度と高い伸びが見込まれる。

　　　　

また、民間設備投資は、非製造業関係企業や中小企業を中心に堅調な伸びが
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続くことが予想されるので、全休としては前年度比14.0%程度の伸びが見込

　　

まれる。

　　　

民間在庫投資は、前年度に引き続き回復過程をたどり、３兆7,000億円程度

　

の規模になるものと見込まれる。

　　　

財政面では、国内均衡と対外均衡の調和を図りつつ、国民福祉の充実に努め

　　

ることを基本として所要の施策を進めることとしており、政府の財貨サービス

　　

購入は前年度比16.6%程度の増加になるものと見込まれる。

　

2）このような需要の動向に伴い、鉱工業生産は、前年度に引き続き着実な上昇

　　

を続け、年度としての仲びは12.0%程度になるものと見込まれる。

　

3）物価面については、卸売物価は前年度にみられた一部市況商品価格の騰勢に

　　

落着きが期待され、前年度比2.0%程度の上昇になるものと見込まれる。また

　　

消費者物価については、景気の上昇や前年度の卸売物価の動向等を考慮する

　　

と、その騰勢は前年度に比べ根強いものと見込まれるが、諸般の物価対策を強

　　

力に推進することにより、前年度比5.5%程度の上昇にとどめるよう努めるも

　　

のとする。

（2）国際収支面では、輸出は世界貿易の拡大が予想されるものの、通貨調整効果の

　

一層の浸透、輸出の適正化措置の推進等の政策努力により333億ドル、前年度比

　

14,8％程度の仲びにとどまろう。他方、輸入は本年度、国内景気の上昇、製品輸

　

入拡大等のほか各般の輸入促進措置の効果によって、252億ドル、前年度比25.7%

　

増程度と大幅な伸びを示すものと見込まれる。

　　

この結果、貿易収支の黒字幅は、前年度の水準を下回り、81億ドル程度にな

　

るものと見込まれる。

　　

また、貿易外収支、移転収支については、それぞれ27億5,000万ドル、４億

　

ドル程度の赤字となるものと予想される結果、経常収支の黒字幅は49億5,000万

　

ドル程度にとどまるものと見込まれる。

　　

他方、長期資本収支については、経済協力の拡充、海外投資の増加等から40億

　

ドル程度の赤字となるものと予想され、基礎的収支は９億5,000万ドル程度の黒

　

字となるものと見込まれる。
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昭和49年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和49年１月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

閣

　

議

　

決

　

定

１

　

昭和48年度の経済情勢

　

昭和48年度の経済は、需給のひっ迫基調の下で根強い物価の騰勢を続けてきた

　

が、石油問題の発生により厳しい事態を迎えている。

　

(1)国内経済は、年度の前半には個人消費支出や民間設備投資等を中心にかなりの

　

拡大を示してきたが、総需要抑制策の効果や石油問題による先行き見通し難等も

　

あって、後半には経済成長は鈍化するものとみられる。また、産業活動も石油の

　

供給削減の影響を受け、鉱工業生産は前年度比9.1%程度の増加になるものと見

　

込まれる。

　

(2)物価は、海外価格の高騰と国内需給のひっ迫を背景に、根強い騰勢が続いてお

　　

り、石油問題の発生もあって前年度に比べ卸売物価は20.2%程度、消費者物価

　　

は14.0%程度の上昇はさけられないものとみられる。

(3)国際収支については、輸出はかなりの仲びを示しているが、輸入は、輸入価格

　　

０異常な上昇もあって輸出を上回る大幅な増加を示しており、貿易収支の黒字は

　　

30億ドル程度と前年度に比べ大幅に縮小するものと見込まれる。また経常収支は

　　

９億ドル程度の赤字となり、長期資本の著しい流出を反映して、基礎的収支は87

　　

億ドル程度の赤字になるものと見込まれる。

　

(4)以上のような経済情勢の下で、昭和48年度の国民総生産は116兆4,500億円

　

程度となり、実質の成長率は前年度比6.4％(名目21.9 %)程度となる見込みであ

　

る。

２

　

昭和49年度の経済運営の基本的態度

　

昭和49年度のわが国経済においてはとくに年度当初に、石油の供給削減の影響

　

による供給面の制約から、物資需給、物価、雇用等の面において、国民生活に少な

　

がらざる影響が及ぶことが懸念される。

　　

このような認識の下に、昭和49年度の経済運営にあたっては、適切かつ機動的

　

な政策運用により、国民生活の安定と国民経済の円滑な運営を確保するため、次の

　

諸施策を重点的に講ずるものとする。

　

第一に、最近における物価の動向にかんがみ、その安定を確保することが最優先

　

の政策課題である。このため総需要の抑制に特段の配慮を払うものとする。また、

　

投機的行為の防止、必需物資の輸入の促進、生鮮食料品の安定的供給の確保、流通

　

機構の合理化、競争条件の整備等の諸施策を引き続き強力に実施するものとする。

　

公共料金については、これを厳に抑制するものとする。
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第二に、石油をはじめとする物資需給の均衡を図りとくに生活必需物資を優先的

　

に確保することとし、さらにエネルギー消費の節減、合理化を一層推進するものと

　

する。

　　

物価の安定、物資需給の均衡を確保するため「国民生活安定緊急措置法」、「石油

　

需給適正化法」等の適切な運用を図るものとする。

　　

第三に、社会保障の充実、勤労者に対する施策の充実、環境保全対策の推進､地

　

価対策の強化等国民福祉向上のための諸施策を引き続き推進するものとする。

　　

第四に、長期的視点から、資源・エネルギーの安定供給の確保、省資源･省エネ

　

ルギー化の促進、原子力及び新エネルギーの研究開発の推進、農業生産の近代化と

　

食料の安定的供給の確保等の諸施策を充実するものとする。

　　

また、国際経済関係の調和的発展を図るため経済協力等対外経済政策を推進する

　

とともに、各国と協調しつつ、国際通貨貿易体制の健全な発展に努めるものとする。

３

　

昭和49年度の経済見通し

　

（1）上記のような経済運営の下において、昭和49年度の国民総生産は131兆

　　

5,000億円程度になり、その成長率は前年度比実質2.5％（名目12.9%)程度にと

　　

どまるものと見込まれる。経済活動は、年度当初石油削減の影響によって停滞す

　　

るものとみられるが、年度の後半には回復、安定に向うものと見込まれる。

　　

1）個人消費支出は引き続き堅調に推移し、前年度比17.0％程度の増加となる

　　　

ものと見込まれる。

　　　　

民間投資は住宅投資が前年度比15.4%程度増加するものの、設備投資の伸

　　　

ぴ率は大幅に鈍化し、前年度比10.3％程度の増加に、また在庫投資も1兆

　　　

6,000億円程度にとどまるものと見込まれる。

　　　　

財政面では、総需要抑制の観点から公共事業等の圧縮をはかる一方、社会保

　　　

障関連支出に特段の配慮を払って国民福祉の充実に努めることとしており、政

　　　

府の財貨サービス購入は前年比14.9%程度の増加になるものと見込まれる。

　　　　

鉱工業生産は次第に回復するが、年度としての伸びは1.0％程度にとどまる

　　　

ものと見込まれる。

　

2）物価については、総需要抑制策の効果の浸透、海外価格の騰勢の鈍化が期待

　　　

されるが、石油の供給削滅等を背景に需給はひつ迫気味に推移することが予想

　　　

されるので、諸般の物価対策を強力に推進することにより、卸売物価の年度中

　　　

上昇率は4.8％程度、年度平均上昇率は14.6%程度、消費者物価の年度中上

　　　

昇率は5.2％程度、年度平均上昇率は9.6%程度の上昇にとどめるよう努める

　　　

ものとする。

（2）国際収支については、世界貿易の伸びの鈍化、国内における供給面の制約等に

　　

よって、輸出は471槍ドル、前年度比23.0％程度の増加にとどまるものとみら
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れる。他方、輸入も国内経済活動の鈍化によって437億ドル、前年度比23.8%

程度の増加と前年度に比べ伸び率は大幅に低下するものと見込まれる。

　

この結果、貿易収支の黒字は34億ドル程度、経常収支の赤字は４億5,000万

ドル程度になるものと見込まれる。また長期資本収支の赤字も44億ドル程度に

縮小するものと予想され、基礎的収支の赤字は48億5,000万ドル程度と前年度に

比べかなり減少するものと見込まれる。
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地方行財政制度の改正(昭和48年公布分)

　

地方行財政に関連する主要な法律の制定、改正状況の概要は、次のとおりである。

　

１

　

自治省関係

　

地方税法の改正(昭和48年法律第23号)

(1)道府県民税及び市町村民税

　

ア

　

個人の道府県民税及び市町村民税の所得控除を次のとおり改めた。

　　

(ア)基礎控除額を16万円(改正前15万円)に引き上げた。

　　

(ｲ)配偶者控除額を15万円(改正前14万円)に引き上げた。

　　

(ｳ)扶養控除額を12万円(改正前11万円)に引き上げた。

　　

匈

　

寡婦控除、障害者控除、老年者控除又は勤労学生控除の額をそれぞれ12万

　　　

円(改正前10万円)に引き上げるとともに、特別障害者控除額を14万円(改正

　　　

前12万円)に引き上げた。

　　

(オ)配偶者のいない世帯の１人目の扶養親族に係る扶養控除額を14万円(改正前

　　　

12万円)に引き上げた。

　

イ

　

市町村民税の所得割について、税率の適用区分を次のとおり改めた。

　　　　　

(税

　

率)

　　　　

(改

　

正

　

後)

　　　　

(改

　

正

　

前)

　　　　　　

2％

　　　　　

30万円以下の金額

　　　

15万円以下の金額

　　　　　　

3％

　　　　　

50万円

　　

゛

　　　　

40万円

　　

゛

　　　　　　

4％

　　　　　

80万円

　　

゛

　　　　　

70万円

　　

゛

　　　　　　

5％

　　　　

110万円

　　

゛

　　　　

100万円

　　

゛

　　　　　　

6％

　　　　

150万円

　　

゛

　　　　

150万円

　　

゛

　　　　　　　　　　　　

(以下略)

　

ウ

　

扶養親族のうち年齢70歳以上の者(障害者を除く。)について、通常の扶養控除

　　

(改正前11万円)に代えて、老人扶養控除(14万円)を設けた。

　

こJ゛夫と死別した後婚姻をしていない者で扶養親族のなトもの(年所得150万円以

　　

下の者に限る｡)についても寡婦控除を適用することとした。

　

オ

　

障害者、未成年者、老年者又は寡婦についての非課税の範囲を、年所得43万

　　

円(改正前38万円)までとした。

　

力

　

肉用牛の売却による農業所得の免税措置の適用期限を昭和53年度まで延長し

　　

た。

(2)事

　　

業

　　

税

　　

個人の事業税の事業主控除額を80万円(改正前60万円)に引き上げた。
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(3)不動産取得税

　

ア

　

新築住宅に係る控除額を230万円(改正前150万円)に引き上げた。

　

イ

　

免税点について、土地の取得にあっては10万円(改正前５万円)に、家屋の取

　　

得のうち、建築に係るものにあっては28万円(改正前15万円)、そり他のもりに

　　

あっては12万円(改正前８万円)に引き上げた。

　

ウ

　

次に掲げる不動産の取得については、非課税とした。

　　

(ﾌつ

　

本州四国連絡橋公団が直接その本来の業務の用に供するための不動産

　　

吋)国の貸付けに係る資金の貸付けを受けた者がコンテナー貨物を運送する船舶

　　　

の係留に係る特定用途港湾施設の用に供するため昭和53年３月31日までに取

　　　

得する不動産又は自動車航送船の係留に係る特定用途港湾施設の用に供するた

　　　

め昭和51年３月31日までに取得する家屋

　

エ

　

入会林野整備等による土地の取得に対して課する不動産取得税の課税標準の特

　　

例の適用期限を昭和50年３月31日まで延長した。

　

オ

　

消防法第17条第１項に規定する防火対象物に該当する家屋を建築した場合の

　　

課税標準は、その建築が昭和51年３月31日までに行われたときに限り、当該家

　　

屋の価格から消防用設備の価格に相当する額を控除した額とした。

　

カ

　

住宅を購入して譲渡する特定の者が新築未使用住宅を購入して当該購入の日か

　　

ら６月以内にこれを譲渡した場合においては、当該譲渡をもって当該住宅の取得

　　

があったものとみなして不動産取得税を課することとした。

　

キ

　

土地改良区が、土地改良法第53条の３の２第１項の規定により換地計画にお

　　

いて定められた換地を取得した場合において、当該土地を取得の日から２年以内

　　

に譲渡したときは、当該土地改良区による当該換地の取得に対して課する不動産

　　

取得税に係る地方団体の徴収金に係る納税義務を免除することとした。

(4)娯楽施設利用税

　　

ゴルフ場に係る娯楽施設利用税の標準税率を800円(改正前600円)に引き上げる

　

とともに、ゴルフ場所在市町村に対して交付する娯楽施設利用税交付金の交付率を

　

２分０１(改正前３分の１)に引き上げた。

(5)料理飲食等消費税

　

ア

　

飲食店等における飲食の免税点を1,200円(改正前900円)に引き上げるととも

　　

に、あらかじめ提供品目ごとに料金を支払う飲食の免税点を600円(改正前450

　　

円)に引き上げた。

　

イ

　

旅館における宿泊及びこれに伴う飲食の免税点を2,400円(改正前1,800円)に

　　

引き上げた。

t6)自

　

動

　

車

　

税

　　

自動車税の納期を昭和49年度から５月(改正前４月及び10月)とすることと
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した。

(7)固定資産税

　

ア

　

宅地等に係る固定資産税について、住宅用地に対する軽減措置を講ずるととも

　　

に、税負担の激変を緩和するための調整措置を講じつつ評価額に基づいて課税す

　　

ることとし、次の措置を講ずるものとした。

　　

(ﾌり

　

住宅用地については、課税標準をその価格の２分の１の額とするとともに昭

　　　

和48年度及び昭和49年度に限り、現行の負担調整措置を継続する。

　　

(ｲ)非住宅用地(住宅用地以外の宅地等をいう｡)については、昭和48年度及び昭

　　　

和49年度に限り、次の措置を講ずる。

　　　

ａ

　

法人が所有する非住宅用地の固定資産税の額は、昭和48年度にあって

　　　　

は、その価格と現行制度による昭和48年度の課税標準となるべき額との差

　　　　

額の３分の２の額を、昭和49年度にあっては、当該差額の３分の１の額を

　　　　

その価格から控除して得た額によって算定した税額とする。

　　　

ｂ

　

個人が所有する非住宅用地の固定資産税の額は、昭和48年度にあっては

　　　　

現行の負担調整措置による税額とし、昭和49年度にあってはその価格と現

　　　　

行制度による昭和48年度の課税標準となるべき額との差額の２分の１の額

　　　　

をその価格から控除して得た額によって算定した税額とする。

　　

(ｳ)現行の負担調整措置を継続する場合において、その価格に対する課税標準と

　　　

なるべき額の割合が、昭和48年度にあっては100分の15未満である宅地等に

　　　

ついては、当該年度における課税標準となるべき額を、それぞれその価格の

　　　

100分の15の額及び100分の30の額とする。

　

イ

　

市街化区域農地について、次の措置を講ずるものとした。

　　

(ア)次に掲げる区域内の市及び都の特別区に所在するＡ農地及びＢ農地の固定資

　　　

産税の額は、評価額の２分の１の額に次の表に掲げる率を乗じて得た額に基づ

　　　

いて算定する。

　　　

゛首都圏整備法第２条第３項に規定する既成市街地又は同条第４項に規定す

　　　　

る近郊整備地帯

　　　

ｂ

　

近畿圏整備法第２条第３項に規定する既成都市区域又は同条第４項に規定

　　　　

する近郊整備区域

　　　

ｃ

　

中部圏開発整備法第２条第３項に規定する都市整備区域

（栽常譜）（≒l・）（率づ談雛漕）（年

　

度）

Ａ

　

農

　

地

和
和
和
和

昭
昭
昭
昭

１ 48年度

　　

0.2

49年度

　　

0.4

50年度

　　

0.7

51年度

　　

1.0
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Ｂ

　

農

　

地

和
和
和
和

昭
昭
昭
昭

１ 49年度

50年度

51年度

52年度

(率)

　

0.2

　

0.4

　

0.7

　

1.0



　

印

　

右のＡ農地及びＢ農地に係る都市計画税の額i乱評価額を基礎として固定資

　　

産税に準じた方法により算定する。

　

(ウ)ぐア)のＡ農地及びＢ農地以外の市街化区域農地については、昭和50年度末ま

　　

でにその取扱いを定めるものとし、それまでは従来の税負担に据え置くものと

　　

する。

ウ

　

免税点について、土地にあっては15万円(改正前８万円)に、家屋にあっては

　

８万円(改正前５万円)に、償却資産にあっては100万円(改正前30万円)に引き

　

上げた。

エ

　

水産業協同組合共済会の事務所及び倉庫については非課税とした。

オ

　

次のとおり課税標準の特例を設けた。

　

(ア)新規営業路線について認められている現行の課税標準の特例の適用範囲に特

　　

定の車庫の新増設をするために敷設した構築物を加えた。

　

(ｲ)公害の発生の抑止等の性能を有する機械その他の生産設備の課税標準は、取

　　

得後３年度間に限り、その価格の２分の１の額とした。

　

(ウ)本州四国連絡橋公団が所有し、かつ、直接本州四国連絡橋公団法第29条第

　　

１項第２号に規定する鉄道施設の用に供する固定資産の課税標準は、その価格

　　

の２分の１の額とした。

　

国

　

産業廃棄物の処理の用に供する特定の償却資産の課税標準は、その価格の３

　　

分の１の額とした。

　

團

　

石油開発公団が所有し、かつ、直接石油開発公団法第19条第１項第4号に

　　

規定する業務の用に供する家屋及び償却資産の課税標準は、取得後５年度間

　　

は、その価格の３分の１の額、その後の５年度間はその価格の３分の２の額と

　　

した。

　

固

　

国の貸付けに係る資金の貸付けを受けた者が、昭和47年１月２日から昭和

　　

52年１月１日までの間に取得したコンテナー貨物を運送する船舶の係留に係

　　

る特定用途港湾施設の用に供する固定資産の課税標準は、取得後５年度間に

　　

限り、その価格の２分の１の額とした。

　

剛

　

国の貸付けに係る資金の貸付けを受けた者が、昭和47年１月２日から昭和

　　

50年１月１日までの間に取得した自動車航送船の係留に係る特定用途港湾施

　　

設の用に供する家屋及び償却資産の課税標準は、取得後８年度間に限り、その

　　

価格の２分の１の額とした。

ヵ

　

次のとおり課税標準の特例措置の適用期限を延長した。

　

(ｱ)重油に係る水素化脱硫装置及び営業用倉庫に係る課税標準の特例措置の郷

　　

を延長し、昭和51年１月１日までの間に新設されたものについて適用するこ

　　

ととした。
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(ｲ)船舶による物品運送用の大型コｙテナーに係る課税標準の特例措置の期限を

　　　

昭和50年度まで延長した。

(8)電気ガス税

　

ア

　

税串を６パーセント(改正前７パーセント)に引き下げた。

　

イ

　

免税点について、電気にあっては1,000円(改正前800円)に、ガスにあっては

　　

2,100円(改正前1,600円)に引き上げた。

　

ウ

　

無水マレイン酸並びに非課税期間の満了する人工軽量骨材(頁岩を原料とする

　　

ものに限る｡)及びブチルゴムを非課税品目に加え、非課税品目のうち焼成りん肥

　　

を削除した。

　

エ

　

社会福祉事業法第２条第２項の施設等においてその施設の入所者の保護等のだ

　　

めに直接使用する電気及びガスを非課税とした。

(9)特別土地保有税

　　

市町村税として特別土地保有税を次により創設した。

　

ア

　

特別土地保有税は、土地(昭和44年１月１日以後に取得されたものに限る｡)

　　

又は土地の取得(昭和48年７月１日以後の取得に限る。)に対し、当該土地所在の

　　

市町村において当該土地の所有者又は取得者(以下｢土地の所有者等｣という｡)に

　　

課する。

　

イ

　

次の土地については、非課税とする。

　　

ぐア)国又は地方公共団体が取得し又は所有する土地

　　

ぐｲ)相続、法人の合併等の形式的な所有権の移転に係る土地

　　

(ウ)農林経営規模の拡大、工場の地方分散等国の施策等に適合する用途に供され

　　　

ている上地

　

ウ

　

課税標準は、土地の取得価額とする。

　

エ

　

税率は、土地に対して課するものにあつては100分の1.4、土地の取得に対し

　　

て課するものにあっては100分の３とする。ただし、当該土地に係る固定資産税

　　

額及び不動産取得税額に相当する額は控除する。

　

オ

　

特別土地保有税は、市町村の区域内において、同一の者につき、土地に対して

　　

課するものにあってはその者が１月１日に所有する土地の面積が、土地の取得に

　　

対して課するものにあってはその者が１月１日又は７月１日前１年以内に取得し

　　

た土地の面積が、それぞれ次の区域の区分に応じ、次に掲げる面積(以下｢基準

　　

面積｣という｡)に満たない場合には、課さない。

　　

(ア)指定都市の区の区域及び都の特別区の区域

　　　　　

2,000平方メートル

　　

(ｲ)都市計画法第５条に規定する都市計画区域を有する

　　　

市町村の区域

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5,000平方メートル

　　

(ウ)その他の市町村の区域

　　　　　　　　　　　　　　　

10,000平方メートル
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ヵ

　

徴収については、申告納付の方法によるものとし、その納期限は、次の区分に

　　

応じ、それぞれ次に掲げる日とする。

　　

(ア)１月１日において基準面積以上の土地を所有する者の当該土地に対して課す

　　　

るもの

　　

その年の５月31日

　　

ぐｲ)１月１日又は７月１日前１年以内に基準面積以上の土地を取得した者の当該

　　　

土地の取得に対して課するもの

　　

それぞれその年の２月末日又は８月81日

　

キ

　

市町村は、土地の所有者等がその土地を前記イの(ウ)に掲げる土地として使用し

　　

ようとする場合において、市町村長によるその事実の認定日以後２年(建物等の

　　

建設に要する期間が通常２年を超えること等やむをえない事情がある場合には市

　　

町村長が定める相当の期間)内に当該土地として使用を開始し、かつ、市町村長

　　

の確認を受けたときは、当該土地に係る特別土地保有税の納税義務を免除するこ

　　

ととした。

　

ク

　

市町村長は、前記キの認定をした場合には、土地所有者等からの徴収猶予の申

　　

請に基づき、前記キに規定する期間を限度として当該土地に係る特別土地保有税

　　

の徴収を猶予するものとした。

　

ヶ

　

市町村は、特別土地保有税を徴収した場合において、当該特別土地保有税につ

　　

いて前記キの適用があることとなったときは、納税義務者の申請に基づいて当該

　　

特別土地保有税を還付することとした。

韻

　

自動車取得税

　

ア

　

国の行政機関の作成した計画に基づく政府の補助を受けて一般乗合旅客自動車

　　

運送事業を経営する者が取得する特定の一般乗合用のバスの昭和52年３月31日

　　

までにおける取得については、自動車取得税iを非課税とした。

　

イ

　

道路運送車両法第41条の規定による自動車排出ガスに係る保安基準に適合す

　　

る自動車に係る自動車取得税の税率は、昭和49年３月81日までに取得されたも

　　

のにあっては、100分の１、昭和49年４月１日から昭和49年９月80日までの

　　

間に取得されたものにあっては100分の２とした。

　

地方交付税法の改正(昭和48年法律第34号)

(1)基準財政需要額の算定方法の改正

　

ア

　

市町村道、公園、下水道、清掃施設等住民の生活に直結する各種の公共施設の

　　

計画的な整備を促進するため、関係費目に係る単位費用の改定及び算定方法の改

　　

正を行った。

　

イ

　

老人医療費の公費負担制度、児童手当制度の充実、社会福祉施設の整備その他

　　

社会福祉水準の向上に要する経費の増額を図った。

　

ウ

　

公害対策、交通安全対策及び消防救急対策に要する経費を充実した。

　

エ

　

過密地域に対する基準財政需要額の算入の充実を図るとともに、｢消防費｣にお
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いて新たに密度補正を適用する等過疎地域に対する基準財政需要額の算入を強化

　　

した。

　

オ

　

広域市町村圏内における基幹生活関連道路の整備を引き続き促進するための措

　　

置を講じた。

　

ヵ

　

その他各種０制度改正等により増加する経費を基準財政需要額に算入するため

　　

関係費目の単位費用を改定した。

(2)地方交付税の総額の特例等

　

ア

　

地方財政の状況にかんがみ、昭和48年度分の地方交付税の総額については、

　　

現行の法定額に同年度の交付税及び譲与税配付金特別会計において借り入れる

　　

950億円を加算するものとし、この加算額は全額普通交付税として交付するもの

　　

のとした。

　

イ

　

昭和49年度分の地方交付税の総額については、現行の法定額から950億円を

　　

減額するものとした。

　

地方公営交通事業の経営の健全化の促進に関する法律(昭和48年法律第59号)

　

本法は、地方公共団体の経営する公営交通事業について、その経営の再建その他経

　

営の健全化を促進し、もって住民福祉の向上と地域交通の確保に資することを目的

　

とするもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)公営交通事業の経営の健全性の確保に関して、その事業を経営する地方公共団休

　

の責務を明らかにするとともに国の配慮につトて規定した。

(2)昭和47年度末において赤字のある公営バス、路面電車事業は、その事業を経営

　

する地方公共団体０申出に基づき再建計画をたて昭和48年度から計画的に経営の

　

再建を行うこととした。

(3)再建事業については、昭和47年度末の赤字棚上げのための再建債の発行を認め、

　

この再建債については、国が利子の全部又は大部分を補給し、地方公共団体の一般

　

会計が元本及び国の補給する部分以外の利子を負担することとした。

(4)再建団体の長は、路線バスの円滑な運行確保に必要な措置を関係行政機関の長等

　

に申し出ることができることとした。

　

公有地の推進に関する法律の改正(昭和48年法律第71号)

(1)土地の先買いに関する制度の対象区域を都市計画区域に拡大することとした。

(2)地方公共団体等が届出により先買いをした土地は、公共用地等の代替地に充てる

　

ことができることとした。

(3)土地開発公社は、地方公共団体の委託により、土地の造成と合わせて行う公共施

　

設等の整備等の業務を行うことができろこととした。

　

昭和42年度以後における地方公務員等共済組合法の年金の額の改定等に関する法

　

律の改正(昭和48年法律第75号)

　

地方公務員共済組合が支給する年金の額の改定につき恩給法等の改正内容に準じて
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所要の措置を講ずるとともに、地方団体関係団体職員共済組合が支給する年金の額を

地方公務員共済組合が支給する年金の額の改定措置に準じて改正するほか、遺族年金

の受給資格の緩和、退職年金等の最低保障額の引上げ等の措置を講じたものであり、

その概要は次のとおりである。

(1)地方公務員共済組合制度の改正関係

　

ア

　

恩給制度の改正に伴う措置

　　

(ﾌつ

　

地方公務員共済組合が支給する退職年金等の年額について、恩給の増額改定

　　　

措置に準じ、昭和45年度以前の退職に係るものについては2BA%、昭和46年

　　　

度の退職に係るものについては10.5%、それぞれ増額することとした。

　　

ぐｲ)長期実在職した70歳以上の者が受ける退職年金、減額退職年金及び廃疾年

　　　

金並びに70歳以上の者及び70歳未満の妻、子又は孫が受ける年金については

　　　

これらの年金額の算定の基礎となった給料に、４号俸を限度として加算するこ

　　　

ととし、その年金額を増加することとした。

　　

(ウ)増加恩給の額が増額されたことに伴い、公務による廃疾年金及び遺族年金の

　　　

最低保障額を引き上げることとした。

　　

岡

　

その他恩給制度の改正に伴い。外国特殊機関職員期間の通算要件の緩和、教

　　　

育公務員の勤統加給及び準文官期間の完全通算等所要の措置を講ずることとし

　　　

た。

　

イ

　

その他の事項

　　

(ア)在職中死亡した者に係る遺族年金の受給資格年限を10年から１年に短縮す

　　　

ることとした。

　　

(ｲ)退職年金の最低保障額を321,600円に、遺族年金の最低保障額を254,000円

　　　

にそれぞれ引き上げることとした。

　　

(ウ)掛金及び給付の算定の基礎となる給料の最高限度額を220,000円に引き上げ

　　　

ることとした。

　　

国

　

公庫等に転出した者に係る公庫職員としての在職期間を組合員期間に通算す

　　　

る場合における通算の条件について緩和することとした。

(2)その他

　

ア

　

地方団体関係団体職員共済組合が支給する年金について、地方公務員共済組合

　　

が支給する年金の額の改定措置に準じ、その額を増額することとした。

　

イ

　

旧沖繩県町村吏員恩給組合及び旧樺太市町村吏員恩給組合の恩給条例の規定に

　　

より退隠料等の受給権を有することとなる者については、当該退隠料等に相当す

　　

る給付を支給する措置を講ずることとした。

　

地方公務員災害補償法の改正(昭和48年法律第76号)

(1)通勤による災害の補償等
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ア

　

最近における通勤による災害の発生状況及び運動の公務との密接な関連性等に

　

かんがみ、職員の受けた通勤による災害に対し、公務上の災害の場合に準じた補

　

償及び福祉施設を行うものとした。

イ

　

通勤の範囲としては、職員が、勤務のため、その者の住居と勤務場所との間

　

を、合理的な経路及び方法により往復することをいうものとし、当該往復の経路

　

を逸脱し、又は当該往復を中断した場合においては、当該逸脱又は中断の間及び

　

その後の往復は、通勤とはしないものとすること。

　

ただし、当該逸脱又は中断

　

が、日用品の購入その他これに準ずる日常生活上必要な行為をやむを得ない事由

　

により行うために最少限度の範囲で行われるものであるときは、当該逸脱又は中

　

断の間を除き、そ０後の往復は、通勤とすることとした。

ウ

　

補償及び福祉施設の種類、支給事由及び内容については、公務上の災害に係る

　

ものに準ずることとした。

エ

　

通勤による災害に係る療養補償の支給を受ける職員は、初回の療養に際し、

　

200円の範囲内で自治省令で定める金額を基金に払い込むこととした。

オ

　

通勤による災害に対し、療養補償、休業補償又は葬祭補償が行われる場合には、

　

地方公務員等共済組合法、健康保険法等によるこれらに相当する給付は行わない

　

ものとし、年金たる補償が行われる場合におして地方公務員等共済組合法による

　

年金たる給付が行われるときは、当該給付との調整を行うものとする等他の公的

　

給付との間における必要な調整を行うこととした。

ヵ

　

非常勤の地方公務員のうち、法律(労働基準法を除く｡)により通勤による災害

　

に対する補償の制度が定められていない者についても、条例で通勤による災害に

　

対する補償の制度を定めなければならないこととした。

キ

　

葬祭補償の額は、現実に葬祭に要する費用を考慮した額とすることとし、その

　

額は政令で定めることとした。

ク

　

通勤による災害を受け、そのため勤務しなかった日数及びその間の給与につい

　

てはヽ公務上の災害を受け、そのため勤務しなかった場合におけると同様、平均

　

給与額を算定する場合における控除計算の対象とすることとした。

　

２総理府関係

　

国民の祝日に関する法律の改正(昭和48年法律第10号)

　

国民の祝日に関する法律は、｢国民の祝日は、休日とする｣と規定してtヽるが、今後

国民の祝日が、日曜日にあたるときは、その翌日を休日とすることとした。

　

生活関連物資の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律(昭和48年法律

　

第48号)

　

本法は、食品、繊維、木材その他の国民生活との関連が高い物資について、買占め
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及び売惜しみに対する緊急措置を定めることにより、国民生活の安定に資することを

目的とするもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)国民生活との関連が高い物資の価格が異常に上昇し、又は上昇するおそれがある

　

場合において、当該物資の買占め又は売惜しみが行われ、又は行われるおそれがあ

　

るときは、政令で特定物資として指定することとした。

(2)内閣総理大臣及び主務大臣は、特定物資の価格動向及び需給の状況に関し必要な

　

調査を行うこととした。

(3)内閣総理大臣及び主務大臣は、特定物資の価格が異常に上昇し、又は上昇するお

　

それがある場合におtヽては、買占め又は売惜しみにより特定物資を多量に保有して

　

いると認められる者に対し、一定期間内に、適当と認められる価格で売り渡すべき

　

旨の勧告を行うことができるとともに、勧告に従わない者に対しては、その旨を公

　

表することとした。

(4)内閣総理大臣及び主務大臣は、必要な限度において、特定物資の生産、輸入若し

　

くは販売の事業を行う者に対し、その業務に関し報告をさせ、又はその職員にこれ

　

らの者の事務所等への立入検査等を行わせることができることとした。

(5)立入検査等を行わせるため、経済企画庁及び主務省に価格調査官を置くこととし

　

た。

　

恩給法等の改正(昭和48年法律第60号)

(1)恩給年額を昭和46年度及び昭和47年度の国家公務員の給与改善率により23.4%

引き上げることとした。

(2ト|日退職者の恩給の格差の是正、60歳以上の旧軍人等の加算減算率及び教職員に

　

係る勤続加給条件の緩和、傷病恩給の特別加給額及び扶養家族加給額等の引上げ、

　

準公務員の在職期間の通算方法の改善等が行われた。

　

活動火山周辺地域における避難施設等の整備等に関する法律(昭和48年法律第61号)

　

本法は、火山の爆発により著しい被害を受け、又は受けるおそれがあると認められ

る地域について、避難施設及び防災営農施設の整備を促進する等の措置を講じ、住民

等の生命及び身体の安全並びに農林漁業の経営の安定を図ることを目的とするもの

で、その主な内容は次のとおりである。

(1)内閣総理大臣が指定する避難施設緊急整備地域内において、都道府県知事が避難

　

施設緊急整備計画を作成し、内閣総理大臣の承認を受けて、計画的に施設の整備を

　

行うこととした。

(2)都道府県知事は、避難施設緊急整備地域又はその周辺の地域について、当該農作

　

物の被害を防除するために必要な施設の整備等に関する計画を作成し、農林大臣の

　

承認を受けて、施設の整備を図ることとした。

(3)被害農林漁業者に対し、長期かつ低利の資金の融通を円滑に行うこととした｡
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(4)国及び地方公共団体は、火山現象の研究及び観測のための施設及び組織の整備に

　

努めることとした･

　

自然公園法及び自然環境保全法の改正(昭和48年法律第73号)

(1)自然公園法関係では、国立公園又は国定公園の普通地域における規制の強化を行

　

うこととした。

･‘2)自然環境保全法関係では、保全地域の普通地区において、行為の届出をした者

　

は、その届出をした日から起算して、原則として30日を経過した後でなければ、

　

当該届出に係る行為に着手してはならないこととした。

　

一般職の職員の給与に関する法律の改正(昭和48年法律第95号)

　

本法は、国家公務員の給与改定に関する人事院勧告を、勧告どおり、４月１日から

実施することとするもので、その要旨は次のとおりである。

(1)全俸給表の全俸給月額を改定した。

(2)行政職俸給表に)、税務職俸給表、公安職俸給表白及び医療職俸給表口に、特１等

　

級を新設した。

(3)指定職俸給表の甲欄と乙欄の区分を廃止した。

(4)医療職俸給表白の適用を受ける職員に支給する初任給調整手当について、支給月

　

額の限度額をＵ万円に引き上げた。

(5)扶養手当の支給月額を、配偶者については、3,500円に、満18歳未満の子のうち

　

２人までについては、それぞれ1,000円(職員に配偶者がない場合にあっては、その

　

うち１人については2,500円)に引き上げた。

(6)住居手当について、月額4,000円を超える家賃を支払っている職員(公務員宿舎

　

の入居者等を除く｡)に同手当を支給することとし、その支給月額を、月額7,000円

　

以下の家賃を支払っている職員にあっては、家賃の月額から4,000円を控除した額、

　

月額7,000円を超える家賃を支払っている職員にあっては家賃の月額から7,000円

　

を控除した額の２分の１(その控除した額の２分の１が2,000円を超えるときは

　

2,000円)を3,000円に加算した額とした。

(7)交通機関等を利用して通勤する職員に支給する通勤手当について、運賃等相等額

　

乃金額支給の限度額を月額5,000円に引き上げるとともに、自転車等を使用して通

　

勤する職員に支給する通勤手当を、自転車の使用距離が片道10 km未満の職員に

　

あっては月額1,100円、その他の職員にあっては月額1,800円(人事院規則で定めら

　

れるところにより通勤が不便であると認められる職員のうち、自転車等の使用距離

　

が片道10 km以上15 km未満である者にあっては月額2,000円、自転車等の使用

　

距離が片道15 km以上である者にあつては月額2,500円)とした。

　　

なおヽ交通機関等と自転車等を併用して通勤する職員に支給する通勤手当につい

　

ても、その支給月額を改定した。
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(8)宿日直手当について、勤務１回についての支給限度額を、通常の宿日直勤務に

　

あっては、1,000円(管理･監督等の業務を主として行う宿日直勤務にあっては2,000

　

円)、土曜日等の退庁時から引き続いて行われる宿直勤務にあっては、1,500円(管

　

理･監督等の業務を主として行う宿直勤務にあっては3,000円)に引き上げるととも

　

に、常直的な宿日直勤務についての支給月額の限度額を7,000円に引き上げた。

(9)非常勤の委員、顧問、参与等に支給する手当の支給限度額を、日額12,000円に

　

引き上げた。

　

瀬戸内海環境保全臨時措置法(昭和48年法律第110号)

　

本法は、゛瀬戸内海の環境の保全上有効な施策の実施を推進するための瀬戸内海の環

境の保全に関する基本となるべき計画を策定すべきことを明示するとともに、当該計

画が策定されるまでの間における瀬戸内海の環境の一層の悪化を防止するための当面

の措置として、排水規制の強化、海面の埋立ての規制、財政上の援助等に関し、特別

の措置を定めようとするもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)関係府県は、瀬戸内海及びこれに接続する河川等に排出される産業排水に係る汚

　

濁負荷量をこの法律の施行の日から３年以内に昭和47年当時の２分の１程度に段

　

階的に減少させることを旨として、水質汚濁防止法に基づく上乗せ排水基準を定め

　

るものとした。

(2)瀬戸内海沿岸地域において水質汚濁防止法に規定する特定地域を設置し、又はそ

　

の構造等を変更しようとするときは、府県知事の許可を受けなければならないもの

　

とした。

(3)関係府県知事は、瀬戸内海における公有水面埋立法の免許又は承認については、

　

瀬戸内海の特殊性につき十分配慮しなけれぱならないものとした。

(4)国及び地方公共団体は、下水道及び廃棄物の処理施設の整備等の瀬戸内海の水質

　

の保全のために必要な事業の促進に努めなければならないものとした。

(5)政府は、赤潮の発生の防除技術等瀬戸内海の環境保全のための技術の開発に努め

　

るものとした。

(6)政府は、赤潮、油等による漁業被害を受けた漁業者の救済対策について検討を加

　

え、その結果に基づき、必要な措置を講ずるものとした。

　

国民生活安定緊急措置法(昭和48年法律第121号)

　

本法は、物価の高騰その他の我が国経済の異常な事態に対処するため、国民生活と

の関連性が高い物資及び国民経済上重要な物資の価格及び需給の調整等に関する緊急

措置を定め、もって国民生活の安定と国民経済の円滑な運営を確保することを目的と

するもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)物価が高騰し又は高騰するおそれがある場合において、国民生活との関連性が高

　

い物資又は国民経済上重要な物資の価格が著しく上昇し又は上昇するおそれがある
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ときは､政令で、物資を指定し、当該指定物資のうち、取引数量等からみて指定物資の

　

取引の標準となるべき品目について標準価格を定め、これを告示することとした。

（2）標準価格は、標準品目の物質の生産業者、輸入業者、小売業者又はその他の販売

　

業者の販売価格について、その価格の安定を図ることを旨とし、標準的な生産、輸

　

入、販売等の費用、利潤、指定物質の需給の見通し並びに国民生活又は国民経済に

　

及ぼす影響等を総合的に勘案して定めるものとすることとした。

（3）指定物資の小売業者は、その標準価格及び指定物資の販売価格を一般消費者の見

　

やすいように表示しなければならないこととした。

（4）主務大臣は、（3）に違反している小売業者に対し、標準価格及び販売価格を一般消

　

費者の見やすいように表示すべきことを指示するとともに、指示に従わなかったと

　

きは、その旨を公表することができることとした。

（5）主務大臣は、指定物資を販売する者のその指定物資の販売価格が、別に定める価

　

格を超えていると認めるときは、その者に対し、別に定める価格以下の価格でその

　

指定物資を販売すべきことを指示することができることとした。

･6）以上の措置を講じてもなお指定物資の価格の安定を図ることが困難である場合に

　

は、政令で、物資を指定し、当該指定物資のうち、取引数量等からみてその価格の

　

安定を確保すべき品目について特定標準価格を定め、これを告示することとした。

（7）特定標準価格は、取引の態様その他の事情に応じ、当該特定品目の標準的な生

　

産、輸入、販売等の費用に適正な利潤を加えて得た額を基準とし、特定物資の需給

　

の見通し並びに国民生活又は国民経済に及ぼす影響を考慮して定めることとした。

（8）主務大臣は、特定物資の販売価格が当該販売をした物資に係る特定標準価格を超

　

えていると認められるときは、特定物資の販売をした者に対し、その販売価格と特

　

定標準価格との差額に相当する額の課徴金を国庫に納付することを命じなければな

　

らないこととした。

（9）その他、生産、輸入、保管、売渡し、輸送に関する措置、投資抑制の指示等の措

　

置ができることとした。

　

３大蔵省関係

　

資金運用部資金並びに簡易生命保険及び郵便年金の積立金の長期運用に対する特別

　

措置に関する法律(昭和48年法律第７号)

　

本法は、資金運用部資金(以下｢資金｣という｡)及び簡易生命保険及び郵便年金特別

会計の積立金(以下｢積立金｣という｡)の長期の運用が国民経済の中で果たす資源配分

的機能の重要性にかんがみ、その適正かつ効果的な実施に資するため、国会の議決その

他必要な措置を定めることを目的とするもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)資金運用部資金法及び簡易生命保険及び郵便年金の積立金の運用に関する法律の
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規定に基づき毎会計年度新たに運用する資金及び積立金のうち、長期連用予定額に

　

９いてはヽ資金及び積立金の別にヽがヽ運用対象区分ごとにヽ予算をもって国会

　

の議決を経なければならないものとした。

(2)国会の議決を経た長期運用予定額に係る資金及び積立金のりちに当該年度におい

　

て運用しなかったものがあるときは、これを翌年度において当該運用対象区分に従

　

い運用することができることとした。

(3)資金又は積立金の管理及び運用を行う各大臣は、国会の議決を経た長期運用予定

　

額に係る資金及び積立金のうち、その所掌に係るものについて、毎会計年度におけ

　

る運用の実績を当該運用対象区分ごとに明らかにした書類を作成し、これを翌年度

　

の７月31日までに大蔵大臣に送付しなければならないものとした。

　

所得税法の改正(昭和48年法律第８号)

　

所得税負担の軽減を図るための基礎控除、配偶者控除、扶養控除、老人扶養控除、

障害者控除、老年者控除、寡婦控除、勤労学生控除、特別障害者控除、給与所得控

除、専従者控除及び退職所得の特別控除を引き上げるとともに、寄付金控除の控除限

度額を引き上げる等所得税制の整備合理化を行った。

　

法人税法の改正(昭和48年法律第15号)

　

同族会社の留保所得についての定額控除額を引き上げ、中小企業の内部留保の充実

に資すること等の措置を講じた。

　

租税特別措置法の改正(昭和48年法律第16号)

(1)法人の土地譲渡益及び個人の不動産業者等の土地譲渡益について、特別課税制度

　

を創設した。

(2)重要産業用合理化機械等の特別償却制度について、償却率を漸減し、３年で廃止

　

することとする等産業税制の改廃合理化を行った。

(3)法人が支出する交際費の一部を損金不算入として課税を行う制度について、損金

　

不算入割合を引き上げる等交際費課税の強化を図った。

(4)年齢65歳以上の者の受ける厚生年金等の公的年金及び恩給については、所得制

　

限のもとに60万円の老年者年金特別控除制度の創設等福祉対策上必要な措置を講

　

じた。

(5)無公害化生産設備について、初年度３分の１の特別償却制度の創設等公害対策の

　

ための措置を講じた。

(6)勤労者財産形成貯蓄に係る住宅貯蓄控除制度の控除額の引上げ等勤労者財産形

　

成・住宅対策のための措置を講じた。

(7)青色申告を行う事業者について、｢みなし法人課税｣の選択を認める等事業主報酬

　

制度を創設した。

(8)農業協同組合等の留保所得の特別控除制度の適用対象に水産加工業協同組合、環
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境衛生同業組合及びこれらの連合会を加えたうえ適用期限を２年延長した。

(9)原油備蓄施設の割増償却制度の適用期限を２年延長する等資源対策のための措置

　

を講じた。

　

国有財産法及び国有財産特別措置法の改正(昭和48年法律第67号)

(1)国有財産法関係

　

ア

　

行政財産の処分等の制限に対する特例を設け、国が地方公共団体等と１むねの

　　

建物を区分所有するため行政財産である土地を貸し付け、又は地下鉄等のために

　　

行政財産である土地に地上権を設定することができることとした。

　

イ

　

普通財産を無償で貸し付けることができる場合として、新たに公共団体におい

　　

て用排水路の用に供するとき及び信号機、道路標識等の小規模な施設の用に供す

　　

るときを加えることとした。

　

ウ

　

公共団体等において公共用財産の用途に代わるべき他の施設をしたため、その

　　

用途を廃止した場合において、当該公共団体等に譲与することができる財産の数

　　

量の算定方法を合理化することとした。

(2)

　

国有財産特別措置法関係

　

ア

　

普通財産を無償で貸し付けることができる場合として、地方公共団体又は社会

　　

福祉法人におトて、生活保護施設、児童福祉施設、老人福祉施設等のうち政令で

　　

定めるものの用に供するとき等の事項を加えることとした。

　

イ

　

普通財産を地方公共団体に対し時価からその５割以内を減額した対価で譲渡

　　

し、又は貸し付けることができる場合として、公害の防止のために必要な事業に

　　

係る施設等の用に供するときを加えることとした。

　

ウ

　

普通財産である老朽居住用建物を地方公共団体が取りこわして整備する場合の

　　

建物及び敷地の譲渡の特例に関し、その要件を緩和するとともに、その敷地の譲

　　

渡価格につトて合理化を図ることとした。

　

J11

　

居住用施設として貸し付けている特定の普通財産(政令で定めるものに限る｡)

　　

について、当該財産の権利者に対する買受け勧奨に係る価格で売り払うことがで

　　

きることとするとともに、当該財産を当該権利者等に売り払う場合の延納期限を

　　

10年から20年に延長することとした。

　

４文部省関係

義務教育諸学校施設費国庫負担法の改正(昭和48年法律第39号)

(1)公立の小学校の屋内運動場の新築又は増築に要する経費についての国の負担割合

　

を３分の１から２分の１に引き上げた。

(2)政令で定める児童生徒急増市町村が設置する小学校又は中学校の校舎の新築又は

　

増築に要する経費につトて、昭和48年度から昭和52年度までの開、国の負担割合
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を２分の１から３分の２に引き上げた。

　

５厚生省関係

　

災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付けに関する法律(昭和48年法律第a2号)

　

本法は、災害により死亡した者の遺族に対して支給する災害弔慰金及び災害により

被害を受けた世帯主に対して貸し付ける災害援護資金について規定することを目的と

するもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)市町村は、災害により死亡した住民の遺族に対し、死亡者１人当たり50万円以

　

内の災害弔慰金の支給を行うことができることとした。

(2)災害弔慰金に要する費用については、都道府県が市町村に対し４分の３を負担す

　

るものとし、国が都道府県に対しその負担分の３分の２を負担するものとした。

(3)市町村は、その区域内に災害救助法が発動されるべき被害の発生している災害等

　

により、世帯主が負傷し、又は相当程度の住居家財の損害を受けた世帯の世帯主に

　

対し、生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付けを実施することができ

　

ることとした。

(4)災害援護資金の一災害についての限度額は、一世帯当たり50万円以内、償還期

　

間は据置期間を含み10年以内であり、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後

　

は年利３％とすることとした。

(5)市町村(指定都市を除く｡)に対しては、都道府県が災害援護資金の原資を全額無

　

利子で貸し付け、指定都市及び都道府県に対しては国が、それぞれ災害援護資金又

　

は都道府県の市町村に対する貸付金の原資として、その３分の２相当額を無利子で

　

貸し付けるものとした。

　

健康保険法等の改正(昭和48年法律第89号)

(1)健康保険法関係

　

ア

　

家族療養費の給付割合５割を７割に引き上げることとした。

　

イ

　

分娩費の最低保障額20,000円を60,000円に、配偶者分娩費の額10,000円を

　　

60,000円にそれぞれ引き上げた。

　

ウ

　

本人埋葬料について30,000円の最低保障額を設けるとともに家族埋葬料の額

　　

2,000円を30,000円に引き上げた。

　

エ

　

標準報酬の上限104,000円を200,000円に、下限3,000円を20,000円に改定し

　　

た。

　

オ

　

政府管掌健康保険料率７％を7.2％に改定した。

　

ヵ

　

定率国庫補助の新設、保険料率及び国庫補助の弾力的調整並びに健康保険組合

　　

に関する改正等の措置を講じた。

(2)船員保険法関係
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ア

　

家族医療費の給付割合５割を７割に引き上げることとした。

　

イ

　

分娩費の最低保障額20,000円を60,000円に、配偶者分娩費の額10,000円を

　　

60,000円に、それぞれ引き上げた。

　

ウ

　

本人葬祭料に30,000円の最低保障を設けるとともに、家族葬祭料の額を標準

　　

報酬月額の１か月分から1.4か月分に引き上げ、30,000円の最低保障を設けた。

　

エ

　

標準報酬の上限150,000円を200,000円に改定した。

倒

　

国民健康保険法関係

　　

療養に要した費用が著しく高額であるときは、自己負担とされるもののうち、一定

　

限度額以上について､政令の定めるところにより高額療養費を支給することとした。

　

船員保険法の改正(昭和48年法律第90号)

　

通勤災害を被った被保険者に対し、職務上災害の場合に準じた保護を行うととも

に、職務上の傷病手当金につトて、職務上の年金の場合に準じた額の改定措置を講ず

るため所要の改定を行った。

　

日雇労働者健康保険法の改正(昭和48年法律第91号)

　

日雇労働者健康保険の財政健全化を図りつつ、給付内容を改善するため、療養給付

期間の延長、現金給付の引上げを行うとともに、賃金実態に即して保険料日額を改定

した。

　

厚生年金保険法等の改正(昭和48年法律第92号)

(1)厚生年金保険法関係

　　

年金額の水準の引き上げ、年金額の自動的改定措置(いわゆるスライド制)の導

　

人、標準報酬の改定及び保険料率の改定を行った。

(2)船員保険法関係

　　

厚生年金の改正に準じて、年金額の大幅な引上げ、スライド制の導入、その他所

　

要の改正を行った。

(3ト国民年金法関係

　

ア

　

拠出年金関係では、25年加入の場合の年金額を附加年金を含めて夫婦５万円

　　

の水準に引き上げたこと、拠出年金について厚生年金と同じくスライド制を導入

　　

したこと及び保険料を月額900円とし、以後段階的に引き上げること等の改正を

　　

行った。

　

イ

　

福祉年金関係では、老齢福祉年金、障害福祉年金、母子福祉年金及び準母子福

　　

祉年金の額の引Ｌげ等の改正を行った。

即

　

年金福祉事業団法関係

　　

年金福祉事業団が設置運営する施設として、保養のための総合施設を明示すると

　

ともに、年金福祉事業団に被保険者のための住宅資金の貸付けを行わせることとし

　

た。
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児童扶養手当法及び特別児童扶養手当法の改正(昭和48年法律第93号)

(1)児童扶養手当法関係

　　

児童扶養手当の額を、児童１人の場合月額4,300円を6,500円に引き上げるとと

　

もに、児童２人の場合の加算額400円を800円に引き上げることとLL、児童扶養手

　

当と障害福祉年金及び老齢福祉年金との併給を行うこととした。

(2)特別児童扶養手当法関係

　　

特別児童扶養手当の額を、児童１人につき月額4,300円を6,500円に引き上げる

　

とともに、特別児童扶養手当と公的年金給付とを原則として併給することとした。

　

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律(昭和48年法律第112号)

　

本法は、有害物質を含有する家庭用品について保健衛生上の見地から必要な規制を

行うことにより、国民の健康の保護に資することを目的とするもので、その主な内容

は次のとおりである。

(1)家庭用品の製造又は輸入の事業を行う者は、その製造又は輸入に係る家庭用品に

　

含有される物質の人の健康に与える影響を把握し、当該物質により人の健康叱係る

　

被害が生ずることのないようにしなけれぱならないこととした。

(2)厚生大臣は、保健衛生上の見地から、厚生省令で、家庭用品を指定し、その家庭

　

用品について、有害物質の含有量、溶出量又は発散量に関し、必要な基準を定める

　

ことができることとした。

(3)厚生大臣は、保健衛生上０見地から、厚生省令で、毒物及び劇物取締法に規定す

　

る毒物又は劇物である有害物質を含有する家庭用品を指定し、その家庭用品につい

　

て、その容器又は被包に関し、必要な基準を定めることができることとした。

(4) (2)又は(3)の基準が定められた家庭用品の製造、輸入又は販売の事業を行う者は、

　

その基準に適合しない家庭用品を販売し、授与し、又は販売若しくは授与の目的で

　

陳列してはならないこととした。

(5)厚生大臣又は都道府県知事(保健所を設置する市にあっては、市長とする。)は、

　

(2)又は(3)の基準が定められた家庭用品の製造、輸入又は販売の事業を行う者がその

　

基準に適合しない家庭用品を販売し、又は授与したことにより人の健康に係る被害

　

が生ずるおそれがある場合その他緊急の場合には、これらの者に対し、当該家庭用

　

品の回収を図ることその他必要な措置をとるべきことを命ずることができることと

　

した。

　

６農林省関係

　

農林中央金庫法の改正(昭和48年法律第44号)

(1)総則の規定の整備
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農林中央金庫が業務代理を行わせることができる機関として、農業協同組合、漁

　

業協同組合等を追加した。

(2)業務の改善強化

　　

第13条及び第14条の規定による貸付け、手形の割引及び当座預金貸越の業務の

　

遂行を妨げない限度において、次の業務を営むことができることとした。

　

ア

　

次に掲げる者に対し、償還期限10年(Cｲ)に掲げる者に対する年賦償還貸付けに

　　

あっては償還期限20年以内)の貸付け等を行うこと。

　　

(ア)出資資格団体

　　

Cｲ)農林水産業を営む者で命令で定めるもの

　

イ

　

次に掲げる者に対し、主務大臣の認可を受けて、償還期限10年((ウ)に掲げる者

　　

に対する年賦償還貸付けにあっては償還期限20年以内)の貸付け等を行うこと。

　　

(ア)出資資格団体の発達を図るために必要な施設を行う法人

　　

吋)、農林水産業に関する事業を営む法人

　　

(ウ)農山漁村において産業基盤若しくは生活環境の整備の事業を行う地方公共団

　　　

体その他の営利を目的としない法人又は当該事業を行う法人で地方公共団体そ

　　　

の他の営利を目的としない法人が主たる構成員若しくは出資者であるもの

　

ウ

　

銀行その他の金融機関に対し、主務大臣の認可を受けて、貸付け等を行うこと。

　

エ

　

農林債券の所有者に対して、主務大臣の認可を受けて、当該債券を担保とする

　　

短期貸付けを行うこと。

　

農業協同組合法の改正(昭和48年法律第45号)

(1)組合の金融機能の拡大

　　

信用事業を行う農業協同組合は次の事業を、信用事業を行う農業協同組合連合会

　

は次のエの事業をそれぞれ新たに組合員のために行うことができることとした。

　

ア

　

手形の割引

　

イ

　

国、地方公共団体又は定款で定める金融機関に対して組合員の負担する債務の

　　

保証等

　

ウ

　

内国為替取引

　

ﾆX.

　

有価証券の払込金の受入れ又はその元利金若しくは配当金の支払の取扱い

　

オ

　

農林中央金庫その他主務大臣の指定する金融機関又はこれに準ずる者の業務の

　　

代理

(2)資金の貸付範囲の拡大

　　

組合が員外利用制限の枠外で行うことができる資金の貸付けに、次のものを加え

　

ることとした。

　

ア

　

地方公共団体が主たる構成員、出資者等となっている営利を目的としない法人

　　

に対する資金の貸付けで政令で定めるもの
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イ

　

農村地域における産業基盤又は生活環境の整備のために必要な資金で政令で定

　　

めるものの貸付け

(3)組合の行う宅地等供給事業の事業範囲の拡大

　　

出資組合はヽ新たにヽ組合員から委託を受けて転用相当農地等を貸し付け、又

　

は組合員から借り入れ若しくは買い入れた転用相当農地等を貸し付ける事業及

　

び組合員からの委託等により転用相当農地等において住宅その他の施設を建設

　

しヽこれらの施設を売り渡し、又は貸し付ける事業を行うことができることとし

　

た。

　

開拓融資保証法の廃止に関する法律(昭和48年法律第49号)

(1)開拓融資保証法を廃止し、その暫定的措置として、当法律施行の際現に存する開

　

拓融資保証協会については、旧開拓融資保証法は、当法律施行後も、なおその効力

　

を有することとした。

(2)都道府県開拓融資保証協会(以下｢地方保証協会｣という。)及び農業信用基金協

　

会(以下｢基金協会｣という。)は、基金協会が当法律の施行の日から起算して2年を

　

経過する日までに、地方保証協会の一切の権利及び義務を承継する旨を定める契約

　

(以下｢地方承継契約｣という。)を締結することができることとした。

(3)基金協会と地方承継契約を締結した地方保証協会は、当該地方承継契約で定めた

　

権利及び義務を承継すべき日(以下｢地方承継日｣という。)に解散することとした。

(4)基金協会と地方承継契約を締結した地方保証協会につき、中央開拓融資保証協会

　

(以下｢中央保証協会｣という。)が負担した保証債務は、当該地方承継契約に係る地

　

方承継日に消滅し、農業信用保険協会(以下｢保険協会｣という。)と当該基金協会と

　

の間に、当該保証債務に係る当該地方保証協会の保証債務に係る当該地方保証協会

　

の保証債務で、当該基金協会が承継したものにつき、当該地方承継日に、保険関係

　

が成立することとした。

(5)中央保証協会及び保険協会は、地方保証協会のすべてが中央保証協会から脱退し

　

た時(以下｢中央承継時｣という。)に保険協会が中央保証協会の一切の権利及び義務

　

を承継する旨を定める契約(以下｢中央承継契約｣という。)を締結することができる

　

こととした。

(6)保険協会と中央承継契約を締結した中央保証協会は、中央承継時に解散すること

　

とした。

(7)当法律の施行の日から起算して２年を経過した時に、現に存する開拓融資保証協

　

会は、その時に解散することとした。

　

農業近代化資金助成法及び農業信用保証保険法の改正(昭和48年法律第50号)

(1)農業近代化資金助成法関係では、農業近代化資金の貸付対象者に、農業者等又は地

　

方公共団体が主たる出資者又は構成員となっている団体及び基本財産の額の過半を
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拠出している法人で政令で定めるものを加えるとともに、農業近代化資金の貸付け

　

の最高限度額を、農業協同組合等に貸し付けられる場合は、２億5,000万円、農業

　

者で政令で定めるものに貸し付けられる場合は、5,000万円(特別の理由がある場合

　

において農林大臣が承認したときぽ、その承認した額)、農業者に貸し付けられる

　

場合は、1,000万円に引上げることとした。

(2)農業信用保険法関係では、農業近代化資金の貸付対象者とされる者に、農業信用

　

基金協会の会員たる資格を与えることとしたほか、次のとおり制度の改善を行うこ

　

ととした。

　

ア

　

保証保険の対象資金に農業近代化資金及び総合資金制度に係る運転資金以外の

　　

資金で、農業経営の改善に資するものを加えた。

　

イ

　

保証保険に係る保険価額は、借入期間が政令で定める期間以上である借入金に

　　

ついては、借入金元本のほか遅延利息以外の利息を含めた額とした。

　

ウ

　

融資保険の対象者に、信用事業を行う農業協同組合連合会を加えた。

　

農水産業協同組合貯金保険法(昭和48年法律第53号)

　

本法は、信用事業を行う農業協同組合、漁業協同組合及び水産加工業協同組合(以

下｢農水産業協同組合｣という。)の貯金者等の保護を図るため、これらの組合の貯金

等の払戻しにつき保険を行う制度を確立し、もって信用秩序の維持に資することを目

的とするもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)農水産業協同組合貯金保険機構(以下｢機構｣という。)の資本金は、設立に際し、

　

政府及び政府以外の者が出資する額の合計額とすることとした。

(2)機構は、貯金保険及びそれに附帯する業務を行うこととした。

(3)機構は、次の方法によるほか、業務上の余裕金を運用してはならないこととし

　

た。

　

ア

　

国債その他主務大臣の指定する有価証券の保有

　

イ

　

主務大臣の指定する金融機関への預金

　

ウ

　

その他主務省令で定める方法

(4)貯金保険の内容は次のとおりである。

　

ア

　

農水産業協同組合が貯金等の受入れの事業を行うときは、貯金等の債務を負う

　　

ことにより、各貯金者等ごとに一定の金額の範囲内において、当該貯金等の払戻

　　

しに９き、機構と当該農水産業協同組合及び貯金者等との同に保険関係が成立す

　　

ることとした。

　

イ

　

保険金の額は、貯金及び定期積金の元本の額と、各貯金者等につき各農水産業

　　

協同組合ごとに合算した金額のうち、政令で定める限度を超えない金額とするこ

　　

ととしヽこの場合において、当該貯金者等が当該農水産業協同組合に債務を負っ

　　

ているときは、その金額を控除することとした。
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ウ

　

保険事故は、農水産業協同組合の貯金等の払戻しの停止及び農水産業協同組合

　　

の解散の議決に係る認可、破産の宣告、解散の命令等の解散の事由の発生とし、

　　

前者については、運営委員会の決定があることを要件とすることとした。

　

畑作物共済及び園芸施設共済に関する臨時措置法(昭和48年法律第79号)

　

本法は、農業者が畑作物の栽培及び施設園芸に関し、災害によって受けることのあ

る損失を適切に填補する制度の確立に資するため、農業共済組合及び市町村による畑

作物共済事業及び園芸施設共済事業、これらの共済事業による共済責任についての農

業共済組合連合会による保険事業並びにその保険事業による保険責任についての政府

による再保険事業を試験的に実施するための必要な措置を定めることとしたもので、

その主な内容は次のとおりである。

(1)畑作物共済事業及び園芸施設共済事業は、農業共済組合及び市町村のうち、その

　

申請により都道府県知事が指定するもの(以下｢指定組合等｣という｡)が行うことと

　

した。

(2)指定組合等は、畑作物共済においては、被共済者の栽培する対象畑作物につき自

　

然災害、火災、病虫害、鳥獣害等によって生じた損害に係る損害額の共済責任期間

　

を通じての総額が基準収穫金額に政令で定める割合を乗じて得た金額を超える場合

　

に共済金を支払うこととし、その金額は、共済金額に損害割合に応じて政令で定め

　

る割合を乗じて得た額とした。

(3)指定組合等は、園芸施設共済においては、被共済者の所有し、又は管理する対象

　

施設園芸用施設及びこれと合わせて共済に付された内容農作物等につき、自然災害、

　

火災、病虫害、鳥獣害等によって生じた損害に係る損害額が、農林省令で定める金

　

額を超える場合に共済金を支払うこととし、その金額は、損害額に共済金額の共済

　

価格に対する割合を乗じて得た金額とした。

(4)指定組合等が畑作物共済事業又は園芸施設共済事業によって、被共済者に対して

　

負う共済責任については、申請により農林大臣が指定する農業共済組合連合会(以

　

下｢指定連合会｣という｡)で当該指定組合等をその組合員とするものがこれを保険す

　

る事業を行うこととした。

(5)指定連合会が畑作物共済又は園芸施設共済に係る保険事業によって、その組合員

　

である指定組合等に対して負う保険責任については、政府がこれを再保険する事業

　

を行うこととした。

(6)国は、毎会計年度、予算の範囲内において、政令で定めるところにより、指定組

　

合等が畑作物共済事業及び園芸施設共済事業を行い、指定連合会がこれらの共済事

　

業に係る保険事業を行うのに要する事務費を補助することとするとともに、共済契

　

約者に対し、交付金を交付することができることとした。
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水銀等による水産動植物の汚染に係る被害漁業者等に対する資金の融通に関する特

　

別措置法(昭和48年法律第100号)

　

本法は、事業活動に伴tヽ排出された水銀等により、水産動植物が汚染されているこ

と又は汚染されているおそれがあることに起因する漁業の操業の停止、水産物の販売

の不振等により損失を受けた漁業者、水産加工業者、水産物販売業者等に対する事業

の経営又は生活に必要な資金の融通を円滑にするための措置を定めたものであり、そ

の主な内容は次のとおりである。

(1)利子補給契約及び損失補償契約の締結

　　

都道府県及び市町村は、政令で定める基準に従い、都道府県知事が指定する区域

　

内に住所を有する被害漁業者等に対し融資機関が経営資金を貸し付けるときは当該

　

貸付けについて利子補給を行うとともに、当該融資機関が受けた損失を補償する旨

　

の契約を締結することができるものとした。

(2)政府の補助

　　

政府は、都道府県又は市町村が利子補給を行うに要する経費及び政令で定める特

　

定地域内に住所を有する被害漁業者等に対する貸付けについて融資機関が受けた損

　

失を都道府県又は市町村が補償するのに要する経費について、都道府県に対し、予

　

算の範囲内で、経費の全部又は一部を補助することとした。

(3)補助の範囲

　　

都道府県に対して交付する補助金の額は、次に掲げる額の範囲内とすることとし

　

た。

　

ア

　

利子補給に要する経費のうち、政令で定める特定地域内に住所を有する被害漁

　　

業者等に対する貸付けに係るものについては、利子補給に要する経費の100分の

　　

65に相当する額又は貸付金の総額に年3.575 %以内において政令で定める率を

　　

乗じて得た額のいずれか低い額

　

イ

　

利子補給に要する経費のうち、政令で定める特定地域以外の地域に住所を有す

　　

る被害漁業者等に対する貸付けに係るものについては、利子補給に要する経費O

　　

100分の50に相当する額又は貸付金の総額に年2.75%以内において政令で定め

　　

る率を乗じて得た額のいずれか低い額

　

ウ

　

損失補償に要する経費については、損失補償額の100分の50に相当する額又

　　

は損失補償の対象となった貸付金の総額の100分の25に相当する額のいずれか

　　

低い額

７

　

通商産業省関係

消費生活用製品安全法(昭和48年法律第31号)

本法は、消費生活用製品による一般消費者の生命又は身体に対する危害の発生の防
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止を図るためヽ特定製品の製造及び販売を規制するとともにヽ消費生活用製品の安全

性の確保に゜き民間の自主的な活動を促進するための措置を講じヽもっ｡て一般消費者

の利益を保護することを目的とするもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)定

　　　

義

　

ア

　

本法において｢消費生活用製品｣とは、主として一般消費者の生活の用に供され

　　

る製品(他法令の規定により安全性が確保されているものを除く。)をいうことと

　　

した。

　

イ

　

本法において、｢特定製品｣とは、消費生活用製品のうち、構造、材質、使用状

　　

況等からみて一般消費者の生命又は身体に対して特に危害を及ぼすおそれが多い

　　

と認められる製品であって、政令で定めるものをいうこととした。

(2)特定製品

　

ア

　

基

　

準

　　　

主務大臣は、特定製品について、省令で、一般消費者の生命又は身体に対する

　　

危害の発生を防止するため必要な品質の基準を定めなければならないものとする

　　

こととし、この場合、当該特定製品について、政令で定める他法令の規定に基づ

　　

き危害防止の見地から規格又は基準を定めることができることとされているとき

　　

は、当該規格又は基準に相当する部分以外の部分について品質の基準を定めるも

　　

のとした。

　

イ

　

検定及び表示

　　　

主務大臣は、特定製品について、省令で定めるところにより、検定を行い、こ

　　

れに合格したものについて、その旨の表示を附するものとした。

　

ウ

　

製造事業者の登録制度

　　

帥

　

特定製品の製造の事業を行おうとする者は、一定の要件のもとに、主務大臣

　　　

の登録を受けることができるものとした。

　　

(ｲ)登録製造事業者は、製造しようとする特定製品の型式について、一定の要件

　　　

のもとに、主務大臣の承認を受けることができるものとし、当該承認を受けた

　　　

型式に従って特定製品を製造したときは、イにかかわらずこれに自ら表示を附

　　　

することができるものとした。

　

ウ

　

販売規制

　　　

特定製品の販売の事業を行う者は、イ又はウの(ｲ)による表示の附されている特

　　

定製品以外のものは、販売してはならないものとした。

　

エ

　

危害防止命令

　　　

主務大臣は、木法に違反して、安全基準に適合しない危険な特定製品が販売さ

　　

れた場合において、一般消費者の生命又は身体に対ずる危害の発生を防止するた

　　

め特に必要があると認めるときは、違反した者に対して、販売した当該特定製品
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の回収を図ること等危害の発生を防止するために必要な措置をとるべきこどを命

　　

ずることができるものとした。

(3)製品安全協会

　　

消費生活用製品による一般消費者の生命又は身体に対する危害の発生の防止を図

　

るために特定製品の検定等の事務その他消費生活用製品によって生じた損害のてん

　

補を円滑に実施するための業務を行わせるために、製品安定協会を設立することと

　

した。

(4)本法の規定により主務大臣の権限に属する事項は、政令で定めるところにより地

　

方支分部局の長又は都道府県知事に委任することができることとした。

　

中小小売商業振興法(昭和48年法律第101号)

　

本法は、商店街の整備、店舗の共同化等の事業の実施を円滑にし、中小小売商業者

の経営の近代化を促進すること等により、中小小売商業の振興を図り、もって国民経

済の健全な発展に寄与することを目的とするもので、その主な内容は次のとおりであ

る。

(1)定

　　　

義

　　

本法において｢中小小売商業者｣とは、主として小売業を営んでいる次の者をいう

　

ものとした。

　

ア

　

資本の額又は出資の総額が1,000万円以下の会社並びに従業員の数が50人以

　　

下の会社及び個人

　

イ

　

企業組合及び協業組合

(2)振

　

興

　

指

　

針

　　

通商産業大臣は、中小企業近代化審議会の意見をきいて、経営の近代化の目標、

　

経営管理の合理化、施設及び設備の近代化、事業の共同化、中小小売商業の従事者

　

の福利厚生等に関する事項その他中小小売商業の振興を図るための中小小売商業者

　

に対する一般的な指針を定め、その要旨を公表しなければならないものとした。

(3)高度化事業計画の認定等

　

事業協同組合、商店街振興組合、商店街組合は商店街整備計画を、事業協同組合、

　

協業組合等又は他の中小小売商業者と合併をしようとし若しくは共同出資会社を

　

設立しようとする中小小売商業者は店舗共同化計画をそれぞれ通商産業大臣に提出

　

しヽまたヽ連鎖化事業を行う者は当該連鎖事業の用に供する倉庫その他の施設又は

　

設備を設置する事業についての連鎖化事業計画を主務大臣に提出し、認定を受ける

　

ことができるものとした。

(4)資金の確保

　　

国はヽ認定を受けた高度化事業計画に基づく高度化事業の実施その他中小小売商

　

業者の経営の近代化のための事業の実施に必要な資金の確保又はその融通のあっせ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－477－



　

んに努めるものとした。

(5)減価償却の特例

　　

認定を受けた組合、会社等又は認定を受けた商店街の組合の組合員等は、租税特

　

別措置法で定めるところにより、認定を受けた高度化事業計画に係る減価償却資産

　

について特別償却をすることができるものとした。

(6)調

　　　

査

　　

国は、地域における小売商業の実態及びその経済的社会的条件に関する調査を行

　

いヽ地域における小売商業の将来の展望を明らかにするように努めるものとした、

(7)研修事業の実施等

　　

国は、中小小売商業の従事者の資質の向上を図るため、研修事業の実施、経営の

　

指導を担当する者の養成その他の措置を講ずるように努めるとともに、中小小売商

　

業者の依頼に応じて、その経営の近代化に関し必要な指導及び助言を行うものとし

　

た。

(8)地方公共団体の施策

　　

地方公共団体は、国の施策に準じて施策を講ずるように努めるものとした。

　

工場立地の調査等に関する法律の改正(昭和48年法律第108号)

(1)工場立地に関する調査

　　

工場適地等の調査に加えて、大規模な工場又は事業場の設置が集中して行われる

　

と予想される地域について、工場立地に伴う公害の防止に関する調査を行うものと

　

した。

(2)工場立地に関する準則の公表

　　

通商産業大臣及び事業所管大臣は、関係行政機関の長に協議し、かつ、工場立地

　

及び工業用水審議会の意見をきいて、業種の区分に応じ、生産施設、緑地等の施設

　

の面積の敷地面積に対する割合に関する事項等につき、工場立地に関する準則を公

　

表するものとした。

(3)届

　　　

出

　　

一定規模以上の工場又は事業場の設置をしようとする者が通商産業大臣及び事業

　

所管大臣にあらかじめ届け出なければならない事項として、生産施設、緑地等の施

　

設の面積及び配置並びに汚染物質に関する事項を加えるものとし、当該届出を受理

　

したときは、その届出書の写しを環境庁長官に送付するものとした。

(4)勧告、変更命令

　　

現行法の立地条件等の観点からする勧告に加えて、事業所管大臣は、届出の内容

　

が(2)の準則に適合せず、特定工場の周辺の地域における生活環境の保持に支障を及

　

ぼすおそれがあると認められる場合等においては、通商産業大臣に協議して必要な

　

事項について勧告をすることができるものとし、その勧告に従わない場合におい
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て、特定工場の設置が行われることにより、生活環境の保持に支障を及ぼす等の事

　

態が生じ、かつ、これを除去することがきわめて困難となると認めるときは、通商

　

産業大臣に協議して、その者に対し、その勧告に係る事項の変更を命ずることがで

　

きるものとした。

(5)助成措置等

　

ア

　

製造業等を営む者で既存の建物、機械の廃棄等を伴う緑地等の施設の整備をし

　　

ようとするものが認定を受けた計画に従って当該建物、機械の廃棄等をするとき

　　

は、租税特別措置法の定めるところにより、課税の特別措置を講ずるものとし

　　

た。

　

イ

　

国は、工場立地の適正化を円滑に推進するため、必要な援助措置を講ずるもの

　　

とした。

(6)本法の規定により通商産業大臣又は事業所管大臣の権限に属する事項は、政令で

　

定めるところにより、地方支分部局の長又は都道府県知事に行わせることができる

　

ものとした。

　

石油需給適正化法(昭和48年法律第122号)

　

本法は、我が国への石油の大幅な供給不足が生ずる場合において、国民生活の安定

と国民経済の円滑な運営を図るため、石油の使用を節減するための措置を講ずること

により、石油の需給を適正化することを目的とするもので、その主な内容は次のとお

りである。

(1)運

　

用

　

方

　

針

　

ア

　

政府は、本法に規定する措置を講ずるに当たっては、一般消費者、中小企業者

　　

及び農林漁業者並びに公益事業、通信事業、教育事業、医療事業、社会福祉事

　　

業、言論及び出版に関連する事業その他の国民生活の円滑な運営に重大な影響を

　　

及ぼす事業及び活動に対して、石油の供給を優先的に確保するよう配慮しなけれ

　　

ぱならないこととした。

　

イ

　

政府は、石油に関し必要な情報を国民に提供するよう努めなければならないこ

　　

ととした。

(2)対策実施の告示

　

ア

　

内閣総理大臣は、我が国への石油供給が大幅に不足し、又は不足するおそれが

　　

あるため、国民生活の安定及び国民経済の円滑な運営に著しい支障を生じ、又は

　　

生ずるおそれがある場合において、その事態に対処するためこの法律に規定する

　　

措置を講ずる必要があると認めるときは、閣議の決定を経て、その旨を告示する

　　

こととした。

　

イ

　

内閣総理大臣は、アの事態が消滅したと認めるときは、直ちに、閣議の決定を

　　

経て、その旨を告示することとした。
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(剛

　

石油供給目標

　　

通商産業大臣は、石油の輸入動向、石油り在庫状況等を勘案して、閣議の決定を

　

経て、石油供給目標を定め、これを告示しなければならないこととした。

(4)以上のほか、石油精製業者等による石油生産計画等の作成、一定量以上の石油の

　

石油使用者等の石油使用の制限、ガソリンスタンドによる給油量の制｀限及び営業時

　

間の短縮等、通商産業大臣の特定石油販売業者に対する石油保有の指示及び一般消

　

費者等に対する石油供給のあっせん指導等についての規定を設けた。

(5)本法による権限は、政令で定めるところにより、地方支分部局の長又は地方公共

　

団体の長に委任することができることとした。

　

８運輸省関係

　

港湾法等の改正(昭和48年法律第54号)

(1)港湾法関係では、次のとおり改正を行うこととした。

　

ア

　

港湾の環境の保全

　　

Cア)港湾施設として緑地等の港湾環境整備施設、廃棄物埋立施設等の廃棄物処理

　　　

施設及び導水施設等の公害防止施設を加えること。

　　

吋)国は、港湾環境整備施設、廃棄物処理施設及び公害防止施設の建設又は改良

　　　

に要する費用について、その一部を補助すること。

　　

(ウ)港湾工事として港湾における漂流物の除去その他の港湾の保全のために行う

　　　

工事を加えること。

　　

国

　

港湾管理者の業務として港湾区域における廃船の除去及び水域の清掃その他

　　　

の汚染の防除を明らかにするとともに、港湾の環境の保全のため必要な廃棄物

　　　

の処理を行うこと等を加えること。

　　

團

　

港湾管理者は、港湾の環境の整備のために行う港湾工事に要する費用につ

　　　

いて、港湾区域又は臨港地区内にある一定の事業者に、その一部を負担させる

　　　

ことができること。

　　

(ヵ)港湾管理者の長は、港湾の環境の保全その他港湾の開発、利用及び保全のた

　　　

め、臨港地区における一定の行為について届出等の規制を行うことができるこ

　　　

と。

　

イ

　

港湾計画等

　　

(ア)運輸大臣は、港湾の開発、利用及び保全に関する基本方針を定め、これを公

　　　

表すること。

　　

(ｲ)重要港湾の港湾管理者は、運輸大臣の定める基本方針に適合し、かつ、港湾

　　　

の環境の整備及び保全に関する基準その他一定の基準に適合した港湾の開発、

　　　

利用及び保全に関する計画(以下｢港湾計画｣という。)を定めなければならない
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こと。

　

ウ

　

航路の開発及び保全

　　

(ア)運輸大臣は、港湾区域及び河川区域以外の水域における船舶の交通を確保す

　　　

るため、開発及び保全に関する工事を必要とする航路(以下｢開発保全航路｣と

　　　

いう｡)の開発及び保全を行うこと。

　　

(ｲ)開発保全航路において、水域を工作物の設置等により占用し、又は土砂を採

　　　

取しようとする者は、運輸大臣の許可を受けなければならないこと。

　

エ

　

水域施設等の港湾の施設の安全の確保

　　

Cｱ)水域施設、外郭施設、係留施設等の港湾の施設については、一定の技術上の

　　　

基準に適合するように、建設し、改良し、又は維持しなけれぱならないこと。

　　

(ｲ)水域において、水域施設、外郭施設又は係留施設を建設し、又は改良しよう

　　　

とする者は、都道府県知事にその旨を届け出なければならないこととするとと

　　　

もに、都道府県知事は、当該届出に係る施設が一定の技術上の基準に適合しな

　　　

いと認めるときは、必要な措置をとるべきことを命ずることができること。

　

オ

　

その他

　　

(ア)港湾管理者の長の諮問に応じ、当該港湾における重要事項を調査審議させる

　　　

ため、重要港湾にあっては、地方港湾審議会を置くこととし、地方港湾にあっ

　　　

ては、地方港湾審議会を置くこと。

　　

(ｲ)運輸大臣は、２以上の港湾について広域的かっ総合的な見地からこれらの開

　　　

発、利用及び保全を図る必要があると認めるときは、関係港湾管理者に対し、

　　　

港湾計画の作成等重要な事項について相互に連絡調整を図るための協議会の設

　　　

置を勧告することができること。

(2)海洋汚染防止法関係では、一定の船舶の船舶所有者等は、船舶内その他所定の場

　

所に排出油の防除のためのオイルフ。ンス、薬剤その他の資料を備え付けておかな

　

けれぼならないこととされた。

(3)北海道開発のためにする港湾工事に関する法律関係では、北海道開発のため北海

　

道において港湾工事として行う港湾環境整備施設、廃棄物処理施設又は公害防止施

　

設の建設又は改良に要する費用について、国と港湾管理者との負担割合を定めるこ

　

ととした。

(4)沖繩振興開発特別措置法関係では、沖繩振興開発計画に基づき運輸大臣が港湾工

　

事として行う港湾環境整備施設、廃棄物処理施設又は公害防止施設の建設又は改良

　

に要する費用について、国と港湾管理者との負担割合を定めることとした。

(5)港湾整備緊急措置法関係では、港湾整備事業として運輸大臣が行う開発保全航路

　

の開発等の事業を加えることとした。
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船舶安全法の改正(昭和48年法律第80号)

(1)適用範囲の拡大

　　

現在、船舶安全法の施設基準及び検査に関する規定の適用を除外されている小型

　

の船舶について、簡易な構造の船舶、総トン数20トン未満の漁船の９ち特定のも

　

の等を除き、新たにこれらの規定を適用することとした。

(2)検査の代行

　　

長さ12メートル未満の船舶の検査に関する事務のうち、特定の船舶に係るもの

　

以外のものは、運輸大臣の認可を受けて設立される小型船舶検査機構又は政令で指

　

定する都道府県知事に行わせることとした。

　

９建設省関係

　

住宅金融公庫法の改正(昭和48年法律第29号)

(1)住宅金融公庫は、一定規模以上の住宅団地を建設する者に対し、住宅団地の建設

　

資金とあわせて当該団地に係る関連利便施設の建設及び関連公共施設の整備に必要

　

な資金を貸し付けることができることとした。

(2)住宅金融公庫の貸し付ける個人住宅建設資金、関連利便施設建設資金、関連公共

　

施設整備資金等に係る貸付金の利率、償還期同等について、現行の貸付条件を改善

　

するとともに、利率については、法律で定める限度の範囲内で政令で定めることと

　

｀した。

(3)住宅金融公庫の貸し付ける宅地造成資金、特定中高層耐火建築物建設資金等に係

　

る貸付金の限度、利率、償還期間等を政令で定めることとした。

　

道路整備緊急措置法等の改正(昭和48年法律第36号)

(1)道路整備緊急措置法関係では、建設大臣は、昭和48年度を初年度とする道路整

　

備５箇年計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならないものとした。

(2)積雪寒冷特別地域における道路交通の確保に関する特別措置法関係では、建設大

　

臣は、昭和48年度以降の毎５箇年を各１期として、積雪寒冷特別地域道路交通確

　

保５箇年計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならないものとした。

(3)奥地等産業開発道路整備臨時措置法関係では、奥地等産業開発道路の整備を促進

　

することを目的とした同法の有効期限を昭和53年３月31日まで延長した、

　

地価公示法の改正(昭和48年法律第52号)

(1)地価公示の対象区域を市街化区域から都市計画区域に拡大することとした。

(2)都市及びその周辺の地域等において、土地の取引を行う者は、公示価格を指標と

　

して取引を行うよう努めなけれぱならないこととした。

　

都市緑地保全法(昭和48年法律第72号)

　

本法は、都市における緑地の保全等に関し必要な事項を定めることにより、∧良好な
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都市環境の形成を図りヽもって健康で文化的な都市生活の確保に寄与することを目的

とするもので、その主な内容は次のとおりである。

（1）緑地保全地区に関する都市計画

　

ア

　

都市計画区域内において、樹林地、草地、水辺地、岩石地等が、単独で、又は一体と

　　

なって、良好な自然的環境を形成している土地で、次の各号の１に該当するもの

　　

の区域については、都市計画に緑地保全地区を定めることができることとした。

　　

（ア）無秩序な市街地化の防止、公害又は災害の防止等のため必要な遮断地帯、緩

　　　

衡地帯又は避難地帯として適切な位置、規模及び形態を有するもの

　　

吋）神社、寺院等の建造物、遺跡等と一体となって、又は伝承若しくは風俗慣習

　　　

と結びついて当該地域において伝統的又は文化的意義を有するもの

　　

（ウ）風致又は景観が優れており、かっ、当該地域の住民の健全な生活環境を確保

　　　

するために必要なもの

　

イ

　

首都圏及び近畿圏の近郊緑地保全区域内において近郊緑地の保全のため特に必

　　

要とされる緑地保全地区の都市計画の策定に関し必要な基準は、アの規定にかか

　　

わらず、それぞれ首都圏近郊緑地保全法及び近畿圏の保全区域の整備に関する法

　　

律に定めるところによることとした。

（2）緑地保全地区における行為の制限

　

ア

　

緑地保全地区内においては、次に掲げる行為は、都道府県知事の許可を受けな

　　

い限り行ってはならないこととした。ただし、公益性が特に高いと認められる事

　　

業の実施に係る行為のうち、当該緑地の保全上著しい支障を及ぼすおそれがない

　　

と認められるもので、政令で定めるもの、当該緑地保全地区に関する都市計画が

　　

定められた際既に着手していた行為又は非常災害のため必要な応急措置として行

　　

う行為については、この限りでないこととした。

　　

（ア）建築物その他の工作物の新築、改築又は増築

　　

（ｲ）宅地の造成、土石の採取その他の土地の形質の変更

　　

（ウ）木竹の伐採

　　

岡

　

水面の埋立て又は干拓

　　

固

　

以上のほか、当該緑地の保全に影響を及ぼすおそれのある行為で政令で定め

　　　

るもの

　

イ

　

都道府県知事は、アの許可の申請に係る行為が当該緑地の保全上支障があると

　　

認めるときは、当該許可を行ってはならないこととした。

　

ウ

　

通常の管理行為、軽易な行為等については、ア及びイの規定は、適用しないこ

　　

ととした。

（3）原状回復命令等

　　

都道府県知事はヽ（2）のアの規定に違反した者等に対して、相当の期限を定めて当
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該緑地の保全に対する障害を排除するため必要な限度において、その原状回復を命

　

じ、又は原状回復が著しく困難である場合に、これに代わるべき必要な措置をとる

　

べき旨を命ずることができることとした。

(4)損失の補償

　　

都道府県は、(2)のアの許可を受けることができないため損失を受けた者がある場

　

合においては、その損失を受けた者に対して、通常生ずべき損失を補償することと

　

した。

(5)土地の買入れ

　　

都道府県は、緑地保全地区内の土地で当該緑地の保全上必要があると認めるもの

　

について、その所有者から２のアの許可を受けることができないためその土地の利

　

用に著しい支障をきたすこととなることにより当該土地を都道府県において買い入

　

れるべき旨の申出があった場合においてはこれを時価により買い入れるものとする

　

こととした。

(6)国

　

の

　

補

　

助

　　

国は、(4)の損失の補償及び(5)の土地買入れに要する費用については、予算の範囲

　

内において、政令で定めるところにより、その一部を補助することができることと

　

した。

(7)緑

　

化

　

協

　

定

　

ア

　

都市計画区域内における相当規模の一団の土地又は道路等に隣接する相当の区

　　

間にわたる土地の所有者等は、市街地の良好な環境の確保のため、その全員の合

　　

意により、緑化協定を締結することができることとした。

　

イ

　

緑化協定においては、緑化協定区域、樹木等の種類・植栽の場所その他緑化に

　　

関する事項、緑化協定の有効期間並びに緑化協定に違反した場合の措置を定め、

　　

市町村長の認可を受けなければならないこととした。

　

ウ

　

市町村長は、イの認可をしたときは、公告しなけれぱならないこととし、公告

　　

のあった緑化協定は、その後において当該緑化協定区域内の土地の所有者等と

　　

なった者に対してもその効力があるものとすることとした。

　

エ

　

相当規模を有する一団の土地の所有者が単独で緑化協定を定めうる特則を設け

　　

ることとした。

　

屋外広告物法の改正(昭和48年法律第81号)

(1)屋外広告物法に基づく条例に明らかに違反して表示され、かつ相当期間放置され

　

ていること等が明らかなはり札又は立看板は、都道府県知事又はその命じた者若し

　

くは委任した者が自ら除却できることとした。

(2)都道府県は、条例で定めるところにより、屋外広告業について、営もうとする者

　

は、都道府県知事に氏名、住所、営業所の所在地等必要な事項を届け出なけれぱな
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らないものとすることができることとした。

(3)都道府県は、条例で定めるところによりヽ屋外広告業について、営業所ごとに広

　

告物の表示等に関し必要な知識を修得させるための講習会の課程を修了した者等が

　

置かれていなければならないものとすることができることとするとともに、都道府

　

県知事は、講習会修了者等の置かれていない営業所について、期間を定めて、講習

　

会修了者等を置くべきことを命ずることができることとした。

　

水源地域対策特別措置法(昭和48年法律第118号)

　

本法は、ダム又は湖沼水位調節施設の建設によりその基礎条件が著しく変化する地

域について、生活環境、産業基盤等を整備し、あわせて湖沼の水質を保全するため、

水源地域整備計画を策定し、その実施を推進する等特別の措置を講ずることにより、

関係住民の生活の安定と福祉の向上を図り、もってダム及び湖沼水位調節施設の建設

を促進し、水資源の開発と国土の保全に寄与することを目的とするものでその主な内

容は次のとおりである。

(1)定

　　　

義

　　

本法において｢指定ダム｣とは、国、地方公共団体、水資源開発公団又は電源開発

　

株式会社が建設するダムのうち一定の要件に該当するもので政令で指定するものを

　

いうものとし、｢指定湖沼水位調節施設｣とは、国、地方公共団体又は水資源開発公

　

団が建設する湖沼水位調節施設のうち一定の要件に該当するもので政令で指定する

　

ものをいうこととした。

(2)水源地域の指定

　　

内閣総理大臣は、指定ダム等により流水が貯留される土地の区域をその区域に含

　

む市町村の区域のうち、指定ダム等の建設によりその基礎条件が著しく変化すると

　

認められる地域を、都道府県知事の申出に基づき、関係行政機関の長と協議して、

　

水源地域として指定することができることとした。

(3)水源地域整備計画の決定

　　

都道府県知事は、あらかじめ、関係事業者、関係地方公共団体の長等の意見を聞

　

いた上､所管行政機関の長を通じて内閣総理大臣に水源地域整備計画の案を提出し、

　

内閣総理大臣は、関係行政機関の長と協議し、水源地域整備計画を決定することと

　

した。

(4)水源地域整備計画の内容

　　

水源地域整備計画は、指定ダム等の建設による当該水源地域の基礎条件の著しい

　

変化による影響を緩和するため必要と認められる事業及び湖沼の水質を保全するた

　

め必要と認められる事業で、当該水源地域において実施するものの概要と経費の概

　

算に９いて定められるときは、これらの事業で当該水源地域外において実施するも

　

のに゜いて定めることができることとした。
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倒

　

協

　　　

力

　　

関係行政機関の長、関係地方公共団体及び関係事業者は、指定ダム等の建設及ぴ

　

水源地域整備計画の実施に関し、できる限り協力しなければならないこととした。

（6）生活再建のための措置

　　

関係行政機関の長、関係地方公共団体、指定ダム等を建設する者及び整備事業を

　

行う者は、協力して、指定ダム等の建設又は整備事業の実施に伴い生活の基礎を失

　

うこととなる者の生活再建のため必要があるときは、その者の申出に基づき宅地、

　

建物等の取得、職業の紹介、指導その他の措置のあっせんに努めることとした。

（7）国の負担又は補助の割合の特例

　　

その建設により周辺地域の基礎条件が特に著しく変化することとなる指定ダムで

　

政令で指定したもの及び指定湖沼水位調節施設に関する特定の整備事業に係る経費

　

に対する国の負担又は補助の割合は、他の法令の規定にかかわらず、特別の負担又

　

は補助の割合によることとした。

（8）国の財政上及び金融上の援助

　　

国は、水源地域整備計画を達成するために必要があると認めるときは、整備事業

　

を実施する者に対し、財政上及び金融上の援助を与えることとした。

（9）整備事業についての負担の調整等

　　

整備事業がその区域内において行われる地方公共団体は、その負担する整備事業

　

の一部を、指定ダム等を利用して河川の流水を水道、工業用水道又は発電の用に供

　

することが予定されている者等に協議の上、これに負担させることができることと

　

した。なお、関係行政機関の長は、当該負担に関し、関係当事者のうち一以上の申

　

出に基づき、あっせんをすることができることとした。
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